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第１章 総 則 

 

第１節 総 則 

 

１－１－１ 適 用 

１．施設機械工事等共通仕様書（以下、「共通仕様書」という。）は、福岡県農林水産部

所管の県営農業農村整備事業に関する施設機械工事の施工に係る工事請負契約書（以下、

「契約書」という。）及び設計図書の内容について、統一的な解釈及び運用を図るとと

もに、その他必要な事項を定め、もって契約の適正な履行の確保を図るためのものであ

る。 

２．請負者は、共通仕様書の適用に当たり、「福岡県農林水産部工事監督要領」及び「福

岡県農林水産部工事検査要綱」による監督、検査体制のもとで、建設業法第18条（建

設工事の請負契約の原則）に基づく施工管理体制を遵守しなければならない。 

また、これら監督、検査（しゅん工検査、中間検査、出来高検査）にあたり、福岡県

財務規則（昭和39年4月1日規則第23号）（以下「財務規則」という。）第176条及び177

条の規定に基づくものであることを認識しなければならない。 

３．契約図書は相互に補完し合うものであり、これに定められている事項は、契約の履

行を拘束するものとする。 

４．請負者の責に帰すべき事由により、復旧、修復及び補修等を要する場合、その費用

は請負者の負担とする。 

５．請負者は、本体工事着手前に設計図書に基づき、実施仕様書、計算書及び工事に必

要な詳細図を作成し、監督員にこれらの承諾を受けなければならない。 

６．請負者は、信義に従って誠実に工事を履行し、監督員の指示がない限り工事を継続

しなければならない。ただし、契約書第26条に定める内容等の措置を行う場合は、こ

の限りではない。 

７．図面、特記仕様書及び共通仕様書の間に相違がある場合、又は図面からの読み取り

と図面に書かれた数字が相違する場合、請負者は、監督員に確認して指示を受けなけ

ればならない。 

８．ＳＩ（国際単位系）についてはＳＩ単位と非ＳＩ単位とが併記されている場合、( )

内を非ＳＩ単位とする。請負者は、ＳＩ単位の適用に伴い、数値の丸め方が示された

ものと異なる場合、監督員と協議しなければならない。なお、非ＳＩ単位の使用が認

められているものについては、この限りではない。 

９．ＪＩＳ（日本工業規格）や各種協会規格については、本共通仕様書によるものとす

るが、これら規格が改正された場合は、改正後の基準とする。 

１－１－２ 用語の定義 

１．「監督員」とは、契約書第9条第1項に規定する監督員をいう。 

２．「契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。 

３．「設計図書」とは、特別仕様書、図面、共通仕様書、現場説明書及び現場説明に対

する質問回答書をいう。 

４．「仕様書」とは、各工事に共通する共通仕様書と工事ごとに規定される特別仕様書
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を総称していう。 

５．「共通仕様書」とは、各作業の順序、使用材料の品質、数量、仕上げの程度施工方

法等工事を施工するうえで必要な技術的要求及び定型的な内容をあらかじめ盛り込み

作成した図書をいう。 

６．「特別仕様書」とは、共通仕様書を補完し、工事の施工に関する明細又は工事に固

有の事項を定める図書をいう。 

７．「現場説明書」とは、工事の入札に参加する者に対して発注者が当該工事の契約条

件等を説明するための書類をいう。 

８．「質問回答書」とは、現場説明書及び現場説明に関する入札参加者からの質問書に

対して発注者が回答する書面をいう。 

９．「図面」とは、入札に際して発注者が示した設計図、発注者から変更又は追加され

た設計図及び工事完成図等をいう。 

ただし、設計図書に基づき監督員が請負者に指示した図面及び請負者が提出し、監

督員が書面により承諾した図面を含むものとする。 

10．「実施仕様書」とは、設計図書に基づき、請負者が仕様を明確にするために作成す

る書面をいう。 

11．「計算書」とは、設計図書に基づき、請負者が作成する詳細図にかかわる強度、機

能、数量の計算書をいう。 

12．「詳細図等」とは、設計図書及び実施仕様書に基づき、請負者が作成する製作及び

据付上必要となる図面をいう。 

13. 「完成図書」とは、工事完成時に納品する契約仕様書、実施仕様書、計算書、詳細

図、施工管理記録、数量表、購入品等機器一覧表、取扱説明書、完成写真及び官庁等

関係機関の届出書をいう。 

  なお、完成図書は、「施設機械工事完成図書等作成要領」及び「工事完成図書の電

子納品要領（案） 機械設備工事編」又は「工事完成図書の電子納品要領（案） 電気

通信設備編」（全て農林水産省）に準拠して作成するものとする。 

14．「施工図」とは、設計図書を踏まえて作成される図面のうち、当該設備の維持、修

繕、改修、更新等のために必要なすべての部材の位置・組合せ、機器・部品等の形状、

配管・配線等個々の機材、施工方法について、請負者独自の施工技術に基づき、現地

条件に対応した設備、機器の構造、接続・指示方法、納まり、制御システム等の詳細

及び電子計算機で検討した経緯等を示す図面として作成されたもののうち、当該設備

に限り使用権を発注者に委譲したものをいう。 

  なお、施工図は、「施設機械工事完成図書等作成要領」及び「工事完成図書の電子

納品要領（案） 機械設備工事編」又は「工事完成図書の電子納品要領（案） 電気通

信設備編」（全て農林水産省）に準拠して作成するものとする。 

15．「指示」とは、契約図書の定めに基づき、監督員が請負者に対し、工事の施工上必

要な事項について書面をもって示し、実施させることをいう。 

16．「承諾」とは、契約図書で明示した事項について、発注者若しくは監督員又は請負

者が書面により同意することをいう。 

17．「承諾図書」とは、請負者が設計図書の設備仕様に対し構成機器等を決定した根拠
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となる実施仕様書、計算書及び詳細図等を含む図書をいう。 

  承諾図書の承諾とは、は駐車若しくは監督員と請負者が書面により、着手後の大き

な手戻りによる双方の損害を回避するため、土木施設との関連、管理者との観点等か

らの照査の目的で行う確認行為である。 

18．「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者と請負者が対等の

立場で合議し、結論を得ることをいう。 

19.  「提出」とは、請負者が監督員に対し工事に係わる書面又はその他の資料を説明し、

差し出すことをいう。 

20．「提示」とは、監督員が請負者に対し、又は請負者が監督員に対し工事に係わる書

面又はその他の資料を説明し、差し出すことをいう。 

21．「報告」とは、請負者が監督員に対し、工事の施工に関する事項について、書面を

もって知らせることをいう。 

22．「通知」とは、監督員が請負者に対し、工事の施工に関する事項について、書面で

知らせることをいう。 

23．「連絡」とは、監督員と請負者又は現場代理人の間で、監督員が請負者に対し、又

は請負者が監督員に対し、契約書第18条に該当しない事項又は緊急で伝達すべき事項

について、口頭、ファクシミリ、電子メールなどの署名又は押印が不要な手段により

互いに知らせることをいう。なお、後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。 

24．「納品」とは、請負者が監督員に工事完成時に成果品を納めることをいう。 

25．「電子納品」とは、電子成果品を納品することをいう。 

26．「書面」とは、手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日を記載し、署名又は捺

印したものを有効とし、原則として別に定める工事打合せ書とする。 

なお、緊急を要する場合は、ファクシミリ及び電子メールにより伝達できるものと

するが、後日有効な書面と差し換えるものとする。 

27．「工事写真」とは、工事着手前及び工事完成、また、施工管理の手段として各工事

の施工段階及び工事完成後目視できない箇所の施工状況、出来形寸法、品質管理状況、

工事中の災害写真等を写真管理基準に基づき撮影したものをいう。 

28．「工事帳票」とは、施工計画書、工事打合せ簿、品質管理資料、出来形管理資料等

の提携様式の資料、及び工事打合せ簿等に添付して提出される非定型の資料をいう。 

29．「工事書類」とは、工事写真及び工事帳票をいう。 

30．「契約関係書類」とは、契約書第9条第5項の定めにより監督員を経由して請負者か

ら発注者へ、又は請負者へ提出される書類をいう。 

31．「電子成果品」とは、電子的手段によって発注者に納品する成果品となる電子デー

タをいう。 

32．「工事関係書類」とは、契約関係図書、契約関係書類、工事書類、及び工事完成図

書をいう。 

33．「確認」とは、契約図書に示された事項について、監督員、工事検査員又は請負者

が立会若しくは関係資料により、その内容について契約図書との適合を確認すること

をいう。 

34．「立会」とは、契約図書に示された項目について、監督員等が臨場により、その内
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容について契約図書との適合を確かめることをいう。 

35．「段階確認」とは、設計図書に示した段階、又は監督員の指示した施工途中の段階

において、請負者の測定結果に基づき監督員等が、出来形、品質、規格、数値を確認

することをいう。 

36．「工事検査」とは、検査員が契約書第31条、第37条及び第38条に基づいて履行の確

認を行うことをいう。 

37．「工事検査員」とは、契約書第31条第2項、第37条第3項の規定に基づき、工事検査

を行うために発注者が定めた者をいう。 

38．「同等以上の品質」とは、品質について、設計図書で指定する品質、又は設計図書

に指定がない場合には監督員が承諾する試験機関等の品質の確認を得た品質、若しく

は、監督員の承諾した品質をいう。 

39．「工期」とは、契約図書に示した工事を実施するために要する準備及び跡片付け期

間を含めた始期日から終期日までの期間をいう。 

40．「工事開始日」とは、工期の始期日又は設計図書において規定する始期日をいう。 

41．「工事着工日」とは、工事開始日以降の実際の工事のための準備工事（現場事務所

等の建設又は測量を開始することをいい、詳細設計を含む。）の初日をいう。 

42．「工事」とは、本体工事及び仮設工事、又はそれらの一部をいう。 

43．「本体工事」とは、設計図書に従って、工事目的物を施工するための工事をいう。 

44．「仮設工事」とは、各種の仮工事であって、工事の施工及び完成に必要とされるも

のをいう。 

45．「現場」とは、工事を施工する場所、工事の施工に必要な場所及びその他の設計図

書で明確に指定される場所をいう。 

46．「JIS規格」とは、日本工業規格をいう。また、設計図書のJIS製品記号は、JISの国

際単位系（SI）移行（以下「新JIS」という。）に伴い、すべて新JISの製品記号とし

ているが、旧JISに対応した材料を使用する場合は、旧JIS製品記号に読み替えて使用

できるものとする。 

１－１－３ 設計図書の照査等 

 １．請負者からの要求があり、監督員が必要と認めた場合は、請負者に図面を貸与するこ

とができる。ただし、共通仕様書、施設機械工事等施工管理基準（農林水産省農村振興

局）（以下、「施設機械工事等施工管理基準」）等については請負者が備えるものとす

る。 

２．請負者は、施工前及び施工途中において、契約書第18条第1項第1号から第5号に係わ

る設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合、監督員にその事実が確認できる資

料を書面により提出し、確認を求めなければならない。 

また、請負者は監督員から更に詳細な説明、又は書面の追加の要求があった場合は

従わなければならない。 

３．請負者は、契約の目的のために必要とする以外は、契約図書、及びその他の図書を監

督員の承諾なくして第三者に使用させ、又は伝達してはならない。 

１－１－４ 提出書類 

１．請負者は、提出書類を契約図書・関係法令等に基づいて、監督員に提出しなければ
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ならない。これに定めのないものは、監督員の指示する様式によらなければならない。 

２．契約書に規定する「設計図書に定めるもの」とは、請負代金額に係る請求書、代金

代理受領承諾申請書、遅延利息請求書、監督員に関する措置請求に係わる書類及びそ

の他現場説明の際指定した書類をいう。 

３．請負者は、提出書類の内容に変更が生じた場合はその都度変更書類を提出しなけれ

ばならない。 

４．請負者は、監督員が特に指示した事項については、さらに詳細な書類を提出しなけ

ればならない。 

５．請負者は、工事の種類や規模等により提出を必要としないと判断できる書類につい

ては、監督員の承諾を受けたうえで、提出を省略できるものとする。 

６．監督員は、技術的な確認が必要な場合、請負者に対し技術資料・サンプル等の提出

を求めることができる。 

１－１－５ 工程表 

請負者は、契約書第3条に規定する工程表を所定の書式に基づき作成し、監督員を経由

して発注者に提出しなければならない。 

１－１－６ 提出図書 

１．請負者は次の図書を監督員に提出しなければならない。 

（１）工事着手前に提出するもの 

①施工計画書 

（２）工事着手前に提出し承諾を受けるもの。 

①承諾図書 

②その他特別仕様書に記載したもの 

（３）工事進捗にあわせて提出するもの。 

①施工管理記録書 

②その他特別仕様書に記載したもの 

（４）工事完成時に提出するもの。 

①完成図書 

②施工図 

③工事写真 

④施工管理記録 

⑤その他特別仕様書に記載したもの 

１－１－７ 施工計画書 

１．請負者は、工事着手前に工事を完成するために必要な手順や工法等についての施工

計画書を監督員に提出しなければならない。 

請負者は施工計画書を遵守し、工事の施工にあたらなければならない。 

この場合、請負者は施工計画書に次の事項について記載しなければならない。 

また、監督員がその他の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。 

ただし、請負者は簡易な工事においては、監督員の承諾を得て記載内容の一部を省

略することができる。 

（１）工事概要 
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（２）計画工程表 

（３）工場及び現場組織表（品質管理組織表を含む) 

（４）施工要領 

①製作要領 

②溶接要領 

③塗装要領 

④輸送要領 

⑤主要資材 

⑥据付要領（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む） 

⑦確認・検査要領 

（５）施工管理計画（出来高、品質、写真等） 

（６）安全管理（工場、現場） 

（７）指定機械 

（８）緊急時の体制及び対応 

（９）交通管理 

（10）環境対策 

（11）現場作業環境の整備 

（12）再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 

（13）その他 

２．請負者は、施工計画書の内容に変更が生じた場合には、その都度当該工事に着手す

る前に変更に関する事項について、変更計画書を提出しなければならない。 

３．請負者は、施工計画を提出した際、監督員から指示された事項を詳細に記載した施

工計画書を、指示された時までに提出しなければならない。 

１－１－８ 承諾図書 

１．請負者は、設計図書記載の所定の期間内又は監督員と協議して定めた期間内に承諾

図書を監督員に提出して承諾を得なければならない。 

２．承諾図書の承諾は、請負者の責任による設計に基づく工事着手をあくまで発注者の

観点から承諾するものであり、承諾によって請負者の責務（瑕疵担保責任等）が免責

又は軽減されるものではない。 

３．請負者が提出する承諾図書の内容は以下のとおりとする。 

  なお、監督員がその事項について補足を求めた場合には、これに従うものとする。 

（１）実施仕様書 

  ①工事概要 

  ②設計条件 

  ③実施仕様 

   ア．詳細仕様 

   イ．使用材料 

   ウ．構造説明 

   エ．その他必要なもの 

（２）計算書 
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  ①設計計算書 

  ②計算根拠 

  ③その他必要なもの 

（３）詳細図等 

  ①全体図 

  ②平面図 

  ③断面図 

  ④詳細図 

  ⑤制御フロー図 

  ⑥単線結線図 

  ⑦その他必要なもの 

（４）その他 

１－１－９ 承諾済の承諾図書 

   請負者は、契約書第15条第7項、第17条第1項、第18条第5項、第19条、第20条、第21

条、第22条第1項及び第43条第2項の規定を除き、承諾済の承諾図書を変更しようとする

ときは、軽微なものを除き、発注者と協議するものとする。 

１－１－１０ 管理記録の整理 

請負者は、実施した工事（新設、改造を含む）の施工内容等について設備管理記録へ

必要事項を適正に記入し、提出しなければならない。なお、設備管理記録の様式につい

ては別途監督員の指示による。 

１－１－１１ 低入札価格調査対象工事の措置 

１．施工体制台帳の提出及びそのヒアリング 

（１）福岡県財務規則第152条の2の規定に基づく価格を下回る価格で落札し契約締結した

場合においては、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第15条第2項

の規定にかかわらず建設業法第24条の第７の第1項の規定に準じて施工体制台帳を作

成するものとし、発注者に提出しなければならない。 

（２）（１）の書類の提出に際して、その内容のヒアリングを発注者から求められたとき

は、請負者の支店長、営業所長等は応じなければならない。 

２．施工計画書の内容のヒアリング 

福岡県財務規則第152条の2の規定に基づく価格を下回る価格で落札し契約締結し

た場合においては、施工計画書の提出に当たり、その内容のヒアリングを発注者から

求められたときは、請負者の支店長、営業所長等は応じなければならない。 

１－１－１２ 工事実績情報サービス（コリンズ）への登録 

１．請負者は、受注時又は変更時において請負代金額が 500 万円以 上の工事

について、一般財団法人日本建設情報総合センター（以下「 ＪＡＣＩＣ」と

いう。）が実施している工事実績情報サービス（以下「コリンズ」という 。）の

利用に関する規約に基づき、受 注・変更・完成・訂正時に工事実績情報を

監督員の確認を受けた上、コリンズに登録しなければならない。 

２．請負者はコリンズに登録する工事実績情報について、事前に監督員の確

認を受けてから手続を行うとともに、登録時にＪＡＣＩＣが発行する「登
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録内容確認書」の写しを登録後速やかに監督員に提出しなければならない。 

３．工事実績情報の登録は、原則として以下の期限内に手続を行うものとす

る。 

（１）受注時の登録は、契約締結後土曜日、日曜日及び祝日を除き１０日

以内とする。  

（２）登録内容の変更時は、変更があった日から土曜日、日曜日及び祝日

を除き１０日以内に登録する。なお、登録変更時は、工期又は技術者に

変更が生じた場合に行うものとし、請負代金額のみの変更の場合は、原

則として登録を必要としない。 

（３）完成時の登録は、完成通知書を提出後１０日以内に、訂正時の登録

は適宜行うものとする。ただし、変更時と完成時の間が１０日間に満た

ない場合は、変更時の登録を省略できるものとする。 

１－１－１３ 請負者による発注者の図面の使用 

発注者又は監督員から請負者に提出・提示された設計図書及びその他資料は、発注者

が所有権を有するものとする。 

請負者は、これらの資料を発注者の同意を得ないで契約遂行目的以外の使用、複製又

は第三者に開示してはならないものとする。 

１－１－１４ 数量の算出 

１．請負者は、出来形数量を算出するために出来形測量等を実施しなければならない。

なお、出来形測量及び数量の算出等は請負者の負担により行うものとする。 

２．請負者は、設計図書又は監督員が承諾した請負者の提出図書に従って、設計数量を

もとに出来形数量を算出し、その結果を監督員からの請求があった場合は速やかに提

示するとともに、工事完成時までに監督員に提出しなければならない。 

３．出来形測量の結果が設計図書の寸法に対し、「施設機械工事等施工管理基準」又は

設計図書に定める規格値を満足していれば、出来形数量を設計数量とする。 

４．設計数量とは、設計図書に基づき算出された数量をいう。 

１－１－１５ 諸法令の遵守 

１．請負者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るとともに、

諸法令の適用、運用は請負者の責任において行わなければならない。 

なお、主な法令は次に示すとおりである。 

（１）会計法                  （昭和22年 法律第 35号） 

（２）建設業法                 （昭和24年 法律第100号） 

（３）下請代金支払遅延等防止法         （昭和31年 法律第120号） 

（４）労働基準法                （昭和22年 法律第 49号） 

（５）職業安定法                （昭和22年 法律第141号） 

（６）労働安全衛生法              （昭和47年 法律第 57号） 

（７）作業環境測定法              （昭和50年 法律第 28号） 

（８）じん肺法                 （昭和35年 法律第 30号） 

（９）雇用保険法                （昭和49年 法律第116号） 

（l0）労働者災害補償保険法           （昭和22年 法律第 50号） 
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（l1）健康保険法                （大正11年 法律第 70号） 

（12）中小企業退職金共済法           （昭和34年 法律第160号） 

（13）建設労働者の雇用の改善等に関する法律   （昭和51年 法律第 33号） 

（14）出入国管理及び難民認定法         （平成 3年 法律第 94号） 

（15）道路法                  （昭和27年 法律第180号） 

（16）道路交通法                （昭和35年 法律第105号） 

（17）道路運送法                （昭和26年 法律第183号） 

（18）道路運送車両法              （昭和26年 法律第185号） 

（19）砂防法                  （明治30年 法律第 29号） 

（20）地すべり等防止法             （昭和33年 法律第 30号） 

（21）河川法                  （昭和39年 法律第167号） 

（22）海岸法                  （昭和31年 法律第101号） 

（23）港湾法                  （昭和25年 法律第218号） 

（24）港則法                  （昭和23年 法律第174号） 

（25）漁港漁場整備法              （昭和25年 法律第137号） 

（26）海上衝突予防法              （昭和52年 法律第 62号） 

（27）海上交通安全法              （昭和47年 法律第115号） 

（28）海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律  （昭和45年 法律第136号） 

（29）航路標識法                （昭和24年 法律第 99号） 

（30）自然公園法                （昭和32年 法律第161号） 

（31）下水道法                 （昭和33年 法律第 79号） 

（32）航空法                  （昭和27年 法律第231号） 

（33）公有水面埋立法              （大正10年 法律第 57号） 

（34）水産資源保護法              （昭和26年 法律第313号） 

（35）軌道法                  （大正10年 法律第 76号） 

（36）森林法                  （昭和26年 法律第249号） 

（37）環境基本法                （平成 5年 法律第 91号） 

（38）火薬類取締法               （昭和25年 法律第149号） 

（39）大気汚染防止法              （昭和43年 法律第 97号） 

（40）騒音規制法                （昭和43年 法律第 98号） 

（41）水質汚濁防止法              （昭和45年 法律第138号） 

（42）湖沼水質保全特別措置法          （昭和59年 法律第 61号） 

（43）振動規制法                （昭和51年 法律第 64号） 

（44）廃棄物処理及び清掃に関する法律      （昭和45年 法律第137号） 

（45）資源の有効な利用の促進に関する法律    （平成12年 法律第113号） 

（46）文化財保護法               （昭和25年 法律第214号） 

（47）砂利採取法                （昭和43年 法律第 74号） 

（48）電気事業法                （昭和39年 法律第170号） 

（49）電波法                  （昭和25年 法律第131号） 

（50）消防法                  （昭和23年 法律第186号） 
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（51）測量法                  （昭和24年 法律第188号） 

（52）建築基準法                （昭和25年 法律第201号） 

（53）都市公園法                （昭和31年 法律第 79号） 

（54）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 

（平成12年 法律第104号） 

（55）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法） 

（平成12年 法律第100号） 

（56）電気工事士法               （昭和35年 法律第139号） 

（57）有線電気通信法              （昭和28年 法律第 96号） 

（58）電気通信事業法              （昭和59年 法律第 86号） 

（59）自然環境保全法              （昭和47年 法律第 85号） 

（60）環境影響評価法              （平成 9年 法律第 81号） 

（61）自然再生推進法              （平成14年 法律第148号） 

（62）景観法                  （平成16年 法律第110号） 

（63）水防法                  （昭和24年 法律第193号） 

（64）国有財産法                （昭和23年 法律第 73号） 

（65）公共工事の品質確保の促進に関する法律   （平成17年 法律第 18号） 

（66）土壌汚染対策法              （平成14年 法律第 53号） 

（67）駐車場法                 （昭和32年 法律第106号） 

（68）船員法                  （昭和22年 法律第100号） 

（69）船舶職員及び小型船舶操縦者法       （昭和26年 法律第149号） 

（70）船舶安全法                （昭和 8年 法律第 11号） 

（71）公共工事の入札および契約の適正化の促進に関する法律 

                         （昭和12年 法律第100号） 

（72）河川法施行法               （昭和39年 法律第168号） 

（73）技術士法                 （昭和58年 法律第 25号） 

（74）漁業法                      （昭和24年 法律第267号） 

（75）計量法                  （平成 4年 法律第 51号） 

（76）厚生年金保険法              （昭和29年 法律第115号） 

（77）最低賃金法                （昭和34年 法律第137号） 

（78）所得税法                 （昭和40年 法律第 33号） 

（79）船員保険法                （昭和14年 法律第 73号） 

（80）著作権法                 （昭和45年 法律第 48号） 

（81）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法 

                        （昭和42年 法律第131号） 

（82）労働保険の保険料の徴収等に関する法律   （昭和44年 法律第 84号） 

（83）農薬取締法                （昭和23年 法律第 82号） 

（84）毒物および劇物取締法           （昭和25年 法律第303号） 

（85）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

                        （平成18年 法律第 91号） 
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（86）特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平成17年 法律第 51号） 

（87）警備業法                 （昭和47年 法律第117号） 

（88）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年 法律第 58号） 

（89）ダイオキシン類対策特別措置法       （平成11年 法律第105号） 

（90）悪臭防止法                （昭和46年 法律第 91号） 

（91）製造物責任法               （平成 6年 法律第 85号） 

（92）エネルギーの使用の合理化に関する法律   （昭和54年 法律第 49号） 

   （93）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法 

                           （平成13年 法律第 65号） 

（94）地方公共団体の関係諸条例 

２．請負者は、諸法令を遵守し、これに違反した場合発生するであろう責務が発注者に

及ばないようにしなければならない。 

３．請負者は、当該工事の設計図書及び契約そのものが本条１の諸法令に照らして不適

当であったり、矛盾していることが判明した場合、直ちに監督員に報告しなければな

らない。 

１－１－１６ 官公庁等への手続等 

１．請負者は、工事期間中、関係官公庁及びその他の関係機関との連絡を保たなければ

ならない。 

２．請負者は、工事施工にあたり法令、契約図書の定めにより関係官公庁及びその他の

関係機関への必要な手続き等を行わなければならない。 

３．請負者は、前項に規定する手続き等を行うにあたっては、その内容を事前に監督員

に報告しなければならない。 

４．請負者は、工事の施工に当たり、地域住民との間に紛争が生じないよう努めなけれ

ばならない。 

５．請負者は、地元関係者等から工事の施工に関して苦情があり、請負者が対応すべき

場合は誠意をもってその解決にあたらなければならない。 

６．請負者は、地方公共団体、地域住民等と工事の施工上必要な交渉を、自らの責任に

おいて行うものとする。 

また、交渉に先立ち、監督員に事前報告のうえこれらの交渉にあたっては誠意をも

って対応しなければならない。 

７．請負者は、前項までの交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で確認してお

くとともに、状況を随時監督員に報告し、指示があればそれに従うものとする。 

１－１－１７ 工事中の安全管理 

１．請負者は、土木工事等施工技術安全指針、建設機械施工安全指針、港湾工事安全施

工指針、潜水作業安全施工指針、潜水安全施工指針及び作業船団安全運航指針参考に

して常に工事の安全に留意し災害の防止に努めなければならない。 

２．請負者は、工事施工中、監督員及び管理者の許可なくして流水又は水陸交通の支障

となる行為、または公衆に迷惑を及ぼす行為をしてはならない。 

３．請負者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（平成５年２月１日付け農林水産大臣官

房地方課長通知）を遵守して災害の防止を図らなければならない。 
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４．請負者は、工事に使用する建設機械の選定、使用等について、設計図書により建設

機械が指定されている場合には、これに適合した建設機械を使用しなければならない。 

ただし、より条件に合った機械がある場合には、監督員の承諾を得て、それを使用

することができる。 

５．請負者は、工事箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物に対して支障を及ぼ

さないよう必要な措置を施さなければならない。 

６．請負者は、豪雨、出水、土石流、その他天災に対しては、気象情報などに注意を払

い、常に災害を最小限に食い止めるため防災体制を確立しておかなくてはならない。 

７．請負者は、工事現場に工事関係者以外の者の立入りを禁止する場合は、その区域を

板囲、ロープ等により囲うとともに、「立入り禁止」の標示をしなければならない。 

８．請負者は、工事期間中、工事区域及びその周辺の監視あるいは巡視により安全の確

保に努めなければならない。 

９．請負者は、公衆の見やすいところに工事名、工期、事業主体名、工事請負者名、連

絡先、電話番号及び現場責任者名を記入した工事標識を設置しなければならない。 

10．請負者は、工事着手後、原則として作業員全員により、月毎に半日以上の時間を割

当て、次の項目から内容を選択し、安全訓練等を実施しなければならない。 

（１）安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育 

（２）工事内容等の周知徹底 

（３）各機関が定める安全対策等の周知徹底 

（４）工事における災害対策訓練 

（５）工事現場で予想される事故対策 

（６）その他、安全・訓練等として必要な事項 

11．請負者は、所轄警察署、道路管理者、鉄道事業者、河川管理者、労働基準監督署、

消防署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、工事中の安全を確保しなければ

ならない。 

12．請負者は、工事現場が隣接し又は同一場所に別途工事がある場合は、請負者間で安

全施工に関する情報交換及び調整を行うものとする。 

13．監督員が、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第30条第１項に規定する措置を

講じる者として、同条第２項の規定に基づき、請負者を指名した場合には、請負者は

これに従うものとする。 

14．請負者は、工事中における安全の確保を全てに優先させ、労働安全衛生法等関連法

令に基づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備等につい

ては、労働安全衛生規則（労働省令第32号）、クレーン等安全規則（労働省令第34号）、

あるいは電気設備技術基準（通産省令第61号）等に基づいて適切な措置を講じておか

なければならない。 

15．請負者は、施工計画の立案にあたっては、既往の気象記録及び洪水記録並びに地形

等現地の状況を勘案し、防災対策を考慮のうえ施工方法及び施工時期を決定しなけれ

ばならない。特に梅雨、台風等の出水期の施工にあたっては、工法、工程について十

分に配慮しなければならない。 

16．災害発生時においては、第三者及び作業員等の人命の安全確保を全てに優先させる
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ものとする。 

17．請負者は、工事施工箇所に地下埋設物件等が予想される場合には、当該物件の位置、

深さ等を調査し監督員に報告しなければならない。 

18．請負者は施工中、管理者不明の地下埋設物等を発見した場合は、監督員に報告し、

その処置については占有者全体の立会を求め、管理者を明確にしなければならない。 

19．諸負者は、地下埋設物件等に損害を与えた場合は、直ちに監督員に報告するととも

に関係機関に連絡し応急措置をとると共に、請負者の費用負担において応急処置及び

補修・損害賠償を行わなければならない。 

１－１－１８ 爆発及び火災の防止 

１．請負者は、爆発物等の危険物を備蓄し、使用する必要のある場合には関係法令を遵

守するとともに、関係官公署の指導に従い、爆発等の防止の措置を講じなければなら

ない。 

２．請負者は、火薬類を使用し工事を施工する場合は、使用に先立ち監督員に使用計画

書を提出しなければならない。 

３．請負者は、伐開除根、掘削等により発生した雑木、草等を野焼きしてはならない。 

ただし、軽微なものを野焼する場合は、関係官公署と打合せを行い、監督員の承諾

を得て処理するものとする。 

４．請負者は、使用人等の喫煙、たき火等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使

用を禁止しなければならない。 

５．請負者は、ガソリン、塗料等の可燃物の周辺に火気の使用を禁止する旨の表示を行

い、周辺の整理に努めなければならない。 

６．現地に火薬庫等を設置する場合は、火薬類の盗難防止のための立入防止柵、警報装

置等を設置し保管管理に万全の措置を講ずるとともに、夜間においても、周辺の監視

等を行い安全を確保しなければならない。 

１－１－１９ 跡片付け 

請負者は、工事の全部又は一部の完成に際して、一切の請負者の機器、余剰資材残骸

及び各種の仮設物を片付けかつ撤去し、現場及び工事に係る部分を清掃し、かつ整然と

した状態にするものとする。 

ただし、設計図書において存置するとしたものを除く。 

また、工事検査に必要な足場、はしご等は、監督員の指示に従って存置し、検査終了

後撤去するものとする。 

１－１－２０ 環境対策 

１．請負者は、関連法令及び条例並びに仕様書の規定を遵守のうえ、騒音、振動、大気

汚染、水質汚濁等の問題について、施工計画及び工事の実施の各段階において十分に

検討し、周辺地域の環境保全に努めなければならない。 

２．請負者は、環境への影響が予知され又は発生した場合は、直ちに監督員に報告し、

監督員の指示があればそれに従わなければならない。 

第三者からの環境問題に関する苦情に対しては、請負者は第１編第１章1-1-16第5

項及び第7項の規定に従い対応しなければならない。 

３．請負者は、工事の施工に伴い地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者への損
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害が生じた場合には、直ちに監督員に報告するとともに、監督員から関係資料の提出

を求められた場合、契約書第28条に関する資料を提出しなければならない。 

４．請負者は、資材、工法、建設機械又は目的物の使用に当たっては、事業ごとの特性

を踏まえ、必要とされる強度や耐久性、機能の確保、コスト等に留意しつつ、「国等

による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号。「グリーン購

入法」という。）」第６条で定めた「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」に

定められた特定調達品目の使用を積極的に推進するものとする。 

５．請負者は、工事に使用する作業船等から発生した廃油等を「海洋汚染及び海上災害

の防止に関する法律」に基づき、適切な措置を取らなければならない。 

６．請負者は、水中に工事用資材等が落下しないよう措置を講じるものとする。 

  また、工事の廃材、残材等を水中に投棄してはならない。落下物が生じた場合は、

請負者は自らの負担で撤去し、処理しなければならない。 

７．請負者は、工事の施工にあたり「排出ガス対策型建設機械指定要領」、「排出ガス

対策型建設機械の普及促進に関する規程」もしくは「第3次排出ガス対策型建設機械指

定要領」に基づき指定された排出ガス対策型建設機械を使用するものとする。なお、

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」に基づき技術基準に適合する特定

特殊自動車を使用する場合はこの限りではない。 

  平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」、ま

たはこれと同等の開発目標で実施された建設技術審査証明事業により評価された排出

ガス浄化装置を装着した建設機械については、排出ガス対策型建設機械と同等と見な

す。ただし、これにより難い場合は、監督員と協議するものとする。排出ガス対策型

建設機械あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場合、請負者は施

工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い監督員に提出しなければならない。 

８．請負者は、軽油を燃料とする特定特殊自動車の使用にあたって、燃料を購入して使

用するときは、当該特定特殊自動車の製作等に関する事業者又は団体が推奨する軽油

（ガソリンスタンド等で販売されている軽油をいう。）を選択しなければならない。

また、監督員から特定特殊自動車に使用した燃料の購入伝票を求められた場合、提示

しなければならない。なお、軽油を燃料とする特定特殊自動車の使用にあたっては、

下請負者等に関係法令等を遵守させるものとする。 

９．請負者は、建設工事に伴う騒音振動対策指針（建設大臣官房技術参事官通達、昭和

62年3月30日改正）によって低騒音型・低振動型建設機械を設計図書で使用を義務付け

ている場合には、低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規定（国土交通省告示、

平成13年4月9日改正）に基づき指定された建設機械を使用しなければならない。ただ

し、施工時期・現場条件等により一部機種の調達が不可能な場合は、認定機種と同程

度と認められる機種又は対策をもって協議することが出来る。 

１－１－２１ 文化財の保護 

１．請負者は、工事の施工にあたって文化財の保護に十分注意し、使用人等に文化財の

重要性を十分認識させ、工事中に文化財を発見したときは直ちに工事を中止し、監督

員に報告し、その指示に従わなければならない。 

２．請負者が、工事の施工に当たり、文化財その他の埋蔵物を発見した場合は、発注者
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との契約に係わる工事に起因するものとみなし、発注者が、当該埋蔵物の発見者とし

ての権利を保有するものとする。 

１－１－２２ 交通安全管理 

１．請負者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用するときは、積載物の落

下等により、路面を損傷し、あるいは汚損することのないようにするとともに、特に

第三者に損害を与えないようにしなければならない。 

なお、第三者に損害をおよぼした場合は、契約書第28条によって処置するものとする。 

２．請負者は、工事用車両による土砂、工事用資材及び機械などの輸送を伴う工事につ

いては、関係機関と打合せを行い、交通安全に関する担当者、輸送経路、輸送期間、

輸送方法、輸送担当業者、交通誘導員の配置、標識、安全施設等の設置場所、その他

安全輸送上の事項について計画をたて、災害の防止を図らなければならない。 

３．請負者は、供用中の公共道路に係わる工事の施工にあたっては、交通の安全につい

て、監督員、道路管理者及び所轄警察署と打合せを行い、安全対策を講じなければな

らない。 

４．請負者は、設計図書において指定された工事用道路を使用する場合は、設計図書の

定めに従い、工事用道路の維持管理及び補修を行うものとする。 

５．請負者は、指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及び使

用方法等の計画書を監督員に提出しなければならない。この場合において請負者は、

関係機関に所要の手続をとるものとし、発注者が特に指示する場合を除き、標識の設

置その他の必要な措置を行わなければならない。 

６．発注者が工事用道路に指定するもの以外の工事用道路は、請負者の責任において使

用するものとする。 

７．請負者は、設計図書に他の請負者と工事用道路を共用する定めがある場合において

は、その定めに従うとともに、関連する請負者と緊密に打合せ、相互の責任区分を明

らかにして使用するものとする。 

８．公衆の交通が自由かつ安全な通行の支障となる場所に材料又は設備を保管してはな

らない。 

請負者は、毎日の作業終了時及び何らかの理由により建設作業を中断するときには、

交通管理者協議で許可された常設作業帯内を除き一般の交通に使用される路面から全

ての設備その他の障害物を撤去しなくてはならない。 

９．請負者は、工事の性質上水上輸送によることを必要とする場合には本条の「道路」

は水門又は水路に関するその他の構造物と読み替え、「車両」は船舶と読み替えるも

のとする。 

10．請負者は、建設機械、資材等の運搬に当たり、車両制限令（昭和36年政令第265号）

第３条における一般的制限値を超える車両を通行させる場合、道路法第４７条の２に

基づく通行許可を得ていることを確認しなければならない。 

表１－１－１ 車両の一般的制限値 

車両の諸元 一般的制限値 

幅 2.5ｍ 

長  さ 12.0ｍ 
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高  さ 3.8ｍ 

 

重量 総重量 

 

20.0ｔ 

（但し、高速自動車国道、指定道路については、軸距、             

長さに応じ最大25.0ｔ） 

軸  重 10.0ｔ 

隣接軸重の合計 

 

 

 

隣り合う車軸に係る軸距1.8ｍ未満の場合は18ｔ 

（隣り合う車軸に係る軸距1.3ｍ以上で、かつ、当該隣 

り合う車軸に係る軸重が9.5ｔ以下の場合は19ｔ）、1.8 

ｍ以上の場合は20ｔ 

輪 荷 重 5.0ｔ 

最小回転半径 12.0ｍ 

ここでいう車両とは、人が乗車し、又は貨物が積載されている場合にはその状態におけ

るものをいい、他の車両をけん引している場合にはこのけん引されている車両を含む。 

１－１－２３ 施工時期及び施工時間 

１．請負者は、設計図書に施工時期及び時間が定められている場合で、その時期及び時

間を変更する必要がある場合は、あらかじめ監督員と協議するものとする。 

２．請負者は、設計図書に施工時間が定められていない場合で、官公庁の休日又は夜間

に作業を行う場合は、事前に理由を付した書面を監督員に提出しなければならない。 

１－１－２４ 施工管理 

１．請負者は、施工計画書に示される作業手順に従って施工し、品質及び出来形が設計

図書に適合するよう、十分な施工管理を行わなければならない。 

２．監督員は、以下に掲げる場合、設計図書に示す品質管理の測定頻度及び出来形管理

の測定密度を変更することが出来るものとする。この場合、請負者は監督員の指示に

従うものとする。これに伴う費用は、請負者の負担とするものとする。 

 （１）工事の初期で作業が定常的になっていない場合 

 （２）管理試験結果が限界値に異常接近した場合 

 （３）試験の結果、品質及び出来形に均一性を欠いた場合 

 （４）前各号に掲げるもののほか、監督員が必要と判断した場合 

３．請負者は、施工に先立ち工事現場又はその周辺の一般通行人等が見易い場所に、工

事名、工期、発注者名及び請負者名を記載した標示板を設置し、工事完成後は速やか

に標示板を撤去しなければならない。ただし、標示板の設置が困難な場合は、監督員

の承諾を得て省略することが出来る。 

４．請負者は、契約図書に適合するよう工事を施工するために、自らの責任において、

施工管理体制を確立しなければならない。 

５．請負者は、工事期間中現場内及び周辺の整理整頓に努めなければならない。 

６．請負者は、施工に際し施工現場周辺並びに他の構造物及び施設などへ影響を及ぼさ

ないよう施工するものとするが、影響が生じた場合には直ちに監督員へ連絡し、その

対応方法等に関して監督員と速やかに協議しなければならない。 

また、損傷が請負者の過失によるものと認められる場合、請負者自らの負担で原形

に復元しなければならない。 
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７．請負者は、作業員が健全な身体と精神を保持出来るよう作業場所、現場事務所及び

作業員宿舎等における良好な作業環境の確保に努めなければならない。 

８．請負者は、工事中に物件を発見又は拾得した場合、直ちに関係機関へ通報するとと

もに、監督員へ連絡しその対応について指示を受けるものとする。 

９．請負者は、計画工程表に基づき、規定の工期内に工事が円滑に完成するよう工程管

理を行わなければならない。また、工事の重要段階では、短期の工程表を作成し工程

の遅延を防止するものとする。 

10．請負者は、施設機械工事等施工管理基準により施工管理を行い、その記録及び関係

書類を直ちに作成、保管し、監督員等の請求があった場合は直ちに提示するとともに、

工事検査時に提出しなければならない。 

なお、施設機械工事等施工管理基準により施工管理に定められていない工種につい

ては、監督員と協議のうえ、施工管理を行うものとする。 

11．請負者は、工事に使用した建設資材の品質記録について監督員に提出しなければな

らない。 

１－１－２５ 工事の着手 

請負者は、設計図書に定めのある場合の他、特別の事情がない限り工事開始日後30日

以内に着手しなければならない。 

なお、工事着工日は1－1－2－41によるものとする。 

１－１－２６ 主任技術者等の資格 

施工管理技士等の資格を有する主任技術者又は監理技術者を必要とする場合には、次

の各号のうち、設計図書で定める者とする。 

（１）建設業法（昭和24年法律第100号）による技術検定のうち検定種目を水門設備・

鋼橋上部工・水管橋上部工工事では一級の土木施工管理又は、一級の建築施工管理。 

また、電気設備工事では一級の電気工事施工管理に合格した者。 

（２）建設業法による技術検定のうち検定種目を水門設備・鋼橋上部工・水管橋上部工

工事では一級の土木施工管理若しくは二級の土木施工管理（種別を「土木」とする

ものに限る）又は、一級の建築施工管理若しくは二級の建築施工管理（種別を「躯

体」とするものに限る）また、電気設備工事では一級の電気工事施工管理に合格し

た者。 

（３）建築士法（昭和25年法律第202号）により水門設備・鋼橋上部工・水管橋上部工

工事では１級建築士の免許を受けた者。 

（４）技術士法（昭和58年法律第25号）による第２次試験のうち、水門設備・鋼橋上部

工・水管橋上部工工事では技術部門を建設部門（選択科目を「鋼構造物及びコンク

リート」とするものに限る。）ポンプ設備・除塵設備工事では機械部門。電気設備

工事では電気・電子部門若しくは建設部門。電気通信設備工事では電気・電子部門

に合格した者。 

１－１－２７ 臨機の措置 

１．請負者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなけれ

ばならない。また、請負者は、措置をとった場合には、その内容をすみやかに監督員

に報告しなければならない。 
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２．監督員は、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動そ

の他自然的または人為的事象に伴い、工事目的物の品質、出来形の確保及び工期の遵

守に重大な影響があると認められるときは、請負者に対して臨機の措置をとることを

請求することができる。 

 

第２節 関連工事の調整 

 

１－２－１ 請負者相互の協力 

請負者は、契約書の規定に基づき隣接工事又は関連工事の請負業者と相互に協力し、

施工しなければならない。 

また、関連のある電力、通信、水道施設等の工事及び地方公共団体等が施工する関連

工事が同時に施工される場合にも、これら関係者と相互に協力しなければならない。 

 

第３節 下請負人の通知 

 

１－３－１ 工事の下請負 

１．請負者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件を全て満たさなければ

ならない。 

（１）請負者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。 

（２）下請負人が、福岡県の工事指名競争入札参加資格者である場合、指名停止期間中

でないこと。 

（３）下請負人は、当該下請負工事の施工能力を有すること。 

２．請負者は、別に定める様式により契約締結後30日以内に工事外注計画書を監督員に

提出しなければならない。 

 

第４節 特許権等の使用 

 

１－４－１ 特許権等 

１．請負者は、業務の遂行により発明又は考案したときは、監督員に報告するとともに、

これを保全するために必要な措置を講じなければならない。 

また、出願及び権利の帰属等については、発注者と協議するものとする。 

２．発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が「著作権法（昭和45年法律第48号第２条

第１項第１号）」に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注

者に帰属するものとする。なお、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属す

る著作物については、発注者はこれを自由に加除又は編集して利用することができる。 

 

第５節 監督員 

 

１－５－１ 監督員 

１．監督員の権限は、契約書第9条第2項に規定した事項であるが、その権限を行使する
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ときは、書面により行うものとする。 

ただし、緊急を要する場合は監督員が、請負者に対し口頭、ＦＡＸ及びＥメールに

よる指示等を行えるものとし、それらによる指示等が行なわれた場合には、後日書面

により監督員と請負者の両者が指示内容等を確認するものとする。 

１－５－２ 現場技術員 

請負者は、設計図書で建設コンサルタント等に委託した現場技術員の配置が示された

場合には、次の各号によらなければならない。 

（１）現場技術員が監督員に代わり現場で立会をする場合には、その業務に協力しなけれ

ばならない。 

また、書類（計画書、報告書、データ、図面等）の提出に関し、説明を求められた

場合はこれに応じなければならない。 

ただし、現場技術員は、契約書第9条第2項に規定する監督員ではなく、指示、承諾、

協議及び確認の適否等を行う権限は有しない。 

（２）請負者に対する指示又は通知等について、監督員が現場技術員を通じて行った場合

であっても、監督員から直接指示又は通知等があったものと同等である。 

（３）請負者は監督員の指示に対する報告を、現場技術員を通じて行うことができるもの

とする。 

 

第６節 履行報告ほか 

 

１－６－１ 履行報告 

請負者は、契約書第11条の規定に基づき、契約の履行状況について別に定める様式に

より監督員に報告するものとする。 

１－６－２ 事故報告書 

請負者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督員及び労働基準監督

署等の関係機関に報告するとともに、別に定める工事事故報告書を監督員が指示する期

日までに提出しなければならない。 

１－６－３ 施工体制台帳 

請負者は、発注者から直接請け負った工事を施工するために、下請契約を締結する場合に

は、下請金額にかかわらず別に定める様式により施工体制台帳を作成し、遅滞なく監督員へ

提出するものとする。 

また、提出した施工体制台帳の記載事項に変更が生じた場合は、その都度変更するものと

し、遅滞なく監督員へ提出するものとする。 

 

第７節 工事関係者に関する措置請求 

 

１－７－１ 使用人等の管理及び監督 

１．請負者は、下請負人又はその代理人若しくはその使用人その他これに準じる者（以

下、「使用人等」という。）の雇用条件、賃金の支払状況及び宿舎環境等を十分に把

握し、適正な労働条件を確保しなければならない。 
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２．請負者は、使用人等に適時、安全対策、環境対策、衛生管理、地域住民に対する対

応等の指導及び教育を行うとともに、工事が適正に遂行されるように管理及び監督し

なければならない。 

 

第８節 工事材料の品質及び検査（確認を含む） 

 

１－８－１ 調査・試験に対する協力 

１．請負者は、発注者が自ら又は発注者が設計図書で指定する第三者が行う調査及び試

験に対して、監督員の指示によりこれに協力しなければならない。 

２．請負者は、当該工事が発注者の実施する公共工事労務費調査又は機械設備労務費調

査の対象工事となった場合には、次の各号に掲げる協力をしなければならない。また、

工期経過後においても同様とする。 

（１）調査票等に必要事項を正確に記入し、発注者に提出する等必要な協力をしなければ

ならない。 

（２）調査票等を提出した請負者の事業所を発注者が、事後に訪問して行う調査、指導の

対象になった場合には、その実施に協力しなければならない。 

（３）正確な調査票等の提出が行えるよう、労働基準法等に従い就業規則を作成するとと

もに賃金台帳を調整・保存する等、日頃より使用している現場労働者の賃金時間管理

を適切に行わなければならない。 

（４）対象工事の一部について下請契約を締結する場合には、当該下請工事の請負者（当

該下請工事の一部に係る二次以降の下請負人を含む。）が前号と同様の責務を負う旨

を定めなければならない。 

３．請負者は、当該工事が発注者の実施する諸経費動向調査の対象工事となった場合に

は、調査等の必要な協力をしなければならない。また工期経過後においても同様とす

る。 

１－８－２ 規格値 

品質及び出来形の規格値は、共通仕様書及び設計図書に定めるもののほか、施設機械

工事等施工管理基準によるものとする。 

１－８－３ 工事材料の品質 

１．請負者は、使用材料の品質を証明し、また監督員は、使用材料の品質を確認する必

要があるため、使用材料について「材料承認」及び「材料確認」を実施するものとす

る。 

２．契約書第13条第１項に規定する「中等の品質」とは、ＪＩＳ規格に適合したもの、

又はこれと同等以上の品質を有するものをいう。 

なお、「同等以上の品質」とは、設計図書で指定する品質、又は監督員が承諾した

試験機関が保証する品質、もしくは監督員の承諾した品質をいう。 

また、品質の確認に要する費用は請負者の負担とする。 

 

第９節 支給材料及び貸与品ほか 
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１－９－１ 支給材料及び貸与品 

１．請負者は、発注者から支給材料及び貸与品の提供を受けた場合は、善良な管理者の注

意をもって管理しなければならない。 

２．請負者は、支給材料及び貸与品について、その受払状況を記録した帳簿を備え付け、

常にその残高を明らかにしておかなければならない。 

３．請負者は、工事完成時(完成前にあっても工事工程上、支給品の精算が行えるものに

ついてはその時点)には、支給品精算書を監督員に提出しなければならない。 

４．請負者は、契約書第15条第１項の規定に基づき、支給材料及び貸与品の支給を受ける

場合は、品名、数量、品質、規格又は性能を記した要求書をその使用予定日の14日前ま

でに監督員に提出しなければならない。 

５．契約書第15条第１項に規定する「引渡場所及び引渡時期」については、設計図書又は

監督員の指示によるものとする。 

６．請負者は、契約書第15条第9項に定める「不用となった支給材料又は貸与品の返還」

については、監督員の指示に従うものとする。なお、請負者は、返還が完了するまで材

料の損失に対する責任を免れることはできないものとする。 

１－９－２ 工事現場発生品 

１．請負者は、設計図書に定められた現場発生材について、設計図書又は監督員の指示

する場所で監督員に引き渡すとともに、あわせて現場発生材報告書を作成し、監督員

を通じて発注者に提出しなければならない。 

２．請負者は、第１項以外のものが発生した場合、監督員に連絡し、監督員が引き渡しを

指示したものについては、監督員の指示する場所で監督員に引き渡すとともに、あわせ

て現場発生材報告書を作成し、監督員を通じて発注者に提出しなければならない。 

３．その他の現場発生材の処置 

請負者は、前２項以外の現場発生材を自らの責任と費用で処分しなければならない。 

１－９－３ 建設副産物 

１．請負者は、掘削により発生した石、砂利、砂その他材料を本体工事又は、設計図書

に指定された仮設工事に用いる場合は、監督員と協議するものとし、設計図書に明示

がない任意の仮設工事に用いる場合は、監督員の承諾を得なければならない。 

２．法律等の遵守と処理計画の策定 

請負者は、「再生資源の利用の促進に関する法律（リサイクル法）」、「建設工事

に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」、「建設工事の発注に

おける再生資源の利用の促進について」を遵守し、「再生資源利用計画書」、「再生

資源利用促進計画書」、「建設発生土処分地計画書」等を作成して、建設副産物の適

正処理に努めなければならない。「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計

画書」を作成した場合には、工事完了後、速やかに実施状況書を監督員に提出しなけ

ればならない。 

３．処理体制の整備の促進 

請負者は、建設副産物の適正処理に関する現場責任者（主任技術者との兼務で可）

を定め再利用方法や処理方法等を下請け業者や資材納入業者に周知徹底し、指導監督

しなければならない。また、現場での建設副産物の保管にあたっては、処理方法に応
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じ適切に保管し、周辺に悪影響を及ぼさないように努めなければならない。 

４．処理の適正委託 

請負者は、産業廃棄物処理業者に処理を委託する際には、あらかじめ適正な処理委

託が可能であることを確認し、委託契約は必ず文書にて収集運搬業者及び処分業者の

それぞれと行わなければならない。 

また、請負者は、設計図書等に明記された産業廃棄物の処理にあたっては、事前に

「廃棄物処理計画書」を作成し、同計画書に処理先等の必要事項を明記するとともに、

委託契約書の写し（委託料金を明記したもの）、処理業者の許可証の写し、処理施設ま

での経路地図及び写真を添付したものを監督員に提出しなければならない。 

また、委託先及び廃棄物に変更を生じた場合は直ちに「廃棄物処理計画書」を再提出

するものとする。 

なお、がれき類（コンクリート殻、アスファルト殻、廃路盤材等）の搬出先について

は県土整備部で承認したがれき類の再資源化施設を原則とする。 

５．再利用及び減量化の促進 

請負者は、再利用が見込まれる特定建設資材廃棄物（コンクリート殻、アスファルト

殻、木材）については現場で分別を行い、再資源化施設に持ち込み、再利用が促進され

るようにしなければならない。また、建設発生土についても必要な情報収集・提供に努

め、再利用を促進しなければならない。 

なお、再生資材のうち、再生砕石（クラッシャーラン等）および再生アスファルト混

合物（改質アスファルト等特殊なものを除く）については、県土整備部の承認施設で生

産された資材又は福岡県認定リサイクル製品を使用することとし、事前に監督員の承諾

を得るとともに、「材料出荷証明書」により供給元を明確にしなければならない。 

また、再資源化施設に持ち込めない副産物等については、減量化に努めなければなら

ない。 

６．適正処理の確認（マニフェストシステムの活用等）  

請負者は、廃棄物の発生から中間処理、最終処分に至るまでの処理状況を、マニフェ

ストシステムの活用により、的確に把握し管理しなければならない。 

また、設計図書等で指定された産業廃棄物については、マニフェスト伝票のＡ票及び

Ｅ票の写し（Ｅ票が工事完成検査日に間に合わない場合はＤ票の写しでも可）を監督員

に提出し原本を厳重に保管（５年間）しておかなければならない。 

 

第１０節 工事用地の確保等 

 

１－１０－１ 工事用地等の使用 

１．請負者は、発注者から工事用地等の提供を受けた場合は、善良なる管理者の注意を

もって維持・管理するものとする。 

２．請負者は、第1項に規定した工事用地等について、工事施工に先立ち、監督員の立会

のうえ、用地境界、使用条件等の確認を行わなければならない。 

３．設計図書において請負者が確保するものとされる用地及び工事の施工上請負者が必

要とする用地については、自ら準備し、確保するものとする。 
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この場合において、工事の施工上請負者が必要とする用地とは、営繕用地（請負者

の現場事務所、宿舎）及び型枠又は鉄筋作業場等自ら請負者が使用する用地並びに構

造物掘削等に伴う借地等をいう。 

４．請負者は、工事の施工上必要な土地等を第三者から借用又は買収したときは、その

土地等の所有者との間の契約を遵守し、その土地等の使用による苦情又は紛争が生じ

ないように努めなければならない。 

５．請負者は、第1項に規定した工事用地等の使用終了後は設計図書の定め又は監督員の

指示に従い復旧のうえ、ただちに発注者に返還しなければならない。工事の完成前に

おいて、発注者が返還を要求したときも同様とする。 

６．発注者は、第1項に規定した工事用地等について請負者が復旧の義務を履行しないと

きは請負者の費用負担において自ら復旧することができるものとし、その費用は請負

者に支払うべき請負代金額から控除するものとする。 

この場合において、請負者は、復旧に要した費用に関して発注者に異議を申し立て

ることができない。 

 

第１１節 設計図書の変更等 

 

１－１１－１ 設計図書の変更等 

１．設計図書の変更とは、入札に際して発注者が示した設計図書を、請負者に行った工

事の変更指示に基づき発注者が修正することをいう。 

２．工事の契約後、設計図書の内容に変更が生じた場合において、発注者又は請負者の

発議による協議のうえ、設計図書の内容変更並びに請負代金額の変更を行うことがで

きるものとする。 

ただし、請負者からの発議に基づく設計図書の内容変更のうち、設計図書に示した

目的及び機能が同等と監督員が判断し、承諾した設計図書の内容については請負代金

額の変更を行わないものとする。 

この場合、監督員は必要に応じ請負者に対し、これらの技術的証明又は必要な資料

の提出を求め、打合せを行うものとする。 

３．請負代金額の変更を伴う設計図書の内容変更は、次によるものする。 

監督員の文書による指示により、設計図書に示された設計条件、設計基準仕様、

材質、構造及び操作、制御方法等並びに施工方法の変更を行った場合、発注者と請負

者は協議のうえ、指示した日を基準日とし変更するものとする。 

請負代金額の変更は、設計図書に示した仕様並びに数量を基本として、工事に係

わる部分についてのみ行うものとする。 

 

第１２節 工事の中止 

 

１－１２－１ 工事の一時中止 

１．発注者は、契約書第20条の規定に基づき次の各号に該当する場合において、請負者

に対してあらかじめ書面をもって中止内容を通知した上で、工事の全部又は一部の施
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工について必要とする期間を中止させることができる。 

（１）契約書第16条に規定する工事用地が確保されない場合。 

（２）埋蔵文化財の調査、発掘の遅延及び埋蔵文化財が新たに発見され、工事の続行が

不適当又は不可能となった場合。 

（３）関連する他の工事の進捗が遅れたため、工事の続行を不適当と認めた場合。 

（４）工事着手後、環境問題等の発生により工事の続行が不適当又は不可能となった場

合。 

（５）災害等により工事目的物に損害を生じ又は工事現場の状態が変動し、工事の続行

が不適当又は不可能となった場合。 

（６）第三者、請負者、使用人及び監督員の安全のため必要があると認めた場合。 

２．発注者は、請負者が契約図書に違反し又は監督員の指示に従わない場合等、監督員

が必要と認めた場合には、工事の全部又は一部の施工について一時中止を命ずること

ができるものとする。 

３．請負者は前２項の場合により、請負者は施工を一時中止する場合は、工事の再開に

備え、工事現場を保全しなければならない。 

 

第１３節 工期の変更方法 

 

１－１３－１ 工期変更 

１．契約書第15条第7項、第17条第1項、第18条第5項、第19条、第20条第3項、第21条、

及び第43条第2項の規定に基づく工事の変更について、契約書第23条の工期変更協議の

対象であるか否かを監督員と請負者との間で確認する（本条において以下、「事前協

議」という。）ものとし、監督員はその結果を請負者に通知するものとする。 

２．請負者は、契約書第18条第5項及び第19条に基づき設計図書の変更又は訂正が行われ

た場合、及び契約書第20条に基づき、工事の全部もしくは一部の施工が一時中止とな

った場合、並びに契約書21条に基づき工期の延長を求める場合は、前項に示す事前協

議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変更日

数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第23条第2項に定める

協議開始の日までに工期変更の協議書を監督員に提出しなければならない。 

 

第１４節 不可抗力による損害 

 

１－１４－１ 不可抗力による損害 

１．請負者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被害が契約書第29条

の規定の適用を受けると思われる場合には、直ちに書面により監督員に報告するもの

とする。 

２．契約書第29条第1項に規定する「設計図書で定める基準」とは、次の各号に掲げるも

のをいう。 

（１）降雨に起因する場合次のいずれかに該当する場合とする。 

①２４時間雨量（任意の連続24時間における雨量をいう。）が80㎜以上 
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②１時間雨量（任意の60分間における雨量をいう。）が20㎜以上 

（２）強風に起因する場合 

最大風速（10分問の平均風速で最大のものをいう。）が15ｍ/秒以上あった場合 

（３）地震、津波、高潮及び豪雪に起因する場合 

地震、津波、高潮及び豪雪により生じた災害にあっては、周囲の状況により判断し、

相当の範囲に渡って、他の一般物件にも被害を及ぼしたと認められる場合 

３．契約書第29条第2項に規定する「請負者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基

づくもの」とは、第１編第１章1-1-17及び契約書第26条に規定する臨機の措置を行っ

たと認められないもの及び災害の一因が施工不良等請負者の責によるとされるものを

いう。 

 

第１５節 検査及び引渡し 

 

１－１５－１ 監督員による確認 

１．請負者は、段階確認実施要領及び監督員等の指示により、段階確認及びその他確認

（以下「段階確認等」という。）を受けなければならない。 

２．請負者は、契約後、速やかに監督員と協議し、段階確認願い（工種、細別、確認時

期、確認項目等）を提出しなければならない。 

３．請負者は、段階確認等を受ける場合は、現場代理人及び主任技術者（監理技術者）

が立会しなければならない。 

４．請負者は、段階確認等に必要な人員、資機材等の提供、写真その他資料の整備、設

備等の備わった執務室を提供しなければならない。 

５．段階確認等は、勤務時間内に行うものとする。ただし、やむを得ない理由がある場

合はこの限りではない。 

６．請負者は、施工箇所の確認等が十分にできるよう機会を提供するものとする。 

７．監督員は、やむを得ないと認められる場合は、段階確認等を机上で行うことができ

る。この場合において、請負者は、施工管理記録、写真等の資料を整備し、監督員に

これらを提示し確認を受けなければならない。 

８．請負者は、契約書第9条第2項第3号、第13条第2項又は第14条第1項もしくは同条第2

項の規定に基づき、監督員による材料検査（確認を含む）に合格した場合にあっても、

契約書第17条及び第31条に規定する義務を免れないものとする。 

９．「材料承認」は、次の要領で実施しなければならない。 

（１）請負者は、工事着手前に監督員と協議を行い、表１－８－１に基づき対象材料及び添

付資料の確認をしなければならない。 

（２）請負者は、材料使用承認願を施工計画書とともに監督員へ提出し、現場搬入前に承

諾を得なければならない。 

（３）請負者は、変更契約等により新たに材料承認の必要を生じたものについても、材料

使用承認願を監督員へ提出し、承諾を得なければならない。 

10．「材料確認」は、次の要領で実施しなければならない。 

（１）現場搬入時の材料確認が必要な材料は、表１－８－２に定めるとおりとする。 
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（２）請負者は、材料確認の実施方法、時期及び確認項目等について段階確認実施要領に

より監督員と協議を行い、決定しなければならない。 

11．請負者は、設計図書において試験を行うこととしている工事材料について、JIS または

設計図書等で指示する方法により試験を行わなければならない。 

12．請負者は、工事材料を使用するまでにその材質に変質が生じないよう、これを保管し

なければならない。なお、材質の変質により工事材料の使用が不適当と監督員から指示

された場合には、これを再試験に合格した材料と取り替えるとともに、再度監督員の承

認及び検査（確認を含む）を受けなければならない。 

表１－１５－１ [材料承認が必要な材料一覧表] 

区  分 材  料  名 添 付 資 料 等 

石材・骨材等 

土（購入土、堤体盛土、 

建設汚泥改良土）・石材 
認可書等、試験成績書 

骨材（新材・再生材） 同   上 

鋼   材 

構造用圧延鋼材、棒鋼 ミルシート 

PC 用（ポステン）・アンカー用鋼材 ミルシート、カタログ等 

鋼製ぐいおよび鋼矢板 

（仮設材を除く） 
ミルシート、カタログ等 

セメント及び 

混和剤 

セメント 品質証明書 

混和材料 品質証明書、カタログ等 

セメントコン 

クリート製品 

セメントコンクリート製品一般 ※協議による 

コンクリート杭・矢板 試験成績表、カタログ等 

塗   料 塗料一般 品質証明書、色見本等 

そ の 他 

レディミクストコンクリート ※協議による 

アスファルト混合物 ※協議による 

薬剤注入材・薬剤等 品質証明書、カタログ等 

種子・肥料等 同   上 

その他の工場製作品等 同   上 

 

表１－１５－２ [材料確認が必要な材料一覧表] 

区分 材  料  名 摘   要 

鋼材 

構造用圧延鋼材  

PC 用鋼材（ポストテンション）  

鋼製ぐいおよび鋼矢板 仮設材は除く 

セメント及び 

混和剤 

セメント ＪＩＳ製品以外 

混和材料 ＪＩＳ製品以外 

セメントコン 

クリート製品 

セメントコンクリート製品一般 ＪＩＳ製品以外 

コンクリート杭・矢板 ＪＩＳ製品以外 

塗   料 塗料一般  

そ の 他 レディミクストコンクリート ＪＩＳ製品以外 
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アスファルト混合物  

薬剤注入材  

薬  剤  

セメント系固化材  

１－１５－２ 工事完成検査 

１．請負者は、工事完成検査を受けるにあたっては、契約書第31条第1項の規定に基づき、

しゅん工届を提出しなければならない。 

２．請負者は、しゅん工届を提出する際には、次の各号に掲げる要件を全て満たさなく

てはならない。 

（１）設計図書（追加、変更指示も含む。）に示される全ての工事が完成していること。 

（２）契約書第17条第1項の規定に基づき、監督員の請求した改造が完了していること。 

（３）設計図書により義務付けられた施工管理資料（工事写真、出来形管理資料、工事関

係図及び工事報告書等）の資料の整備がすべて完了し、監督員に提出していること。 

（４）契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約書を発注者と締結して

いること。 

３．発注者は、工事完成検査に先立って、請負者に対して工事完成検査日を知らせるも

のとする。 

４．検査員は、監督員及び請負者の臨場のうえ、工事目的物を対象として契約図書と対

比し、次の各号に掲げる検査を行うものとする。 

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質、性能及び出来ばえの検査

を行う。 

（２）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

５．検査員は、修補の必要があると認めた場合には、請負者に対して、期限を定めて修

補の指示を行うことができるものとする。なお、修補の完了が確認された場合は、そ

の指示の日から補修完了の確認の日までの期間は、契約書第31条第2項に規定する期間

に含めないものとする。 

６．請負者は、当該工事完成検査については、第１編第１章1-15-1第4項の規定を準用す

る。 

１－１５－３ 既済部分検査 

１．請負者は、契約書第37条第1項に基づき部分払の確認の請求をする場合又は契約書第

38条第1項の規定に基づき指定部分の工事の完成の通知を行った場合は、既済部分又は

指定部分に係わる検査を受けなければならない。 

２．請負者は、契約書第37条に基づく部分払の請求を行うときは、前項の検査を受ける

前に工事出来高報告書及び工事出来形内訳書を作成し、監督員に提出しなければなら

ない。 

３．検査員は、監督員及び請負者の臨場のうえ、工事目的物を対象として工事出来高報

告書及び工事出来形内訳書と対比し、次の各号に掲げる検査を行うものとする。 

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度・数量・品質・性能及び出来ばえの検

査を行う。 

（２）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 
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４．請負者は、検査員の指示による修補については、前条の第５項の規定に従うものと

する。 

５．請負者は、既済部分検査については、第１編第１章1-15-1第4項の規定を準用する。 

６．発注者は、既済部分検査に先立って、請負者に対して検査日を知らせるものとする。 

７．請負者は、契約書に基づく中間前払金の請求を行うときは、認定を受ける前に工事

出来高報告書及び工事出来形内訳書を作成し、監督員に提出しなければならない。 

 

第１６節 部分使用 

 

１－１６－１ 部分使用 

１．発注者は、請負者の同意を得て部分使用することができる。 

２．請負者は、発注者が契約書第33条の規定に基づく当該工事に係わる部分使用を行う

場合には、中間検査による品質及び出来形等の検査（確認を含む）を受けるものとす

る。 

 

第１７節 保険等 

 

１－１７－１ 保険の付保及び事故の補償 

１．請負者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法、厚生年金保険法及び

中小企業退職金共済法の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険

者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

また、下請契約を締結した場合は、各下請負者における健康保険等の加入状況を把握し、

本編 1-6-3 の規定により作成する施工体制台帳に記載しなければならない。 

２．請負者は、残存爆発物があると予測される区域で工事に従事する作業船、その乗組員並

びに陸上建設機械等及びその作業員に、設計図書に定める水雷保険、傷害保険及び動産総

合保険を付保しなければならない。 

３．請負者は、作業船、ケーソン等を回航する場合、回航保険を付保しなければならない。 

 ４．請負者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して   

責任をもって適正な補償をしなければならない。 

５．請負者は、建設業退職金共済制度に加入し、その掛金収納書の発注者控えを工事請負契

約締結後１箇月以内に、また、契約変更によって追加購入した掛金収納書の発注者控えを

工事完成時までに、発注者に提出しなければならない 

６．請負者は、上記に関して、「労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則」の第 74

条による「労働保険関係成立票」及び、建設業退職金共済制度の適用事業主であることを

表示する標識（シール）を工事現場の出入口等の見やすい場所に掲示しなければならない。 

  

第１８節 工事測量 

 

１－１８－１ 工事測量 

１．請負者は、工事契約後直ちに測量を実施し、測量標、工事用多角点の設置位置及び用
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地境界、中心線、縦断、横断等を確認しなければならない。測量結果が設計図書に示さ

れている数値と差異を生じた場合は、監督員の指示を受けなければならない。 

なお、測量標及び多角点を設置するための基準となる点の選定は、監督員の指示を

受けなければならない。また、請負者は、測量結果を監督員に提出しなければならな

い。 

２．請負者は、測量標の設置にあたって、位置及び高さの変動のないようしなければなら

ない。 

３．請負者は、用地幅杭、測量標、工事用多角点及び重要な工事用測量標を移設してはな

らない。ただし、これを存置することが困難な場合は、監督員の承諾を得て移設するこ

とができる。また、用地幅杭が現存しない場合は、監督員に報告し指示に従わなければ

ならない。 

  なお、用地幅杭を移設する場合は、隣接土地所有者との間に紛争等が生じないように

しなければならない。 

４．請負者は、工事の施工にあたり、移設杭を含めて、発注者の設置した既存杭を保全  

しなければならない。 

５．工事測量にあたっては、必要に応じて土地所有者等の権利者に確認を求めるなど紛争

が生じないように努めなければならない。 

 

第１９条 その他 

 

１－１９－１ 現場技術者等の腕章の着用 

現場における責任の自覚と意識の高揚や責任者の明確化を図るため、現場代理人及び主

任技術者（監理技術者）には、腕章の着用を義務付けるものとする。 

また腕章の仕様については監督員と協議するものとし、着用箇所は、腕の見やすいとこ

ろを原則とする。なお、腕章のほかに名札も着用することが望ましい。 

 １－１９－２ 県産資材の優先使用 

１．請負者は、工事に使用する資材は、県内で産出、生産又は製造されたもの（県産資材）

の使用に努めなければならない。 

また、県産資材の調達が困難な資材については、県内中小企業から調達するよう努

めなければならない。 

２．請負者は、前項で定めた県産資材を使用しない場合は、別に定める「県産資材不使用

理由書」を監督員に提出すること。 
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２  機器及び  
 

 

 

 

１    
 

 

 

２－１－１   

１． 適 用 
請負者が工事目 的物に使用 する機器、 材料及び部 品等（以下 「機器等」 という。 ） 

は、 構造、性能 、機能につ いて設計図 書及び設計 図書に記載 された基準 の品質又は 同 
等以 上の 品 質 を 有し 、JIS 又 はその 他関 係する 規格 基準に 合格 した機 器等 を使用 し な け 
れ ば な らない 。 

ただ し、監督員が承諾し た機器等及 び設計図書 に明示され ていない仮 設材料に つ 
い て は 除くも のと する。  

２ ． 機 器等の 形状  
請負者が工事目 的物に使用 する機器等 については 、設計図書 に明示され た形状、 寸 

法、 品質、性質 、機能等を 有している もので、か つ、錆、腐 食、変質、 変形等の異 常 
が な い ものと しな ければ なら ない。  

３ ． 設 計図書 に規 定され てい ない機 器等 の使用 の承 諾 
請負者が工事目 的物に使用 する設計図 書に規定さ れていない 機器等は、 次の規格 又 

はこ れと同等以 上の品質を 有している ものとし、 あらかじめ 監督員の 承諾を受け な 
け れ ば ならな い。  

また 、「グリー ン購入法」 第６条の規 定に基づく 「環境物品 等の調達推 進に関す る 
基本 方針」に定 める特定調 達品目の優 先使用につ いて、監督員と協議 するものと す 
る。  

（１ ）日 本 工 業 規格(JIS) 
（ ２ ） 電気規 格調 査会標 準規 格 (JEC) 
（ ３ ） 日 本 電 機 工 業 会 規 格 (JEM) 
（ ４ ） 電 池 工 業 会 規 格 (SBA) 
（ ５ ） 日 本 電 線 工 業 会 規 格 (JCS) 
（ ６ ） 日本溶 接協 会規格 (WES) 
（ ７ ） 日本水 道協 会規格 (JWWA) 
（ ８ ） 日本ダ クタ イル鉄 管協 会規格 (JDPA) 
（ ９ ） 空 気 調 和 ・ 衛 生 工 学 会 規 格 (SHASE) 
４ ． 海 外の建 設資 材の品 質証 明 

請負者が同等以 上の品質を 有するもの として、海 外の建設資 材を用いる 場合は海 外 
建設 資材品質審 査・証明事 業実施機関 が発⾏する 海外建設資 材品質審査 証明書（以 下 
「海 外建設資材 品質審査証 明書」とい う。）を材 料の品質を 証明する資 料とするこ と 
が出 来る 。 
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ま た 、JIS が 定 ま ってい る建 設資材 のう ち 、海 外 の JIS マ ーク 表示認 証工 場以外 で 生 
産さ れた建設資 材を使用す る場合は、 海外建設資 材品質審査 証明書を監督員に提 出 
す る も のとす る 。た だ し 、JIS 認証 外の 製品と して 生産・納 入さ れて いる 建設資 材に つ 
いて は、海外建 設資材品質 審査証明書 あるいは日 本国内の公 的機関で実 施した試験 結 
果 資 料 を監督員 に提出 しな ければ なら ない。  

５ ． 新 技術・ 新素 材の採 用 
請負者は、設備 の操作性、 信頼性等を 向上する目 的で使用す る新技術・ 新素材に つ 

いて 、現在及び 将来の技術 動向を⾒極 めた上で、 信頼性、耐 久性等の検 討を⾏いそ れ 
らが 設計図書で 規定する機 能を満足す る場合は、 監督員の 承諾を得て 採用するこ と 
が出 来る 。 

６ ． 中 等の品 質 
契 約 書 第 13 条第 １項に 規定 する「 中等 の品質 」と は、JIS に 適合し たも の、 又 は こ 

れと 同等以上の 品質を有す るもの又は 監督員が これと同等 以上の品質 を有すると 認 
め た も のをい う。  

７ ． 試 験を⾏ う工 事材料  
請負者 は 、設 計 図 書にお いて 試験を ⾏う ことと して いる機 器等 につい て 、JIS 又 は 設 

計図 書で指示す る方法によ り、試験を 実施し、そ の結果を監督員に提 出しなけれ ば 
なら ない 。 

な お 、 JIS マ ー ク 表示品 につ いては 試験 を省略 出来 る。  
８ ． 材 料の保 管 

請負者は、工事 材料を使用 するまでに その材質に 変質が生じ ないよう、 これを保 管 
しな ければなら ない。なお 、材質の変 質により工 事材料の使 用が不適当 と監督員 か 
ら指 示された場 合には、こ れを取替え るとともに 、新たに搬 入する材料 については 、 
再 度 確 認を受 けな ければ なら ない。  

２－１－２ 機 器 

１ ． 新 品の使 用 
工 事 目 的物に 使用 する機 器は 新品と しな ければ なら ない。  

２ ． 製 造業者 の証 明書等  
当該 工事に使用 する機器に ついては、 製造業者の 規格証明書 又は試験成 績書を提 出 

し な け ればな らな い。  
３． 銘 板 

請負者は、主要 機器に、製 造者名、製 造年⽉、形 式、製造番 号、仕様を 明記した 銘 
板 を 取 付けな けれ ばなら ない 。 

２－１－３   

１ ． 工 事材料  
請負者は、工事 に使用した 材料の品質 を証明する 、試験成績 表、性能試 験結果、 ミ 

ルシ ート等の品 質規格証明 書を請負者 の責任にお いて整備、 保管し、監督員また は 
検査 職員の請求 があった場 合は速やか に提示しな ければなら ない。ただ し、設計図 書 
で 提 出 を定め られ ている もの につい ては 、監督員 へ提出 しな ければ なら ない。  



第２章  機器及び材料 

― 45― 

 

 

 

 

な お 、 JIS 規 格 品 のうち JIS マ ー ク 表 示が認 証さ れ JIS マー ク表 示が されて い
る 材 

料・製品 等に つい ては 、JIS マーク 表示 状態を 示す 写真等 確認 資料の 提示 に替え る 
こ と 
がで きる 。 

２ ． 防 
食処理  

異種 ⾦属を組み 合わせて使 用する場合 等の腐食が 発生しやす い状況で⾦ 属材料
を 使 

用 す る 場合は 、適 切な防 食処 理を⾏ わな ければ なら ない。  
２－１－４ 見 は の   

請負者は、設計 図書により ⾒本又は資 料の提出を 義務づけら れている材 料に
つい て は 、 使 用前に ⾒本 又は資 料を 提出し 監督員の 承諾 を受け なけ ればな らな 
い。  
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第３章 共通施工 
 
 
 
 

第１節 通 則 
 
 
３－１－１ 一般事項 

請負者は、工事に当たっては設計図書に示された設備の目的、使用条件に対して機能を発 

揮出来るよう施工しなければならない。 

３－１－２ 安全施工 

１．施工前 

請負者は施工に当たって、現場の条件を調査し、工事の円滑な履行を図らなければなら 

ない。 

２．施工後 

請負者は施工が完了した場合、工事範囲内の清掃等を行ない工事の残存物が放置されて 

いないことを確認しなければならない。 
 
 
第２節 製 作 

 
 
３－２－１ 原 寸 等 

１．一般事項 

請負者は、工作に着手する前に原寸図又は他の方法で図面の不備や製作、据付上に支障 

がないことを確かめなければならない。 

３－２－２ 工 作 

請負者は、工作に当たって承諾された詳細図に基づき、当該設備の機能と精度に適した工 

作法を採用するとともに、材料等に悪影響をおよぼさないよう次の事項に留意しなければな 

らない。 

１．けがきを行う場合は､墨線・ポンチ等により行い､タガネを使用してはならない｡ 

なお､SM570 級以上の材質にはポンチも使用してはならない｡ 

２．主要部材は、主たる応力の方向と圧延方向を一致させるよう加工しなければならない。 

なお、主要部材とは、設備を構成する強度部材等の主要な部材をいう。 

３．鋼材を切断する場合は、適切な方法により切断をしなければならない。 

なお、主要部材を切断する場合は、自動切断により行わなければならない。 

４．歯車、軸ジャーナル部、ネジ等は機械加工により機能上必要な精度と表面粗さに仕上げ 

なければならない。 

５．主要部分に使用する鋼材をわん曲させる場合は、プレス又はロール機にて一様に曲げな 

ければならない。 

６．ボルト孔等の孔あけ加工は、適切な方法により正確に行い、必要に応じリーマ通しを行 
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うものとする。 

ただし、レーザ加工は、ステンレス鋼で 12mm 以上、その他の鋼材で 19mm 以上の板厚に 

は適用しないものとする。 

さらに、押し抜き加工は、主要部材の加工及び板厚 12mm 以上の二次部材の加工には適用 

しないものとする。 

なお、二次部材とは、設備を構成する主要部材以外の部材をいう。 

７．鋳鉄品は、溶接を行ってはならない。ただし、補修等で必要な場合は、監督員の承諾 

を得るものとする。 

８．部材の接合は、溶接接合、ボルト接合、ネジ接合の方法により行わなければならない。 

接着材料等による接合、圧接接合（鉄筋を除く）、ろう付 等を行う場合は、監督員の承諾 

を得るものとする。 

９．ステンレス鋼のグラインダ加工をする場合は、もらい錆防止のために、普通鋼に使用し 

た砥石盤を使用してはならない。 

10．機械加工面、溶接開先などの非塗装面は適切な防錆処理を施さなければならない。 

11．鋼材の欠陥補修方法は、次の表 3-2-1 に示すとおりとする。これ以外の場合は監督員 

の承諾を得るものとする。 
 
 

表３－２－１ 
 

欠陥の種類 補修方法 

鋼材の表面傷で、あばた、か 

き傷など範囲が明瞭なもの 

表面はグラインダ仕上げする。局部的に深い傷がある場 

合は、溶接で肉盛りし、グラインダ仕上げする。 

鋼材の表面傷で、へげ、われ 

など範囲が不明瞭なもの 

欠陥部をアークエアガウジング等により不良部分を除去 

したのち溶接で肉盛りし、グラインダ仕上げをする。 

鋼材端面の層状割れ 板厚の 1/4 程度の深さにガウジングし、溶接で肉盛りし、 

グラインダ仕上げをする。 
 
 

３－２－３ 仮 組 立 

請負者は、仮組立に当たって変形を防止するため、次の事項に留意しなければならない。 

（１）仮組立を行う場合は、支持材によって各部材に自重以外の力が掛からないようにしな 

ければならない。 

（２）仮組立において、現場ボルト接合部はそれぞれの孔数の 30％以上のボルト及びドリフ 

トピンを使用して堅固に締結しなければならない。 

３－２－４ ステンレス鋼の表面処理 

１．一般事項 

請負者は、ステンレス鋼について工作により不動態化処理が必要となる箇所、及び設計 

図書に指定された箇所について酸洗い、あるいは電解研磨により表面処理を施すものとす 

る。 

また、工事完了までの間、ステンレス鋼表面に軟鋼材等の粉塵等が付着しないよう、表 

面を保護しなければならない。 
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第３節 溶 接 
 
 
３－３－１ 一般事項 

１．施工計画 

請負者は、部材の継手性能を満足するよう、次の事項を記載した施工計画書を提出した 

上で施工しなければならない。 

（１）鋼材の種類と特性 

（２）溶接方法、開先形状及び溶接材料の種類と特性 

（３）組合わせる材片の加工・組立精度、溶接部分の清浄度と乾燥状態 

（４）溶接材料の乾燥状態 

（５）溶接環境と溶接順序 

（６）溶接部の検査方法 

２．作業者資格 

請負者は、主要部の溶接に当たっては次の表 3-3-1 に該当する試験、若しくは同等以上 

の検定試験に合格した溶接工を従事させなければならない。また、請負者は、その工事に 

従事する溶接工の名簿を監督員に提出しなければならない。 

（１）溶接工の資格一覧 
 
 

表３－３－１ 
 

溶接方法 資 格 

被覆アーク溶接 

（手溶接） 

溶接する継手の板厚及び溶接姿勢に対応した JIS Z 3801「手 溶

接技術検定における試験方法及び判定基準」の認定試験に 合格

した者 

 

半自動溶接 

溶接する継手の板厚及び溶接姿勢に対応した JIS Z 3841「半 自

動溶接技術検定における試験方法及び判定基準」の認定試 験に

合格した者 

サブマージアーク溶接 

（自動溶接） 

溶接する継手の板厚及び溶接姿勢に関係なく JIS Z 3801「手 溶

接技術検定における試験方法及び判定基準」の「A-2F」の 認定

試験に合格した者又は同等の技能を有する者 

 

ステンレス鋼の溶接 

溶接方法及び溶接姿勢に対応した JIS Z 3821「ステンレス鋼 溶

接技術検定における試験方法及び判定基準」の認定試験に 合格

した者 

 
 

（２）その他の資格 

アルミニウムの溶接には、JIS  Z  3811（アルミニウム溶接技術検定における試験方 法 

及び判定基準）の資格によるものとし、これら以外の溶接や特殊鋼、非鉄金属等の溶接 

は、これらに熟練した溶接工を従事させなければならない。 

３．溶接方法の選定、その他 

（１）請負者は、溶接方法、母材の種類等により適合する溶接棒等の溶接材料を使用し、そ 

の選定に当たっては、母材の材質、強度、使用条件を考慮しなければならない。 
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（２）請負者は、溶接施工に当たっては、次の事項に従わなければならない。 

①溶接部近傍の塗料、錆、油脂、水分、ミルスケールは完全に除去しなければならない。 

②溶接に当たっては、材質、板厚、脚長等に応じた電圧・電流を選定すること。 

③手溶接の溶接姿勢は、下向き溶接とする。なお製作上又は工程上やむを得ない場合に 

は他の溶接姿勢によることが出来る。 

④主要部材の工場における板継ぎ溶接は、自動又は半自動溶接とすること。なお溶接線 

長が短い等の理由により自動又は半自動溶接が採用できない場合には、手溶接を用い 

ることが出来る。 

４．溶接環境 

請負者は、現場溶接及び工場溶接において、天候の状態、気温、湿度、風速などの環境 

条件に対して、始業時、作業中を通じてこれらの条件を把握して必要な保護・対策処置を 

講じなければならない。 

３－３－２ 溶接材料 

１．一般事項 

請負者は、溶接材料の選定に当たって、要求継手性能を満足させるため、母材の材質、 

強度、その他使用箇所の条件及び溶接施工条件等を考慮し、適切な溶接材料を次の表 3-3-2 

に基づき選定しなければならない。 
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表３－３－２ 
 

分 類 溶接材料規格 

被覆アーク溶接棒 JIS  Z  3211 軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用被覆アーク溶接棒 

JIS  Z  3214 耐候性鋼用被覆アーク溶接棒 

マグ溶接用ソリッ 

ドワイヤ 
JIS  Z  3312 軟鋼及び高張力鋼用マグ溶接ソリッドワイヤ 

JIS  Z  3315 耐候性鋼用炭酸ガスアーク溶接ソリッドワイヤ 

マグ溶接用フラッ 

クス入りワイヤ 
JIS Z  3313 軟鋼,高張力鋼及び低温用鋼用アーク溶接フラックス 

入りワイヤ 

JIS Z  3320 耐候性鋼用炭酸ガスアーク溶接フラックス入りワイ 

ヤ 

サブマージアーク 

溶接材料（注） 
JIS Z  3183 炭素鋼及び低合金鋼用サブマージアーク溶着金属の 

品質区分及び試験方法 

JIS Z  3351 炭素鋼及び低合金鋼用サブマージアーク溶接ソリッ 

ドワイヤ 

JIS Z  3352 炭素鋼及び低合金鋼用サブマージアーク溶接フラッ 

クス 

ステンレス鋼用溶 

接材料 
JIS  Z  3221 ステンレス鋼被覆アーク溶接棒 

JIS  Z  3321 溶接用ステンレス鋼溶加棒、ソリッドワイヤ及び鋼帯 

JIS  Z  3323 ステンレス鋼アーク溶接フラックス入りワイヤ 

JIS Z  3324 ステンレス鋼サブマージアーク溶接ソリッドワイヤ 

及びフラックス 

（注）サブマージアーク溶接材料は、JIS  Z  3183（炭素鋼及び低合金鋼用サブマージアーク 

溶着金属の品質区分及び試験方法）に基づく、該当する JIS の溶接ワイヤとフラックス 

の組合せによること。 
 
 

２．溶接材料 

使用する溶接材料は、次の表 3-3-3 に基づき、要求される成分、機械的性質等を満足し 

なければならない。 
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表３－３－３ 鋼材の組合せによる溶接材料の使用区分 
 
鋼材の組合せ 使用区分 

強度の同じ 鋼材を溶接 する場 合 母材と同等若しくはそれ以上の機械的性質を有する溶接材料 

強度の異な る鋼材を溶 接する 場

合 

低強度の 母材と同等 若しくはそ れ以上の機 械的性質を 有す る 溶

接材料 

じん性の同 じ鋼材を溶 接する 場

合 

母材の要 求値と同等 若しくはそ れ以上のじ ん性を有す る溶 接 材

料 

じん性の異 なる鋼材を 溶接す る

場合 

低じん性 側の母材の 要求値と同 等若しくは それ以上の じん 性 を

有する溶接材料 

耐候性鋼と 普通鋼を溶 接する 場

合 

母材と同 等若しくは それ以上の 機械的性質 、じん性を 満足 す る

溶接材料 

耐候性鋼と 耐候性鋼を 溶接す る

場合 

母材と同 等若しくは それ以上の 機械的性質 、じん性及 び耐 候 性

能を満足する溶接材料 

鋼種の異な る異材溶接 又はク ラ

ッド鋼の溶接をする場合 

溶接金属 成分の希釈 に対処し、 耐食性能及 び割れ対策 を満 足 す

る溶接材料 

 
 

３．被覆アーク溶接棒 

請負者は適用鋼種及び板厚により、被覆アーク溶接棒の使用区分を次の表 3-3-4 に従っ 

て選定しなければならない。これ以外の場合は監督員の承諾を得るものとする。 

 

表３－３－４ 被覆アーク溶接棒の使用区分  

被覆材の系統 適用鋼種及び板厚 

低水素系以外の 
アーク溶接棒 SS400、SM400（t≦25） 

SS400、SM400（25＜t≦40：予熱を行う場合） 

低水素系の 

アーク溶接棒 

SS400、SM400（25＜t≦40：予熱を行なわない場合） SM490
以上、耐候性鋼（SMA400 他） 

（注）主要部に使用する SS400 は、最大板厚 22mm 以下とし、溶接施工性について監督員の 

承諾を得るものとする。 
 
 

溶接施工性は、溶接割れ感受性組成（PCM）で確認することを基本とし、次に示す溶接感 受性

組成算出式において PCM が 0.30％以下でなければならない。 
 

Si Mn  Ni Cr Mo Cu  Ｖ 

PCM（％）  ＝ Ｃ +  ─ +  ─ +  ─ +  ─ +  ─ +  ─ +  ─ +  5B 

30  20  60  20  15  20  10 
 

上記の算出が困難な場合は、炭素等量（Ceq）で確認することも出来るものとし、その場 合

は、次に示す炭素等量算出式において Ceq が 0.40％以下でなければならない。 

Si Mn 

Ceq（％）  ＝ Ｃ +  ─ +  ─ 

24  ６ 
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４．被覆アーク溶接棒の乾燥 

請負者は、被覆アーク溶接棒を次の表 3-3-5 に従って乾燥させなければならない。 

これ以外の場合は監督員の承諾を得なければならない。 
 

表３－３－５ 被覆アーク溶接棒の乾燥温度と時間  
溶接棒の種類 溶接棒の状態 乾燥温度 乾燥時間 

 

低水素 系以 外の被 覆ア ーク 

溶接棒 

乾燥（開封）後 12 時間以

上経過したとき、もしく

は吸湿した溶接棒 

 

70～100℃ 

 

1 時間以上 

 

低水素系被覆アーク溶接棒 

乾燥（開封）後 4 時間以上

経過したとき、もしくは

吸湿した溶接棒 

 

300～400℃ 

 

1 時間以上 

 

オース テナ イト系 ステ ンレ 

ス鋼の被覆アーク溶接棒 

 

同上 

 

150～250℃ 

 

30～60 分 

 
 

５．フラックスの乾燥 

請負者は、サブマージアーク溶接に用いるフラックスを次の表 3-3-6 に従って乾燥させ 

なければならない。 

これ以外の場合は監督員の承諾を得なければならない。 
 

表３－３－６ フラックスの乾燥の温度と時間  

フラックスの種類 乾燥温度 乾燥時間 

溶融フラックス 150～200℃ 1 時間以上 

ボンドフラックス 200～250℃ 1 時間以上 

 
 

３－３－３ 溶接施工試験 

１．一般事項 

設計図書で明示した場合及び監督員の承諾を得て特殊な溶接法を採用する場合は、受 

注者の責任と費用負担により実際の施工条件に準じた条件で溶接施工試験を行わなければ 

ならない。 

ただし、請負者がすでに同種の施工試験又は施工実施の経験を持つ場合、資料の提出・ 

検討により監督員の承諾を得て、溶接施工試験を省略することが出来る。 

２．溶接施工試験 

溶接施工試験は、溶接継手の種類に応じて引張試験、曲げ試験、衝撃試験等を次 の 表 

3-3-7 により行うものとする。 

なお、これ以外の場合は設計図書によるほか適用する技術基準等による。 
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図３－３－１ 突合せ溶接試験,試験体形状及び試験片採取位置 

 
 
 
 

 

図３－３－２ 衝撃試験片採取位置 
 
 
 

 

 

図３－３－３ すみ肉溶接試験,試験体形状及び試験片採取位置 
 
 
 

 
 

図３－３－４ 最高硬さ試験,試験体形状及び試験片採取位置 
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３－３－４ 材片の組合せ精度 

 

表３－３－７ 溶接施工試験の試験方法および判定基準  
試 験 の 
種 類 

試 験 
項 目 

溶接 
方法 

試験片の 
形 状 

試験片の 
個数 

試験 
方法 

判 定 
基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

突合せ 

溶接試験 

引 張 
試 験 

図 3-3-1 
による 

JIS Z 
3121 1 号 

２ JIS Z 
2241 

引張強さ が 母材の規  
格値以上 

型曲げ試験 
（19 ㎜未満 
裏曲げ） 

（19 ㎜以上 
側曲げ） 

JIS Z 
3122 

２ JIS Z 
3122 

原則として、亀裂が生 
じてはならない。 
ただし、いかなる方向 
にも 3  ㎜ を超え る 割 
れまたは 著 しい欠陥  
がなけれ ば 合格とす  
る。 

衝 撃 
試 験 

（ステンレス 
鋼は除く） 

JIS Z 
2202 
V  ノッチ  
試験片 

各部位に  
つき 

３ 

JIS Z 
2242 

溶接金属 及 び溶接熱  
影響部で 母 材の規格  
値以上（ そ れぞれ  3 
個の平均値） 

（ 試 験 片採集 位置 は図 3‐ 3 

‐2 による） 

   
マクロ 
試験 

－ １ JIS G 
0553 
に準ずる 

欠陥があ っ てはなら  
ない。 

放射線透過試 
験 

－ 試験片 
継手全長 

JIS Z 
3104 
または 
JIS Z 
3106 

2 類以上 

 

 

 

 

すみ肉 

溶接試験 

マクロ 
試験 

図 3-3-3 
による 

－ １ JIS G 
0553 
に準ずる 

欠陥があ っ てはなら  
ない。 

浸透探傷 
試験 

－ 試験片 
継手全長 

JIS Z 
2343-1 

割れ、2 ㎜超の独立・ 
連続の線 状 または円  
形状、4 ㎜超の分散の 
指示模様は不合格 

最高 硬さ 

試験 

最高硬さ 
試験 

図 3-3-4 
による 

－ １ JIS Z 
2244 

Hv  ≦370 

 
 
 
 

 

スタッド 

溶接試験 

引 張 

試 験 

JIS B 

1198 

JIS B 

1198 

３ JIS Z 

2241 

降伏点は 235N  /㎜２
 

以上、引張強さは 400 

～550N/㎜ ２ 以上、伸 

びは 20%以上とする。 

ただし溶接で切れて 

はいけない。 

曲 げ 

試 験 

JIS Z 

3145 

JIS Z 

3145 

３ JIS Z 

3145 

溶接部に 亀 裂を生じ  

てはならない。 
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（注）ステンレスクラッド鋼溶接施工試験において、必要な場合、JIS Z 3043（ステンレ 

スクラッド鋼溶接施工方法の確認試験方法）を適用すること。 
 
 

１．厚さが異なる鋼板の突合せ溶接 

請負者 は、板 厚の 差が３ mm  板以上あ る主 要部材 の突 合せ溶 接を 行う場 合は 厚い方 の板 に 

1/4 以下の勾配を付けて薄い方の厚さに合わせるものとする。 

２．材片の組合せ精度 

請負者は、材片の組合せ精度については次の表 3-3-8 の値としなければならない。 

ただし、溶接施工試験によって誤差の許容量が確認された場合は、次の表 3-3-8 の値以 

上とすることが出来る。 

一方、放流管内面等水理的な条件により制約をうける箇所は、板厚方向の材片の偏芯は 

その条件を考慮しなければならない。 
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表３－３－８ 材片の組合せ精度 
 
 項 目 組合せ精度 

 
突合せ溶接 

 

ルート間隔の誤差 

 

規定値±2.0 ㎜（±1.0 ㎜） 

 
板 
厚 
方 
向 
材 
片 
の 
段 
違 
い 

 

区 分 

 

母材板厚 

 

 
水門扉 

 

t≦25 

 

2 ㎜ 
 

t＞25 

 

3 ㎜ 
 

放流管の管胴 
 

t≦20 

 

1 ㎜ 
 

20＜t＜60 

 

母材板厚の 5％以下 
 

60≦t 

 

3 ㎜ 

 
付属設備や放流管 
のガータ等の主要 
耐圧部 

 

t≦10 

 

2 ㎜ 
 

10＜t 

母材板厚の 20％ 
ただし、3mm以下 

 

裏当金を用いる場合の密着度 

 

0.5 ㎜以下 
 

開先角度 

 

規定値±10°（±5°） 
 

すみ肉溶接 

 

材片の密着度 

 

1.0 ㎜以下 

（注）表中の（ ）内は、サブマージアーク溶接に適用する。 

また、ルート間隔 0 の場合の精度は 2.0 ㎜（1.0 ㎜）とする。 

 

３－３－５ 予 熱 

１．一般事項 

部材の溶接において、次により適切に予熱しなければならない。 

（１）予熱は、溶接線から 10cm 以上、アーク前方 10cm 以上の範囲を行わなければならない。 

（２）溶接割れ感受性組成（PCM）により予熱温度を適切に決定しなければならない。 

なお、予熱温度は、次の算定式によるものとする。ただし、SS400（板厚≦22  ㎜）及 

び SM400（板厚≦25 ㎜）及び二次部材の予熱の要否について、PCM 値算出が困難な場合、 

（Ceq）にて算出出来るものとし、炭素当量（Ceq）が 0.40％を超える場合は、溶接割れ 

感受性組成（PCM）を確認し、予熱を行うものとする。 

また、PCM が表 3-3-9 の範囲にある場合は、表 3-3-10 の予熱温度を適用するものとす 

る。 

TP（℃）  ＝ 1,440PW  –  392 
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溶接金属の拡散性水素量（HGL）：低水素系被覆アーク溶接の場合 

2ml/100g 

サブマージアーク溶接 

1ml/100g 

ガスシールドアーク溶接の場合 

1ml/100g 

溶接継ぎ手の拘束度（K） ：200tＮ/㎜・㎜ 
 
 

表３－３－９ 予熱温度の標準を適用する PCM の条件（％）  
鋼種 

板厚（㎜） SM400 SMA400W SM490 
SM490Y 

SM520 
SM570 

SMA490W 
SMA570W 

 
25 以下 

 
0.24％ 
以下 

 
0.24％ 
以下 

 
0.26％ 
以下 

 
0.26％ 
以下 

 
0.26％ 
以下 

 
25 を超え 50 以下 

 
0.24％ 
以下 

 
0.24％ 
以下 

 
0.26 以下 

 
0.27％ 
以下 

 
0.27％ 
以下 

 
50 を超え 100 以下 

 
0.24％ 
以下 

 
－ 

 
0.27％ 
以下 

 
0.29％ 
以下 

 
－ 
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表３－３－10 予熱温度の標準 
 
 

 

 

鋼 種 

 

 

 

溶接方法 

予熱温度（℃） 

板厚区分（㎜） 

 

25 以下 

25 超 
～ 

40 以下 

40 超 
～ 

50 以下 

50 超 
～ 

75 以下 

75 超 
～ 

100 以下 

 

SM400 
低水素系以外の溶接棒 

による被覆アーク溶接 

予熱 

なし 

 

40～60 

   

低水素系の溶接棒 
による被覆アーク溶接 

予熱 

なし 

 

20 

 

20～40 

 

40～60 

 

60～80 

サブマージ アーク溶接 ガ 

スシールドアーク溶接 

予熱 

なし 

予熱 

なし 

 

20 

 

20～40 

 

40～60 

 

SMA400W 
低水素系の 溶接棒によ る 

被覆アーク溶接 

予熱 

なし 

 

20 

 

20～40 

 

－ 

 

－ 

サブマージ アーク溶接 ガ 

スシールドアーク溶接 

予熱 

なし 

予熱 

なし 

 

20 

 

－ 

 

 

SM490 

SM490Y 

低水素系の 溶接棒によ る 

被覆アーク溶接 

 

20～40 

 

40～60 

 

60～80 

 

80～100 

 

100～120 

サブマージ アーク溶接 ガ 

スシールドアーク溶接 

予熱 

なし 

 

20 

 

20～40 

 

60～80 

 

80～100 

 

SM520 

SM570 

低水素系の 溶接棒によ る 

被覆アーク溶接 

 

20～40 

 

60～80 

 

60～80 

 

100～120 

 

120～140 

サブマージ アーク溶接 ガ 

スシールドアーク溶接 

予熱 

なし 

 

40～60 

 

40～60 

 

80～100 

 

100～120 

 

SMA490W 

SMA570W 

低水素系の 溶接棒によ る 

被覆アーク溶接 

 

20～40 

 

60～80 

 

60～80 

 

－ 

 

－ 

サブマージ アーク溶接 ガ 

スシールドアーク溶接 

予熱 

なし 

 

40～60 

 

40～60 

 

－ 

 

－ 

（注）予熱なしについては、気温（室内の場合は室温）が５℃以下の場合は 20℃以上に予熱 

する。 
 
 

（３）仮付溶接は、前項で算出した温度＋50℃を予熱温度とする。 

（４）最高硬さ試験において予熱なしで最高硬さ（Hv）が 370 を超えた場合は、予熱しなけ 

ればならない。 

（５）十分な施工性を確保でき、品質に影響がない場合は、監督員の承諾により予熱を行 

わなくても良いものとする。 

（６）オーステナイト系及びオーステナイト・フェライト系のステンレス鋼は、予熱・後熱 

を実施しないものとする。 

（７）請負者はマルテンサイト系のステンレス鋼の予熱・後熱を次 表 3-3-11 に従って実施し 

なければならない。 
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表３－３－11  

分 類 母材 予熱後熱条件 

マルテンサイト系 SUS403 
SUS410 

・D410 では、予熱 200～400℃後熱 840～870℃を行う。 
・D309・D310 では、予熱 100～200℃を行う 

 
 

３－３－６ 溶接施工 

１．仮付け溶接 

（１）本溶接の一部となる仮付け溶接は、本溶接と同等の施工方法を行うものとする。 

なお、仮付け溶接の品質を本溶接同様に良好なものにしなければならない。 

（２）仮付け溶接は、本溶接を行う溶接工と同等の資格を持つ者を従事させるものとする。 

（３）仮付け溶接のすみ肉（又は換算）脚長は４mm 以上とし、長さは 50mm 以上とする。 

（４）仮付け溶接は、組立終了後までにスラグを除去し、溶接部表面に割れがない事を確認 

するものとする。 

２．組 立 

請負者は、部材の組立については補助治具を有効に利用し、無理のない姿勢で溶接出来 

るように考慮しなければならない。 

３．溶接施工 

（１）溶接前の部材の清掃と乾燥 

溶接線近傍の黒皮、錆、塗料、油などの有害物は、適切に除去しなければならない。 

また、水分が付着している場合は、溶接近傍を乾燥しなければならない。 

（２）エンドタブ 

①突合せ溶接などの施工に当たっては、溶接の始端、終端にエンドタブを使用しなけれ 

ばならない。 

②母材がステンレス鋼の場合は、エンドタブは同じ種類のステンレス鋼を使用しなけれ 

ばならない。 

③エンドタブは、溶接終了後、材質に応じた切断方法により除去し、その跡をグライン 

ダ仕上げするものとする。 

（３）すみ肉溶接の施工 

材片の隅角部で終わるすみ肉溶接は、隅角部をまわして連続的に施工しなければなら 

ない。 

（４）ステンレスの溶接施工 

ステンレス鋼の溶接に使用する溶接材料は、設計で要求されるステンレス鋼の特性が 

確保出来るものを使用して施工しなければならない。 

４．異材溶接施工 

請負者は、ステンレス鋼と炭素鋼との溶接及びステンレスクラッド鋼の溶接は、耐食性 

及び割れを考慮し、適切な溶接材料、継手形状、施工法を選定しなければならない。 

５．溶接順序 

（１）本溶接を行うに当たっては、部材又は継手形状、母材の材質、板厚並び溶接方法、溶 
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接姿勢等に応じ、ひずみ、変形を極力少なくするよう、溶接順序、溶接速度、溶接電流、 

ア―ク電圧等に注意しなければならない。 

（２）交差溶接継手の溶接に当たっては、一般の溶接継手と同様に、残留応力の軽減、及び 

溶接熱履歴による母材の硬化、脆性化を防止出来る溶接工法を採用しなければならない。 

３－３－７ 後熱処理 

１．一般事項 

請負者は、次の事項のいずれかに該当する場合、溶接後炉内加熱による応力除去焼なま 

しを行わなければならない。 

（１）490N/mm2 以上の強度の鋳鍛鋼品と鋼板を溶接で組立てた部材で、溶接による熱影響部 

の延性や切欠じん性が低下し、構造部材として支障がある部材 

（２）溶接継手が集中して残留応力による変形が発生して機能が損なわれると認められる部 

材 

（３）厚板を溶接して組立て、その後機械加工を行い所定の精度が必要な部材 

２．炉中焼なまし 

請負者は炉中焼なましを、JIS  Z  3700（又はこれと同等若しくはそれ以上の規格）に従 

って実施しなければならない。 

３．焼なましが困難な大型構造物 

請負者は現地で溶接を行うため応力焼なましが困難な大型構造物の場合、調質を行った 

鋼材などで脆性破壊のおそれのない場合等は、前項の条件にかかわらず監督員の承諾を 

得て他の方法に変えることが出来る。 

４．応力除去焼なまし 

請負者はオーステナイト系及びオーステナイト・フェライト系ステンレス鋼の応力除去 

焼なましを行ってはならない。 

ただし溶接後機械加工を行い、所定の精度を確保するために焼なましが必要な場合は、 

次の事項によるものとする。 

（１）低炭素（炭素含有量 0.03％以下）オーステナイト系ステンレス鋼を使用する。 

（２）応力除去焼なまし後酸洗いを行い、酸化被膜を除去する。 

（３）焼なましの温度と保持時間は、次のとおりとする。 

焼なましの温度：850～900℃ 

保 持 時 間：厚さ 25mm で 1 時間 25mm を超える場合は 25mm につき 60 分加算 

３－３－８ 検査方法 

請負者は主要な溶接部について、「施設機械工事等施工管理基準」示す検査を実施しなけれ 

ばならない。 

３－３－９ 欠陥部の補修 

１．一般事項 

請負者は欠陥部の補修に当たっては、次の事項に留意しなければならない。 

（１）補修によって母材に与える影響を検討し、注意深く行わなければならない。 

（２）補修方法は次の表 3-3-12 に示すとおりとする。これ以外の場合は監督員の承諾を得 

なければならない。 
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（３）補修溶接のビード長は 40mm 以上とし、予熱等の配慮を行うものとする。 

（４）ステンレス鋼をアークエアガウジングする場合、ガウジング後グラインダにて炭素を 

除去し、補修を行わなければならない。 
 
 

表３－３－12  欠陥の補修方法 
 

欠陥の種類 補修方法 

アークストライク 母材表面に凹みを生じた部分は、溶接肉盛りの 

後グラインダ仕上げする。わずかな痕跡のある 

程度のものは、グラインダ仕上げのみでよい。 

仮付け溶接 欠陥部をアークエアガウジング等で除去し、必 

要であれば再度仮付け溶接を行う 

溶接われ われ部分を完全に除去し、発生原因を究明し 

て、それに応じた再溶接を行う。 

溶接ビード表面のピット グラインダやアークエアガウジングでその部分 

を除去し、再溶接する。 

オーバラップ グラインダで削り整形する。 

溶接ビード表面の凹凸 グラインダ仕上げする。 

アンダーカット ビード溶接した後、グラインダ仕上げする。 

内部欠陥 
（融合不良･溶込み不良･ブロ 
ーホール･スラグ巻込み） 

アークエアガウジングでその部分を除去し、再 

溶接する。 

スタッド溶接の欠陥 ハンマ打撃検査で溶接部の破損したものは完全に除 

去し、母材面を整えたのち再溶接する。 

アンダーカット余盛不足に対する被覆棒での補 

修溶接は行わない。 

 
 

２．矯正 

請負者は溶接によって部材の変形が生じた場合、プレス又はガス炎加熱法によって矯正 

しなければならない。 

ただし、ガス炎加熱方法を用いる場合の加熱時の鋼材表面温度は 900 ﾟ C 以下とし、赤熱 

状態からの水冷は行ってはならない。なお調質鋼については、加熱による機械的性質への 

影響に配慮して温度管理を行わなければならない。 

３．ステンレス鋼の加熱温度 

請負者はステンレス鋼、特にオーステナイト系ステンレス鋼を加熱する場合、鋭敏化を 

起こさない加熱温度で処理しなければならない。 
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第４節 ボルト接合等 
 
 
３－４－１ 一般事項 

１．添接材 

ボルト接合等の添接材は、次の表 3-4-1 に示す値以上とする。 
 

表３－４－１ 添接材の最小板厚  

 

添接材の種類 

片面添接材 両面添接材 

主要部材の継手 その他継手 一般の場合 

添接材の厚さ 1.25t 1.0t 0.6t 

（注）表中の t は母材の厚さ（mm）を示す。 
 
 

２．せん断縁 

請負者は、主要接合部板端のせん断縁については板厚の 1/4 以上（最小 3mm）に相当す 

る幅を削り取らなければならない。ただし、板端が平滑な場合はそのまま使用することが  

出来る。 

３－４－２ 普通ボルト接合 

１．一般事項 

ボルトは、ねじ部でせん断力を受けさせてはならない。 

２．ナットのゆるみ止め 

振動等で、ゆるむおそれのある箇所のボルト接合に使用されるナットのゆるみ止めはロ 

ックナット、ピン、小ねじ、特殊座金等の確実なものを使用し、ナットのゆるみが設備の 

機能を損なう又は重大な事故を生じるおそれのある箇所については、ロックナットとピン 

を併用するなどの二重のゆるみ止めを施すものとする。特に、軸方向に荷重が作用するボ 

ルト接合については、ボルト締付時のボルト軸力の管理と接合される部材の剛性に留意し 

なければならない。 

３．鋳鍛造品の締付け箇所 

鋳鍛造品の締付け箇所は、座ぐり等の処置を行うものとする。 

４．ボルト孔 

ボルト孔は板面に対して垂直にあけるものとし、ボルト孔直径はボルト呼び径に対して 

適用する技術基準等のクリアランス値を加えたものとする。 

５．接合面 

請負者は、接合に当たっては、接合面の異物を除去、清掃を行い部材相互間が密着する 

ように締付けなければならない。 

３－４－３ 高力ボルト接合 

１．一般事項 

請負者は摩擦接合に使用するボルト・ナット・座金は、JIS  B  1186（摩擦接合用高力六 
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角ボルト・六角ナット・平座金のセット）若しくはこれと同等の規格のものを用いなけれ 

ばならない。 

２．孔径及び精度 

ボルトの孔径及び精度は次の表 3-4-2、表 3-4-3 に示すとおりとする。 
 
 

表３－４－２ ボルトの孔径 
 
 

ボルトの呼び（mm） ボルトの孔径（mm） 

摩擦接合 支圧接合 

M20 22.5 21.5 

M22 24.5 23.5 

M24 26.5 25.5 

 
 

表３－４－３ ボルトの孔径の許容量 
 
 

ボルトの呼び（mm） ボルトの孔径（mm） 

摩擦接合 支圧接合 

M20 ＋0.5 ＋0.3 

M22 ＋0.5 ＋0.3 

M24 ＋0.5 ＋0.3 

（注）摩擦接合の場合は、1 ボルト群の 20％に対しては、＋1.0mm まで認めてもよいもの 

とする。 
 
 

３．高力ボルト支圧接合 

高力ボルト支圧接合の場合は、打込式高力ボルト接合によるものとする。 

４．高力ボルト継手の接合 

請負者は高力ボルト継手の接合を摩擦接合とする場合、接合される材片の接触面を 0.4 

以上のすべり係数が得られるように次に示す処理を施さなければならない。 

ただし、これによらない場合は監督員の承諾を得るものとする。 

（１）接触面を塗装しない場合、接触面は黒皮を除去して粗面とする。材片の締付けに当た 

っては接触面の浮錆、油、泥などを十分に清掃して取り除く。 

（２）接触面を塗装する場合、次の表 3-4-4 に示す条件に従い、厚膜形無機ジンクリッチペ 

イントを使用する。 
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表３－４－４ 厚膜形無機ジンクリッチペイントを塗布する場合の条件 
 

項 目 条 件 

接触面片面当たりの最小乾燥塗膜厚 30μｍ以上 

接触面の合計乾燥塗膜厚 90～200μｍ 

乾燥塗膜中の亜鉛含有量 80％以上 

亜鉛末の粒径（50％平均粒径） 10μｍ程度以上 

 
 

（３）亜鉛めっきの場合、すべり係数が 0.4 以上確保出来るよう表面処理を行うものとする。 

５．プライマー塗装 

支圧接合の場合は、プライマー塗装の除去を省略することが出来る。 

６．添接 

請負者は、部材と添接板あるいはガセットとを締付けにより密着させなければならない。 

表面にくい違いのでた部材を添接する場合には、次の表 3-4-5 によるものとする。 
 
 

表３－４－５ 表面にくい違いがある部材の添接 
 

実際のくい違い量 処理方法 

1mm 以下 処理不要 

3mm 未満 くい違い量テーパをつけて落とす。 

3mm 以上 充填材を入れる。 

 
 

７．ボルト締付器具等 

請負者は、ボルト締付器具等については、定期的に目盛校正を行いその精度が確認され 

たものを用いなければならない。 

なお、目盛校正は締付け施工前に行わなければならない。 

また、ボルト締付器具等に振動、衝撃を与えた場合も実施するものとする。 

８．ボルトの締付け 

請負者はボルト軸力の導入を、ナットをまわして行うものとする。 

ただし、やむをえず頭まわしを行う場合は請負者の責任と費用負担によりトルク係数値 

の変化を確認しておかなければならない。 

９．トルク法 

請負者はボルトの締付けをトルク法によって行う場合、締付ボルト軸力がボルトに均一 

に導入されるよう締付トルクを調整しなければならない。 

10．締付ボルト軸力 

（１）請負者は、摩擦接合及び支圧接合のボルトを次の表 3-4-6 に示すボルト軸力が得られ 

るように締付けなければならない。 
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表３－４－６ 設計ボルト軸力 
 

ボルトの等級 呼び径 設計ボルト軸力 
 
 
 

F8T 

M20 133kN 

M22 165kN 

M24 192kN 

 
 
 

F10T 

M20 165kN 

M22 205kN 

M24 238kN 

 
 

（２）請負者は締付ボルト軸力を、設計ボルト軸力の 10％増しにして締付けるものとする。 

これ以外の場合は監督員の承諾を得なければならない。 

（３）請負者は、トルシア形高力ボルトの締付ボルトについては、ボルトを締付ける前に一 

つの製造ロットから 5 組の供試セットを無作為に抽出し、軸力試験を行わなければなら 

ない。また、試験の結果の平均値が次の表 3-4-7、表 3-4-8 に示す範囲に入らなければ 

ならない。 
 
 

表３－４－７ 常温時（10℃～30℃）の締付ボルト軸力の平均値 
 

ボルト 

の等級 

ねじの呼び 1 製造ロットのセットの締付ボルト 

軸力の平均値 

 

 

 

S10T 

M20 172～202kN 

M22 212～249kN 

M24 247～290kN 

 
 

表３－４－８ 常温以外（0℃～10℃、30℃～60℃）の締付ボルト軸力の平均値 
 

ボルト 

の等級 
ねじの呼び 1 製造ロットのセット の締付ボル ト 

軸力の平均値 

 

 

S10T 

M20 167～211kN 

M22 207～261kN 

M24 241～304kN 

 
 

11．締付確認 

（１）請負者は、ボルト締付後、締付確認をすみやかに行い、その結果を監督員に提出し 

なければならない。 
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（２）請負者は、ボルトの締付確認を次のように行うものとする。 

①トルク法による場合は、次のいずれかの方法により締付け、確認を行うものとする。 

ア．自動記録計の記録紙により、ボルト全数について行うものとする。 

イ．トルクレンチにより、各ボルト群の 10％のボルト本数を標準として締付確認を行 

うものとする。 

②トルシア形高力ボルトの場合は、全数につきピンテールの切断の確認とマーキングに 

よる外観確認を行うものとする。 

③回転法による場合は、全数につきマーキングによる外観確認を行い、締付角度が次に 

規定する範囲内であることを確認するものとする。 

回転が不足のものは、所定転角まで増し締付けを実施する。回転角が過大なものにつ 

いては、新しいボルトセットに取替え締め直しする。 

なお、回転法は、F8T、B8T のみに用いるものとする。 

ア．ボルト長が径の５倍以下の場合：1/3 回転（120°）±30° 

イ．ボルト長が径の５倍を超える場合：施工条件に一致した予備試験により目標回転 

角を決定する。 

12．高力ボルトの採用条件 

高力ボルトの採用に当たっては、水密に関係が無い場所、錆の発生を防止出来る場所と 

し、水の浸透する箇所、ボルトが腐食するおそれがある箇所、母材と添接材の合わせ面の 

防食が困難な箇所等に使用してはならない。 

13．高力ボルトの規格 

高力ボルトを使用する場合は、F8T、F10T  を使用することを原則とし、それ以外の高力 

ボルトを使用する場合は、監督員の承諾を得るものとする。 

14．溶接と高力ボルト摩擦接合の共用 

請負者は、溶接と高力ボルト摩擦接合とを共用する場合、溶接の完了後に高力ボルトを 

締付けるものとする。なお、溶接に伴う変形については、設計時に考慮するか又は施工時 

に変形に留意して施工する等の対策を施す事とする。 

これ以外の場合は監督員の承諾を得なければならない。 

３－４－４ リベット接合 

１．一般事項 

請負者はリベット接合に当たってはリベット接合に従事した経験を有する者に施工させ 

なければならない。 

２．規格 

請負者は、リベット材と母材の組合せについては次表 3-4-9 に示すもの、若しくは、こ 

れと同等以上のものを使用しなければならない。 
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表３－４－９ リベット材と母材の組合せ 
 

母 材 リベット材 

一般構造用圧延鋼材 SS400  
 
 

SV330 又は SV400 溶接構造用圧延鋼材 SM400 

耐候性熱間圧延鋼材 SMA400 

溶接構造用圧延鋼材 SM490  

SV400 

耐候性熱間圧延鋼材 SMA490 

（注）上表によりがたい場合、SWRM15K-M17 又は SS400 にて曲げ性及び縦圧性その他品 

質を確認し、SV400 規格を満足すれば使用することが出来る。 
 
 

３．事前作業 

請負者 はリ ベット 打ち に先だ ち､鋼材の 接触 面は清 掃し ､リベット 孔を正 しく 重ね､仮締  

めボルト及びドリフトピン等によって締付けを行わなければならない。 

４．リベット打ち 

請負者 はリ ベット 打ち に当た って は､リベッ トハン マを 使用し､ま た ､あて盤 には空 気 あ 

て盤を使用しなければならない｡なお､スペースの制約から空気あて盤を使用できない場合 

には､人力あて盤を用いるものとする｡ 

５．リベットの欠陥 

打ったリベットは､リベット孔を満たし､リベット頭は規定の形状をたもち､ゆるみ､焼き 

すぎ及び有害なわれ､剥離などの欠陥があってはならない｡ 

６．加熱 

請負者はリベット全体を 900～1,100℃程度に均一に加熱し､スケールなどの付着物を取 

り除いた 後 ､温度が降 下しない う ちに手早 く リベット 締 めを行わ な ければな ら ない｡なお､  

加熱しすぎたリベットを使用してはならない｡ 

７．プライマー塗装 

請負者は接合される材片の接触面に､プライマー塗装を行わなければならない｡ 

８．検査 

請負者 はリ ベット 施工 完了後､す みやか に検 査を行 い､欠陥の ある リベッ トは 切取り､再 

びリベット締めをしなければならない｡ 

９．リベットの補修 

請負者はゆるいリベットについてはコーキングや冷却後の追い打ちによる補修をしては 

ならない｡不良リベ ッ トを切り 取 る場合に は ､母材に損 傷を与え た り ､付近の リベット を ゆ 

るませたりするおそれのない方法を採用しなければならない｡ 
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第５節 塗塗塗塗 装 
 
 
３－５－１ 一般事項 

１．基準 

請負者は、塗装に当たっては､設計図書､本共通仕様書による。これにより難い場合は、 

監督員の承諾を得なければならない。 

２．塗り重ね 

塗料を塗り重ねる場合は、付着性を考慮し塗料を選定しなければならない。 

３．禁止事項 

請負者は、次に示す条件となる場合には塗装を行ってはならない。 

なお、これによりがたい場合は、監督員の承諾を得るものとする。 

（１）塗料毎に許容される温度・湿度範囲を外れるとき。 

（２）塗装表面が結露しているとき、若しくは結露のおそれがあるとき。 

（３）風が強いとき又は塵埃が多く、かつ防護施設を設けていない場合。 

（４）塗料の乾燥前に降雪、降雨、降霜若しくは霧のおそれがある屋外作業の場合。 

（５）被塗装面が 50℃以上又は５℃以下となるとき。 

（６）その他監督員が不適当と認めた場合。 

４．攪拌 

塗料は、開缶後に容器の底部に顔料が沈澱しないように攪拌したうえ、速やかに使用し 

なければならない。 

５．塗装塗布方法 

請負者は、エアレススプレー又はハケ等を使用し、塗り残し、気泡、むら等がなく全面 

が均一な厚さとなるように塗装しなければならない。 

６．必要膜厚の確保 

請負者は、溶接部やボルト接合部分及びその他構造の複雑な部分についても、標準膜厚 

の 70％以上を確保しなければならない。 

７．塗装禁止箇所 

請負者は、塗装によって機能上支障が生じる箇所（リミットスイッチ類、摺動部、歯車 

歯面部、ローラ踏面、水密ゴムやワイヤロープ等）については、塗装してはならない。 

また、施工に当たってはこれら箇所に塗料が付着しないようにしなければならない。 

８．塗装間隔 

請負者は、塗り重ねを行う場合は、適切な塗装間隔を確保しなければならない。 

９．水没 

水没するものについては、水没するまでに塗装後定められた養生（乾燥）日数を確保し 

なければならない。 

10．換気 

請負者は、密閉部内面の塗装に当たっては換気を行うとともに、引火による火災の発生 

を防止しなければならない。 
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11．周囲への配慮 

請負者は、塗装に当たって、周囲の環境対策、防塵対策を施さなければならない。 

12．塗装色 

（１）設計図書に定めがない箇所に行う塗装の色については、監督員の承諾を受けなけれ 

ばならない。 

（２）塗装色は、色彩の効用を効果と安全性の向上に重点をおいた機能配色からの選択を行 

うものとする。 

（３）塗装色は、設備の設置環境との調和を図ると共に、快適性への寄与、色彩の公共化を 

考慮したものとする。 

（４）上塗りに用いる塗料は、変退色の小さなものでなければならない。 

13．配管系統の塗色 

（１）配管の系統が多く、識別が困難な場合は、次の表 3-5-1 に示す塗装を行うこととする。 

なお、ステンレス鋼管等の塗装できない配管については塗色と同じ色テープを巻くもの 

とする。 
 
 

表３－５－１ 配管系統の塗色 
 

配管系統名 塗 装 色 

燃料系統 赤色 

作動油系統 黄色 

潤滑油系統 橙色 

空気系統 白色 

排気系統 銀色 

清水系統 淡青色 

原水系統 濃青色 

 
 

３－５－２ 素地調整 

１．一般事項 

請負者は、被塗装物表面の素地調整を行った後、塗装を行わなければならない。なお、 

素地調整は設計図書に示す素地調整種別に応じて、次の表の仕様を適用しなければならな 

い。 
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表３－５－２ 
 

素地調整 

種 別 
素地調整の内容 施工後の金属面 

（ISO  8501-1） 

1 種  

ブラ ストによる処理を行い、塗膜、さび、その他付 着

物を除去し、正常な金属面とする。 

Sa21/2 相当 

2 種  

ブラスト又はパワーツールによる処理を行い、塗膜 

さび、その他付着物等をすべて除去する。 

、 Sa2、St3 相当 

3 種 パワ ーツールによる処理を行い、活膜部以外の塗膜 不

良部（ふくれ、はがれ、われ等）、さび、その他付 着

物をすべて除去する。 

St3 相当 

4 種  

パワ ーツール等による処理を行い、塗膜表面の劣化 

物、その他付着物を除去する。 

St2 相当 

 
 

２．新設鋼材の素地調整 

請負者は、新設する鋼材の素地調整に当たって、１種ケレンを行わなければならない。 

３．一次プライマー 

請負者は、素地調整を行ったときは発錆防止等のため、ただちに金属前処理塗装（以下｢一 

次プライマー｣という。）を施さなければならない。 

一次プライマーは、エッチングプライマー又はジンクリッチプライマーのいずれかとす 

る。 

４．汚れの除去 

請負者は、素地又は前層塗装に付着した油脂、汚れや海塩粒子などの有害物質を塗装の 

前に入念に除去しなければならない。 

５．有害薬品の使用禁止 

請負者は、施工に際し、有害な薬品を用いてはならない。 

６．周辺環境への配慮 

現場において素地調整を行う場合は、ブラスト材及び劣化塗膜片などの飛散による周辺 

環境への影響をおよぼさないよう適切な措置を施すものとする。 

７．塗替塗装時の素地調整 

請負者は、塗替塗装時の素地調整面については、すみやかに第１層目を塗るものとする。 

なお、天候の急変その他の事情で同日中に第 1 層目を塗り終えることができなかった場 

合は、塗り残し面を再度素地調整しなければならない。 

３－５－３ 工場塗装 

１．一般事項 

組立後塗装困難となる部分は、監督員の承諾を得てあらかじめ塗装を完了させるもの 

とする。 

２．現場溶接部分の塗装 

現場溶接を行う部分については、一次プライマーを除き、熱影響範囲に塗装を行っては 

ならない。 
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３．コンクリート接触面の塗装 

請負者は、コンクリートとの接触面については塗装を行ってはならない。 

ただし、コンクリート付着強度に影響を与えないプライマーはこの限りではない。 

４．開閉装置等の機械仕上げ面の防錆処理 

請負者は、開閉装置等の機械仕上げ面に、防錆油等を塗布しなければならない。 

５．非塗装面の防錆処理 

請負者は、溶接開先面など非塗装面に、適切な防錆処理を施さなければならない。 

ただし、溶接及び塗膜に悪影響を及ぼすおそれのあるものについては溶接及び塗装前に 

除去しなければならない。なお、請負者は防錆剤仕様については監督員の承諾を得なけ 

ればならない。 

３－５－４ 現場塗装 

１．一般事項 

請負者は、塗装中に他の構造物や周囲に塗料等を飛散させてはならない。 

なお、飛散のおそれがある場合には適切な処置を講ずるものとする。 

２．汚れの除去 

請負者は、工場塗装した塗装面に塗り重ねる場合、付着した油脂、汚れや海塩粒子など 

の有害物質を入念に除去しなければならない。 

３．塗装間隔 

請負者は、各層の塗装養生期間を適切に保たなければならない。 

なお、各塗料の塗装間隔を越えた場合は、塗料の種類に応じて肌荒らし等の処置を施す 

ものとする。 

４．塗膜の補修 

請負者は、施工済みの塗膜が損傷した場合、補修しなければならない。 

なお、補修塗装を行う場合の塗装仕様及び乾燥時間は施工済みの塗装と同一のものとし 

なければならない。 

５．塩分測定 

請負者は、海上輸送部材・海岸部に置かれた部材等、塩分付着の疑いがある場合は、受 

注者の費用負担により被覆面の塩分測定を行い、塩分量が 100  mg/m2（NaCl 換算）以上付 

着している場合は、表面の塩分除去を行わなければならない。ただし、塩分量について、 

鋼橋の場合は 50  mg/m2 以上とする。 

３－５－５ 塗装記録 

請負者は、塗装が完了後、塗装年月、塗料及び素地調整の種類（名称、規格）、塗装回数、 

施工者名、塗装面積等を記録した塗装記録を監督員の指示した位置に表示しなければなら 

ない。 
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第６節 防 食 
 
 
３－６－１ 溶融亜鉛めっき 

１．水没部分のめっき 

請負者は、水没する部分へのめっきをしてはならない。 

２．規格 

請負者は、溶融亜鉛めっきの種類、付着量、試験等を JIS  H  8641（溶融亜鉛めっき）、 

JIS  H  0401（溶融亜鉛めっき試験方法）又は同等以上の規定にしたがって行う。これによ 

り難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。 

３．めっき作業 

請負者は、溶融亜鉛めっき作業を JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）又はこれらと同等以上 

の規定に従って行わなければならない。 

４．表面の洗浄 

請負者は、素材の表面については油脂類を除去し、酸化物（黒皮、赤錆等）を酸洗い又 

はブラスト等によって完全に除去しなければならない。また、フラックス処理により活性 

化を促し、良好な亜鉛の付着を図らなければならない。 

なお、水素脆性のおそれがある鋼材は酸洗いをしてはならない。 

５．予熱温度 

予熱乾燥は約 120℃とし、亜鉛（めっき）浴温度は、鋼材の場合約 430～470℃ボルト・ 

ナットの場合約 480～550℃とする。 

６．コンクリート埋設 

コンクリートに埋設され、かつ付着力を期待される部分は、めっきを施さないものとす 

る。 

ただし、施工上やむを得ない場合は、所定の付着力が得られることを確認した技術資料 

を監督員に提出し、承諾を得なければならない。 

７．空気だまり、変形の防止 

請負者は、めっき槽に漬ける際に空気だまりが出来ない様な設計をしなければならない。 

また、密閉された部材や熱変形のおそれのある部材をめっきする場合は空気抜きや、変 

形防止材を設ける等の処置を施さなければならない。 

８．熱変形 

請負者は、溶融亜鉛めっきを施工するに当たって、構造物に有害な熱変形を生じさせな 

いよう設計を行わなければならない。 

９．付着量 

付着量は設計図書に明示した場合を除き、次の表 3-6-1 による。これにより難い場合は、 

監督員の承諾を得なければならない。 



第３章  共通施工 

― 74― 

 

 

 
 

表３－６－１ 溶融亜鉛めっき付着量 
 

記号 付着量 

（g/㎡） 

適 用 

HDZ35 350 以
上 

厚さ 1mm 以上 2mm 以下の鋼材・鋼製品、直径 12mm 以上のボルト・ナッ ト
及び厚さ 2.3mm を超える座金類 

HDZ40 400 以
上 厚さ 2mm を超え 3mm 以下の鋼材・鋼製品及び鋳鍛造品類 

HDZ45 450 以
上 厚さ 3mm を超え 5mm 以下の鋼材・鋼製品及び鋳鍛造品類 

HDZ50 500 以
上 厚さ 5mm を超える鋼材・鋼製品及び鋳鍛造品類 

HDZ55 550 以
上 過酷な腐食環境下で使用される鋼材・鋼製品及び鋳鍛造品類 

備考 

１．HDZ55  のめっきを要求するものは、素材の厚さ 6mm  以上であることが望ましい。素 

材の厚さが 6mm  未満のものに適用する場合は、事前に協議するものとする。 

２．表中、適用例の欄で示す厚さ及び直径は、呼称寸法による。 

３．過酷な腐食環境は、海塩粒子濃度の高い海岸、凍結防止剤の散布される地域などを 

いう。 

 

３－６－２ 金属溶射 

１．水没部の金属溶射 

請負者は、水没する部分への金属溶射をしてはならない。 

２．規格 

請負者は亜鉛、アルミニウム及びそれらの合金溶射は、JIS  H  8300（亜鉛、アルミニウ 

ム及びそれらの合金溶射）、JIS H 9300（溶射作業標準）、の規定によって行うものとする。 

これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。 

３．作業員 

請負者は、溶射工事に当たっては、職業能力開発推進法に基づき実施された金属溶射に 

関わる検定に合格したものに作業を行わせなければならない。ただし、請負者は溶射工事 

の経験を６ヶ月以上有する作業員で監督員が同等以上の資格を有すると認めた作業員に 

作業を行なわせることが出来る。 

４．前処理 

前処理は第３章 3-5-2 第１項の１種ケレン（ISO 8051-1 Sa2 1/2 相当以上）とし溶射の 

種類及び等級に応じてブラスト材等の粒度を選定するものとする。 

５．協議事項 

請負者は、溶射に当たっては、次の事項の処理方法について監督員と協議しなければ 

ならない。 

（１）ケレン作業又は溶射作業に当たって死角となるもの。 
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（２）作業中破損又は変形のおそれのあるもの。 

（３）表面状態が著しく不良のもの又は欠陥のあるもの。 

（４）著しく角張った端部のあるもの。 

６．膜厚 

請負者は、設計図書に示した場合を除き、膜厚は 0.15 ㎜（片面膜厚）以上としなければ 

ならない。 

３－６－３ 電気防食 

１．一般事項 

電気防食は、外部電源方式又は流電陽極方式とし、選定は設計図書による。 

２．防食電位 

請負者は、電気防食を施工した場合、基準電極により電位を確認しなければならない。 

なお、電位は基準電極に応じてそれぞれ次の表 3-6-2 より低い電位でなければならない。 
 
 

表３－６－２ 各種金属の防電食位 
 

金属種 防食目標 防食電位（Ｖ） 

 

鉄鋼 

部分 －0.60 以下 

全面 －0.77 以下 

アルミニウム合金 部分若しくは全面 －0.87～－1.05 

ステンレス綱 部分若しくは全面 －0.50 以下 

（注）１．電位は、飽和甘汞電極基準値を示す。 

２．人工海水塩化銀電極の場合は、-0.01Ｖを加える。 
 
 

３．電極の位置 

請負者は、外部電源方式における電源電圧は DC60V 以下にし、電極の位置を被防食体に 

対し電流分布を良好にするように定めなければならない。 

４．防食対象物への接続 

請負者は、外部電源方式の場合、極をとり違えることなく防食対象物に確実に接続しな 

ければならない。 

なお、防食対象物の近傍に他の鋼構造物がある場合には、それが腐食しないよう対策を 

行わなければならない。 

５．陽極材 

流電陽極方式に使用する陽極材はアルミニウム合金、マグネシウム合金、亜鉛合金とし、 

防食対象物への取付けはボルト又は溶接によるものとする。 

なお、陽極材として上記以外のものを用いる場合には、請負者は監督員の承諾を得る 

ものとする。 
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第７節 輸輸輸輸 送 
 
 
３－７－１ 輸 送 

１．一般事項 

請負者は、現場への製品及び機材等の搬入に先だち、搬入の方法、経路、時期、現場事 

情等について施工計画書に記載し提出しなければならない。 

２．事前協議 

請負者は、輸送に先立ち、必要に応じ道路管理者及び所轄警察署と協議するものとする。 

また、これらの費用は請負者の負担とする。 

３．輸送中の損傷 

請負者は、輸送中に製品等に損傷を与えた場合は監督員にすみやかに報告した後、指 

示に従い請負者の責任と費用負担により処置を講じなければならない。 

３－７－２ 荷 造 り 

１．一般事項 

請負者は、輸送中の製品の損傷、汚損、腐食を防止するために請負者の責任と費用負担 

により発送前に堅固に荷造りしなければならない。 

２．軸等の輸送 

請負者は、軸、歯車、軸受等の輸送に当たっては、傷及び錆を生じさせてはならない。 

３．ワイヤロープ等の輸送 

請負者は、ワイヤロープ、ゴムベルト、電線等の輸送に当たっては折り曲げ等により変 

形を生じさせてはならない。 

４．計器類の輸送 

請負者は、計器、操作盤等の輸送に当たっては緩衝材により保護するとともに雨や塵挨 

の悪影響が及ばないようにしなければならない。 

５．鋳物類の輸送 

請負者は、特に鋳物類の輸送に当たっては衝撃等により損傷を生じさせてはならない。 

６．海上輸送 

請負者は、機器を海上輸送する場合の梱包要領は、JIS Z 0301（防湿包装方法）、JIS Z 0303 

（さび止め包装方法通則）に準拠するものとし、必要な塩害対策及び熱帯処理を処さなけ 

ればならない。 

３－７－３ 積 卸 し 

１．一般事項 

請負者は、製品の積卸しに当たっては作業員の安全を確保し、製品に変形、損傷等が生 

じないようにしなければならない。 

２．積重ね 

請負者は、製品を積重ねする場合は台座、敷材等を使用し製品に損傷を与えてはならな 

い。 
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３．積卸し 

請負者は、積卸しに当たっては、玉掛け用ワイヤロープによる傷、変形等を生じさせて 

はならない。 

４．計器、操作盤等の積卸し 

請負者は、計器、操作盤等の積卸しに当たっては有害な衝撃を与えてはならない。 

５．資格 

請負者は、資格を必要とする作業については、有資格者を従事させるものとする。 

３－７－４ 仮 置 き 

１．一般事項 

請負者は、工事現場で製品及び材料を仮置きする場合、設計図書に示す指定場所又は監 

督職員と協議した場所に、整理整頓して仮置きしなければならない。 

２．原動機等の仮置き 

請負者は、原動機、減速機、電動機、操作盤、計器等は屋内に仮置きしなければならな 

い。 

ただし、屋外専用として設計されているものはこの限りではない。 

３．ワイヤロープ等の仮置き 

請負者は、ワイヤロープ、スピンドル、ベアリング等を仮置きする場合、高温、多湿な 

場所をなるべくさけ、保管に際しては油脂を塗布する等の防錆処置を講じなければならな 

い。 

４．未塗装製品の仮置き 

請負者は、塗装していない製品を長期間仮置きする場合、シート等により保護しなけれ 

ばならない。 

５．製品の仮置き 

請負者は、製品を仮置きする場合、枕木等の上に仮置きしなければならない。 

６．仮置き時の防護 

請負者は、製品が仮置き台からの転倒、他部材との接触による損傷がないように請負者 

の責任と費用負担により防護しなければならない。 

７．損傷等 

請負者は、仮置き中に製品及び材料に損傷、汚損、腐食が生じた場合、監督員に報告 

した後、指示に従い請負者の責任と費用負担による処置を講じなければならない。 

３－７－５ 保 管 

請負者は契約期間中、現場での製品、機材等の保管を請負者の責任において行わなければ 

ならない。 

また、保管中の盗難、損失、損傷等を防止しなければならない。 
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第８節 据 付 
 
 
３－８－１ 一般事項 

請負者は、施工計画書に記載した要領に基づき、安全かつ設備機能を損なわないよう据付 

けしなければならない。 

また、工事の据付作業に当たっては、品質機能の確保を図るため、同種工事の経験を有す 

る作業者を従事させなければならない。 

さらに、資格を必要とする作業については、有資格者を従事させるものとする。 

３－８－２ 仮設機材 

１．一般事項 

請負者は、据付けに必要な仮設資材及び機械器具を、設計図書に示される条件に基づき、 

請負者の責任と費用負担により準備しなければならない。 

２．必要電力等 

請負者は、据付けに必要な電力、光熱、用水等を設計図書に示される条件に基づき、受 

注者の責任と費用負担により準備しなければならない。 

３．倉庫等 

請負者は、倉庫、現場事務所、作業員宿舎、通信設備等については設計図書に示される 

条件に基づき、請負者の責任と費用負担により準備しなければならない。 

３－８－３ 据 付 

１．据付基準点 

請負者は、据付基準点を設置する場合は、測量作業規程（農林水産省）に基づき設置す 

るものとし、基準となる測量基準点は、設計図書又は監督員の指示により決定するとと 

もに、位置等について監督員の立ち会いのもと確認しなければならない。 

なお、据付基準点とは、請負者が設置する設備を据付するために設置する基準点をいう。 

２．精度 

請負者は、詳細図及び工場での仮組検査記録等をもとに、規定の許容差内に正確に据付 

けなければならない。 

３．不可視部分の段階確認 

請負者は、コンクリート埋設物、地中埋設物等完成後に不可視となる部分について不可 

視となる前に監督員による段階確認を受けなくてはならない。 

４．重量物の据付け 

請負者は、重量物の据付けに当たってはクレーン等の機材を使用して行うものとし、据 

付中のものを不安定な状態に放置してはならない。 

５．安全確保 

請負者は、据付けに当たって、請負者の責任と費用負担により据付架台等を設置し、施 

工の安全を確保しなければならない。 

６．災害後の作業 

請負者は、据付け中に地震、強風、大雨等があった場合、再度作業を開始する前に、機 
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材、足場、地盤等の状態及び現場内の環境を点検し、安全を確認してから作業を行わなけ 

ればならない。 

７．埋設金物の据付け 

請負者は、別途工事のコンクリート構造物に金物を埋設する場合、事前に監督員と協 

議しなければならない。埋設金物の据付けは設計図書に基づいて行わなければならない。 

８．コンクリート打設 

請負者は、コンクリート打設の際、機器等にコンクリートが付着するおそれのある部分 

については事前に機器等を保護しなければならない。 

９．養生 

請負者は、据付けしたすべての機器については据付け後から工事完了まで、損傷、腐食、 

汚れ等が生じないように養生して注意を払わなければならない。 
 
 
第９節 配 管 

 
 

３－９－１ 一般事項 

１．配管材料 

請負者は、配管材料の選定については流体の種類、使用環境、施工方法に応じたものを 

選ばなければならない。 

２．配管位置等 

請負者は、配管図等に基づいて、配管の位置、勾配、接続及び支持を正確に行わなけれ 

ばならない。 

また、施工後、機器の運転に伴う振動等の影響を受けないよう考慮しなければならない。 

３．管の切断 

請負者は、管の切断に当たって、断面が変化しないように管軸心に対して直角に切断し、 

切口は平滑に仕上げ、管を接合するまえに内部を点検し、削りくず等の異物のないことを 

確認しなければならない。 

なお、配管の施工を一時中断する場合は、管や機器の内部に異物が混入しないようにカ 

バーやキャップ等で保護しなければならない。 

４．管の接合 

請負者は、管の接合についてはねじ接合、フランジ接合又は溶接接合で行い、ねじ接合 

は JIS 等に準拠したものとし、フランジ接合は適切なパッキン等を使用してボルトを均等 

に締付けて行わなければならない。ステンレス鋼管の溶接接合は、TIG  溶接法等適切な方 

法によらなければならない。 

なお、油圧配管用にホースを使用する場合は、ソケット接合によってもよいものとする。 

５．継手 

請負者は、配管の立上がり部、管路途中の機器の取付け両端等には、フランジ継手又は 

ユニオン継手を設け、管及び機器の取外しが容易なものにしなければならない。 
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６．凍結のおそれのある配管 

請負者は、凍結のおそれのある配管については、設計図書に基づき保温又は配管内の排 

水等が出来るようにしなければならない。 

７．変位等の対策 

請負者は、振動、温度変化、不等沈下及び相対変位が予測される箇所について、変位等 

に対する対策を施さなければならない。なお、不等沈下等、請負者が変位量を予測できな 

い箇所の対策については設計図書による。 

８．水密性の確保 

請負者は、水密性が要求されるコンクリート壁面等を貫通する配管は、シーリング材等 

により、間隙を充填しなければならない。 

９．防火壁 

請負者は、防火壁等を貫通する配管の間隙をモルタル又はロックウール等の不燃材料で 

充填しなければならない。 

10．高熱を発する排気管 

請負者は、高熱を発する排気管については、壁貫通部の間隙を断熱材料で充填し、壁に 

悪影響を与えないようにするとともに、高熱部に対して容易に触れるおそれのないように 

処置を施し、配管しなければならない。 

11．油配管 

油配管は、煙突などの火気部、高熱部等に対して影響を受けない間隔を保持するものと 

する。 

12．防護対策、隔壁 

請負者は、配管が電気配線と同一近接又は交差する場合、電気設備に関する技術基準を 

定める省令（以下｢電気設備技術基準｣という）第 204 条に従って防護対策を施さなければ 

ならない。なお､電気配線と同一ピット内に配管する場合は､配線との間に鋼板等による隔 

壁を設けるものとする。 

ただし、燃料配管と電気配線を同一ピット内に配管する場合は､燃料配管を下に配置し､ 

配線との間に鋼板等の隔壁を設けなければならない｡ 

13．横走り配管及び立管の布設 

請負者は、横走り配管には排水等の可能な勾配を設け、立管には中間振れ止めを施し、 

最下部を固定しなければならない。 

なお、中間振れ止めは伸縮を可能にするものとする。 

14．油圧配管用の管材 

請負者は、油圧配管用の管材はステンレス鋼管とし、現場での切断、曲げ加工、溶接等 

が終了後、酸洗いを行い、配管完了後にフラッシング油で配管内を洗浄しなければならな 

い。なお、工場において酸洗いを行って現場に納入し、現場にて、切断、曲げ加工、溶接 

等を行わない油圧配管については、酸洗いを省略出来る。 

15．圧力配管 

請負者は、油圧配管等の圧力配管を施工する場合は、配管終了後、定格圧力の 1.5 倍以 

上の圧力で２分間の耐圧試験を行い、漏れがないことを確認するものとする。 
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ただし、油圧シリンダ等のアクチュエータについては、工場における単体の耐圧試験を 

行うものとし、現地据付後に耐圧試験を実施してはならない。 

16．色区分 

請負者は、配管を第３章 3-5-1 第 13 項に規定された塗色により色区分するとともに通常 

の状態における流れ方向及び行き先を適当な間隔で表示しなければならない。また、管路 

のバルブ等には通常における｢常時開｣｢常時閉｣等の状態表示の名札を付けるものとする。 

３－９－２ 地中配管 

１．一般事項 

地中埋設管はステンレス鋼管とし、土質条件等を考慮して選定する。炭素鋼鋼管を使用 

する場合は、昭和 49 年自治省告示第 99 号（製造所及取扱所の位置、構造及び設備の技術 

上の基準の細目を定める告示）第３条に規定する塗覆装を行うものとする。 

２．衝撃防護 

請負者は、埋設管の分岐部、曲がり部などの衝撃を受けやすい箇所には、必要に応じて 

コンクリート若しくは他の方法で衝撃防護を行わなければならない。 

３．ねじ接合 

請負者は、地中埋設の油配管でねじ接合を行う場合は、継手部に適切な点検口を設けな 

ければならない。 

４．地中配管 

請負者は、地中配管を行う場合には、次の事項に留意して掘削・埋戻しを行わなければ 

ならない。 

（１）掘削幅は、地中配管の施工が可能な最小幅とする。 

（２）請負者は、掘削を所定の深さまで行った後、転石や突起物を取除き突固めを行うとと 

もに、掘削土を埋戻す場合は、下層土は下層に、上層土は上層とし埋設表示テープを敷 

設し埋戻しを行わなければならない。ただし、コンクリート巻立て又はＵ字側溝等のコ 

ンクリート二次製品等で保護される場合は、この限りではない。 

なお、掘削土を埋戻しに使用しない場合は監督員の承諾を得た良質土により行わな 

ければならない。 

（３）埋戻しは、１層の仕上り厚さが 30cm 毎となるよう均一に締固めて、順次行わなければ 

ならない。 

（４）請負者は、掘削に当たって埋設物を発見した場合は、すみやかに監督員と処置方法 

について協議しなければならない。 

（５）道路の掘削工事の施工に当たっては、交通の安全につき、道路管理者及び所轄警察署 

と協議するとともに、関係法令に基づき、安全対策を講じなければならない。 

なお、舗装の切取りはカッタ等により行い、周囲に損傷を与えないようにするととも 

に、埋設後は原形に復旧しなければならない。 

３－９－３ 露出配管 

１．一般事項 

露出配管は、取付け取外しに適した各配管の相互間隔を保つとともに、支持金物、台座 

等により床、壁面より同様な間隔を保ち整然と配管するものとする。 
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また、配管数が多い場合は同系統の配管を集約させるものとする。 

２．状態表示 

請負者は、露出配管を第３章 3-5-1 第 13 項に規定された塗色により色区分すると共に通 

常の状態における流れ方向及び行き先を適当な間隔で表示しなければならない。 

また、管路のバルブ等には通常における「常時開」「常時閉」等の状態表示の名札を付け 

るものとする。 

３．支持間隔 

請負者は、露出配管の支持間隔を次の表 3-9-1 のとおりにしなければならない。 

また、吊り金具で支持する場合は地震等により脱落のないように支持し、床上配管は台 

座等で支持するものとする。 
 
 

表３－９－１ 露出配管の支持間隔（単位：ｍ） 
 

呼び径（A） 20 以下 25～40 50～80 100～150 200 以上 

 

間隔 

鋼管 1.8 以下 2.0 以下 3.0 以下 4.0 以下 5.0 以下 

銅管 1.0 以下 ― ― ― ― 

 
 

３－９－４ ピット内配管 

１．一般事項 

請負者は、配管支持金物を、排水に支障のないようピット側壁又は底部に設けなければ 

ならない。 

また、ピットには取外し可能な蓋を設置しなければならない。 

２．配管方法 

請負者は、ピット内では管を交錯させないように配管し、ピットより立上げる場合は鉛 

直に立上げなければならない。 

３．排水管 

請負者は、ピットには、排水を考慮して勾配をつけ排水管を設置しなければならない。 

また、必要に応じて集水枡を設けなければならない。 

４．ピット施工 

請負者は、ピット施工に当たっては型わく等を使用して施工し、設計図書に示された場 

合にはモルタル仕上を行わなければならない。 

５．支持間隔 

請負者は、ピット内配管の支持間隔を第 3 章 3-9-3 第 3 項のとおりにしなければならな 

い。 



第３章  共通施工 

― 83― 

 

 

 
 
 

第 10 節 電気配線 
 
 

３－10－１  一般事項 

１．一般事項 

請負者は、関係法令に基づいて電気配線を行わなければならない。 

２．離隔距離 

請負者は、信号用ケーブルと動力用ケーブルを同一ピット内等に設ける場合は定められ 

た離隔距離を確保して布設するものとする。やむを得ず接近する場合は適宜防護対策を施 

さなければならない。 

なお、外部の温度が 50℃以上となる排気管等の発熱部と配線とは 15 ㎝以上離すものと 

する。 

３．電線の接続 

請負者は、次により電線の接続を行わなければならない。 

（１）電線の接続は、ジョイントボックス等で行い、管又はフロアダクト等の内部で接続し 

てはならない。 

なお、機器と操作盤等の途中配線では接続しないものとする。 

（２）電線の接続部分は、電線の被覆部分と同等以上の絶縁効力があるように処理するもの 

とする。 

（３）電線相互の接続は、圧着接続端子等の接続金具を使用して行うものとする。 

４．電線と機器の接続 

請負者は、次により電線と機器の接続を行わなければならない。 

（１）接続は、振動等により緩むおそれのある場合、スプリングワッシャ等を用いた対策を 

とるものとする。 

（２）電線と機器端子の接続点は、電気的及び機械的に適切な工具を使用し確実に行い、接 

続点に張力が加わらないよう接続するものとする。 

（３）機器端子が押ねじ形、クランプ形、押締形、又はこれに類する構造の場合は端子の構 

造に適した太さの電線を１本接続するものとする。 

ただし、１端子に２本以上の電線を接続出来る構造の端子には、２本まで接続してよ 

いものとする。 

（４）巻き締め構造の端子には、電線をねじのまわりに 3/4 周以上１周以下巻き付けるもの 

とする。 

（５）コード吊り金具は、コードファスナを使用するか、適当な張力止めを行い端子に直接 

質量がかからないようにする。 

（６）電動機接続箇所の立上部の短小な配管には、可とう電線管を用いるものとする。 

ただし、接続用端子を付属していないもの及びエントランスキャップ以後などの配線 

はテープ巻きとする。 

（７）水中電動機に付属するキャブタイヤケーブルの接続点は、水気のないところに設ける 

ものとする。 
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５．ビニル電線の色別 

請負者は、ビニル電線を使用する場合は、次の表 3-10-1 のとおり色別しなければならな 

い。 

（１）接地線は、緑色とする。 

また、色別困難な場合は、端子部においてビニルキャップ等で識別してもよいものと 

する。 

なお、ビニル電線以外でもこの色別を準用するものとする。 
 
 

表３－10－１  ビニル電線の色別 
 

配線方式（相線式） 

交 流 直流 

単相２線式 単相３線式 三相３線式 三相４線式 直流２線 
式 

 
 

第 

１ 
相 

接 
地 
側 
第 
２ 
相 

非 
接 
地 
第 
２ 
相 

 
 

第 

１ 
相 

 
 
中 
性 
相 

 
 

第 

２ 
相 

 
 

第 

１ 
相 

接 
地 
側 
第 
２ 
相 

非 
接 
地 
第 
２ 
相 

 
 

第 

３ 
相 

 
 

第 

１ 
相 

 
 

第 

２ 
相 

 
 

第 

３ 
相 

 
 
中 
性 
相 

 
 
 
- 
Ｎ 

 
 
 
＋ 
Ｐ 

赤 青 青 赤 黒 青 赤 白 白 青 赤 白 青 黒 青 赤 

 
 

（２）電線を分岐する場合は分岐前の色別による。 

ただし、分電盤２次側の単相２線式回路の電圧側の色は、赤、黒、いずれかの色に統 

一してもよい。 

６．絶縁抵抗 

絶縁抵抗及び絶縁耐力は次によるものとする。 

（１）低圧電線路における電線相互間及び電線と大地間の絶縁抵抗値は、500V 絶縁抵抗計で 

測定し、開閉器などで区切ることの出来る電路ごとに次の表 3-10-2 に掲げた値以上とす 

る。 
 
 

表３－10－２  使用電圧区分による絶縁抵抗値 
 

電路の使用電圧の区分 絶縁抵抗値 

 

 

300V 以下 

対地電圧（接地式電路においては電線と大地との間の電圧、 非

接地式電路 においては 電線間の電 圧をいう。 以下同じ 。） が

150Ｖ以下の場合。 

 

0.1MΩ 

その他の場合 0.2MΩ 

300V を超えるもの 0.4MΩ 

 
 

（２）高圧の屋内配線、架空配線及び地中配線に対する絶縁耐力は、電線相互間及び電線 
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と大地間に最大使用電圧の 1.5 倍の試験電圧を加え、連続して 10 分間これに耐えるこ 

ととする。 

ただし、交流用ケーブルにおいては交流による試験電圧の２倍の直流電圧によって試 

験を行ってもよい。 

７．名札 

請負者は、ケーブルの両端及び必要な箇所にプラスチック製等の名札を取付け、回路の 

種別や行先などを表示しなければならない。 

８．支持間隔 

請負者は、ケーブルを構造物に沿って配線する場合にはケーブルに適合するサドルなど 

で被覆を損傷しないように堅固に取付け、その支持間隔は２ｍ以下としなければならない。 

ただし、側面、下面及び人の触れるおそれのある場所では１ｍ以下としなければならな 

い。 

９．ケーブルの折り曲げ 

請負者は、ケーブルを曲げる場合には被覆が損傷しないようにし、その屈曲半径は高圧 

の場合ケーブル径の８倍（単芯ケーブルの場合 10 倍）以上、低圧の場合６倍（単芯ケーブ 

ルの場合８倍）以上とし、光ケーブルの場合は３－10－９ 1.  (2)による。 

10．ケーブルの保護 

請負者は、ケーブルが構造物を貫通する場合には合成樹脂等でケーブルを保護しなけれ 

ばならない。 

また、管が移動しないように管止めも施さなければならない。 

３－10－２  金属管配線 

１．一般事項 

金属管配線に用いる電線は、絶縁電線等（屋外用ビニル電線は除く）とし、金属管の種 

類は屋内配線では JIS C 8305（鋼製電線管）の薄鋼電線管、屋外配線又はコンクリート埋 

設部では JIS  C  8305（鋼製電線管）の厚鋼電線管を使用するものとする。 

２．電線管 

電線の占積率については、内線規程による。端口及び内面は電線の被覆を損傷しないよ 

うになめらかなものとする。 

３．プルボックス等 

請負者は、電線管の配線が１区間で 30ｍを超える場合又は技術上必要と認められる箇所 

には、プルボックス又はジョイントボックス等を設けなければならない。 

４．電線管の固定 

請負者は、電線管を固定する場合は、サドル又はハンガ等の支持金物により取付け、そ 

の支持間隔は２ｍ以下としなければならない。なお、管端、管相互又は管とボックス等の 

接続点では、管端、接続点に近い個所も固定しなければならない。 
 
 

５．管の曲げ半径 

管の曲げ半径は、管内径の６倍以上とし、曲げ角度は 90 度を超えてはならないものとす 

る。 
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また、1 区間の屈曲箇所は４ヶ所以下とし、曲げ角度の合計が 270 度を超えてはならな 

い。270  度を超える場合には、プルボックス又はジョイントボックスを設けなければなら 

ない。 

６．予備配線 

請負者は、予備配管に通線用のビニル被覆鉄線（心線径 1.6mm 以上）を入れておかなけ 

ればならない。 

７．ボンディング 

請負者は、接地を施す配管とボックス（ねじ込形を除く）との接続箇所には、電動機容 

量又は配線用しゃ断器などの定格電流に応じた太さの裸軟銅線によるボンディングを行わ 

なければならない。 

なお、ボンド線の太さは次の表 3-10-3、表 3-10-4 に示す値のものを使用する。 
 
 

表３－10－３  ボンド線の太さ 
 

配線用しゃ断器などの定格電流（A） ボンド線の太さ 

100 以下 2.0mm 以上 

225 以下 5.5mm2 以上 

600 以下 14mm2 以上 

 
 

表３－10－４  電動機用配管のボンド線の太さ 
 

200V 級電動機 400V 級電動機 ボンド線の太さ 

7.5kW 以下 15kW以下 2.0mm 以上 

22kW以下 45kW以下 5.5mm2 以上 

37kW以下 75kW以下 14mm2 以上 

 
 

８．接地工事 

請負者は、金属配管路の接地工事については、関係法令にしたがって行なわなければな 

らない。 

９．支持間隔 

垂直に布設する管路内の電線は、ボックス等により次の表 3-10-5 に示す間隔で支持する 

ものとする。 
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表３－10－５  垂直管路内の電線支持間隔 
 

電線の太さ（mm2） 支持間隔（ｍ） 

38 以下 30 以下 

100 以下 25 以下 

150 以下 20 以下 

250 以下 15 以下 

250 超過 12 以下 

 
 

10．管の埋設等 

請負者は、設計図書により管の埋設又は貫通施工を行わなければならないが、障害物が 

ある場合などは監督員と協議しなければならない。 

11．コンクリートに埋設する管 

請負者は、コンクリートに埋設する管には、管端にパイプキャップ、ブッシングキャッ 

プ等を用いて水気、塵埃等の進入を防ぐとともに、コンクリート打設後に型枠を取り外し 

た後すみやかに管路の清掃及び導通確認を行わなければならない。 

12．管の切り口 

請負者は、管の切り口をリーマ等で平滑に仕上げ、雨のかかる場所では管端を下向きに 

曲げ雨水が侵入しないようにしなければならない。 

また、請負者は湿気、水分のある場所に布設する配管及びジョイントボックス等に防湿 

又は防水処理を施さなければならない。 

３－10－３  合成樹脂管配線 

１．一般事項 

コンクリート埋設部は、JIS C 8430（硬質塩化ビニル電線管）、地中埋設部は、JIS C 3653 

（電力用ケーブルの地中埋設の施工方法）に適用する電線管を使用するものとする。 

２．管の固定 

請負者は、管を固定する場合はサドル等の支持金物により取付け、その支持間隔は 1.5 

ｍ以下としなければならない。 

３．コンクリート埋設管 

請負者は、管をコンクリートに埋設する場合、打設時の温度差による伸縮を考慮して伸 

縮カップリングを設けなければならない。 

４．コンクリート埋設以外の管路 

請負者は、コンクリート埋設管以外の管路においても伸縮の生じる箇所に伸縮カップリ 

ングを設けるものとし、伸縮カップリング部分はルーズ接続しなければならない。 

５．管相互接続 

請負者は、管相互の接続はカップリングにより行うものとし、専用の接着材を用いて完 

全に接続しなければならない。 
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６．その他 

その他については、第３章 3-10-2 に準じて行うものとする。 

３－10－４  ラック配線 

１．一般事項 

ケーブルラックの水平支持間隔は、鋼製では２ｍ、アルミ製では 1.5ｍを基本とする。 

ただし、直接部と直接部以外の接続点は接続に近い箇所で支持する。 

また、請負者はケーブルラック又は支持する金物は、天井及び壁などの構造体にラック 

本体及び布設されるケーブルなどの荷重に耐える強度を有する吊りボルト又はアンカーボ 

ルトを用いて取付けるものとする。 

２．垂直支持間隔 

ケーブルラックの垂直支持間隔は３ｍ以下とする。 

ただし、配線室内などの部分は、６ｍ以下の範囲内で各階支持としてもよいものとする。 

３．ボンディング 

請負者は、ケーブルラックの端部及び自在形屈曲部に第３章 3-10-2 第７項に準じたボン 

ディングを行い、電気的に接続するものとする。 

４．ケーブルの布設 

請負者は、ケーブルをケーブルラック上に絡み合うことなく布設し、水平部では３ｍ以 

下、垂直部では 1.5ｍ以下の間隔毎に結束してケーブルラックにとめなければならない。 

３－10－５  地中配線 

１．一般事項 

地中配線の電線はケーブルとし、配線は管路式、直接埋設式又は暗渠式によるものとし、 

選定は設計図書による。 

２．地中配管 

請負者は、地中配管を行う場合には、次の事項に留意して掘削・埋戻しを行わなければ 

ならない。 

（１）掘削幅は、地中配管の施工が可能な最小幅とする。 

（２）請負者は、掘削を所定の深さまで行った後、転石や突起物を取除き突固めを行うとと 

もに、掘削土を埋戻す場合は下層土は下層に、上層土は上層とし埋設表示テープを敷設 

し埋戻しを行わなければならない。ただし、コンクリート巻立て又はＵ字側溝等のコン 

クリート二次製品等で保護される場合は、この限りではない。 

なお、掘削土を埋戻しに使用しない場合は監督員の承諾を得た良質土により行わな 

ければならない。 

（３）埋戻しは、１層の仕上り厚さが 30cm 毎となるよう均一に締固めて、順次行わなければ 

ならない。 

（４）請負者は、掘削に当たって埋設物を発見した場合は、すみやかに監督員と処置方法 

について協議しなければならない。 

（５）道路の掘削工事の施工に当たっては、交通の安全につき、道路管理者及び所轄警察署 

と協議するとともに、関係法令に基づき、安全対策を講じなければならない。 

なお、舗装の切取りはカッタ等により行い、周囲に損傷を与えないようにするととも 
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に、埋設後は原形に復旧しなければならない。 

３．ケーブルの接続 

請負者は、ケーブルの接続を行う場合には防水性のある接続材を用いハンドホール又は 

マンホールで行うものとし、ハンドホール内等ではケーブルには余裕をもたせなければな 

らない。 

また、請負者はハンドホール等の要所でケーブルにプラスチック製等の名札を取付け、 

回路の種別、行き先等を表示しなければならない。 

４．ハンドホール等 

請負者は、設計図書にて施工を指示されている場合、ハンドホール、マンホールに関し 

て次の施工を行わなければならない。 

（１）ハンドホール、マンホールの大きさ及び構造は、ケーブルの引き入れ及び曲げに適し 

たものとする。その構造は鉄筋コンクリート造りとし、その中の水を排除出来るものと 

し、マンホール首部はモルタル仕上げとする。 

（２）マンホールの壁には、ケーブル及び接続部等を支える支持金物を堅固に取付け支持金 

物には木製又は陶製の枕を設ける。 

（３）マンホール蓋は、鋳鉄製で水の侵入し難い構造とし、車輌その他重量物の圧力を受け 

るおそれのある場所では、それに耐える強度を有するものとする。マンホール蓋、ハン 

ドホール蓋にはそれぞれに用途、その他の必要事項を表示するものとする。 

（４）深さ 1.4ｍを超えるマンホールを施設したときは、昇降用金属梯子を１施設に対して 

１台具備するものとする。 

ただし、タラップ付マンホールの場合は必要ないものとする。 

５．管路式 

請負者は、管路式の場合の施工について次を遵守しなければならない。 

（１）地中埋設の管は、曲げてはならない。やむを得ず曲げる場合には、監督員の指示に 

より埋設管の位置を表示するマークを地表に埋め込まなければならない。 

（２）配管には防錆処理を行うものとする。 

（３）ケーブルの引き入れに先立ち管内を清掃し、ケーブルは丁寧に引き入れ、管端部はケ 

ーブルを損傷しないように保護する。 

６．直接埋設式 

請負者は、直接埋設式の場合の施工について、次の事項を遵守しなければならない。 

（１）地面を掘削し、トラフをすき間のないように敷きならべて、その中にケーブルを布設 

し、トラフ内には川砂又は、山砂を充填する。 

（２）合成樹脂管を布設する場合は、掘削後、上記（1）に準じ川砂又は山砂を均一に 50 ㎜ 

程度敷均した後に布設し、管の上部を同材質の砂を用いて締固めしければならない。 

（３）管又はトラフの土かぶりは 0.6ｍ以上とし､車輌その他重量物の圧力を受けるおそれの 

ある場所は 1.2ｍ以上とする｡ 

３－10－６  プルボックス 

１．一般事項 

プルボックス又は支持する金物は、天井スラブ及び壁などの構造体に、吊りボルト又は 
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アンカーボルトを用いて取付ける物とする。 

２．支持点数 

プルボックスの支持点数は、４箇所以上とする。 

ただし、長辺の長さが 300mm 以下のものは、２箇所としてもよい。 

３－10－７  架空電線路の支持物 

１．建柱 

（１）鉄筋コンクリート柱又は鋼管を柱体とする鉄柱（以下｢鋼管柱｣という）で、末口 19cm 

以下及び設計荷重が 6.87Ｎ以下の架空電線路の支持物の根入れは、全長が 15ｍ以下の場 

合は全長の 1/6 以上、15ｍを越え 16ｍ以下の場合は、2.5ｍ以上とする。 

ただし、傾斜地、岩盤などでは、根入れ長さを適宜増減してもよい。 

（２）水田その他地盤が軟弱な箇所では、特に堅牢な 1.2ｍ以上の根かせを使用し、その埋 

設深さは、地下 0.3ｍ以上とする。 

（３）コンクリート根かせは、径 12mm 以上の亜鉛めっきＵボルトで締付けるものとする。 

（４）建柱場所付近に支障物がある場合は、損傷を与えないようにしなければならない。 

（５）鋼板組立柱は、太い部材から組立を行うものとし、接合方法に注意し、連結するもの 

とする。 

（６）鋼板組立柱には、以下の場合に底板を使用する。 

ただし、コンクリート基礎を使用した場合は、この限りではない。 

①引留柱及び角度柱で支線を取付ける場合。 

②変圧器などの重量物を取付ける場合。 

③地盤が湿地、その他軟弱な場合。 

（７）鋼板組立柱の地表面から 2.4ｍ以上の位置に足場ボルトを取付けるものとする。 

（８）鋼板組立柱の根入れは１段目の地表面高まで、内部に砂又は生コンクリートを充填す 

るものとする。 

（９）架空電線路の支持物は、足場金具及び名札（建設年月日、管理番号、その他指定事項 

記載）を設けるものとする。 

なお、足場金具等は、道路に平行に取付けるものとし、地上 2.6ｍの箇所により、低 

圧架空線では最下部電線の下方約 1.2ｍ、高圧架空線では高圧用アームの下方約 1.2ｍの 

箇所まで、順次柱の両側に交互に取付け、最上部は２本取付けるものとする。 

（10）Ｈ柱を構成する支持物材料は、同一材料を使用するものとする。 

２．支線 

（１）支線の安全率は 2.5 以上とし、許容引張荷重は 4.31kN 以上とする。 

（２）支線は、素線を３条以上より合わせたものとし、素線には直径 2.0mm 以上で、かつ引 

張強さが 686N/mm2 以上の亜鉛めっき鋼線を使用する。また、支線を支持物に取付ける場 

合には、適合した支線バンドを用いて取付けるものとする。 

（３）支線の根かせの埋設深さは本柱根入れの深さによるものとする。 

（４）高圧架空電線路に使用する支線には玉がいしを取付け、その位置は支線が切断された 

場合にも地上 2.5ｍ以上となる箇所とする。 

（５）人及び車両の交通に支障のおそれがある支線には、支線ガードを設けるものとする。 
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３．腕金 

（１）腕金は、これに架線する電線の太さ及び条数に適合するものとする。 

なお、腕金にがいしを取付ける場合は、必要に応じ亜鉛めっきを施したがいし振止用 

金具を使用するものとする。 

（２）腕金は、１回線に１本設けるものとし、負荷側に取付けるものとする。 

なお、電線引留柱においては、鋼板組立柱にあっては電線の張力側、その他の架空電 

線路の支持物にあっては電線の張力の反対側とする。 

（３）腕金は、電線路の内角が大きい場合は、支持物をはさみ２本抱き合わせとし、内角が 

小さい場合は、両方向に対し別々に設けるものとする。 

（４）腕金の取付けは、高圧の高いものから、また同一電圧のものは、遠方へ送電するもの 

から順次上から下へ取付けるものとする。 

（５）腕金相互の間隔は、上下段の電線がスリートジャンプにより混触するのを防止するた 

め、高圧線相互間及び高圧線と低圧線は 0.8ｍ、低圧線相互間は 0.6ｍを標準とする。 

ただし、最上部の腕金の取付位置は柱頭より 0.25ｍ下がりとする。 

（６）腕金は、亜鉛めっきボルトなどを用いて支持物に取付けるものとし、必要に応じアー 

ムタイにより補強し、取付けるものとする。 

（７）コンクリート柱、鋼材組立柱などで貫通ボルト穴のない場合には、腕金はアームバン 

ドで取付け、アームタイはアームバンドで取付けるものとする。 

（８）抱え腕金となる場合は、抱ボルトを使用し、平行となるよう締付けるものとする。 

（９）腕金の取付穴加工は、防食処理前に行うものとする。 

（10）がいしは、架線の状況により、ピンがいし、引留がいしなど使用箇所に適した、がい 

しを選定して使用するものとする。 

（11）がいし間の距離は、高圧線間 0.4ｍ以上、低圧線間 0.3ｍ以上とする。 

なお、昇降用の空間を設ける場合は、支持物の左右側を 0.3ｍ以上とする。 

（12）バインド線は、銅ビニルバインド線によるものとする。 

なお、電線が 3.2mm 以下の場合は、太さ 1.6mm とし、ピンがいしのバインド法は両た 

すき３回一重とする。電線が 4.0mm 以上の場合は、2.0mm とし、ピンがいしのバインド 

法は、両たすき３回二重とする。 

４．支柱 

（１）コンクリート柱に支柱を取付ける場合には、適合した取付金具を使用するものとする。 

（２）支柱を設ける箇所の地盤が軟弱な場合には、沈下を防止するものとする。 

３－10－８  接 地 

１．接地線 

接地線は、緑色のビニル電線を使用し、その太さは、次の表 3-10-6 による。ただしビニ 

ルケーブルの一芯を接地線として使用する場合は、原則として緑色の心線とするが、これ 

によりがたい場合は端部に緑色の色別を施す。 

（１）Ａ種接地工事 

①接地母線及び避雷器 14mm2 以上 

②その他の場合 5.5mm2 以上 
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（２）Ｂ種接地工事は次の表 3-10-6 による。 
 
 

表３－10－６  Ｂ種接地工事の接地線の太さ 
 

変圧器 1 相分の容量 接地線の太さ 

100V 級 200V 級 400V 級 銅 アルミ 

5kVA まで 10kVA まで 20kVA まで 2.6mm 以上 3.2mm 以上 

10kVA まで 20kVA まで 40kVA まで 3.2mm 以上 14mm2 以上 

20kVA まで 40kVA まで 75kVA まで 14mm2 以上 22mm2 以上 

40kVA まで 75kVA まで 150kVA まで 22mm2 以上 38mm2 以上 

60kVA まで 125kVA まで 250kVA まで 38mm2 以上 60mm2 以上 

75KVA まで 150KVA まで 300KVA まで 60mm2 以上 60mm2 以上 

100kVA まで 200kVA まで 400kVA まで 60mm2 以上 100mm2 以上 

175kVA まで 350kVA まで 700kVA まで 100mm2 以上 125mm2 以上 

（注）｢変圧器１相分の容量｣とは、次の値をいう。 

なお、単相３線式は 200V 級を適用する。 

・３相変圧器の場合は、定格容量の 1/3。 

・単相変圧器と同容量の Δ 結線又はＹ結線の場合は、単相変圧器の１台分の定格容量。 

・単相変圧器と同容量のＶ結線の場合は、単相変圧器の１台分の定格容量、異容量のＶ 

結線の場合は、大きい容量の単相変圧器の定格容量。 

・本表により選定した接地線の太さが、（３）により変圧器の低圧側を保護する配線用し 

ゃ断機などに基づいて選定される太さより細い場合は、（３）により選定するものとす 

る。 
 
 

（３）Ｃ種接地工事及びＤ種接地工事は、次の表 3-10-7 による。 

なお、次の表 3-10-7 に該当しない場合は、1.6mm 以上とする。 
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表３－10－７  Ｃ種及びＤ種接地線工事の接地線の太さ 
 

接 地 す る 機 

械 器 具 の 金 

属 製 外 箱 、 

配 管 な ど の 

低 圧 電 路 の 

電 源 側 に 施 

設 さ れ る 過 

電 流 遮 断 器 

の う ち 最 小 

の 定 格 電 流 

容量 

接地線の太さ 

 

 

一般の場合 

移動して使用する機械器具に 

接地を施す場合において可と 

う製を必要とする部分にコー 

ド又はキャブタイヤケーブル 

を使用する場合 

 

 

銅 

 

 

アルミ 

 

単心のもの 

の太さ 

2 心を接地線 

として使用 

する場合の 1 

心の太さ 

 

20A 以下 

 

1.6mm 以上 

 

2mm2 以上 

 

2.6mm 以上 

 

1.25mm2 以上 

 

0.75mm2 以上 

 

30A 以下 

 

1.6mm 以上 

 

2mm2 以上 

 

2.6mm 以上 

 

2mm2 以上 

 

1.25mm2 以上 

 

50A 以下 

 

2.0mm 以上 

 

3.5mm2 以上 

 

2.6mm 以上 

 

3.5mm2 以上 

 

2mm2 以上 

 

100A 以下 

 

2.6mm 以上 

 

5.5mm2 以上 

 

3.2mm 以上 

 

5.5mm2 以上 

 

3.5mm2 以上 

 

150A 以下 

 

－ 

 

8mm2 以上 

 

14mm2 以上 

 

8mm2 以上 

 

5.5mm2 以上 

 

200A 以下 

 

－ 

 

14mm2 以上 

 

22mm2 以上 

 

14mm2 以上 

 

5.5mm2 以上 

 

400A 以下 

 

－ 

 

22mm2 以上 

 

38mm2 以上 

 

22mm2 以上 

 

14mm2 以上 

 

600A 以下 

 

－ 

 

38mm2 以上 

 

60mm2 以上 

 

38mm2 以上 

 

22mm2 以上 

 

800A 以下 

 

－ 

 

60mm2 以上 

 

80mm2 以上 

 

50mm2 以上 

 

30mm2 以上 

 

1,000A 以下 

 

－ 

 

60mm2 以上 

 

100mm2 以上 

 

60mm2 以上 

 

30mm2 以上 

 

1,200A 以下 

 

－ 

 

100mm2 以上 

 

125mm2 以上 

 

80mm2 以上 

 

38mm2 以上 

（注）電動機の定格出力が上表を超過するときは、配線用遮断器などの定格電流に基づいて 

接地線の太さを選定する。 
 
 

２．Ａ種接地の電気工作物 

（１）高圧及び特別高圧の機器の鉄台及び金属製外箱。 

ただし、高圧の機器で人が触れるおそれがないように木柱、コンクリート柱その他こ 

れに類するものの上に施設を設置する場合、鉄台又は外箱の周囲に適当な絶縁台を設け 
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た場合は、省略することが出来る。 

（２）特別高圧計器用変成器の二次側電路。 

（３）高圧及び特別高圧計器用変成器の鉄心。 

ただし、外箱のない計器用変成器がゴム、合成樹脂などの絶縁物で被覆されたものは、 

この限りではない。 

（４）高圧及び特別高圧の電路に施設する避雷器及び放出筒その他避雷器に代わる装置。 

（５）特別高圧電路と高圧電路とを結合する変圧器の高圧側に設ける放電装置。 

（６）高圧ケーブルを収める金属管、防護装置の金属製部分、ケーブルラック、金属製接続 

箱及びケーブルの被覆に使用する金属体。 

ただし、地中などで人が触れるおそれがないように施設する場合は、Ｄ種接地工事と 

することが出来る。 

３．Ｂ種接地工事の電気工作物 

（１）高圧電路と低圧電路とを結合する変圧器の低圧側中性点。 

ただし、低圧電路の使用電圧が 300V 以下の場合において変圧器の構造又は配電方式に 

より変圧器の中性点に施工できない場合は、低圧側の一端子とする。 

（２）高圧及び特別高圧と低圧電路とを結合する変圧器であって、その高圧又は特別高圧巻 

線と低圧巻線との間の金属製混触防止板 

（３）特別高圧電路と低圧電路とを結合する変圧器の低圧側の中性点（接地抵抗値 10Ω 以下）。 

ただし、低圧電路の使用電圧が 300V 以下の場合においては、前項（１）による。 

４．Ｃ種接地工事の電気工作物 

（１）300V を超える低圧用の機器の鉄台及び金属製外箱 

（２）300V を超える低圧計器用変成器の鉄心。 

ただし、外箱のない計器用変成器がゴム、合成樹脂その他の絶縁物で被覆されたもの 

はこの限りではない。 

（３）300V を超える低圧ケーブル配線による電線路のケーブルを収める金属管、ケーブルの 

防護装置の金属製部分、ケーブルラック、金属製接続箱、ケーブルの金属被覆。 

（４）合成樹脂管配線による 300V を超える低圧屋内配線に使用する金属製プルボックス及び 

粉じん防爆形フレキシブルフィッテング。 

（５）金属管配線、可とう電線管配線、金属ダクト配線、バスダクト配線による 300V を超え 

る低圧屋内配線の管、ダクト。 

（６）低圧屋内配線と弱電流電線を隔壁を設けて収める場合の電線保護物の金属部分。 

（７）ガス蒸気危険場所及び粉じん危険場所内の低圧の電気機器の外箱、鉄枠、照明器具、 

可搬形機器、キャビネット、金属管とその付属品の露出した金属製部分。 

５．Ｄ種接地工事の電気工作物 

（１）高圧地中線路に接続する金属製外箱 

（２）使用電圧 300V 以下の機器の鉄台及び金属製外箱 

（３）使用電圧 300V 以下の計器用変成器の鉄心。 

ただし、外箱のない計器用変成器がゴム、合成樹脂その他の絶縁物で被覆したものは 

この限りでない。 
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（４）低圧又は高圧架空配線にケーブルを使用し、これをちょう架する場合のちょう架用線 

及びケーブルの被覆に使用する金属体。 

ただし、低圧架空配線の場合、ちょう架用線に絶縁電線又はこれと同等以上の絶縁効 

力のあるものを使用する場合は、ちょう架用線の接地を省略出来る。 

（５）地中配線を収める金属製の暗きょ、管及び管路、金属製の配線接続箱並びに地中配線 

の金属被覆。 

（６）使用電圧 300V を超える低圧又は高圧計器用変成器の２次側電路。 

３－10－９  光ケーブル 

１．一般事項 

（１） 布設 される 光ケ ーブル が、 他の電 力線 と接近 又は 交差す る場 合の離 隔距 離は、 電気 設 備 技 

術基準の解釈及び有線電気通信設備令に準拠して行うものとする。 

（２） 光ケ ーブル の布 設作業 中は 、光ケ ーブ ルが傷 まな いよう に行 い、延 線時 許容曲 げ半 径 は 、 

仕上り外径の 20 倍以上とする。また、固定時の曲げ半径は、仕上り外径の 10 倍以上とする。 

（３）光ケーブルを支持又は固定する場合には、光３－10－10 ケーブルに外圧又は張力が加わら 

ないよう施工するものとする。 

（４）外圧又は衝撃を受けるおそれのある部分は、防護処置を施すものとする。 

（５）光ケーブルに加わる張力及び側圧は、許容張力及び許容側圧以下とするものとする。 

（６） 光ケ ーブル の布 設時に は、 テンシ ョン メンバ に延 線用撚 戻し 金物を 取り 付け、 一定 の 速 度 

（最大 10ｍ／分程度）で布設し、張力の変動や衝撃を与えないように施工するものとする。 

（７）布設時には、光ケーブル内に水が入らないように、防水処置を施すものとする。 

（８） 光ケ ーブル を電 線管よ り引 き出す 部分 には、 ブッ シング など を取り 付け 、引き 出し 部 で 損 

傷しないように、スパイラルチューブなどにより保護するものとする。 

（９） 光ケ ーブル の布 設時は 、光 ケーブ ルを 踏んだ り、 重量が 光ケ ーブル 上に 加わら ない よ う に 

施工するものとする。 

（10）光ケーブルの布設の要所では、ケーブルに合成樹脂製又はファイバ製などの名札を取付け、 

ケーブルの種別、行先などを表示するものとする。 

２．光ケーブル地中配線 

（１） 光ケ ーブル 地中 配線を 行う 前に、 管内 の清掃 を行 った後 、管 路径に 合っ たマン ドリ ル 又 は 

テストケーブルを用いて通過試験を行い、管路の状態を確認するものとする。 

（２） 地中 配線は 、ハ ンドホ ール ごとに 人を 配置し 、連 絡を取 りな がら、 ケー ブルの 許容 張 力 及 

び許容曲率を確認しながら施工するものとする。 

（３） ハン ドホー ル内 では、 接続 部及び 引き 通し部 とも に光ケ ーブ ルに必 要長 を確保 する こ と と 

し、災害時等のケーブル移動に際し、キンク断線が生じないよう考慮するものとする。 

３．光ケーブル屋内配線 

（１） 屋内 光ケー ブル の布設 は、 光コネ クタ が接続 され ている 場合 がある ため 、光コ ネク タ や 光 

コードに対する保護を行うものとする。 

（２） 屋内 管内配 線は 、プル ボッ クスご とに 人を配 置し 、連絡 を取 りなが ら、 ケーブ ルの 許 容 張 

力及び許容曲率を確認しながら施工するものとする。 

（３）水平ラック部に光ケーブルを布設する場合は、ラック 3ｍごとに緊縛して固定するものとす 

る。 
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（４）垂直ラック部に光ケーブルを布設する場合は、ラック 1.5ｍごとに緊縛して固定するものと 

する。 

（５） 光ケ ーブル がフ リーア クセ ス床・ 二重 床に布 設さ れた後 に、 他の工 事に よって 別の ケーブ  

ル が 積 み重ね られ ること が多 いため 、ケ ーブル の耐 圧縮強 度に 注意し 、ケ ーブル が輻 輳さ れ 

る 箇 所 につい ては 、保護 を行 うもの とす る。ま た、 他の工 作物 と交差 しな いよう に施 工す る 

ものとする。 

４．光ケーブル屋外配線 

（１） 光ケ ーブル の屋 外布設 にあ たって は、 １．一 般事 項、２ ．光 ケーブ ル地 中配線 及び ３ ． 光 

ケーブル屋内配線（２）～（４）によるものとする。 

（２） トラ フ内に 布設 する場 合は 、保護 砂を 充填す るも のとす る。 また、 布設 後に他 の工 事 に よ 

っ て 、 別のケ ーブ ルが積 み重 ねられ るこ とが多 いた め、ケ ーブ ルの耐 圧縮 強度に 注意 し、許  

容側圧を越えないよう施工するものとする。 

５．光ケーブル架空配線 

光 ケ ー ブルを 架空 配線す る場 合の架 線の 高さは 、電 気設備 技術 基準の 解釈 による ほか 、以  

下によるものとする。 

（ １ ） 光ケー ブル の布設 作業 中は、 許容 張力及 び許 容曲率 を確 認しな がら 施工す ると ともに、 他 

のケーブルとの接触、柱間のケーブルのたるみ及び脱落などの監視を行うものとする。 

（ ２ ） 光ケー ブル の布設 作業 中は、 接触 する危 険の ある変 圧器 、他の ケー ブル及 び工 作物など に 

は安全対策を講じるものとする。 

（ ３ ） 光ケー ブル は、接 続、 測定及 び支 障移転 など を考慮 して 、ケー ブル の両端 及び 中間点等 に 

各々必要長を確保するものとする。 

（ ４ ） ケーブ ル弛 度は、 光ケ ーブル の種 別、径 間長 及び外 気温 度など によ って異 なる ため、実 状 

に 応じた 計算 を行い 施工 する ものと する 。また 、共 架及び 添架 におい て、 既設電 線と の混触  

などの恐れがある場合には、既設電線の弛度に合わせて施工するものとする。 

６．光ケーブル接続 

（ １ ） 光ケー ブル の心線 部の 接続は 、所 定の接 続材 料（又 は接 続箱） を使 用し、 光ケ ーブルを 確 

実に固定するものとする。 

なお、光ケーブルの心線接続は、以下によるものとする。 

① 光 ケ ーブル の心 線相互 の接 続は、 アー ク放電 によ る融着 接続 又は光 コネ クタに よる 接続 と 

し、接続損失は融着接続の場合 0.6dB／箇所以下、かつ、施工区間の伝送損失が所定の規格 

値を満足するものとする。また、光コネクタによる接続の場合 0.7dB／両端以下とする。 

なお、光ケーブルの心線接続を融着接続とする場合は、JIS C 6841  「光ファイバ心線融着 

接続方法」によるものとする。 

②光ケーブルの心線接続部は、振動・張 力・圧縮力・曲がりなどの機械的外力及び水・湿気・  

有害ガスなどの物質から、長期にわたり保護できるように施工するものとする。 

③光ケーブルの融着心線を納める屈曲直径は 6cm 以上とし、心線は突起部などに接しないよ 

うに収めるものとする。 

④ 融 着 接続及 びコ ネクタ の取 付けは 、光 ケーブ ルに 適した 材料 及び工 具を 用いて 行う もの と 
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する。 

⑤融着接続作業は、湿度の高い場所を避け、塵埃等の少ない場所で行うものとする。 

（２）光ケーブル成端 

光ケーブルの成端は、以下によるものとする。 

なお、光ケーブルの心線接続は前項によるものとする。 

① 光 ケ ーブル と機 器端子 を接 続する 場合 は、成 端箱 を設け て箱 内で外 被を 固定し 、前 項に 記 

したとおり、機械的な強度を保つように施工するものとする。 

な お、機 器の 内部に 接続 箱など の施 設があ る場 合、直 接引 き入れ て同 様に成 端す るもの  

とする。 

② 光 ケ ーブル と機 器端子 を接 続する 場合 は、コ ネク タ付き 光フ ァイバ コー ドを用 いて 接続 す 

る も の とする 。た だし、 機器 の内部 に接 続箱な どの 施設が ある 場合及 びケ ーブル が集 合フ  

ァ イ バ コード の場 合のよ うに 、コネ クタ 付光フ ァイ バコー ドが 不要の 場合 は、こ の限 りで  

ない。 

７．光ケーブルの測定及び試験 

光ケーブル布設後の測定及び試験は、以下の項目について行うものとする。 

（１）光ケーブル布設後の測定及び試験項目 

①接続損失の測定 

接続損失は、測定区間の両端から測定し、その平均値を採用する。 

②伝送損失の測定 

施工区間の伝送損失が、所定の規格値以下で施工されたかを測定する。 

③クロージャーの気密試験 

ク ロ ー ジャー 内の 防水の ため 、気圧 を高 めて密 封さ れた器 内の 気密が 十分 か、確 認の 試験  

を行うものとする。 

④外観確認 

光 ケ ー ブルの 外観 （損傷 ・変 形のな いこ と ）、 布 設 状態（ 無理 な捻れ 等の ないこ と ）、整 

理 

状態（整然と配置されていること）、付属器材類が正しく取り付けられていること等を確認 

する。 

（２）測定及び試験データの確認、整理 

測 定 及 び試験 完了 後、施 工区 間の各 種デ ータが 規格 値内で ある ことを 確認 して、 必要 な整  

理を行うものとする。 

３－10－10  水位測定装置 

１．一般事項 

水 位 測 定装置 につ いては 、測 定範囲 をカ バーし 、必 要な精 度が 得られ 、耐 久性に 富ん だも の 

とする。また、測定箇所及び測定範囲については、設計図書によるものとする。 

２．避雷器 

屋 外 に 設置す る水 位測定 装置 には、 設計 図書に 明示 した場 合を 除き、 避雷 器を設 け、 機器 の 

保護が行えるものとする。 

３．防波管・保護管 

防 波 管 ・保護 管は 、水質 、波 浪、設 置条 件等を 考慮 して波 浪、 ごみ、 生物 、泥等 によ り影 響 
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の 生 じ ない構 造と する。 また 、選定 に当 たって は、 耐候性 、耐 久性が あり 、耐衝 撃に 強いもの 

としなければならない。 

４．フロート 

フロートを設ける場合は、合成樹脂又はステンレス鋼製とする。 

５．表示・変換方法 

表示方式及び計測信号の変換方法等について、設計図書によるものとする。 

３－10－11  流量計 

１．一般事項 

流 量 計 の形式 選定 は、設 計図 書によ るも のとす る。 また、 水質 、測定 範囲 、測定 、精 度、 設 

置場所等を考慮する。 

２．電磁流量計 

電磁流量計には、設計図書に規定した場合を除き、次によるものとする。 

（１）精度は、設計図書によるものとする。 

（２）取付方法は、フランジ取付とし、片側を遊動フランジ付短管とする。 

（３）管内面は、テフロン又はポリウレタン等でライニング加工を行うものとする。 

（４）検出部の上下流に必要な直管長は JISB7554 による ものとし、設置条件を考慮し決定するも 

のとする。 

３．超音波流量計 

超音波流量計は、設計図書に規定した場合を除き、次によるものとする。 

（１）精度は、設計図書によるものとする。 

（２） 検出 部は、 取外 し可能 なも のとし 、検 出部と 変換 器間の 配線 は、同 軸ケ ーブル 等を 使 用 す 

るものとする。 

（３）検出部の上下流に必要な直管長は JEMIS032 によ るものとし、設置条件を考慮し決定する 

ものとする。 
 
 
 
 

第 11 節 仮 設 工 
 
 

３－11－１ 一般事項 

１．一般事項 

請負者は、仮設工については、設計図書の定めまたは監督員の指示がある場合を除き、 

請負者の責任において施工しなければならない。 

２．仮設物の撤去 原形復旧 

請負者は、仮設物については、設計図書の定めまたは監督員の指示がある場合を除き、 

工事完了後、仮設物を完全に撤去し、原形に復旧しなければならない。 

３－11－２ 足場工 

請負者は、足場工の施工に当たり、「手すり先行工法等に関するガイドライン（厚生労働省 

平成 21 年４月）」によるものとし、足場の組立、解体、変更の作業時及び使用時には、常時、 
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すべての作業床において二段手すり及び幅木の機能を有するものを設置しなければならない。 
 
 
第 12 節 付帯土木工事 

 
 
３－12－１  二次コンクリート 

１．一般事項 

請負者は箱抜き等に充てんする補助的コンクリート（以下｢二次コンクリート｣という｡） 

は､レディーミクストコンクリート JIS  A  5308（レディーミクストコンクリート）を使用 

するものとする｡ 

ただし､配管貫通孔充填用等の少量コンクリートについてはこの限りではない｡ 

２．二次コンクリートの強度 

請負者 は､二次コ ンク リート の強 度につ いて は特別 仕様 書に明 示し た場合 を除 き本体 と 

同じ強度のコンクリートを打設しなければならない。 

なお､日打設量が 10m3 未満の場合は配合試験を要しないものとする｡ 

３．コンクリートの打継ぎ 

請負者は、硬化したコンクリートに、新コンクリートを打継ぐ場合には、その打込み前 

に、型枠をしめ直し、硬化したコンクリートの表面のレイタンス、緩んだ骨材粒、品質の 

悪いコンクリート、雑物などを取除き吸水させなければならない。 

また請負者は、構造物の品質を確保する必要がある場合には、旧コンクリートの打継面 

を、ワイヤブラシで表面を削るか、チッピング等により粗にして十分吸水させ、セメント 

ペースト、モルタルあるいは湿潤面用エポキシ樹脂などを塗った後、新コンクリートを打 

継がなければならない。 

４．二次コンクリート打設 

請負者は、二次コンクリート打設に当たっては、材料の分離が生じないように適切な方 

法により行い、１作業区間内の二次コンクリートについては、これを完了するまで連続し 

て打設しなければならない｡また、天候、設備能力等を検討して、構造物の強度、耐久性及 

び外観を損なわないような、打設順序、締固め方法で行わなければならない｡ 

３－12－２  そ の 他 

その他土木工事については、土木工事共通仕様書による。
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第１節 通 則 
 

 

４－１－１ 適 用 
この章は、 河川・水路 用水門設備 (以下｢水門設備｣という。)及びダム用水門 設備に適  

用す る。  
なお、ダム用水門設備は、放流設備、制水設備、取水設備、放流管、放流ゲート・バ  

ルブをいい、河川・水路用水門設備には、河川に設置する水門、堰、樋門・樋管及び 水 
路 に 設 ける水 位調 節用門 扉、 排水・ 放水 用門扉 等を 含むも のと する。  

４－１－２ 一般事項  
１ ． 水 門設備 の構 造 

水門 設備は、設 計図書に示 される水位 等の荷重条 件に対して 必要な強度 、剛性を 有 
し 、 耐 久性に 富み 、安全 な構 造とす るも のとす る。  

２ ． 水 門設備 の機 能 
水門 設備は、水 密を保ち、 開閉が確実 であるとと もに、運転 操作及び維 持管理の 容 

易 な 構 造にす るも のとす る。  
３ ． 技 術基準 等 

請負者は、設計 図書におい て特に定め のない事項 については 、下記の基 準等に準 拠 
する ものとする 。これによ りがたい場 合は、監督員の承諾 を得なけれ ばならない 。 
なお 、基準等と 設計図書に 相違がある 場合は、原 則として設 計図書の規 定に従うも の 
と し 、 疑義が ある 場合は 監督員と 協議 しなけ れば ならな い。  

（ １ ） 鋼構造 物計 画設計 技術 指針（ 水門 扉編） （ 農 林 水 産 省）  
（ ２ ） 水門鉄 管技 術基準 （ 水 門 鉄 管 協会）  
（ ３ ） ダ ム ・ 堰 施 設 技 術 基 準 (案 )  （ ダ ム ・ 堰 施 設 技 術 協 会 ） 
（ ４ ） バルブ 設備 計画設 計技 術指針 （農林 水産 省）  
（ ５ ） 施設機 械工 事等施 工管 理基準 （農林 水産 省）  
（ ６ ） 電気設 備計 画設計 技術 指針（ 高低 圧編） （ 農 林 水 産 省）  
（ ７ ） 電 気 技 術 規 程 （ JEAC） （ 日 本 電 気 協会）  
（ ８ ） 電 気 技 術 指 針 （ JEAG） （ 日 本 電 気 協会）  
（ ９ ） 高 圧 受 電 設 備 規 程 （ 日 本 電 気 協会）  
（ 10） 内線規 程 （ 日 本 電 気 協会）  
（ 11） 電気学 会電 気規格 調査 会標準 規格 （ JEC） （ 電 気 学 会 ） 
（ 12） 日 本 電 機 工 業 会 規 格 （ JEM）  （ 日 本 電 機 工 業 会 ） 
（ 13） 電 子 情 報 技 術 産 業 協 会 規 格 (JEITA) (電 子 情 報 技 術 産 業 協 会 ） 
（ 14） 電池工 業会 規格（ SBA） （電池 工業 会）  
（ 15） 日本電 線工 業会規 格（ JCS） （ 日 本 電 線工業 会）  
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（ 16） コンク リー ト標準 示方 書 （土木 学会 ） 
４－１－３ 使用材料  

１ ． 一 般事項  
水 門 設 備に使 用す る主要 部材 の最小 板厚 は、技 術指 針等に よる ものと する 。 

２ ． 鋼 板の板 厚・ 余裕厚  
請負者は、水門 設備に使用 する主要部 材の材質に 対する鋼板 の板厚使用 範囲及び 余 

裕 厚 は 、技術 指針 等によ るも のとす る。  
３ ． 防 食対策  

据付 後に塗装が 不可能な水 門扉、その 他保守管理 の困難な部 材について は、設計 図 
書 に 示 す防食 対策 を施す もの とする 。 

４－１－４ 構造計算及び容量計算  
水 門 設 備およ び付 属設備 の構 造計算 及び 容量計 算は 、技術 指針 等によ るも のとす る。  

４－１－５ 銘 板 
１ ． 一 般事項  

請負者 は 、水 門 設 備に水 門扉 等の名 称・径 間・扉 高（放流 バル ブ口径 ）、設置年 月 、 
製 作 会 社名等 を明 示した 銘板 を設け なけ ればな らな い。  

２． 銘板  
銘 板 は 、JIS Z 8304(銘板 の設 計基準 )に 準 ず る も の とし 、仕様 は下表 を標 準とす る 。 

 

 

表 ４ － １－１ 銘 板仕様  
 

仕 様 エ ッ チ ング(凸 式 )銘板又 は機 械彫刻 式銘 板 

寸 法 200×315(㎜ )､250×400(㎜ )､315×500(㎜ )､400×630(㎜ ) 

材 質 ⻩ 銅 板 、⻘銅 鋳物 、ステ ンレ ス鋼板 のい ずれか  
 

 

４－１－６ 操作要領説明板  
１ ． 一 般事項  

請負者は、機側 操作盤の操 作場所に操 作の手順等 を記入した 操作要領説 明板を⾒ 易 
い 位 置 に設け なけ ればな らな い。な お、 操作要 領説 明板の 仕様 は下表 を標 準とす る。  

 

 

表 ４－１ －２ 操 作 要 領 説明板  
 

仕 様 機 械 彫 刻式銘 板 

材 質 アク リル 板 (白)  

寸 法 900×1200(㎜ )程 度 
 

 

４－１－７ 付属工具  
１ ． 一 般事項  

請負者 は、水 門設 備の保 守管 理に必 要な 付属工 具を 納入す るも のとす る。  
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２ ． 付 属工具 の種 類及び 数量  
付属 工具の種類 、数量及び 格納方法は 設計図書に よるものと し、付属工 具数量表 を 

工 具 納 品時に 添付 するも のと する。  
 

 

第２節 扉体及び⼾当り  
 

 

４－２－１ 扉体  
１ ． 一 般事項  

扉 体 は 、設計 図書 に基づ く荷 重に対 する 強度と 剛性 を有す ると ともに 、振 動 、衝 撃 、 
座屈 に対する安 全な構造と し、水密確 保、放流、 排砂を考慮 したもので 、有害な振 動 
及 び キ ャビテ ーシ ョンを 起こ さない 形状 とする 。 

また 、扉体が流 水に対して 水理的に適 切な形状と するために 、次の事項 について 留 
意 す る こと。  

（１）下端放流を⾏うゲートの扉体底⾯については、水理的に良好な傾斜を設けるも の 
とする。また、扉体下端リップ部形状は、放流時の水理⼒により有害な振動が発生  
し な い ような 構造 として 、水 脈はく 離点 を明確 にす るもの とす る。  

（２）扉体上部を越流する場合は、有害な負圧が生じない形状とするとともに、越流 水 
脈による振動発生が予想される場合は、スポイラ等により振動を防止する構造とす  
る。また、扉体の上部の左右端には整流板を設け、整流作用及びシーブ、ワイヤロ  
ー プ 等 の保護 を図 るもの とす る。  

２ ． 他 の構造 物と の干渉  
扉体 のあらゆる 開度におい て他の構造 物と干渉せ ず、円滑に 開閉動作が 出来る配 置 

と す る ものと する 。 
３． 転倒  

扉体 動作範囲全 ての位置に おいて、風 や地震時慣 性⼒によっ て扉体が転 倒しない 構 
造 と す るもの とす る。  

４ ． 接 合方法  
主桁 の構造は溶 接接合とす るものとす る。ただし 、監督員 と協議のう えリベッ ト 

及 び ボ ルト接 合又 はピン 接合 による こと が出来 る。  
５ ． ス キンプ レー ト 
（１）スキンプレートは、水密の働きをし、上流と下流の分界点となるので、その取 付 

位 置 を 扉体の 構造 、水理 特性 及び保 守管 理等を 考慮 して決 定す るもの とす る。  
（２）スキンプレートは、水圧荷重に対して支持条件に合った構造系として設計を⾏ う 

も の と する。  
６ ． サ イドロ ーラ ・シュ ー 

必要 に応じて扉 体には、サ イドローラ 又はシュー を設けるも のとする。 その他、 必 
要が ある場合に は扉体を円 滑に開閉、 保持させる ための補助 ローラを設 けるものと す 
る。  
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７． 溜水  
扉 体 に 溜水が 生じ ない構 造と する。  

８． 溶接  
扉 体 を 溶接接 合す る場合 に連 続溶接 とし なけれ ばな らない 。 

９． 塗装  
扉体 に対し塗装 不可能な部 分を生じさ せてはなら ない。なお 、箱形断⾯ や他の部 材 

等と の隙間が小 さいなど、 構造上やむ を得ず塗装 不可能な部 分が生じる 場合は、十 分 
な防 食対策を施 すかステン レス鋼材等 耐食性を考 慮した鋼材 を使用する ものとする 。 
た だ し 、完全 密閉 部の内 ⾯に ついて はこ の限り では ない。  

10． 点 検・整 備時 の配慮  
扉 体 は 、必要 に応 じて点 検・ 整備の ため に吊上 げ脱 着可能 な構 造とす る。  

11． 保 守点検 用の 構造  
扉 体 に は 、必 要に 応じて 保守 点検用 の歩 廊・手 摺・タラッ プ等 を設け るも のと す る 。 

12． 扉 体の分 割 
扉 体 の 分割に 当た っては 次に よるも のと する。  

（ １ ） 分割箇 所は 、断⾯ 性能 上応⼒ が低 い箇所 とす る。  
（ ２ ） 分割箇 所の 現場接 合が 容易に 出来 る箇所 とす る。  
（３）分割ブロックは、輸送及び据付時に変形なきよう、必要に応じて支持材で保持 す 

る も の とする 。 
13． シ ェル構 造ロ ーラゲ ート  

シェ ル構造ロー ラゲートの 扉体は、底 ⾯板には通 水口を設け 、扉体背⾯ 又は上⾯ に 
は、 給排気口を 設けるもの とする。な お、通水口 （小口径の ものを除く ）及びマン ホ 
ー ル は 補強板 で補 強し、 通水 口はご みの 侵入が 防止 出来る 構造 にする もの とする 。 

14． 半 円形多 段式 ゲート  
半円 形多段式ゲ ートの扉体 は、両端を ヒンジとし た半円ア－ チ桁で構成 し、支承 部 

に は 主 ローラ 及び ガイド を設 けるも のと する。  
15． 円 形ゲー ト 

円形 ゲートの扉 体は、その 上・下端部 に補強リン グを設け、 その円周上 にガイド ロ 
ー ラ を 設ける もの とする 。 

16． 取 水設備  
取水 設備の扉体 ・通水部は 、空気の巻 込みや有害 な振動が発 生しない構 造にする も 

のと する 。 
17． 起 伏ゲー ト 

起伏 ゲートの扉 体は、操作 可能な開度 において有 害な振動を 起こさない 形状、支 持 
構 造 と するも のと する。  

18． 扉 体付シ ーブ  
扉 体 付 シーブ は、 次によ るも のとす る。  

（１）扉体 のシ ーブ 部 は 、保 守点 検が 容易 に でき、取外 しが 可能 な 構 造 とし､シー ブ軸 は 
回転しないように回り止めを施すものとする。なお、シーブ軸は休止装置と兼用し  
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な い も のとす る。  
（２）扉体のシーブ軸受けは、無給油滑り軸受を使用し、シーブ軸はステンレス鋼を 使 

用 す る ものと する 。なお 、メ ッキは ジャ ーナル 部の 軸端ま で施 すもの とす る。  
（３）扉体シーブ軸受への給油は、作業が容易に出来る位置へグリースニップル又は 給 

油 管 を 取付け るも のとす る ｡ 
（ ４ ） 扉体の シー ブ部は ､ ワ イヤロ ープ はずれ 防止 のため の処 置を施 すも のとす る ｡ 
（ ５ ） シーブ の取 付位置 は、 扉体の 重心 計算を ⾏っ て決定 する ものと する 。 

４－２－２ 支承部  
１ ． 一 般事項  

支承 部は、扉体 等に作用す る荷重を安 全に⼾当り 又は固定部 へ伝達する ことが出 来 
る 強 度 及び剛 性を 有する 構造 とする もの とする 。 

２ ． 保 守管理  
支 承 部 は 、扉 体を 円滑に 操作 でき 、保守 管理の 容易 な形 式・構 造とす るも のと す る 。 

３ ． ロ ーラ部  
ロ ー ラ 部につ いて は、次 によ るもの とす る。  

（１）ローラ部は荷重に対して安全で、扉体のたわみ、傾斜、温度変化による伸縮に 対 
応 出 来 る強度 及び 構造を 有す るもの とす る。  

（２）主ローラの取付位置は、扉体に加わる荷重を出来るだけ均等に支持するように 配 
置 し 、 過大な 偏荷 重を受 けな い構造 にす るもの とす る。  

（３）ローラ及びローラ軸は、扉体から分解出来る構造とする。また、ローラ部は、 保 
守 点 検 時に回 転確 認が極 ⼒⾏ える構 造と するも のと する。  

（ ４ ） ローラ 軸受 には、 無給 油滑り 軸受 、軸に はス テンレ ス鋼 を使用 する ものと する 。 
（ ５ ） ローラ 軸は 、回転 しな いよう に回 り止め を施 すもの とす る。  
（６）ローラ軸受へ給油を⾏う場合は、作業が容易に出来る位置へ、グリースニップ ル 

又 は 、 給油管 を取 付ける もの とする 。 
４． 摺動 部 

摺動 部は、扉体 からの荷重 を⼾当り側 に十分安全 に伝達させ る構造とし 、操作時 に 
円 滑 な 動作が 得ら れるよ うに するも のと する。  

４－２－３ ⼾当り  
１ ． 一 般事項  

⼾ 当 り の形状 は、 水門扉 の形 式に適 した ものと する 。 
２ ． 構 造・強 度 

ロー ラゲート及 びスライド ゲートの⼾ 当りは、作 用荷重他に よって生ず る反⼒を 確 
実 に 堰 柱、堤 体等 のコン クリ ート構 造部 分に伝 達出 来る構 造及 び強度 とす る。  

３ ． ⼾ 溝形状  
ロー ラゲート及 びスライド ゲートの⼾ 溝の形状及 び寸法は、 ゲート操作 時の流水 の 

影 響 を 考慮し て決 定する もの とする 。 
４ ． ク リアラ ンス  

ロー ラゲート及 びスライド ゲートの⼾ 溝と扉体（ 主ローラ、 フロントロ ーラ及び サ 
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イド ローラ）と のクリアラ ンス決定に 当たって、 水密性の確 保、扉体の 円滑な開閉 、 
扉体 休止装置の 作動、操作 時及び着床 時の扉体の 傾き及び温 度変化によ る扉体の伸 縮 
を 考 慮 するも のと する。  

５ ． 底 部⼾当 り 
コン クリート継 目と交差す る底部⼾当 りには、床 板コンクリ ートの継目 に合わせ 水 

密 を 保 持し伸 縮に 追従出 来る 伸縮継 手を 設ける もの とする 。 
６ ． 水 密⾯及 びロ ーラ踏 ⾯ 

水 密 ⾯ 及びロ ーラ 踏⾯は 、次 によら なけ ればな らな い。  
（ １ ） ⼾当り の水 密ゴム 当た り⾯に は、 ステン レス 鋼を使 用す るもの とす る。  
（２）ローラゲート⼾当りのローラ踏⾯は、ステンレス鋼とし、硬度は主ローラの硬 度 

以 上 と するも のと する。  
（３）水密⾯及びローラ踏⾯は、所定の平滑度を有し、水密を確保するとともに、ロ ー 

ラ や シ ューの 通過 が円滑 に⾏ えるも のと する。  
７ ． ⼾ 当りの 構造  

⼾当 りの構造決 定に当たっ ては、現地 での据付け 作業及びコ ンクリート 充填作業 を 
考 慮 し た構造 でな ければ なら ない。  

８ ． 保 守点検 の考 慮 
将来 の水密ゴム の取替え、 扉体端部の 点検、ロー ラの保守点 検及び取替 えを考慮 し 

た 構 造 の取外 し⼾ 当り等 を設 置する もの とする 。 
４－２－４ 水密構造  

１ ． 一 般事項  
水密 部構造は、 扉体全閉時 において必 要な水密を 保持出来る ものとし、 かつ保守 管 

理 の 容 易なも のと する。  
２ ． た わみ・ 伸縮  

水密 部構造は、 水圧や温度 変化による 扉体のたわ みや伸縮に 対して水密 が保持出 来 
る も の とする 。 

３ ． 流 水・落 下物  
水 密 部 構造は 、水 密部に 対し 流水及 び落 下物に よる 損傷を 受け にくい 構造 とする 。 

４ ． 振 動・キ ャビ テーシ ョン  
水 密 構 造は、 有害 な振動 、キ ャビテ ーシ ョンを 起こ さない 構造 とする 。 

５ ． 摺 動抵抗  
水密 構造は、摺 動抵抗を小 さく、まく れを生じな い構造とす る。また、 将来ゴム が 

劣 化 し た場合 にも 、まく れが 生じに くい 構造と する 。 
６ ． 多 段式ゲ ート  

多段 式ゲートの 扉間水密構 造の決定に 当たっては 、ローラと ⼾溝のクリ アランス に 
よ る 扉 体の傾 き、 水圧荷 重に よる扉 体の たわみ 量を 考慮す るも のとす る。  

７ ． 底 部水密 部の 形状  
下端 放流形式の 底部水密部 形状には、 最小開度放 流時に有害 な振動が発 生しない よ 

う 考 慮 するも のと する。  
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８ ． 水 密ゴム の材 質等  
水密 ゴムの材質 は、設計図 書によるも のとし、形 状・寸法に 対し、ゲー ト設備の 使 

用条 件（全閉時 作用水圧、 操作時作用 水圧、操作 頻度）、設 置場所の自 然条件を考 慮 
す る も のとす る。  

９ ． 水 密ゴム の取 付 
水密 ゴムの取付 位置と構造 は、保守管 理の作業性 を考慮して 決定するも のとする 。 

ま た 、 取付部 は、 将来の 水密 ゴムの 取替 えが容 易に ⾏える 構造 とする 。 
４－２－５ 固定部  

１ ． 一 般事項  
固 定 部 は、次 によ らなけ れば ならな い。  

（１）固定部は、作用荷重について、安全確実に堰柱又は堤体へ伝達する構造である と 
ともに、強度と剛性を有し、扉体並びに支承部の形式、荷重の大きさ、荷重を伝達  
す る 堰 柱又は 堤体 の構造 に適 した形 状と する。  

（２）回転摺動部は、確実に回転摺動するとともに、所定の開閉⼒に対して過大な摩 擦 
⼒ と な らない 構造 とする 。 

（３）ローラ軸受へ給油を⾏う場合は、作業が容易に出来る位置へ、グリースニップ ル 
又 は 給 油管を 取付 けるも のと する。  

２ ． ラ ジアル ゲー ト 
ラ ジ ア ルゲー トは 、次に よら なけれ ばな らない 。 

（１）トラニオン軸受部は、トラニオン軸受からのピンの抜け落ち及びゲート操作時 の 
共 回 り を防止 する 構造と する 。 

（２）トラニオン軸受部は、スラスト方向⼒、ラジアル方向⼒にも対応出来る構造と す 
る。  

（３）トラニオン軸受には、無給油滑り軸受を使用し、軸の材質はステンレス鋼を標 準 
とす る。  

（ ４ ） トラニ オン ガーダ は、 温度変 化に よる伸 縮に 対応出 来る 構造と する 。 
（５）支圧板方式のアンカレージは、上流端に設計荷重を支持出来る⾯積の支圧板を 有 

するとともに、テンションビームを全⻑にわたってコンクリートから絶縁するもの  
と し て 部材断 ⾯を 決定す る。  

（６）付着方式のアンカレージは、堤体コンクリートとの剥離が生じない配置及び 構 
造と する 。 

（ ７ ） ＰＣ アン カー方 式の アンカ レー ジは 、荷重 の分散 が均 等にな るよ うにア ン カ ー の 
配置及び本数を定めるものとし、所定の機能を確保するための緊張⼒を確実に導入  
出 来 る 構造の もの とする 。 

３ ． 起 伏ゲー ト 
起伏 ゲートの固 定部は、地 震の慣性⼒ 及び偏流等 による横荷 重に対して 、扉体の 横 

移 動 を 防止す る構 造とす る。  
４ ． マ イタゲ ート  

マイ タゲートの 固定部は、 扉体の開閉 に必要な回 転摺動を確 実に⾏うと ともに、 任 
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意 開 度 におけ る扉 体自重 及び 水圧荷 重を 支持出 来る 構造と する 。 
 

 

第３節 開閉装置  
 

 

４－３－１ 開閉装置  
１ ． 一 般事項  

開閉 装置は、使 用条件や設 置環境等を 考慮すると ともに⻑期 にわたり確 実に開閉 出 
来る 耐久性を有 し、保守管 理の容易な 構造とする 。また、フ レームは、 荷重を確実 に 
堰柱 、門柱、堤 体、又は架 台に伝達す るとともに 、滴下付着 した油脂類 の清掃が容 易 
に 出 来 るもの で、 溜水の 生じ ない構 造と する。  

２ ． 動 ⼒伝達 構造  
動 ⼒ 伝 達構造 は、 耐久性 に富 み、滑 りや 過大な 遊び のない もの とする 。 

３． 電動 機 
電動 機は、使用 条件に対応 した頻度で 始動、停止 を繰り返し 運転しても 支障のな い 

も の と する。 ま た 、 ±10％ の 電圧変 動あ るいは 、 ±5％ の 周 波 数変動 に対 して定 格 出 ⼒ 
の 使 用 に支障 のな いもの とす る。  

４ ． 点 検・整 備用 設備  
開閉 装置室には 、設計図書 に示す位置 に点検・整 備用設備を 設けるもの とし、吊 ⾦ 

具 の 場 合には 許容 吊荷重 を表 示する もの とする 。 
５． 表示 部 

機 械 式 開度計 の表 示部は 、機 側の操 作位 置から ⾒や すい位 置に 設ける もの とする 。 
６ ． 制 限装置  

開閉 限界での逸 脱を防止す るため、リ ミットスイ ッチやスト ッパーなど を設ける も 
のと する 。 

７ ． ア ンカー ボル ト 
ラッ ク式開閉装 置等の固定 用アンカー ボルトは、 押し下げ時 の反⼒を考 慮し、コ ン 

ク リ ー ト構造 物と 強固に 固定 するも のと する。  
４－３－２ 保護装置等  

１ ． 一 般事項  
開閉 装置には、 水門扉の目 的及び使用 環境、開閉 装置構造を 考慮した、 確実に作 動 

する 保護装置を 設けるもの とし、非常 用の保護装 置は、通常 使用する保 護装置とは 独 
⽴し て作動する ものとする 。なお、開 閉装置に具 備すべき保 護装置につ いては、関 連 
す る 基 準等に よる 。 

２ ． 過 負荷防 止装 置 
過負 荷防止装置 は、保護継 電器（３Ｅ リレー）等 の電気的な ものを基本 として、 開 

閉 装 置 の形式 に合 わせて 他形 式の過 負荷 防止装 置と 併用す るも のとす る。  
３ ． 扉 体傾斜 調整 装置  

左右 独⽴した開 閉装置を有 する設備に は、左右開 閉装置の同 調誤差によ り生ずる 扉 
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体 の 傾 斜を調 整す る扉体 傾斜 調整装 置を 設ける もの とする 。 
４ ． イ ンター ロッ ク装置  

主動 ⼒と予備動 ⼒（手動を 含む）の切 替時におい ては、同時 操作が不可 能となる イ 
ンタ ーロック装 置を設ける ものとする 。また、切 替中に扉体 の自然落下 を防止する 機 
構 又 は 装置を 設け るもの とす る。  

５ ． メ ッセン ジャ ーワイ ヤ 
扉体 に取付けた メッセンジ ャーワイヤ で扉体開度 装置、扉体 傾斜調整装 置等の作 動 

を⾏ う場合、メ ッセンジャ ーワイヤは ステンレス 鋼製とし、 メッセンジ ャーワイヤ 等 
が 堰 柱 等の本 体構 造物に 触れ ない構 造と するも のと する。  

６ ． ス トッパ ー等  
手動 式及びエン ジン駆動式 開閉装置を 使用した場 合、扉体の 上昇により ⼾当りか ら 

の は ず れがな いよ うスト ッパ ー等を 設け なけれ ばな らない 。 
４－３－３ ワイヤロープウインチ式開閉装置  

１ ． 一 般事項  
動⼒ 伝達⻭⾞、 ドラム、軸 は、両端支 持構造とす る。これ以 外の場合は 、監督員 

の 承 諾 を得る もの とする 。 
２ ． 安 全カバ ー 

⻭⾞ 、ブレーキ その他高速 回転部には 、取外し及 び点検が容 易な安全カ バーを設 け 
る と と もに、 ⻭⾞ 部には 給油 点検用 の窓 を設け るも のとす る。  

３ ． 油 圧装置  
請負者は、ワイ ヤロープウ インチ式開 閉装置を油 圧式とする 場合は、設 計図書に よ 

る ほ か 油 圧 装 置 に 係 わ る 仕 様 は 4-3-4 油 圧 式 開 閉 装 置 に よ る も の と す る 。 
４ ． 電 動機形 式 

電動 機形式は、 設計図書に 指定の無い 限りかご形 、特殊かご 形又は巻線 形とし、 保 
護 構 造 は原則 とし て全閉 防ま つ外被 表⾯ 冷却自 ⼒形 で、絶 縁は E 種 (JIS  C  4003)以 上 
とす る。  

５ ． 制 動装置  
制 動 装 置は、 次に よるも のと する。  

（ １ ） 動⼒伝 達系 統には 確実 に制動 出来 る２系 列の 制動装 置を 設置す るも のとす る。  
（２）セル フロックが 可能な減速 機を使用す る場合は、 １系列(電動機内蔵制 動機)で よ 

い も の とする 。 
（３）内燃機関又は手動の開閉装置には、扉体の自重降下を防止する制動装置を設け る 

も の と する。  
６ ． 減 速装置  

減 速 装 置は、 次に よるも のと する。  
（ １ ） 密閉形 減速 機には 、油 ⾯計、 ドレ ーンプ ラグ 、給油 口等 を設け るも のとす る。  
７ ． 動 ⼒伝達 軸等  

動 ⼒ 伝 達軸等 は、 次によ るも のとす る。  
（１）動⼒伝達軸及び継手については、所定の伝達動⼒、自重及びその他の外⼒に対 応 
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出 来 る 強度と 剛性 を有す るも のとす る。 なお、 その 他の外 ⼒は 設計図 書に よる。  
（２）軸にキー溝又はスプライン機械工作加工を施す場合は、これによる切⽋効果を 考 

慮 す る ものと する 。 
（ ３ ） 軸径は 、応 ⼒集中 を配 慮して 急激 な変化 を避 けるも のと する。  
８． 軸受  

軸 受 け は、次 によ るもの とす る。  
（１）主要な軸受への給油については、個別給油もしくはその他の給油方式により確 実 

に 給 油 出来る 構造 とする 。 
（ ２ ） 軸受の 取付 けボル トは 確実な ゆる み止め を⾏ うもの とす る。  
（３）回転を伝える動⼒伝達軸の軸受は、同一軸に対して３箇所以上設けないものと す 

る。  
９． ⻭ ⾞ 

⻭ ⾞ は 、動⼒ 伝達 に必要 な強 度、硬 度、 精度を 有す るもの とす る。  
10． ド ラ ム 

ド ラ ム は、次 によ るもの とす る。  
（１ ）ドラ ムは 、ロー プ溝 付構 造 とし 、ロー プ溝 につ い て は 機 械 加 工 を 施 す も の と する。  

捨て巻数は３巻以上とし、ワイヤロープの端部はドラムに確実に固定するものとす  
る。  

（２）鋼板製溶接構造の場合は、必要に応じて焼なまし等の応⼒除去処理を⾏うもの と 
す る。  

（３）ドラム及びドラムギヤの下には、清掃時に脱着が容易な油受けを設けるものと す 
る。  

11． ワ イヤロ ープ  
ワ イ ヤ ロープ は、 次によ るも のとす る。  

（１）ワイヤロープは、プレテンション加工を施したものを使用し、ステンレス鋼製 以 
外のワイヤロープは、亜鉛メッキ加工等の防錆処理を施したものを使用するものと  
す る 。なお 、プレ テンシ ョン 加工は 、ワ イヤロ ープ 規格破 断荷 重の 40％ で 30 分 間 保 
持 し 、 これを ２回 繰り返 すも のとす る。  

（ ２ ） ワイヤ ロー プには 、環 境条件 等に 適した ロー プ油を 選択 し塗布 する ものと する 。 
（ ３ ） 端末加 工に ついて は、 ドラム 固定 部以外 は合 ⾦鋳込 みソ ケット 止め とする 。 
（４）ワイヤロープの端末には、扉体の傾斜やワイヤロープの伸びを容易に補正出来 る 

調 整 ⾦ 物を取 付け るもの とす る。  
12． シ ーブ部  

シ ー ブ 部は、 次に よるも のと する。  
（１）シーブ部は、保守点検が容易にでき、取外しが可能な構造とし、シーブ軸は回 転 

しないように回り止めを施すものとする。なお、シーブ軸は休止装置と兼用しない  
も の と する。  

（２）シーブ軸受けは無給油滑り軸受を使用し、シーブ軸の材質はステンレス鋼を標 準 
とす る。  
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（３）シーブ軸受へ給油を⾏う場合は、作業が容易に出来る位置へ、グリースニップ ル 
又 は 給 油管を 取付 けるも のと する。  

（ ４ ） シーブ 部に は、ワ イヤ ロープ はず れ防止 のた めの処 置を 講ずる もの とする 。 
13． 扉 体休止 装置  

扉体 休止装置を 設ける場合 は、手動式 又は着脱を 扉体の上昇 ・下降によ り自動的 に 
⾏う 無動⼒式と する。また 、操作性を 考慮して電 動式とする 場合は、手 動でも操作 で 
き る よ うにす る。  

４－３－４ 油圧式開閉装置  
１． 作動 油 

使用 する作動油 については 、使用機器 の温度変化 その他の使 用条件を満 足するも の 
と し 、 装置は 作動 油の入 替え 、補給 、空 気抜き 等が 容易な もの とする 。 

２ ． 油 圧配管  
コン クリートの 継目及び機 器の⽴ち上 がりに油圧 配管を設け る場合は、 その構造 は 

フ レ キ シブル なも のとす る。  
３． 油圧 ⼒ 

油圧 装置 の 油 圧 ⼒ に つ い て は 、7MPa、14MPa 又は 21MPa を標 準と し 、選定 は設 計図書  
に よ る ものと する 。 

４ ． 油 圧ユニ ット  
油 圧 ユ ニット は、 次によ るも のとす る。  

（１）電動機直結形油圧ポンプ、作動油タンク、リリーフバルブ、方向制御弁、油量 調 
整弁、作動油自動ろ過装置等により構成され、使用する機器材料は耐久性に富んだ  
ものとする。なお、設計図書に明示した場合を除き各ゲートごとに１基ずつ設ける  
も の と する。  

（ ２ ） 油 圧 発 生 部 ・ 制 御 部 は 、 油 圧 ユ ニ ッ ト １ 台 に 対 し て 100%容 量 の も の を ２ 系 列 設 け 
る も の を標準 とし 、交互 運転 、単独 運転 とも可 能な 構造と する 。 

（３）駆動機器、制御機器、計器類等には、全体を覆う鋼製カバーを設けるものとし 、 
前⾯には両開き扉を付けるものとする。また、両開き扉には、内部監視可能なよう  
に一部透明窓を設けるものとする。なお、カバーは内部機器類の点検・保守管理が  
容 易 な 構造と する 。 

（４ ）油圧 ポン プ吐 出 側 に は 、使用 条件 に適し たア ンロー ド回 路を構 成す るもの とす る 。 
５ ． 油 圧配管  

油 圧 配 管は、 次に よるも のと する。  
（１）油圧ユニット内外の油圧配管の材質はステンレス鋼とする。また、管継手もス テ 

ン レ ス 鋼とし 、伸 縮、沈 下等 に対応 出来 る構造 のも のを使 用す るもの とす る。  
（２）油圧ユニットと油圧配管との間に、点検時の作動油の流出を防止する目的で、 吐 

出側、戻り側に各々ストップバルブを設ける。なお、ストップバルブの材質はステ  
ン レ ス 鋼とす る。  

（３ ）油圧ユ ニッ トと油 圧配 管との 接続 口は 、JIS.B.2291 油 圧 用 21MPa 管 フ ラ ン ジ と し 、 
材質はステンレス鋼とする。また、フランジ取付けボルトの材質もステンレス鋼と  
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す る。  
（ ４ ）油 圧 配 管 用 のゴム ホー スを用 いる 場合は 、使 用 範 囲 は 可 能な限 り短 くする 。な お 、 

ゴ ム ホ ースの 口⾦ には耐 食性 材を使 用す るとと もに 、ホ ー ス の 取替え 時を 考慮し て 、 
両 端 部 にはス トッ プバル ブを 設ける もの とする 。 

（５）開閉装置架台における配置は床下とし、同架台上より点検出来るように架台床 ⾯ 
は 取 外 し可能 な構 造とす る。  

６ ． 作 動油タ ンク  
作 動 油 タンク は、 次によ るも のとす る。  

（１）容量は、シリンダ寸法、配管⻑さ、アキュムレータ容量及びポンプの運転時間 を 
考慮し、タンク内の油温が使用作動油及び使用ポンプの適性温度(一般的 に  55℃ 以 
下 )に保 たれ るよ うに決 定す るもの とし 、材 質 は 、ステン レス 鋼とす る。また、油 ⾯ 
計、給油口、排油口、エアブリーザ、温度計を備えるものとし、設置地域又は使用  
条 件 に よって はヒ ータも 備え るもの とす る。  

（２ ）作動 油タ ンク は 、⾒ 易 い 位 置 に 点 検窓を 設け 作動油 の量 及び質 が容 易に確 認で き 、 
保 守 管 理が容 易な 構造と する 。 

（３）作動油タンクの設置条件により、作動油タンクの保守点検又は作動油の取替え 等 
保守作業時等もしくは予測し得ない作動油タンクの破損時等に作動油が直接河川等  
へ流出することが考えられる場合は、油受け等の流出防止対策を施すものとする。  
ま た 、引火点 250℃以下 の作 動油を 使用 する場 合に おいて 、作 動油の 量が 指定 数 量 を 
超 え る 場合、 又は 指定数 量 の 1/5 を 超 える場 合は 、消防 法令 又は市 町村 条令 等 を 遵 
守 す る ものと する 。 

７ ． 油 圧シリ ンダ  
油 圧 シ リンダ は、 次によ るも のとす る。  

（１）開閉に必要な容量とストロークを有するとともに、その材料は耐圧性、耐久性 に 
富んだものとし、圧⼒、荷重、振動及び座屈等に対する必要な強度を持つものとす  
る。また、分解・組⽴の容易な構造とし、特にパッキン類は、耐油性等を有するも  
の を 使 用する もの とする 。 

（２）ピストンロッドの材質はステンレス鋼とし、設計図書に指定が無い限り表⾯に 硬 
質ク ロム メ ッキ(25μ ｍ／ 層×２ 層 以 上 )を 施す もの と す る 。 

（ ３ ） ピスト ンパ ッキン 取付 部は、 パッ キンが めく れにく い構 造とす る。  
８ ． 油 圧モー タ 

油 圧 モ ータは 、次 による もの とする 。 
（１）開閉に必要なトルクと回転数を有するとともに、信頼性が高く耐久性を持つも の 

と す る 。また 、点 検・整 備が 容易な もの とする 。 
（２）油圧モータの形式は、設計図書に指定が無い限り往復式（ピストンモータ）と す 

る。  
９ ． 開 度保持 装置  

開 度 保 持装置 は、 次によ るも のとす る。  
（１）⻑時間にわたり部分開度放流等を⾏う水門扉には、必要に応じて電気式開度復 帰 
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装 置 又 は機械 式開 度保持 装置 を設け るも のとす る。  
（２ ）電気 式開 度復 帰 装 置 は 、開度 演算 装置に 現在 の開度 を記 憶する 記憶 装置を 付加 し 、 

所定の開度変化が生じた場合には所定の開度へ復帰又は、操作要求を盤⾯に表示す  
るものとする。また、電気式開度保持装置は、停電復電時に誤作動を起こさない構  
造とするとともに、機能を完全に停止させることが出来るものとしなければならな  
い。  

（３）機械式開度保持装置は、開度保持用のロック機構が解除故障を生じた場合を考 慮 
し て 、 必要に 応じ て手動 解除 手段を 設け るもの とす る。  

 

 

第４節 放流管  
 

 

４－４－１ 放流管  
１． 材質  

放流 管の管胴板 ・整流管・ 整流板及び 内張管の材 質に対し、 原則として ステンレ ス 
鋼 又 は ステン レス クラッ ド鋼 を用い るも のとす る。  

２ ． 内 ⾯仕上 げ 
放流 管内⾯は、 継手部を除 き突起等の ない平滑な ものとする 。また、管 胴板継ぎ 手 

部 の 取 合・段 違い 及び余 盛り 高さに つい ては、 水理 的に支 障の ないも のと する。  
３． 分割  

放流 管の製作・ 据付けに支 障のない範 囲で各ブロ ックの寸法 を大きく分 割するこ と 
を 原 則 とし、 現場 接合部 の少 ない構 造と する。  

４ ． 伸 縮継手 ・マ ンホー ル 
放流 管・整流管 ・整流板及 び内張管に は、伸縮継 手・マンホ ールなどを 設けるも の 

とす る。  
５ ． 放 流管の 強度 ・剛性  

放流 管の強度及 び剛性につ いては、据 付施工時の 外圧、使用 時の内圧又 は浸透圧 に 
耐え 得るものと する。なお 、設計に当 たっては、 コンクリー トの強度を 期待しない も 
のと する 。 

６． 止水 板 
放流 管呑口下流 部には、止 水板を設け るものとす る。ただし 止水板の機 能を有す る 

構 造 と した場 合に は、設 けな くても よい 。 
７ ． 放 流管外 ⾯構 造 

放 流 管 の外⾯ につ いては 、そ の周囲 に確 実にコ ンク リート を充 填でき る構 造とす る 。 
特 に 、 大容量 角形 放流管 の場 合は空 気孔 等を考 慮し た構造 とす る。  

８． 露出 管 
露出 管には、管 の自重、管 内の水重及 び管軸に対 し直角方向 の地震時慣 性⼒に対 応 

し た 支 台を適 切な 間隔で 設け るもの とす る。  
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９ ． 露 出管支 台 
露出 管の支台は 、管軸方向 の移動を拘 束しない構 造とし、管 路の湾曲部 に作用す る 

遠 心 ⼒ 、不平 均⼒ 及び温 度応 ⼒を十 分考 慮した 構造 ・配置 とす る。  
10． 損 傷防止  

主ゲ ート直下流 部の水路壁 ⾯がキャビ テーション により損傷 することを 防止する た 
め に 、 整流板 ・整 流管又 は内 張管を 設け るもの とす る。  

11． 放 流管の 強度 ・剛性  
放流 管等は、設 計図書に示 された荷重 に対する十 分な強度と 剛性を有す るものと す 

る。 なお、コン クリート打 設圧に対し ては、内部 支保工等で 補強して座 屈および変 形 
を 防 止 しなけ れば ならな い。  

12． 空 気の取 入口 、吐出 口及 び管の 分岐 部 
空気 の取入口、 吐出口及び 管の分岐部 は、振動、 騒音などの 障害が生じ ない形状 と 

す る。  
13． 空 気 管 

空気 管は、据付 時のコンク リート打設 による外圧 及び使用時 の負圧等に 耐えるこ と 
の 出 来 るもの を選 択する もの とする 。 

14． 空 気の取 り入 れ口  
空 気 の 取り入 れ口 の危険 箇所 には 、転落 や吸い 込ま れ等の 安全 対策を 施す ととも に 、 

防 鳥 設 備を設 置す るもの とす る。  
15． 空 気管横 断箇 所 

空気 管がダム堤 体等の継目 を横断する 場合には、 横断箇所へ 伸縮継手を 設けるも の 
とす る。  

16． 水 圧バラ ンス 状態で 操作 するゲ ート  
水圧 バランス状 態で操作す るゲートに は、充水装 置を設け、 充水装置に は水圧の バ 

ラ ン ス 状況を 確認 出来る 装置 を設け るも のとす る。  
17． 充 水 管 

充水 管等が取り 付く箇所の 放流管側に は、必要に 応じて、キ ャビテーシ ョン対策 と 
し た 適 当なオ フセ ットを 設け なけれ ばな らない 。 

18． 充 水 弁 
充水 管を設ける 場合の充水 弁には、主 バルブと副 バルブを設 置し、常時 は副バル ブ 

を開 、主バルブ を閉状態と し、主バル ブで操作す る構造のも のとする。 また、主バ ル 
ブが 故障した時 には、副バ ルブで止水 し、任意の 水位で主バ ルブを取り 外して修理 出 
来 る 構 造のも のと する。  

19． 充 水管の 材料 等 
充水 管の材料に は、ステン レス管を使 用するもの とし、冬季 に凍結の恐 れのある 場 

所 に 設 ける場 合は 、設 計 図 書 に定め る保 温装置 又は 凍結防 止装 置を設 ける ものと す る 。 
ま た 、 充水管 がダ ム堤体 の継 目等を 横切 る箇所 には 伸縮継 手を 設ける もの とする 。 
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第５節 小容量放流設備用ゲート・バルブ  
 

 

４－５－１ 小容量放流設備用ゲート・バルブ  
１ ． 一 般事項  

小容 量放流設備 用ゲート・ バルブの構 造は、設計 図書に定め る操作水深 及び放流 調 
節範 囲において 、有害なキ ャビテーシ ョンや有害 な振動の生 じないもの とし、また 、 
堅 牢 で かつ保 守が 容易な 構造 のもの とす る。  

放流 ゲート・バ ルブの予備 ゲート、副 ゲート及び 副バルブに ついては、 設計図書 に 
明 示 し た場合 を除 き、緊 急時 の流水 遮断 操作が ⾏え るもの とす る。  

２． 水密 部 
小容 量放流設備 用ゲート・ バルブの水 密部は、全 閉時におい て必要な水 密を確保 す 

る も の とし、 漏水 量につ いて は設計 図書 による もの とする 。 
３ ． 空 気管・ 空気 弁 

小 容 量 放流設 備用 ゲート ･バ ル ブ の 分 解 用フッ クお よび開 閉装 置室の 吊り ⾦具(吊 り 
装 置 )に つ い て は 設計図 書に よる。  

４ ． 凍 結防止  
冬 季 に 凍結の 恐れ のある 場所 に設け る小 容量放 流設 備用ゲ ート ･バ ル ブ は 、設計 図 書 

に 定 め る凍結 防止 対策を 施す ものと する 。 
５ ． 使 用材質  

放 流 ゲ ー ト・バル ブに使 用す る材料 につ いては 、耐 食性･耐 摩 耗 性 の 良 好 な材質 を 用 
いる ものとし、 接水部には ステンレス クラッド鋼 あるいはス テンレス鋼 を使用する こ 
と を 原 則とす る。  

 

 

第６節 付属設備  
 

 

４－６－１ スクリーン  
ス ク リ ーンは 、次 による もの とする 。 

（１）スクリーン及びその支持構造物は、設計図書に定める設計条件に⾒合った構造 、 
強 度 、 剛性を 有す るもの とす る。  

（２）スクリーンは水理特性がよく、渦、水流による共振その他の障害が生じにくい 構 
造 の も のとす る。  

（ ３ ） スクリ ーン パネル は、 取水塔 又は 受桁な どか ら取り 外し 可能な 構造 とする 。 
（４）スクリーンについては、平鋼を用いるバースクリーンとし、スクリーンパネル の 

構造は、通しボルトにより締付けるものを標準とし、低水放流設備等で、スクリー  
ン 通 過 流速が 大き い場合 は溶 接構造 とす る。  

４－６－２ 保安ゲート  
保 安 ゲ ートは 、次 による もの とする 。 
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（１）保安ゲートは、取水塔あるいは取水ゲートの内外に所定値以上の設計水位差が 発 
生 し た 場合に 、無 動⼒で 確実 に開閉 が可 能なも のと する。  

（２）保安ゲートの通水断⾯積は、所定の条件で、設計水位差以上の水位差が発生し な 
い も の とする 。 

（ ３ ） 保安ゲ ート は、開 閉が 確認出 来る 機構の もの とする 。 
４－６－３ 取水塔  

取 水 塔 は、次 によ るもの とす る。  
（１）取水塔は、設計荷重に対して必要な強度と剛性を有するとともに、荷重を基礎 又 

は 堤 体 に安全 確実 に伝達 する 構造の もの とする 。 
（２）取水塔に使用する材料は、ステンレス鋼とする。なお、ステンレス鋼を使用し た 

場 合 で 堤体設 置型 の場合 は、 温度差 によ る伸縮 を考 慮する 。 
（３）取水塔は、取水ゲートが必要な機能を発揮出来るとともに点検整備等が容易に ⾏ 

え る よ うな構 造の ものと する 。 
４－６－４ 開閉装置架台  

開閉装置架台に対し、予想される荷重に対して十分な強度と剛性を有する構造のもの  
と し 、 点検整 備の ための スペ ースを 確保 出来る 大き さのも のと する。  

４－６－５ 凍結防止装置  
凍 結 防 止装置 は、 次によ るも のとす る。  

（１）凍結防止装置は、設置位置、対象物の熱容量、温度条件等を考慮し、信頼性、 耐 
久 性 の 高い構 造の ものを 使用 するも のと する。  

（ ２ ） 鋼管発 熱式 凍結防 止装 置を使 用す る場合 は、 次の事 項を 遵守す るも のとす る。  
① 発 熱 鋼管は 亜鉛 めっき を施 すもの とし 、管の 接続 は溶接 接合 ソケッ トを 使用 す る 

も の と する。  
ただし、コ ンクリート 継目の伸縮 継手部には 水密構造の 管継手を使 用するもの と 
す る。  

② 電 線 の接続 はプ ルボッ クス 又はジ ョイ ントボ ック ス内で ⾏い 、発熱 鋼管 内で は 接 
続 し な いもの とす る。  

③ 発 熱 鋼管の 扉体 又は⼾ 当り 等への 取付 けは、 直接 溶接す るか ボルト で取 付け る も 
のと する 。 

④ 発 熱 鋼管を 対象 物に取 付け る場合 で片 ⾯だけ で加 熱する 場合 は、そ の反 対側 を 断 
熱 材 等 で覆い 、加 熱効果 を高 めるも のと する。  

（３）気泡式、熱媒循環式、電熱線式等の凍結防止装置を使用する場合は、次の事項 を 
遵 守 す るもの とす る。  
① 気 泡 式では 、運 転時の 圧縮 空気が 、装 置の休 止時 に管内 で冷 却結露 して 凍結を 起 

こ さ な いよう 対策 を講じ るも のとす る。  
② 泡 式 を取水 設備 に適用 する 場合は 、下 流の放 流管 やゲー ト付 近で水 理的 悪影響 の 

発 生 を 防止す るた めに、 また 流量計 の精 度に悪 影響 を与え ない ように 、取 水流速  
と 気 泡 の上昇 位置 速度等 に配 慮する もの とする 。 

③ 熱 媒 循環式 では 、配管 保温 材の吸 湿に よる機 能の 低下等 に留 意する こと 。 
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④ 電 熱 線式は 漏電 対策を 施す ととも に、 点検保 守等 に対し 十分 配慮す るこ と。  
４－６－６ 鋼製付属設備  

１ ． 組 ⽴、据 付架 台 
組 ⽴ 、 据付架 台は 、次に よる ものと する 。 

（１）組⽴、据付架台は、予想される荷重に対して必要な構造、強度を有するものと す 
る。  

（ ２ ） 据付架 台は 、据付 精度 を保持 出来 る剛性 を有 するも のと する。  
４－６－７ 除塵用浮桟橋  

（ １ ）浮 桟 橋 は 、設 計 図 書 に 示す荷 重条 件に対 して 十分な 強度 を有す るも のとし 、ま た 、 
偏 荷 重 時にお いて も、機 能上 支障の ない 水平度 を保 持する もの とする 。 

（２）浮桟橋は、常時、取水部前⾯においてガイドレールに沿って水位追従出来る構 造 
とす る。  

（３）浮桟橋は、渇水等による急激な水位低下に対して容易に取り外し出来る構造と す 
る。  

（４）浮桟橋の床板は、滑らないようにスリップ止めを施し、必要に応じ転落防止用 の 
手 す り を設け るも のとす る。  

（ ５ ） 塵芥に より 水位追 従の 妨げと なら ない構 造と する。  
（ ６ ） 浮桟橋 のガ イドレ ール 取付方 法は 設計図 書に よる。  
（ ７ ） 浮桟橋 は、 渇水時 には 自⽴出 来る 構造と する 。 

 

 

第７節 操作制御設備及び電源設備  
 

 

４－７－１ 操作制御設備及び電源設備  
操 作 制 御設備 及び 電源設 備は 、第 12 章 電気 設備 第１ 節通則 及び 第２節 構造 一般に よる 。 

４－７－２ 盤内機器構造  
１ ． 一 般事項  

盤 内 機 器 及 び 盤 類 は 、 設 計 図 書 に 明 示 し た 場 合 を 除 き 、 JEM 1425 及 び JEM 1265 の 標 
準状 態で支障の ないものと する。また 、水門等の 操作盤の状 態表示につ いては、設 計 
図 書 で 指定の ない 限り適 用す る技術 基準 による もの とする 。 

２ ． 盤 内機器 及び 盤類  
盤 内 機 器は 、第 12 章 電 気 設 備第１ 節通 則及び 第２ 節構造 一般 の該当 する 規格 に 準 ず 

る ほ か 、設計 図書 で規定 した 場合を 除き 、次に よる ものと する 。 
（ １ ）計器用 変圧 器 、変 流 器 の確度 階級 は 、1.0 級 又は１ Ｐ級 (JIS C 1102(指 示 電 気 計 器 )) 

以 上 と する。  
（ ２ ）指 示計 器は 、角形 、丸胴 、埋 込形 、広角 度目 盛を標 準と し 、誤 差 階 級は 、電圧計 、 

電 流 計 、電⼒ 計に ついて は 1.5 級、 周波 数計は 1.0 級、⼒ 率計 は位相 角に おい て ± 
４ ゚ (JIS  C  1102(指 示 電 気 計 器 ))と す る 。 



第４章  水門設備 

― 118― 

 

 

 

 

（３）高圧交流しゃ断器の定格遮断時間は、５サイクル以下とし、絶縁階級は、６号 Ａ 
とす る。  

（ ４ ） 高圧断 路器 の絶縁 階級 は、６ 号Ａ とする 。 
（５）高圧用交流電磁接触器及び交流電磁開閉器は、絶縁階級を６号Ａ又は６号Ｂ、 開 

閉 頻 度 の号別 を５ 号、寿 命の 種別を ３種 とする 。 
（ ６ ） 高圧用 変圧 器の絶 縁階 級は、 ６号 Ａとす る。  
（ ７ ）モ ー ル ド 変 圧 器 と 乾 式 変 圧 器 の 場 合 に は 100kVA 以 上 の も の に 、油 入 変 圧 器 の 場 合 

に は 500kVA 以 上 のもの に、 ダイヤ ル式 温度計 を付 属させ るも のとす る。  
（ ８ ） 高圧進 相コ ンデン サは 、放電 装置 付とす る。  
（ ９ ） 避雷器 は、 保守の ため 引外し 可能 な構造 とす る。  
（ 10） 零相変 流器 は、貫 通形 又はリ ード 線付形 とす る。  
（11）計器用変圧器は、高圧用についてはエポキシ又は合成ゴムモールド形、低圧用 に 

つ い て は上記 高圧 用のほ かポ リエス テル モール ド形 又は同 等以 上のも のと する。  
３ ． ゲ ート操 作用 開閉器  

ゲー ト操作用開 閉器は、設 計図書で規 定した場合 を除き押し ボタンスイ ッチ、切 換 
用 開 閉 器はカ ムス イッチ とす る。  

４－７－３ 操作制御  
１ ． 機 側・遠 方の 優先  

水門 等の操作に おいては、 機側操作を 遠方操作よ り優先させ るものとし 、必ずイ ン 
タ ー ロ ックを 設け るもの とす る。  

２ ． 同 時起動 の回 避 
複数 の水門等の 操作制御に おいては、 同時起動し ないように 別々の操作 系統を設 け 

るも のとし、別 々 の操作系 統を設けな い場合は、 必要に応じ てインター ロックを設 け 
る も の とする 。 

３ ． 盤 ⾯故障 表示  
請負者 は、盤 ⾯故 障表示 を次 による もの とする 。 

（１）故障表示は、重故障、軽故障に分類し、重故障は警報と同時にランプ表示を⾏ い 
非常停止させ、軽故障は警報と同時にランプ表示を⾏うものとする。なお、表示灯  
は 設 計 図書で 規定 した場 合を 除き LED ラン プと する。 また 、警報 は必 要に応 じ ベ ル 
又 は ブ ザーと し、 警報時 間の 設定を 調節 出来る もの とする 。 

（２）故障表示は、設計図書に明示した場合を除き、遠方操作盤では、故障表示回路 の 
リ セ ッ トが不 可能 なもの とす る。  

（３）水門設備の故障表示は、設計図書で指定のない限り次の該当する項目について 表 
示 す る ものと する 。 
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表 ４ － ７－１ 故 障表示 及び ブザー 警報  
 

表 示 記 入文字  検 出 方 法 ﾜｲﾔﾛｰﾌﾟ 
ｳｲﾝﾁ式 

ﾗｯｸ式 油 圧 式 故 障 時 対応策  

漏 電 漏 電 ﾘﾚｰ ○ ○ ○ 漏 電箇 所を復 旧し 原因究 明後  
復帰 する  

3  E  動 作 3E ﾘﾚｰ(⽋ 
相、 逆相､  
過電 流)  

○ ○ ○ リ セ ッ ト釦に より 復帰  

M C  C  B  ﾄﾘｯﾌﾟ MCCB が ﾄﾘｯ 
ﾌﾟし た 時 

○ ○ ○ 原 因 調 査後復 帰 

非 常 上 限 ﾘﾐｯﾄｽｲｯﾁ ○ ○ △ 全 開 リ ミ ッ ト を 点 検 
開 過 ﾄﾙｸ ﾘﾐｯﾄｽｲｯﾁ  ○  一 旦 閉 操 作 し 原 因 調 査 
閉 過 ﾄﾙｸ ﾘﾐｯﾄｽｲｯﾁ  ○  一 旦 開 操 作 し 原 因 調 査 
ﾛｰﾌﾟ過 負 荷 ﾘﾐｯﾄｽｲｯﾁ ○  △ 一 旦 閉 操 作 し 原 因 調 査 
ﾛｰﾌﾟ弛 み ﾘﾐｯﾄｽｲｯﾁ ○  △ 一 旦 開 操 作 し 原 因 調 査 
油 圧 異 常上昇  圧 ⼒ ｽｲｯﾁ   ○ 原 因究 明後再 操作  
油 ⾯ 異 常低下  ﾌﾛｰﾄｽｲｯﾁ   ○ 油 漏 れ 個 所 の 整 備 後 、 給 油 後 

復帰  
油 ⾯ 低 下 ﾌﾛｰﾄｽｲｯﾁ   ○ 油 漏 れ 個 所 の 整 備 後 、 給 油 後 

復帰  
ﾌｨﾙﾀ目 詰 り 圧 ⼒ ｽｲｯﾁ   ○ フ ィ ル タ 交 換 又 は フ ィ ル タ 清 

掃 
油 温 異 常上昇  温 度 ｽｲｯﾁ   ○ 作 動油 の冷却  
開 油 圧 異常  圧 ⼒ ｽｲｯﾁ   ○ 原 因究 明後再 操作  
閉 油 圧 異常  圧 ⼒ ｽｲｯﾁ   ○ 原 因究 明後再 操作  
油 圧 不 確⽴  圧 ⼒ ｽｲｯﾁ   △ 原 因調 査 
非常 停止  非 常 停 止 

ボタ ンが  
押さ れた  
状態  

○ ○ ○  

表 中 の △印： 該当 する場 合に 設ける 。 
ス ピ ン ドル式 で表 示を設 ける 場合は 、ラ ック式 によ る。  

 

 

（４）自家用発電設備の故障表示項目は、設備形式を考慮して次の項目から選定する も 
のと する 。 
① 内 燃 機関過 速度  
② 内 燃 機関潤 滑油 圧低下  
③ 内 燃 機関冷 却水 温度上 昇 
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④ 機 関 始動渋 滞 
⑤ 発 電 機過電 圧 
⑥ 発 電 機過電 流 
⑦低 電圧  
⑧ 地絡  
⑨ そ の 他重要 なも の 

（５）水門等の操作盤の状態表示については、設計図書で指定のない限り次の該当す る 
項目について表示するものとする。なお、照光表示部の明るさについては、操作盤  
設 置 環 境に対 応し た明瞭 度の 高いも のと する。  

 

 

表 ４ － ７－２ 状 態表示 項目  
 

表 示 記 入文字  
 

検 出 方 法 ﾜｲﾔﾛｰﾌﾟ 
ｳｲﾝﾁ式 

 

ﾗｯｸ式 
 

油 圧 式 
 

備 考 

電 源 電 ⼒電 源通電 中 ○ ○ ○  

電動  電動-手動 切換 装置  
が電 動側  

○    

機 側 機 側操 作盤の 小扉 開 
及 び 切 替スイ ッチ  

○ ○ ○ 遠 方 操 作があ る 
場 のみ  

遠 方 機 側操 作盤の 小扉 閉 
及 び 切 替スイ ッチ  

○ ○ ○ 遠 方 操 作があ る 
場 のみ  

↑ 扉 体 が 開 動 作 中 ○ ○ ○ ﾌﾘｯｶ､運 転 ﾁｬｲﾑ 
↓ 扉 体 か 閉 動 作 中 ○ ○ ○ ﾌﾘｯｶ､運 転 ﾁｬｲﾑ 
全 開 扉 体が 全開で 停止  ○ ○ ○  

全 閉 扉 体が 全閉で 停止  ○ ○ ○  

ﾌｯｸ脱 休 止 ﾌｯｸが 開 い た 状 
態 

△  △  

ﾌｯｸ着 休 止 ﾌｯｸが 閉 じ た 状 
態 

△  △  

ｹﾞｰﾄ休 止 扉 体 が 休 止 装 置 に か 
かり 停止  

△  △  

ﾌｯｸ着 上 限 扉 体 が ﾌｯｸに か か る 
上限 位置  

△   休 止 装 置無動 ⼒ 
式 

ﾌｯｸ脱 上 限 扉 体 が ﾌｯｸよ り 外 れ 
る上 限位 置 

△   休 止 装 置無動 ⼒ 
式 

油 圧 ﾎﾟﾝﾌﾟ運 転 油 圧 ﾎﾟﾝﾌﾟ運 転 中   ○  

油 圧 確 ⽴ 油 圧 ﾎﾟﾝﾌﾟ運 転 状 態 
で 、油 圧 確 ⽴ ｽｲｯﾁ ON

  △  
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表 中 の △印： 該当 する場 合に 設ける 。 
ス ピ ン ドル式 はラ ック式 によ る。  

 

４－７－４ 機側操作盤  
１ ． 設 置条件  

機 側 操 作盤は 、設 置場所 や気 象条件 に対 応出来 るも のとす る。  
２． 操作 性 

機側 操作盤に設 ける計器、 表示灯、開 閉器は、操 作が容易な 構造で、誤 操作の生 じ 
な い 配 置とす るも のとす る。  

３ ． 制 御機器  
操 作 方 式を一 挙動 操作方 式と し 、次 の も のを具 備す るもの とす る 。た だ し 、構 造 上 、 

明ら かに不必要 な物につい てはこの限 りではない 。なお、こ れによらな い場合は、 設 
計図 書による。 また、商用 電源が損失 した場合を 想定し、代 替電源の接 続が容易な 構 
造 と し なけれ ばな らない 。 

（ １ ） 配線用 しゃ 断器  
（ ２ ） 電磁接 触器  
（ ３ ） 保護継 電器  
（ ４ ） 状態表 示灯 （水門 毎）  
（ ５ ） 故障表 示灯  
（ ６ ） 操作開 閉器  
（ ７ ） 切換開 閉器  
（ ８ ） 非常停 止開 閉器  
（ ９ ） 電流計 （電 動機毎 ） 
（ 10） 進相コ ンデ ンサ  
（ 11） 継電器 （監 視又は 制御 ） 
（ 12） スペー スヒ ータ  
（ 13） 電圧計  
（ 14） 電気式 開度 計 
（ 15） 運転度 数計  
（ 16） 運転時 間積 算計  
（ 17） 盤内照 明 
４ ． 遠 方端子  

請負者は、機側 操作盤から 遠方操作盤 への信号受 渡しがある ものには、 設計図書 に 
明示 した端子を 機側操作盤 に設けるも のとする。 また、端子 台以外の方 法で接続す る 
場 合 は 、その 都度 適切な 方法 を検討 する ものと する 。 

５． 雷対 策 
機側 操作盤等に は、避雷器 、耐雷トラ ンス等を設 置し、雷対 策を施さな ければな ら 

な い。  
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４－７－５ 遠方監視操作盤  
１ ． 開 閉器等  

遠方 監視操作盤 には、対象 となる水門 等毎に操作 開閉器及び 非常停止開 閉器を設 け 
るも のとし、操 作は二挙動 操作方式に するものと する。ただ し、非常停 止装置は一 挙 
動 操 作 方式と する 。 

２． 表示  
遠方 監視操作盤 には、対象 となる水門 等毎に、開 度計、状態 表示灯、故 障表示灯 を 

設け るものとし 、それぞれ 系統、操作 順序を考慮 して誤操作 の生じにく いように整 然 
と 配 置 するも のと する。  

３ ． 制 御機器  
遠方 監視操作盤 には、機側 操作盤から の受渡信号 に対応した 継電器等を 設けるも の 

とす る。  
４． 盤形 式 

遠 方 監 視操作 盤の 形式は 、設 計図書 に明 示した 形式 とする 。 
４－７－６ 開度計  

１ ． 一 般事項  
開度 計の選定に 当たっては 、揚程をカ バーし、設 置場所と気 象条件等に 影響され な 

い 構 造 で、信 頼性 、耐久 性の 高いも のを 下記に より 選定す るも のとす る。  
（１）機械式開度計は、自⽴形の全閉防⾬形とし、揚程と必要精度により単針又は２ 針 

式 目 盛 板付の もの とする 。 
（２）シンクロ式開度計は、 JIS  C  4906(シンクロ電機)に準じたものとし、電源電圧 が 

定 格 の ±10％ 以 内 で支障 のな いもの とす る。  
（ ３ ） 電気式 開度 計は停 電復 電時に 復電 時の開 度を 表示す るも のとす る。  
２． 避雷 器 

磁気 スケール式 及びリード スイッチ式 開度計によ り信号を送 信する場合 、専用の 避 
雷 器 を 設ける もの とする 。 

３ ． メ ッセン ジャ ーワイ ヤ 
請負者は、開度 計にメッセ ンジャーワ イヤを使用 する場合、 その材質を ステンレ ス 

鋼製 とし、ワイ ヤのたるみ 、からみ等 のない構造 とするもの とする。ま た、地震や 津 
波に 対して、留 め具部分等 の破損や保 護管等との 接触による ワイヤ接触 によるワイ ヤ 
切 断 が 生じに くい よう、 堅牢 なもの とす ること 。 

４－７－７ 予備品  
水 門 設 備の予 備品 は、設 計図 書によ るも のとす る。  
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第５章 ゴム引布製起伏堰設備 
 

 

 

 

第１節 通 則 
 

 

５－１－１ 適 用 
こ の 章 は、ゴ ム引 布製起 伏堰 （以下 「ゴ ム堰」 とい う。） 設備 に適用 する 。 
なお、ゴム堰とは、袋状のゴム引布製の扉体（以下「袋体」という。）を有し、空気  

又は水を膨張媒体として袋体に充填し、もしくは袋体から排除することによって起伏 及 
び 倒 伏 させる 形式 の堰を いう 。 

５－１－２ 一般事項  
１ ． ゴ ム堰設 備の 構造  

ゴム 堰設 備 は 、設計 図書 に示 される 水位 等の荷 重条 件に対 し安 全で 、耐久 性を 有 し 、 
保 守 が 容易な 構造 でなけ れば ならな い。  

ゴム 堰設備は、 袋体の気密 又は水密性 と堰の止水 性が確保さ れ、起⽴及 び倒伏が 確 
実 で あ るとと もに 、収縮 時に は完全 倒伏 するよ うな 構造で なけ ればな らな い。  

２ ． 技 術基準 等 
請負者は、設計 図書におい て特に定め のない事項 については 、下記の技 術基準に 準 

拠 す る ものと する 。これ によ りがた い場 合は 、監督員 の承 諾を 得 な け れ ば な らない 。 
なお 、技術基準 と設計図書 に相違があ る場合は、 原則として 設計図書の 規定に従う も 

の と し 、疑義 があ る場合 は監督員 と協 議しな けれ ばなら ない 。 
（ １ ） ゴム引 布製 起伏堰 施設 技術指 針 （農林 水産 省）  
（ ２ ） 水門鉄 管技 術基準 （水門 鉄管 協会）  
（ ３ ） ダ ム ・ 堰 施 設 技 術 基 準 （ 案 ） （ ダ ム ・ 堰 施 設 技 術 協 会 ） 
（ ４ ） 施設機 械工 事等施 工管 理基準 （農林 水産 省）  
（ ５ ） 電気設 備計 画設計 技術 指針（ 高低 圧編） （農林 水産 省）  
（ ６ ） 電 気 技 術 規 程 （ JEAC） （ 日 本 電 気 協会）  
（ ７ ） 電 気 技 術 指 針 （ JEAG） （ 日 本 電 気 協会）  
（ ８ ） 高圧受 電設 備規程 （日本 電気 協会）  
（ ９ ） 内線規 程 （日本 電気 協会）  
（ 10） 電気学 会電 気規格 調査 会標準 規格 （ JEC） （電気 学会 ） 
（ 11） 日本電 機工 業会規 格（ JEM） （ 日 本 電 機工業 会）  
（ 12） 電 子 情 報 技 術 産 業 協 会 規 格 (JEITA) （ 電 子 情 報 技 術 産 業 協会）  
（ 13） 電池工 業会 規格（ SBA） （ 電 池 工 業会）  
（ 14） 日本電 線工 業会規 格（ JCS） （日 本電 線工業 会）  
（ 15） コンク リー ト標準 示方 書 （土木 学会 ） 

５－１－３ 使用材料  
ゴム堰設備に使用する材料は、設計図書に示された気象及び荷重条件に対して必要な  
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強 度 、 安全性 、剛 性、耐 疲労 性及び 耐摩 耗性を 有す るもの とす る。  
５－１－４ 構造計算及び容量計算  

ゴ ム 堰 設備の 構造 計算及 び容 量計算 は、 ゴム堰 指針 等によ る。  
５－１－５ 銘 板 

銘 板 は 、 第 4 章 第 1 節 4-1-5 に よ る 。 
５－１－６ 運転操作説明板  

運 転 操 作 説 明 板 は 、 第 4 章 第 1 節 4-1-6 に よ る 。 
５－１－７ 付属工具  

付 属 工 具は、 第 4 章第 1 節 4-1-7 に よる。  
 

 

第２節 袋 体 等 
 

 

５－２－１ 袋 体 
１ ． 膨 張媒体  

袋 体 の 膨張媒 体は 、設計 図書 による 。 
２ ． 倒 伏方式  

袋 体 の 倒伏方 式は 、設計 図書 による 。 
３ ． 固 定方式  

袋 体 の 固定方 式は 、設計 図書 による 。 
４ ． 材 質及び 仕様  

ゴ ム 引 布の材 質及 び仕様 は、 設計図 書に よる。  
５． 形状  

袋体 は、ゴム引 布の特性及 び水位変化 による袋体 変形特性を 考慮し、堰 の機能を 損 
な わ な い形状 とす る。  

６． 構造  
袋体 は、設計図 書に基づく 荷重に対し て必要な強 度と剛性を 有するとと もに、保 守 

管 理 が 容易で 、か つ、振 動、 衝撃、 座屈 に対し て安 全な構 造と する。  
７ ． ゴ ム引布 の外 層ゴム  

袋 体 ゴ ム引布 の外 層ゴム は、 十分な 耐久 性を有 する 厚さと する 。 
８． 堰高  

袋体 は 、設計 図書 で示さ れる 設計条 件に おいて 、必要 な堰 高を 確保す るも のとす る 。 
９ ． 気 密性又 は水 密性  

袋体 は、設計図 書で示され る設計条件 において、 確実な気密 性又は水密 性を有す る 
と と も に、堰 とし ての止 水性 を確保 する ものと する 。 

10． 倒 伏 
袋体 の倒伏時に は、袋体膨 張媒体を完 全に排除し 完全倒伏す るよう設計 しなけれ ば 

なら ない 。 
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５－２－２ 固定部  
１ ． 取 付固定 の構 造及び 取付 角度  

袋体 の袋体積載 床版、側壁 及び堰柱等 への取付固 定は、膨張 媒体が漏洩 したり、 上 
流 水 が 越流以 外の 形態で 下流 に流出 しな い構造 とす る。  

また 、袋体の側 壁部への取 付角度は、 側壁部付近 の袋体に応 ⼒集中等が 発生しな い 
適 切 な 角度と する 。 

２ ． 取 付⾦具  
袋 体 取 付⾦具 は、 袋体に 作用 する⼒ を均 一に保 持す る構造 とす る。  

５－２－３ 袋体付属諸装置  
１． 構造  

袋 体 が 完全倒 伏す るよう 、膨 張媒体 が完 全に排 除さ れる処 置を 施すも のと する。  
また 、床版との 摩擦あるい は流下物等 による袋体 の損傷を防 止する対策 を講じる も 

のと する 。 
２ ． 損 傷防止 対策  

袋体 等には、転 石等により 損傷を防止 するため、 適切な損傷 防止対策を 講じるも の 
とす る。  

３ ． 振 動防止 対策  
袋 体 等 には、 適切 な振動 防止 対策を 講じ るもの とす る。  

４ ． 排 水処理 対策  
袋体 には、侵入 水による内 圧検知管及 び給排管の 閉塞を防止 するため、 適切な排 水 

処 理 対 策を講 じる ものと する 。 
 

 

第３節 操作設備  
 

 

５－３－１ 一般事項  
１ ． 操 作方式  

ゴ ム 堰 の操作 方式 は、設 計図 書によ る。  
２ ． そ の他の 事項  

本 節 に 規定の ない 事項に つい ては、 第２ 章機器 及び 材料に よる 。 
５－３－２ 起⽴装置  

起 ⽴ 装 置の容 量は 、設計 図書 で規定 する 起⽴時 間を 満足す るも のとす る。  
５－３－３ 倒伏装置  

１ ． 膨 張媒体 の排 除方式  
袋 体 膨 張媒体 の排 除方式 は、 設計図 書に よる。  

２ ． 倒 伏装置  
倒 伏 装 置は、 常時 、非常 時と も確実 に作 動する 構造 とする 。 
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５－３－４ 安全装置  
１ ． 過 給防止 装置  

膨 張 媒 体の過 給に よる袋 体の 破損防 止の ため、 過給 防止装 置を 設ける もの とする 。 
な お 、 過給防 止装 置の形 式は 、設計 図書 による 。 

２ ． 倒 伏安全 装置  
倒伏 装置が故障 した場合に 、袋体の倒 伏を確実に するため、 倒伏安全装 置を設け る 

も の と する。  
な お 、 倒伏安 全装 置の形 式は 、設計 図書 による 。 

３ ． 規 模又は 容量  
安 全 装 置の規 模又 は容量 は、 膨張媒 体圧 入速度 に対 応した もの とする 。 
な お 、 倒伏装 置と 兼ねる 場合 は、倒 伏速 度に対 応し た規模 又は 容量と する 。 

５－３－５ 外水位検知装置  
外 水 位 （堰上 流水 位）検 知装 置は、 設計 図書に よる 。 

５－３－６ 袋体内圧検知装置  
袋 体 内 圧検知 装置 は、設 計図 書によ る。  

５－３－７ 配 管 
１ ． 給 排能⼒ 及び 耐久性  

膨張 媒体給排管 は、起伏速 度に対応し た十分な給 排能⼒を持 つともとに 、耐久性 を 
有 す る ものと する 。 

２ ． 地 盤変形 対策  
配 管 は 、不同 沈下 等の地 盤変 形に対 して 安全な 構造 とする 。 

３ ． 堤 防横断 対策  
配管 が堤防を横 断する場合 は、付近の 河岸及び河 川管理施設 の構造に支 障を及ぼ さ 

な い 構 造とす る。  
５－３－８ 動⼒設備  

１ ． 起 ⽴装置 及び 倒伏装 置 
起 ⽴ 装 置及び 倒伏 装置の 動⼒ 設備は 、設 計図書 によ る。  

２ ． 予 備動⼒ 設備  
予 備 動 ⼒設備 は、 設計図 書に よる。  
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第６章 用排水ポンプ設備 
 

 

 

 

第１節 通 則 
 

 

６－１－１ 適 用 
１．適 用 

この章は、揚（用）排水機場に設置される主ポンプ設備とその関連設備並びに付属設備に 
適用する。なお、対象となる主ポンプ設備の形式は⽴軸（軸流・斜流）ポンプ、横軸（軸 
流・斜流）ポンプ、渦巻ポンプ及び水中ポンプとする。 

６－１－２ 一般事項 
１．共通事項 
（１）構造及び性能は、設計図書に示す設計条件、仕様に対して十分な機能を有し、耐久性、 

安全性、操作性及び維持管理を考慮したものとしなければならない。 
（２）ポンプ起動時、停止時(急停止含む)等の過渡的状態における不安定因子による不具合に 

対しても高い信頼性を有しなければならない。 
２．排水ポンプ設備 
（１）始動性及び⻑時間運転に対し高い信頼性を有する構造としなければならない。 
（２）設計図書で示した範囲での水位の変動への確実な対応が可能な設備でなければならない。 
（３）外的要因に影響されない高い信頼性を有する構造としなければならない。 
３．用水ポンプ設備 
（１）高頻度、⻑時間運転における高い信頼性を有する構造としなければならない。 
（２）設計図書で示した条件の範囲で需要水量変動に対し、スムーズかつ効率よく追従が可能 

なものでなければならない。 
６－１－３ 技術基準等 

用排水ポンプ設備の施工に当たっては、設計図書による他、次の基準等によるものとする。 
これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。 
１．土地改良事業計画設計基準・設計「ポンプ場」基準書・技術書（農林水産省） 
２．高 Ns・高流速ポンプ設備計画設計技術指針 （農林水産省） 
３．バルブ設備計画設計技術指針 （農林水産省） 
４．電気設備計画設計技術指針（高低圧編） （農林水産省） 
５．電気設備計画設計技術指針（特別高圧編） （農林水産省） 
６．施設機械工事等施工管理基準 （農林水産省） 
７．クレーン等安全規則 （厚生労働省） 
８．クレーン構造規格 （厚生労働省） 
９．ボイラ及び圧⼒容器安全規則 （厚生労働省） 
10．危険物の規制に関する規則 （総務省） 
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11．電気設備に関する技術基準を定める省令 （経済産業省） 
12．電気設備に関する技術基準の細目を定める告示 （経済産業省） 
13．コンクリート標準示方書 （土木学会） 
14．日本工業規格（JIS） （日本規格協会） 
15．電気技術規程（JEAC） （日本電気協会） 
16．電気技術指針 (JEAG) （日本電気協会） 
17．高圧受電設備規程 （日本電気協会） 
18．内線規程 （日本電気協会） 
19．電気学会電気規格調査会標準規格 (JEC) （電気学会） 
20．日本電機工業会規格 (JEM) （日本電機工業会） 
21．電子情報技術産業協会規格  (JEITA) （電子情報技術産業協会） 
22．電池工業会規格 (SBA) （電池工業会） 
23．日本電線工業会規格 (JCS) （日本電線工業会） 

６－１－４ 銘 板 
１．一般事項 

主ポンプには形式、口径、揚程、吐出し量、ポンプ回転速度、製造年⽉、製造会社名等を 
明示した銘板を設けなければならない。 

２．銘板 
銘板は、JIS Z  8304(銘板の設計基準)に準ずるものとし、仕様は表 6-1-1 を標準とする。 

 

 

表６－１－１ 
 

仕様 エッチング(凸式)銘板又は機械彫刻式銘板 
 

寸法 ポンプ吐出し量 115ｍ3/min 未満の場合 80mm×125mm 以上 

ポンプ吐出し量 115ｍ3/min 以上の場合 125mm×200mm 以上 
材質 ⻩銅板又はステンレス鋼板 

 

 

６－１－５ 運転操作説明板 
１．運転操作説明板 

ポンプ設備の操作室には、操作の手順等を記入した運転操作説明板を⾒易い位置に設置す 
るものとし、仕様は表 6-1-2 を標準とする。 

 

 

表６－１－２ 

仕様 機械彫刻式銘板 

寸法 900mm×1,200mm 

材質 アクリル板(白) 
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６－１－６ 付属工具 
１．付属工具 

請負者は、主ポンプ設備等の保守管理に必要な付属工具を納品するものとする。 
なお、付属工具の種類、数量及び格納方法は設計図書によるものとし、付属工具数量表を 

工具納品時に添付するものとする。 
 

 

第２節 主ポンプ 
 

 

６－２－１ 一般事項 
１．主ポンプ設備の仕様 

主ポンプ設備の仕様は、設計図書によるものとする。 
２．主ポンプ設備の設計 
（１）主ポンプ設備は、運転に支障がある偏流や旋回流が生じないもので、振動、騒音が少な 

く円滑に運転が出来るとともに、設計図書に示す水理条件に対して、キャビテーションが 
発生しないものでなければならない。 

（２）ポンプの構造は、その用途に適し連続運転に耐える堅牢なもので、運転上支障となる空 
気流入などの現象が発生しないものとする。 

また、点検等が容易なものでなければならない。 
（３）ポンプ設備は、流水による管路損失が少なく、耐摩耗性、耐食性にすぐれているととも 

に、内外面とも平滑な面を有し欠陥があってはならない。 
（４）主ポンプ設備の状態監視保全の観点から、運転時に、主ポンプ主軸の振動(軸変位)を計 

測可能な構造とする。 
６－２－２ ⽴軸(軸流・斜流)ポンプ 

１．ケーシング 
ケーシングの内部形状は、流水による抵抗が少なく、平滑な面に仕上げるものとする。 

２．⽻根⾞ 
⽻根⾞は、流水による摩擦損失を少なくするように、特に平滑な面に仕上げるものとし、 

回転に対しては回転機械－剛性ロータの釣合い良さ(JIS B  0905)のＧ６．３以上の精度を有 
するものとする。 

３．主軸 
主軸は、動⼒伝達に対して十分な強度と寸法を有し、運転範囲において十分安全でなけれ 

ばならない。 
なお、水中軸受部にはスリーブを設けるとともに、中間軸継手を設けて据付、分解、点検 

が容易なものとする。 
４．揚水管 

揚水管は、フランジ継手とし分解組⽴が容易な構造とする。 
５．吐出しエルボ 

吐出しエルボは、フランジ曲管形状とし、主軸の貫通部には適切な軸封装置を設けるもの 
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とする。 
６．ポンプ据付台床 

ポンプ据付台床は、吸込水位がポンプ据付台床レベルより上にある場合は水密構造とする。 
７．架台 

一床式ポンプの場合の減速機台及び原動機台並びに二床式ポンプの減速機架台は、鋼製と 
する。 

８．ポンプ⽻根⾞推⼒の支持方式 
ポンプ⽻根⾞推⼒の支持方式は次によるものとする。 

（１）二床式の場合は、ポンプスラスト軸受で支持するものし、減速機及び原動機とポンプと 
の軸継手は、たわみ軸継手又は自在継手を用いること。 

（２）一床式の場合は、ポンプのスラスト軸受又は駆動設備軸受で支持するものとする。 
９．ポンプスラスト軸受 

ポンプ⽻根⾞推⼒を、ポンプスラスト軸受で支持する場合は、減速機及び原動機とポンプ 
との軸継手は、たわみ軸継手または自在継手を用い、ポンプスラスト軸受は、スラスト軸受 
台を設け、回転体の軸方向位置の調整が可能なものとする。また、減速機及び原動機等で支 
持する場合は、固定軸継手を用い、中間スペーサや調節リング等で軸の縦方向位置を調節可 
能な構造にするものとする。 

10．水中軸受 
水中軸受は、次によるものとする。 

（１）水中軸受は、セラミックス軸受とする。 
（２）希釈海水(塩素イオン濃度 200ppm 程度以上)中使用の水中軸受においては、海水用セラミ 

ックス軸受とする。 
（３）セラミックス軸受以外のゴム軸受及び潤滑水回収式の場合は、設計図書による。 
11．付属品 

付属品は、主ポンプ１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）中間軸 １台分 
（２）軸継手及び安全カバー １台分 
（３）連成計及びコック付導管 １台分 
（４）電磁弁又は電動弁 １台分 
（５）自動空気抜弁 １台分 

3 
（６）点検梯子及び架台等(吐出量 115ｍ /min 以上)  １台分 
（７）ポンプ取付台床 １台分 
（８）スラスト軸受温度計(指示接点付)  １台分 
（９）基礎ボルト・ナット １台分 
（10）小配管、小弁類 １台分 
（11）潤滑油 １台分 
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12．予備品 
請負者は、主ポンプ１台に対して次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を予備品と 

して納入しなければならない。 
 

（１）軸受及びスリーブ  １台分 
（２）グランドパッキン 

６－２－３ 横軸(軸流・斜流) 
 

ポンプ 
１台分 

１．ケーシング 
（１）ケーシングの内部形状は、流水による抵抗が少なく、平滑な面に仕上げるものとし、ケー 

シングは、軸芯面で上下に２分割出来る構造にするものとする。 
（２）ケーシング上部には、点検孔、満水検知器、計器用スタンド座及び吊手を設け、ケーシ 

ング下部には、据付用脚、外部軸受胴ブラケットを設けるものとする。 

２．⽻根⾞ 
⽻根⾞は、流水による摩擦損失を少なくするように、特に平滑な面に仕上げるものとし、 

回転に対しては回転機械-剛性ロータの釣合い良さ(JIS B  0905)のＧ６．３以上の精度を有す 
ること。 

３．主軸 
主軸は、動⼒伝達に対して十分な強度と寸法を有し、運転範囲において十分安全であるこ 

と。 
なお、軸受に接する部分は精密な仕上げを⾏うものとする。 
また、水中軸受部及びグランドパッキン部には、スリーブを設けるものとする。 

４．軸封部 
軸封部には、グランドパッキンを挿入し、パッキンの中間部にランタンリングを設け、清 

浄水を注入したとき空気の混入がなく、冷却及び封水が出来るような構造とする。 
なお、パッキン押えは容易に調整でき調整後はゆるまない構造とする。 
ただし、無注水軸封装置とする場合は設計図書によるものとする。 

５．外部軸受 
外部軸受は、ラジアル荷重及びスラスト荷重及び設計寿命に対し十分な強度を有するもの 

とする。潤滑方式は油浴式又はグリース潤滑構造とする。 
６．水中軸受 

水中軸受は、円筒すべり軸受とし、給油は、ポンプと連動して自給できる構造とする。 
ただし、無潤滑軸受を使用する場合は設計図書によるものとする。 

７．付属品 
付属品は、主ポンプ１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）軸継手及び安全カバー １台分 
（２）連成計及びコック付導管 １台分 
（３）真空計及びコック付導管 １台分 
（４）自動給油装置 １台分 
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（５）満水検知器 １台分 
（６）電磁弁又は電動弁(吸気、封水、真空破壊用等)  １台分 
（７）軸封水検流器 １台分 
（８）ポンプ取付台床 １台分 
（９）基礎ボルト・ナット １台分 
（10）ポンプ廻り小配管、小弁類等 １台分 
（11）潤滑油 １台分 
８．予備品 

請負者は、主ポンプ１台に対して次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を予備品と 
して納入しなければならない。 

（１）グランドパッキン（同一口径、同一形状毎） １台分 
（２）軸受及びスリーブ（同一口径、同一形状毎） １台分 
（３）自動グリスポンプ用ベルト（同一口径、同一形状毎） １台分 

６－２－４ 渦巻ポンプ 
１．ケーシング 
（１）ケーシングの内部形状はボリュート構造で、⽻根⾞から放出された水の速度水頭を圧⼒ 

水頭に効率よく変換する渦巻室を有し、流水による抵抗の少ないものとする。 
（２）両吸い込みの場合は、ケーシングは軸芯面で上下に２分割出来る構造とする。 

また、ケーシング上部に満水検知器、軸封水管、計器用スタンド座、吊手等を設け、ケ 
ーシング下部には、水平吸込口、水平吐出口、据付用脚・軸受箱、ドレン管等を設けるも 
のとする。 

２．⽻根⾞ 
⽻根⾞は、流水による摩擦損失を少なくするように、平滑な面に仕上げるものとし、回転 

に対しては回転機械－剛性ロータの釣合い良さ(JIS B  0905)のＧ６．３以上の精度を有する 
こと。 

３．主軸及び主軸継手 
主軸及び主軸継手は、動⼒伝達、危険速度、撓み等を考慮した必要な強度を有するものに 

するものとする。 
４．軸封部 

軸封部にグランドパッキンを挿入し、パッキン中間部にランタンリングを設け、清浄水を 
注入したとき空気の漏れがなく冷却及び封水が出来る構造にするものとする。 
なお、パッキン押えは容易に調整出来る構造とする。 
ただし、無注水軸封装置とする場合は設計図書による。 

５．軸受 
軸受は、ラジアル荷重又はスラスト荷重に対し連続運転に耐えるもので、潤滑方式は、油 

浴潤滑又はグリース潤滑とする。 
６．付属品 

付属品は、主ポンプ１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上明らかに不必要なものについては、この限りではない。 
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なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 
（１）軸継手および安全カバー １台分 
（２）連成計およびコック付導管 １台分 
（３）真空計およびコック付導管 １台分 
（４）自動給油装置 １台分 
（５）満水検知器 １台分 
（６）電動弁または電磁弁(吸気、封水、真空破壊用等)  １台分 
（７）軸封水検流器 １台分 
（８）ポンプ取付台床 １台分 
（９）基礎ボルト・ナット １台分 
（10）ポンプ廻り小配管、小弁類等 １台分 
（11）潤滑油 １台分 
７．予備品 

請負者は、主ポンプ１台に対して次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を予備品と 
して納入しなければならない。 

（１）グランドパッキン（同一口径、同一形状毎） １台分 
（２）軸受及びスリーブ １台分 
（３）自動グリスポンプ用ベルト １台分 

６－２－５ 水中ポンプ 
１．水中ポンプの形式 

水中ポンプの形式は、設計図書による。 
２．結合方法及び構造 

ポンプはモータ直結形とし、伝達トルク及び捩り振動に対して十分な強度を有し、延⻑し 
たモータ軸端にキーと軸ねじを用いて⽻根⾞を取付ける構造とする。 

３．⽻根⾞ 
⽻根⾞は、軸流または斜流⽻根で、強固な構造を持つこと。又釣合いを取ると共に、表面 

を滑らかに仕上げるものとする。 
なお、翼の枚数は、回転機械一剛性ロータの釣合い良さ(JIS B  0905)釣り合いの観点から 

２枚以上とする。 
４．ケーシング 

ポンプケーシングは、渦巻き及び渦巻き斜流ポンプの場合、吸込ケーシングおよび渦巻き 
ケーシングで構成し、コラム型⽴軸軸流または斜流ポンプの場合、吸込ベルおよび吐出しボ 
ウルにて構成し、共に内部圧⼒および振動に対し十分な強度を有するものとする。 

また、ケーシング上部には水中モータ取付け用座を設けるとともに、メカニカルシール室 
および給油口を設けるものとする。 

さらに、ケーシング内に浸水検知器を設置する独⽴した浸水溜まり室を設け、万一メカニ 
カルシールが破損した場合した場合でも、モータフレーム内に浸水する前に検知できる構造 
とする。また、コラム型⽴軸軸流または斜流ポンプのケーシング外周部には、コラムパイプ 
への据付用着脱座および回り止め用⾦具を設けるものとする。 
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５．水中ポンプの着脱 
渦巻きポンプの場合は、着脱曲胴から垂直に設置された２本のガイドパイプに添って吊り 

降ろすことによって、自動的に定位置に据付けられる構造とする。 
着脱曲胴とポンプの接合面は、ポンプの自重によってシールされるものとし、接合面はメ 

タルタッチとする。 
また、コラム形⽴軸軸流又は斜流ポンプの場合は、コラムパイプ内に吊り降ろし、コラム 

パイプ下端フランジ座に着座させ据付けられる構造とする。 
６．コラムパイプ 

コラム形⽴軸軸流または斜流ポンプのコラムパイプは、吊り下げ構造でポンプ床に埋込ま 
れた基礎ボルトにより、強固に据付るものとし、下端にはポンプ本体着座用フランジ座を設 
け、ポンプ本体を支持するものとする。また、コラムパイプ上部には水平吐出口を設ける。 

上端部にはコラムハッチ取付用フランジを設けボルトを取付る構造とする。 
コラムハッチには適切な空気抜弁取付座およびケーブルホルダ取付座を設けるものとする。 

７．軸封装置 
軸封装置は、取替の容易なカートリッジ式静止形ダブルメカニカルシールとし、中間に油 

を封入し、摺動部の潤滑を⾏うとともに、原水の浸入を防ぐ構造にするものとする。 
なお、２箇所の摺動部は、各々独自のスプリングにて保持されているものとする。 
また、メカニカルシールは、スリーブと一体なカートリッジ式とし、２箇所の摺動部を分 

解することなくポンプへの着脱が可能なものとする。 
その際、モータフレームを分解することなく、メカニカルシールを取外すことが可能なも 

のとする。 
８．水中ケーブル 

水中ケーブルは、２種ＥＰゴム絶縁クロロプレンキャブタイヤケーブルとし、ポンプケー 
シング貫通部は、ケーブル押さえの形状に合せてつばを一体成型にしたモールド構造にする 
ものとする。 

また、各ケーブル端は芯線シール構造にするものとし、ケーブルは十分な⻑さとし、接続 
は水没しない位置にて⾏うものとする。 

９．水中モータ 
水中モータは、乾式かご形三相誘導電動機とし、フレームは水圧に対して十分な強度を有 

した耐水性構造にするものとし、モータ下部はフランジ形とし、ポンプケーシングに堅固に 
取付けられるものとする。 

また、水中モータの上部には水中ケーブルの取付け、取外しのための端子台を設けるもの 
とし、端子台の水中ケーブル取付け側は、独⽴した室を有しケーブル貫通部からの万一の浸 
水に対してもロータ、ステータを保護する構造にするものとする。 

なお、ケーブル貫通部は、完全な水密を確保する構造とし、ケーブルを強固に締付けるも 
のとする。 

10．モータ回転子 
モータ回転子は、平衡を取り振動を防ぐものとし、上下に設けられたグリース潤滑式ころ 

がり軸受によって支持するものとする。 
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11．軸受 
軸受は、回転部重量及び水カスラスト荷重に対しても強度を有するとともに、連続運転に 

も耐え、円滑な運転が出来るものとする。 
12．モータの冷却 

モータの冷却は、運転範囲で連続運転可能な構造とする。 
13．保護装置 

水中ポンプには次の各項目に対し適切な保護装置を設けるとともに、必要に応じて警報表 
示が可能な構造とする。 

（１）欠相 
（２）逆相 
（３）過電流 
（４）漏電 
（５）電動機浸水 
（６）電動機異常温度上昇 
（７）吸水槽水位異常低下 
（８）始動渋滞 
（９）吐出弁開閉異常 
14．付属品 

付属品は、主ポンプ１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）連成計及びコック付導管 １台分 
（２）自動空気抜弁 １台分 
（３）ガイドパイプ(SUS304) １台分 
（４）ポンプ本体吊り⾦具 １台分 
（５）吊上げ鎖(SUS304) １台分 
（６）キャブタイヤケーブル １式 
（７）フロアプレート １台分 
（８）基礎ボルト・ナット １台分 
（９）ケーブル押え・ケーブルホルダ １台分 
（10）梯子 １台分 
15．予備品 

請負者は、主ポンプ 1 台に対して次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を予備品と 
して納入しなければならない。 

（１）メカニカルシール １台分 



第６章  揚（用）排水ポンプ設備 

― 136― 

 

 

 

 

 

第３節 吸吐出管 
 

 

６－３－１ 一般事項 
１．吸吐出管 
（１）吸吐出管は、特に設計図書に示す場合を除き、フランジ継手とする。 

また、吸吐出管の形式、仕様、規格等については、設計図書によるものとする。 
（２）吸吐出管は、自重や流体から受ける反⼒を主ポンプや主配管用弁類にかけないように適 

切な位置に支持台を設けるものとする。 
（３）吸吐出管には、ポンプや弁類などの保守管理が容易に⾏えるように必要に応じて遊動フ 

ランジ管、又はそれに相当する伸縮管を設けるものとする。 
（４）曲管、分岐管、人孔管、漸縮拡管、Ｔ字管等の異形管は、有害な振動を生じず、キャビ 

テーションが発生しない構造とすること。なお、応⼒集中及び変形を生じる恐れのある場 
合は、補剛材を入れるものとする。 

（５）吸吐出管１台分に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

①フランジ用ボルト・ナット １台分 
②フランジ用パッキン １台分 

６－３－２ 吸 込 管 
１．吸込口 

吸込口において偏流や旋回流が生じないようにするものとする。 
２．配管 

配管は空気だまりができないような形状とし、ポンプに向かって 1/50〜1/100 の上り勾配 
となるよう配管とするものとするが、やむを得ず空気だまりが出来る部分は排気出来る構造 
とする。 

３．接合 
吸込管内が大気圧以下となる場合は、フランジ継手により空気の漏れがないよう接合する 

ものとする。 
６－３－３ 吐 出 管 

１．吐出管の構造 
吐出管は、吐出圧⼒に対して安全な強度を有し、摩耗に対しても安全な構造とするものと 

する。 
２．拡大管 

吐出管の出口に拡大管を設ける場合は、拡大管の全広がり角度を 10〜30 度程度にするもの 
とする。 

３．接続部 
主ポンプと吐出管の接続部には、遊動フランジ付吐出管を設けるものとする。 
なお、遊動部分はポンプ運転中の最高水圧による離脱等の生じない構造とする。 
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６－３－４ 可とう伸縮継手 
１．可とう伸縮継手 

ポンプ室から屋外配管に接続する部分及び附帯設備との連結部等には、不同沈下、地震に 
よる沈下、捻れ等を吸収可能な可とう伸縮継手を設けるものとする。 

２．規格 
フランジ部の寸法は、吐出し部の出口及び吸吐出管の規格に準ずるものとする。 

３．水⼒スラスト 
管内の水圧による水⼒スラスト対策を十分考慮するものとする。 

 

 

第４節 主配管用弁類 
 

 

６－４－１ 一般事項 
１．主配管用弁類の構造 

逆止弁、フラップ弁(逆流防止弁)は、損失が少なく、耐摩耗性、耐食性にすぐれ、円滑な 
動作ができ欠陥のないものとする。 

２．主配管用弁類の強度 
逆止め弁及びフラップ弁は、ポンプ停止時の衝撃荷重に耐える強度を有するものでなけれ 

ばならない。 
３．吸吐出弁の選定 

吸吐出弁の選定は、キャビテーション特性の良好なものを選定しなければならない。 
流量調整用の弁は、キャビテーション特性を考慮して選定するものとする。 

４．仕切弁、蝶形弁 
電動式の仕切弁、蝶形弁は、手動開閉機構を設けるものとし、その操作⼒は 100N 以下の人 

⼒で開閉可能なものとする。なお、コーン（ロート）弁についても同様とする。 
５．取付 

弁類の取付けは、パッキンを使用し、ボルト・ナットにより漏水等のないように、確実に 
取付けるものとする。 

６．遮水弁 
吐出側に遮水弁を設置する場合は、遮水性能に優れている仕切弁とする。 

６－４－２ 逆止弁 
１．逆止弁 

逆止弁は、急閉、緩閉、普通スイング式及びリフト式弁で、逆止弁の選定は、設計図書に 
よるものとする。 

６－４－３ フラップ弁 
１．フラップ弁の構造 

フラップ弁は、配管接続用片面フランジ付の弁胴に弁体を取付けた構造とし、速やかに自 
動閉鎖して逆流を防止するとともに抵抗損失を考慮した構造とする。 

２．フラップ弁の構造は、設計図書で特に明示がない場合は、ポンプ口径 1,650 ㎜以下は丸形 
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とし、1,800mm 以上は角形とし、フランジ寸法は、吐出しエルボ出口、又は吸吐出管に準ずる 
ものとする。 

６－４－４ 仕 切 弁 
１．仕切弁の開度 

仕切弁は、全開、全閉での使用とし、中間開度における流量調整は⾏わないものとする。 
２．構造及び強度 

仕切弁の構造は、弁体及び弁座は堅牢で耐久性があり、弁棒は弁の開閉に対し必要な強度 
を有するものとする。 

３．弁箱底部 
弁箱底部は、砂などの異物が推積しやすいため必要に応じドレンを設けるものとする。 

４．付属品 
付属品は、仕切弁１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）開度計(発信器付)  １台分 
（２）本体取付開度計(指針式)  １台分 
（３）トルクスイッチ １台分 
（４）リミットスイッチ １台分 

６－４－５ 蝶形(バタフライ)弁 
１．蝶形弁の構造 
（１）蝶形弁は、ポンプ停止時に吐出側水位がポンプより高水位になる場合にポンプの吐出側 

に使用し、横軸ポンプにおいて、設置位置が押込になる場合に吸込側にも使用するものと 
する。 

なお、流量調整を⾏う場合は、設計図書に明示した場合を除き蝶形弁を使用するものと 
する。 

（２）蝶形弁は、排水ポンプ用は砂やごみが混入しても作動可能な横形とする。 
（３）蝶形弁は、気密性又は水密性を必要とする主ポンプの吐出弁にはゴム弁座とし、弁によ 

る流量制御を⾏い、キャビテーション、水質等などの耐食・耐摩耗性を要する場合はメタ 
ル弁座とする。 

２．付属品 
付属品は、蝶形弁１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）開度計(発信器付)  １台分 
（２）本体付開度計(指針式)  １台分 
（３）トルクスイッチ １台分 
（４）リミットスイッチ １台分 
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６－４－６ コーン（ロート)弁 
１．コーン弁の構造 
（１）コーン弁は、高揚程ポンプの吐出側に使用し、油圧操作にした場合、仕切弁、逆止め弁 

の両方の機能を有するものとする。 
（２）コーン弁は、電動式又は油圧式とし、手動操作も可能なものとする。 

なお、操作方式の選定は設計図書によるものとする。 
２．付属品 

付属品は、コーン弁１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）開度計(発信器付)  １台分 
（２）本体付開度計(指針式)  １台分 
（３）トルクスイッチ １台分 
（４）リミットスイッチ １台分 

６－４－７ フート弁 
１．フート弁の構造 
（１）フート弁は、吸込み管端部にフランジ接合又はねじ込み接合により確実に取付けるもの 

とする。 
（２）フート弁は、中小形ポンプ用が主であり、口径の大きさや使用圧⼒により弁体を分割す 

るものとする。 
（３）フート弁は、異物のかみ込みの除去、水落としのためにレバーを取付け、弁の開閉が可 

能な構造とするものとする。 
２．フート弁の仕様 

フート弁の仕様は設計図書によるものとする。 
 

 

第５節 主ポンプ用原動機 
 

 

６－５－１ 一般事項 
１．原動機の構造 
（１）原動機は、異常振動、異常音、過熱等の生じないもので、危険速度に達しない構造とし 

なければならない。 
（２）原動機の危険な回転部分には取外し容易な安全カバー等を設け、不用意に触れることの 

ない構造にしなければならない。 
２．潤滑油類 

潤滑油類について、国内で常時入手可能なものを選定するものとする。 
３．排気管 

内燃機関を複数台設置する場合は、単一排気管とする。 
なお、排気温度による熱膨張に対して、可とう伸縮管を設けたり、室内温度を高めないた 
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めの断熱対策を⾏うものとする。 
また、各排気管には、ばい煙量等の測定の為の座を設けるものとする。 

４．強度及び耐久性、耐摩耗性 
内燃機関の内部は、高温、高圧に対し強度、耐久性及び耐摩耗性を有するものとする。 

５．消音器 
内燃機関の消音器は、ポンプ設備が設置される地域の騒音規制条例等を考慮した騒音レベ 

ルを満足するものを選択するものとする。なお、騒音レベルは、設計図書によるものとする。 
６．低温時の始動 

内燃機関を寒冷地において使用する場合は、適切な凍結防止を施すものとし、低温時にお 
ける始動においても支障がない構造とする。 

７．動⼒伝達装置 
原動機の動⼒を主ポンプへ伝達する動⼒伝達装置について、軸継手を基本として、原動機 

の形式、諸元等により⻭⾞減速機、クラッチ類より構成し、これらの機器が動⼒の伝達を⾏ 
うのに十分な容量をもち、各機器間の協調を保ち、安定した運転が⾏えるものとする。 
また、主ポンプ設備の逆転を許容しない場合には、最適な逆転防止機能を設けるものとする。 

８．電源供給 
主原動機(電動機を除く)は、運転中に一時的に電源供給が無くなった場合であっても運転 

を継続出来る構造とする。 
６－５－２ ディーゼル機関 

１．ディーゼル機関の構造 
ディーゼル機関の構造は、次によるものとする。 

（１）シリンダブロックは、良質な鋳鉄製とし湿式ライナを挿入する構造で、ライナは、耐摩 
耗性の特殊鋳鉄品とし内面は精密ホーニング仕上げとする。 

（２）シリンダヘッドは、良質な鋳鉄製で強度を有し、冷却水の循環が良好で加熱部分を生じ 
ない構造とする。 

（３）ピストンは、高温、高圧に対し強度、耐久性及び耐摩耗性を有すものとする。 
（４）軸系捻り振動を吸収するため、高弾性継手付とする。 
（５）内蔵潤滑油ポンプは、⻭⾞形又はトロコイド形とし、圧⼒調整弁を設けるものとする。 
（６）過給機を設ける場合は、排気タービン形遠心式とする。 
（７）計器類は、可能な限り１箇所にまとめるものとし、正常域は緑色で表示するものとする。 
２．初期潤滑 

ディーゼル機関は、始動に先⽴ち電気式、又は圧縮空気式による初期潤滑が⾏えるものと 
する。 

３．圧縮空気式始動 
圧縮空気式始動の場合は、機関は圧縮空気槽の弁操作により、手動でも始動出来るものと 

する。 
４．消音器 

機関の消音器の性能は、騒音レベル及びポンプ場敷地境界線上の規制値は、設計図書によ 
るものとする。 
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５．付属品 
付属品は、ディーゼル機関１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）潤滑油圧⼒計 １ 個 
（２）回転計 １ 個 
（３）冷却水圧⼒計 １ 個 
（４）ターニングバー １ 個 
（５）排気消音器 １台分 
（６）排気管伸縮継手(エンジン廻り)  １台分 
（７）内蔵冷却水ポンプ １ 個 
（８）内蔵潤滑油ポンプ １ 個 
（９）初期潤滑油ポンプ １ 個 
（10）空気槽(常用、予備) ２本１組 
（11）外軸受及び延⻑軸 １台分 
（12）始動用空気制御装置 １台分 
（13）直流電源盤 １台分 
（14）機関保護用検出器類 １台分 
（15）出⼒軸軸継手及び延⻑軸軸継手 １台分 
（16）温度計(冷却水用、排気用、潤滑油用) １台分 
（17）ミストタンク １台分 
（18）エンジン廻り小配管コック及び配線類 １台分 
（19）潤滑油ウイングポンプ １台分 
（20）機関台床 １台分 
（21）基礎ボルト・ナット １台分 
（22）潤滑油(規定油量) １台分 
（23）燃料遮断弁 １台分 
（24）過給機等(過給機関) １ 式 
（25）過給機及び空気冷却器等(空気冷却器付過給機関) １ 式 
６．予備品 

請負者は、同一仕様(同一形式、同一出⼒)のディーゼル機関毎に次に示す部品のうち当該 
設備に使用した部品を予備品として納入しなければならない。 

（１）吸気弁仕組 １気筒分 
（２）排気弁仕組 １気筒分 
（３）ピストンリング仕組 １気筒分 
（４）始動弁(付属の場合)  １台分 
（５）燃料噴射ポンプ仕組 １気筒分 
（６）燃料噴射ノズル仕組 １気筒分 
（７）燃料高圧管仕組 １台分 
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（８）燃料フィルタエレメント(ペーパーフィルタの場合)  １台分 
（９）潤滑フィルタエレメント(ペーパーフィルタの場合)  １台分 
（10）シリンダヘッドパッキン １台分 
（11）排気マニホールドガスケット １台分 
（12）冷却水連絡管用パッキン １台分 
（13）温度計(排気用、冷却水用、潤滑油用) 各１台分 
（14）予備品箱 １台分 
７．工具 

請負者は、ディーゼル機関を保守点検するのに必要な工具を工具箱に収め納入しなければ 
ならない。 

６－５－３ ガスタービン機関 
１．ガスタービンの構造 

ガスタービンの構造は、次によるものとする。 
（１）ガスタービンは圧縮機、タービン、燃焼器並びに減速装置より構成するものとする。 
（２）圧縮機は、吸入空気を必要圧⼒まで効率よく圧縮出来るものとし、汚れに対して性能低 

下の少ないものとする。 
（３）タービン翼は、超耐熱合⾦製とし精密に機械加工され、燃焼ガスの運動エネルギーを効 

率よく回転⼒に変換出来る形状とし、さらに、熱変化と遠心⼒に対する強度を有するもの 
とする。 

（４）燃焼器は、特殊耐熱合⾦製とし燃焼高温ガスに対する耐久性を有すると共に、吸入空気 
と燃料の混合性能が最大限発揮出来る構造とする。 

（５）減速装置は、専用に設計された多段⻭⾞式とし、タービン軸の高速回転を適正回転数ま 
で減速するものとする。 

（６）内蔵潤滑油ポンプは、⻭⾞形又はトロコイド形とし圧⼒調整弁を設けるものとする。 
２．防音性 

ガスタービンは、防音パッケージ内に収納し、パッケージ周囲１ｍにおける運転音は、設 
計図書によるものとする。 

３．消音器 
消音器の性能は、騒音レベル及びポンプ場敷地境界線上の規制値は、設計図書によるもの 

とする。 
４．定格回転速度 

減速機が内蔵されている⽴軸ガスタ－ビンは、ポンプ回転速度を定格回転速度とする。 
なお、横軸の場合は、1,800min－1 以下とし、大出⼒ガスタービン(3000kW 超)の場合は設計 

図書によるものとする。 
５．付属品 

付属品は、ガスタービン１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）圧⼒計(潤滑油用、圧縮機出口用)  １台分 
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（２）温度計(潤滑油用、排気用)  １台分 
（３）回転計 １ 個 
（４）機関保護用検出器類 １台分 
（５）排気消音器 １台分 
（６）内蔵潤滑油ポンプ １台分 
（７）始動用直流電源盤(電気式の場合)  １台分 
（８）始動用空気槽(圧縮空気式の場合)  ２本１組 
（９）油圧ユニット １台分 
（10）機関制御盤 １台分 
（11）出⼒軸軸継手及び延⻑軸軸継手 １台分 
（12）潤滑油冷却器 １台分 
（13）燃料こし器 １台分 
（14）潤滑油こし器 １台分 
（15）機付換気ファン １台分 
（16）機関廻り小配管コック及び配線類 １台分 
（17）機関台床 １台分 
（18）基礎ボルト・ナット １台分 
（19）潤滑油(規定油量) １台分 
６．予備品 

請負者は、同一仕様(同一形式、同一出⼒)のガスタ－ビン毎に次に示す部品のうち当該設 
備に使用した部品を予備品として納入しなければならない。 

（１）点火栓 １台分 
（２）燃料こし器エレメント １台分 
（３）潤滑油こし器エレメント １台分 
（４）予備品箱 １台分 
７．工具 

請負者は、ガスタ－ビン機関を保守点検するのに必要な工具を工具箱に収め納入しなけれ 
ばならない。 

６－５－４ 電動機(水中ポンプ用は除く) 
１．電動機の仕様 

電動機は三相誘導電動機とする。なお、同期電動機、整流子電動機を使用する場合におい 
ては、設計図書によるものとする。 

２．電動機の構造 
（１）駆動されるポンプの所要動⼒及び特性に適合した性能のものとし、定格出⼒は、運転範 

囲において過負荷とならないものとする。 
（２）電動機は、定格周波数のもとで端子電圧が、定格値の±10％の範囲で変化しても定格出 

⼒で使用しても支障のないものとする。 
（３）電動機は、定格電圧のもとで電源周波数が、定格値の±５％の範囲で変化しても定格出 

⼒で使用して支障のないものとする。 
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３．軸受 
軸受は、すべり軸受又はころがり軸受とし、予想される運転中の最大荷重・振動等に対し 

耐えうるものとする。 
なお、スラスト荷重を電動機で受ける場合は、荷重条件に適したものとする。 

４．始動方式 
電動機の始動方式は、設計図書による。 

５．速度制御装置 
速度制御を⾏う場合、速度制御装置は、設計図書で示す速度制御範囲内で、安定した制御 

が出来るものとする。 
６．構造、寸法、試験等 

主原動機用電動機の構造、寸法、試験等については、JIS、JEC、JEM に準拠したものとす 
る。 

７．付属品 
付属品は、電動機１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）基礎ベース及びボルト・ナット １台分 
（２）出⼒軸軸継手 １台分 
（３）軸受温度計 １台分 
（４）スペースヒータ １台分 
８．予備品 

請負者は、同一仕様(同一形式、同一出⼒)の電動機毎に次に示す部品のうち当該設備に使 
用した部品を予備品として納入しなければならない。 

（１）ブラシ １台分 
 

 

第６節 動⼒伝達装置 
 

 

６－６－１ 遠心クラッチ 
１．遠心クラッチの構造 
（１）遠心クラッチは、連続運転に耐え点検及び整備が容易で、動⼒の伝達が確実に出来るも 

のとする。 
（２）遠心クラッチの出⼒側には、軸受を設けるものとし、減速機との接続は、適切な軸継手 

を設けて⾏うものとする。 
（３）遠心クラッチは、クッションスタートが可能で、出⼒側が逆転しても入⼒側に伝達しな 

いもので、オーバーロードの場合は、スリップし機器を保護する構造とする。 
（４）遠心クラッチは、入⼒軸の回転により自動的に動⼒接合及び動⼒遮断されるものとする。 

また、原動機停止中に機側にて、手動レバーを操作することにより、動⼒を完全遮断出 
来る構造にするものとする。 
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（５）遠心クラッチの手動レバーが振動等により容易に移動することのないようにするものと 
し、ロック装置を有したものとし、操作⼒は 100N 以下とする。 
また、危険な回転部分には安全カバーを設けるものとする。 

２．付属品 
請負者は、遠心クラッチ１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）出⼒側軸受 １台分 
（２）出⼒側軸継手 １台分 
（３）切換装置 １台分 

６－６－２ 油圧クラッチ 
１．油圧クラッチの仕様 

油圧クラッチの仕様は、設計図書による。 
２．油圧クラッチの構造 
（１）油圧クラッチは、連続運転に耐え、点検、補修及び潤滑油交換の容易な構造とし、動⼒ 

の伝達が確実に出来るものとする。 
（２）油圧クラッチは、主原動機運転中においても操作が可能な構造とする。 

６－６－３ 流体継手 
１．流体継手の構造 
（１）流体継手は、連続運転に耐えるもので点検、補修及び潤滑油交換の容易な構造とする。 
（２）駆動側回転体部は、⽻根⾞と被駆動軸のランナをお互い向かい合わせ、内部に適当量の 

流体を充填することによって、駆動軸の動⼒を一旦流体の速度エネルギーに変換して被駆 
動軸側に伝達する構造のものとする。 

（３）一定充填式充排油形は、回転部の作動油を給油ポンプと切換によって充填・排油出来る 
構造で、クラッチ作用を兼ね備えたものとする。 

（４）可変充填式充排油形は、流体継手内の⽻根⾞内作動油量を変えることによって駆動側の 
回転速度を一定のままで被駆動側の回転速度を変えることが出来るものとする。 

（５）回転体は、カバーにより保護されている構造とし、カバーは強度と剛性を有するものと 
する。 

（６）流体継手は、カバー合せ面、軸貫通部、管接手等からの油洩れが無く、ごみの侵入を防 
ぐ構造とする。 

２．充油方式 
流体継手の充油方式は強制充油とし、軸受部は強制潤滑方式とする。 
なお、潤滑油冷却装置が必要な場合は連続運転に耐える信頼性の高いものとし、必要な場 

合はユニットにまとめ設置するものとする。 
３．付属品 

請負者は、流体継手１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 
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（１）油温度計 １台分 
（２）出⼒側軸継手 １台分 
（３）ウイングポンプ １個 
（４）保護用検出器類 １台分 
（５）初期潤滑油ポンプ １個 
（６）内蔵潤滑油ポンプ １個 
（７）潤滑油(規定油量)  １台分 
（８）潤滑油冷却装置 １台分 

 

 

第７節 減 速 機 
 

 

６－７－１ 一般事項 
１．減速機の仕様 

減速機の仕様は、設計図書による。 
２．減速機の構造 
（１）減速機は、原動機の動⼒を主ポンプに確実に伝達すると共に、主ポンプの必要回転速度 

に減速するものとする。 
（２）⻭⾞減速機は、連続運転に耐え、点検・補修及び潤滑油交換の容易な構造とする。 

なお、冷却方式は設計図書によるものとする。 
３．減速機の⻭⾞ 

⻭⾞は、設計図書で指定された寿命時間に十分耐えるもので、⻭⾞は精密な加工を⾏い、 
有効な⻭当り、バックラッシを有するものとする。 

４．ケーシング 
ケーシングは、油溜りを兼ねた全閉構造とし、遊星形を除いては内部点検用の透明な窓を 

設けるものとする。 
なお、潤滑は強制潤滑方式とし、必要な場合は、潤滑油冷却装置をユニットとしてまとめ 

設置するものとし、これ以外の潤滑方式の場合は設計図書によるものとする。 
６－７－２ 平⾏軸⻭⾞減速機 

１．平⾏軸⻭⾞減速機の構造 
（１）平⾏軸⻭⾞減速機の構造は、入出⼒軸が同軸上にない為、機場レイアウト等に注意しな 

ければならない。 
（２）スラスト荷重を減速機で受ける場合は、荷重条件に適した軸受を使用するものとし、連 

続運転に耐える構造及び容量とする。 
２．付属品 

付属品は、平⾏軸⻭⾞減速機１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）初期潤滑油ポンプ(必要な場合)  １個 
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（２）内蔵潤滑油ポンプ(必要な場合)  １個 
（３）油冷却器(必要な場合)  １台分 
（４）ストレ-ナ(必要な場合)  １個 
（５）潤滑油圧⼒計(必要な場合)  １台分 
（６）潤滑油温度計 １台分 
（７）油面計(必要な場合)  １個 
（８）ウィングポンプ １個 
（９）保護検出器類 １台分 
（10）スラスト軸受温度計 １台分 
（11）潤滑油(規定油量) １台分 

６－７－３ 遊星⻭⾞減速機 
１．遊星⻭⾞減速機の構造 

スラスト荷重を減速機で受ける場合は、荷重条件に適した軸受を使用するものとし、連続 
運転に耐える構造及び容量とする。 

２．ケーシング 
ケーシングは、油溜りを兼ねた全閉構造とする。 

３．付属品 
付属品は、遊星⻭⾞減速機１台に対して次のものを標準とし、具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）初期潤滑油ポンプ １個 
（２）内蔵潤滑油ポンプ １個 
（３）油冷却器(必要な場合)  １台分 
（４）ストレーナ １個 
（５）潤滑油圧⼒計 １台分 
（６）潤滑油温度計 １台分 
（７）油面計 １個 
（８）ウイングポンプ １個 
（９）保護検出器類 １台分 
（10）スラスト軸受温度計 １台分 
（11）潤滑油 １台分 

６－７－４ 直交軸傘⻭⾞減速機 
１．直交軸傘⻭⾞減速機の構造 

スラスト荷重を減速機で受ける場合は、荷重条件に適した軸受を使用するものとし、連続 
運転に耐える構造及び容量とする。 

２．ケーシング 
ギヤボックスのケーシングは、十分剛性のあるものとする。 

３．付属品 
付属品は、直交軸傘⻭⾞減速機１台に対して次のものを具備するものとする。 
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ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）初期潤滑油ポンプ １個 
（２）内蔵潤滑油ポンプ １個 
（３）潤滑油圧⼒計 １台分 
（４）潤滑油温度計 １台分 
（５）油面計 １個 
（６）ウイングポンプ １個 
（７）スラスト軸受温度計(ポンプスラストを支持する場合)  １台分 
（８）保護用検出器類 １台分 
（９）潤滑油(規定油量)  １台分 
（10）油冷却器 １台分 

６－７－５ 直交軸傘⻭⾞減速機(流体継手内蔵) 
１．直交軸傘⻭⾞減速機(流体継手内蔵)の構造 

スラスト荷重を減速機で受ける場合は、荷重条件に適した軸受を使用するものとし、連続 
運転に耐える構造及び容量とする。 

２．ケーシング 
流体継手とギヤボックスのケーシングは、十分剛性のあるものとする。 

３．付属品 
付属品は、直交軸傘⻭⾞減速機(流体継手内蔵)１台に対して次のものを具備するものとす 

る。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）初期潤滑油ポンプ １個 
（２）内蔵潤滑油ポンプ １個 
（３）潤滑油圧⼒計 １台分 
（４）潤滑油温度計 １台分 
（５）油面計 １個 
（６）ウイングポンプ １個 
（７）スラスト軸受温度計(ポンプスラストを支持する場合)  １台分 
（８）保護用検出器類 １台分 
（９）潤滑油(規定油量)  １台分 
（10）油冷却器(必要な場合) １台分 

６－７－６ 直交軸傘⻭⾞減速機(油圧クラッチ内蔵) 
１．直交軸傘⻭⾞減速機（油圧クラッチ内蔵）の構造 

スラスト荷重を減速機で受ける場合は、荷重条件を満足する軸受を使用するものとし、連 
続運転に耐える構造及び容量とする。 

２．油圧クラッチ 
油圧クラッチは、湿式多板構造とし、電磁弁によりクラッチの操作が可能なほか、機側に 
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おいても手動の非常操作が可能なものとし、連結ボルト、ピン等による機械的な直結が可能 
なものとする。 

３．付属品 
付属品は、直交軸傘⻭⾞減速機(油圧クラッチ内蔵)１台に対して次のものを標準とし、具 

備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

（１）初期潤滑油ポンプ １個 
（２）内蔵潤滑油ポンプ １個 
（３）潤滑油圧⼒計 １個 
（４）潤滑油温度計 １固 
（５）油面計 １個 
（６）ウィングポンプ １個 
（７）スラスト軸受温度計(ポンプスラストを支持する場合)  １台分 
（８）保護用検出器類 １台分 
（９）潤滑油(規定油量)  １台分 
（10）油冷却器(必要な場合) １台分 

 

 

第８節 系統(補助)機器設備 
 

 

６－８－１ 一般事項 
１．系統(補助)機器設備の構造 
（１）系統(補助)機器設備は、使用環境及び機場規模等に適応したもので振動、騒音が少なく、 

連続運転に耐えるものとする。 
（２）系統(補助)機器設備は、点検及び整備等を考慮して、側壁等から適切な空間を保持して 

据付を⾏い適宜分解出来る構造とし、計器類等は、運転操作及び点検等を考慮し⾒易い位 
置に取付けるものとする。 

（３）機器の運転で振動を発生する空気圧縮機等は、基礎ボルトにゆるみ止めを施すものとす 
る。 

２．表示 
配管経路にあるフィルタ、クーラ等については、流体の入口と出口を表示し、バルブ等に 

ついては、｢常時開｣又は｢常時閉｣等の名札を付し、バルブ開閉方向を表示する。 
３．水位検知器 

各水槽(冷却水槽、清水槽、原水槽、屋内排水槽、温水槽等)には、各々に水位検知器を設 
けるものとする。 

４．危険分散 
複数台の主ポンプ及び自家発電設備の運転に共通に使用される共通系統(補助)機器につい 

ては、危険分散を考慮し、重要度により予備機を設けるかバックアップ機能を有した構造と 
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する。 
６－８－２ 満水(呼水)系統設備 

１．満水(呼水)系統設備の構造 
満水(呼水)系統設備は、気密性に優れたものとし、主ポンプを必要時間内で満水可能な容 

量とする。 
また、満水時間は極⼒短いことが望ましく、真空ポンプ吸込及び吐出し管の呼び水時間が 

５分以内となる容量とする。ただし、吸込管、吐出管が⻑い場合および口径 2,000mm 以上の 
ポンプ等で充水量が多い場合は、電動機容量等を考慮し呼び水時間は 10 分以内とする。 

２．真空ポンプ 
（１）真空ポンプは、補水槽から自己給水の出来る構造とする。 
（２）真空ポンプの選定は、設計図書による。 
（３）付属品は、真空ポンプ１台に対して次のものを具備するものとする。 

ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 
①共通ベース １台分 
②補水槽(ボールタップ及び電極式水位検知器付)  １台分 
③真空計及びコック付導管 １台分 
④弁類(ポンプ回り)  １台分 
⑤基礎ボルト・ナット １台分 
⑥軸継手及び安全カバー １台分 

３．補水槽 
（１）補水槽の仕様は、設計図書による。 

６－８－３ 給水系統設備 
１．共通事項 
（１）給水系統設備は、各機器へ必要な水を供給するもので、冷却水系統、潤滑水系統、封水 

系統で構成されるものとする。 
２．ポンプ類 
（１）冷却水ポンプ 

①冷却水ポンプは、各機関及び減速機等を冷却し得る揚程と容量を有するものとする。 
②冷却水ポンプの仕様は、設計図書による。 

（２）潤滑水ポンプ 
①潤滑水ポンプは、⽴軸ポンプの封水部及び水中軸受がゴム軸受の場合に潤滑水供給用と 

して設けるポンプとする。 
②潤滑水ポンプは、主ポンプ軸受を潤滑し得る揚程と容量を有するものとする。 
③潤滑水ポンプの仕様は、設計図書による。 

（３）封水ポンプ 
①封水ポンプは、主に横軸ポンプの軸封部への注水用に設置するポンプとする。 
②封水ポンプの揚程は、実揚程、小配管系統の圧⼒損失のほかに、給水部入口で必要注水 

圧⼒ヘッド 10ｍ以上を⾒込むものとする。 
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③封水ポンプは、主ポンプの軸封水を供給し得る揚程と容量を有するものとする。 
④封水ポンプの仕様は、設計図書による。 

（４）給水ポンプ 
①給水ポンプは主に小規模な機場の給水系統において使用するポンプとする。 
②給水ポンプの仕様は、設計図書による。 

（５）温水ポンプ 
①温水ポンプは、ディーゼル機関の冷却方式に冷却塔(クーリングタワー)方式を採用した 

場合、各部の冷却後に温水槽へ戻った温水を冷却塔へ圧送するために設置するポンプと 
する。 

②温水ポンプは、必要な冷却水量を冷却塔に圧送し得る揚程と容量を有するものとする。 
③温水ポンプの仕様は、設計図書による。 

（６）取水ポンプ 
①取水ポンプは、二次冷却などの原水取水用に設置するためのポンプとする。 
②取水ポンプは、冷却水量に対して、排水し得る揚程と容量を有するものとする。 
③取水ポンプの仕様は、設計図書による。 

（７）井⼾ポンプ 
①井⼾ポンプは、主ポンプの潤滑水、軸封水及びディーゼル機関の一次冷却水等の清水補 

給用に設置するポンプとする。 
②井⼾ポンプは、給水系統、清水槽の容量、許容温度、主器の運転時間から決定される揚 

程と容量を有するものとする。 
③井⼾ポンプの仕様は、設計図書による。 

（８）場内排水ポンプ 
①場内排水ポンプは、ポンプ室等で自然排水が不可能な場所に設置するポンプとする。 
②場内排水ポンプの仕様は、設計図書による。 

３．冷却装置 
（１）一般事項 

①冷却装置は、主原動機及び⻭⾞減速機等に冷却水を必要とする場合、それを供給・循環 
する装置とする。 

②冷却装置は、揚（用）排水機場の⽴地条件、水量、水質及び水温を考慮し、主ポンプの 
計画連続運転時間内に確実に供給が継続出来るものとする。 

（２）管内クーラ・槽内クーラ 
①管内クーラ及び槽内クーラは、水質条件等を十分に考慮し、腐食、ごみ詰り等に対し安 

全な構造とするものとする。 
②管内クーラ及び槽内クーラ設置に当たっては設置スペース及び位置について十分検討を 

⾏うものとする。 
③管内クーラ及び槽内クーラの仕様は、設計図書による。 

（３）クーリングタワー 
①クーリングタワーは、放水形直接冷却方式の系統にクーリングタワーを付加して水の循 

環使用を⾏う装置とする。 
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②クーリングタワーには、冷水槽と温水槽を必要とし、冷却水にて蒸発分を補給出来る構 
造とすること。 

③クーリングタワーの仕様は、設計図書による。 
（４）ラジエータ 

①ラジエータは、機関の外部に冷却器の熱交換部を設置し、機関の冷却水を冷却器の内部 
に循環させ、機関の動⼒を使ってファンを廻し冷却器の熱交換部を空冷する装置とする。 

②ラジエータの仕様は、設計図書による。 
４．水槽類 
（１）一般事項 

①水槽類は、水位をボールタップバルブ、水位検知等により検知し、規定水位で給水開始 
あるいは停止出来る構造とする。 

②付属品は、水槽 1 基に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 
ア．ボールタップバルブ １基分 
イ．水位検知器 １基分 
ウ．点検用梯子、架台(架台式の場合)  １基分 
エ．上蓋 １基分 
オ．ドレンバルブ １基分 
カ．オーバーフロー管 １基分 
キ．相フランジ １基分 
ク．基礎ボルト・ナット １基分 

（２）膨張タンク 
膨張タンクは、十分な強度と剛性を有するとともに、漏水の無いもので、水抜きが出来 

る構造とする。 
なお、アクリル製等の水位表示器を設けるものとする。 

（３）高架水槽 
高架水槽は、十分な強度と剛性を有するとともに、漏水が無いもので、水抜きが出来る 

構造とする。 
なお、アクリル製等の水位表示器を設けるものとする。 

５．水処理装置 
（１）共通事項 

二次冷却などに原水を使用する場合、原水の水質により取水ポンプの吐出側にオートス 
トレーナ等の水処理装置を施すものとする。 

（２）オートストレーナ 
オートストレーナは、ゴミを除去する場合に用いるもので逆洗浄出来る構造とし、バイ 

パス配管及びバルブを設けるものとする。 
（３）サイクロンセパレータ 

サイクロンセパレータは、砂等を除去する場合に用いるもので、仕様については、設計 
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図書によるものとする。 
（４）凝集沈殿装置 

凝集沈殿装置は、河川水の水質が相当悪く、しかも大量の水を必要とする場合に用いる 
もので、仕様については、設計図書によるものとする。 

６－８－４ 燃料系統設備 
１．一般事項 
（１）燃料系統設備は、燃料移送ポンプ、燃料貯油槽、燃料小出槽等で構成するものとする。 

①燃料貯油槽は、地下式、屋外式、屋内式等に分類され、危険物関係法令(消防法、政令、 
都道府県市町村条例等)を遵守して設置するものとする。 

②燃料貯油槽の容量は、設計図書に示された連続運転に支障のない容量とする。 
２．地下式燃料貯油槽 
（１）タンクは、厚さ 3.2 ㎜以上の鋼板で気密に製造するものとし、圧⼒タンクを除くタンク 

にあっては、0.07MPa の圧⼒で、圧⼒タンクにあっては最大常用圧⼒の 1.5 倍の圧⼒で、 
それぞれ 10 分間⾏う水圧試験において、漏れ、変形のないものとする。 

（２）タンクの外面保護は、消防法の「危険物の規制に関する政令」、「危険物の規制に関する 
規則」、「危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める告示」によるものとする。 

（３）タンク頂部には、無弁通気管を設置するものとする。 なお、無弁通気管は、防食
対策を施すとともに雨水等の進入がない構造とする。 

（４）タンクの空間容積は、タンク内容積の５〜10％とするものとする。 
（５）付属品は、地下式燃料貯油槽１基に対して次のものを具備するものとする。 

ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

①注油口 １基分 
②送油口 １基分 
③返油口 １基分 
④圧油口 １基分 
⑤計量口 １基分 
⑥計量尺 １基分 
⑦油量計 １基分 
⑧油槽蓋及び点検用蓋 １基分 
⑨漏洩検知管 １基分 
⑩通気⾦物 １基分 
⑪タンクバンド、アンカーボルト等 １基分 
⑫標識及び掲示板 １基分 
⑬消火器 (数量は設計図書による) 

３．屋外式燃料貯油槽 
（１）タンクは、厚さ 3.2 ㎜以上の鋼板で気密に製造するものとし、圧⼒タンクの場合は、最 

大常用圧⼒の 1.5 倍の圧⼒で 10 分間⾏う水圧試験において、圧⼒タンクを除くタンクにあ 
っては、水張試験において、漏れ、変形のないものとする。 
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（２）タンクの外面にさび止めのための塗装を⾏うものとする。 
（３）タンクに無弁通気管を設けるものとし、通気口は雨水の浸入のない構造とする。 
（４）タンクに油量の確認が容易に出来る装置を設けるものとする。 
（５）配管に不等沈下や地震等によりタンクとの結合部分に損傷を与えないよう可とう伸縮継 

手等を設けるものとする。 
なお、タンクの弁は鋳鋼製または同等品以上とする。 

（６）タンクは、｢危険物の規制に関する政令｣に定められた保安距離、保有空地を確保するも 
のとする。 

（７）防油堤は、鉄筋コンクリート造で、最大タンク容量の 110％以上の容量をもったものとし、 
防油堤の高さを 0.5ｍ以上とする。 

（８）指定数量の 10 倍以上の危険物を取扱うタンクについては、避雷設備を設けるものとする。 
ただし周囲の状況によって安全上支障のない場合においては、この限りではない。 

（９）付属品は、屋外式燃料貯油槽１台に対して次のものを具備するものとする。 
ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

①注油口 １基分 
②送油口 １基分 
③返油口 １基分 
④油量指示計 １基分 
⑤通気⾦物 １基分 
⑥梯子(必要な場合)  １基分 
⑦基礎ボルト・ナット １基分 
⑧マンホール １基分 
⑨標識及び掲示板 １基分 
⑩消火器 (数量は設計図書による) 

４．屋内式燃料貯油槽 
（１）タンクは、厚さ 3.2 ㎜以上の鋼板で気密に製造するものとし、圧⼒タンクの場合は、最 

大常用圧⼒の 1.5 倍の圧⼒で 10 分間⾏う水圧試験において、圧⼒タンクを除くタンクにあ 
っては、水張試験において、漏れ、変形のないものとする。 

（２）タンクの外面にさび止めのための塗装を⾏うものとする。 
（３）タンク(圧⼒タンク以外)に無弁通気管を設けるものとし、通気管の直径は 30mm 以上とす 

る。先端は屋外にあって地上４ｍ以上の高さとし、かつ建築物の窓、出入口等の開口部か 
ら１ｍ以上離し、水平より下に 45 度以上曲げ雨水の浸入を防ぎ、銅網等による引火防止装 
置を設けるものとする。 

（４）タンクに油量の確認が容易に出来る装置を設けるものとする。 
（５）給油ホース又は給油管と結合可能な弁、又は蓋を有する注入口を屋外に設けるものとす 

る。 
なお、タンクの弁は鋳鋼製とする。 

（６）タンクの側板には、水抜管を設けるものとする。 



第６章  揚（用）排水ポンプ設備 

― 155― 

 

 

 

 

（７）配管は鋼製その他⾦属管とし、不等沈下や地震等によりタンクとの結合部に損傷を与え 
ないよう可とう伸縮継手等を設けるものとする。 

（８）タンクは、｢危険物の規制に関する政令｣に定められた保安距離、保有空地を確保するも 
のとする。 

（９）平屋建の建築物に設けられたタンク専用室であること。ただし、引火点が 40℃以上の燃 
料油(軽油・重油)などの場合は平屋以外のものでもよいものとする。 

（10）タンクと壁との間及び２基以上のタンクを設置する場合のタンク相互間は 0.5m 以上の間 
隔を保つこととする。 

（11）屋内貯蔵タンクの最大容量は 20kL 以下(燃料油・潤滑油などの場合)であること。 
また、同一の室内にタンクを２基以上設置する場合は、その合計が同様に 20kL 以下であ 

ること。 
（12）屋内式燃料貯油槽の仕様については、設計図書による。 
５．燃料移送ポンプ 
（１）軸封部の構造は、メカニカルシール方式とする。 
（２）燃料移送ポンプの予備として手動ウイングポンプを機場に１組設けるものとする。 
（３）燃料移送ポンプの仕様は、設計図書による。 
６．燃料小出槽 
（１）燃料小出槽には、空気抜き管、ドレン抜き管、燃料油入り口管、燃料計出口管、オーバ 

ーフロー管及び戻り管を設けるものとする。 
（２）配管は、不等沈下、地震等による破裂、損傷の無いよう、隔壁の通過部及び貯油槽との 

結合部等に可とう伸縮継手等を設置する。 
（３）燃料小出槽の容量は補給なしで全台数を２時間以上運転するのに必要な容量とし、容量 

が大きい場合は２個以上に分割してもよいものとするが、特に大容量の場合を除き少量危 
険物の指定数量以内とし燃料移送ポンプにより自動補給するものとする。 

（４）燃料小出槽の仕様は、設計図書による。 
６－８－５ 始動系統設備 

１．一般事項 
（１）始動方式は、セルモータ始動式、エアモータ始動式、直接空気始動式で、設計図書に示 

す方式によるものとする。 
（２）始動空気系統全体は、共通補機として機能するが、空気槽はディーゼル機関１台につき 

常用１本、予備１本を設けるユニット補機的組合せとする。 
２．空気圧縮機 
（１）空気圧縮機は空気槽１本に対し、１時間以内に大気圧から規定圧⼒まで充気出来る容量 

とする。 
（２）付属品は、空気圧縮機１台に対して、次のものを具備するものとする。 

ただし、構造上、明らかに不必要な物についてはこの限りではない。 
なお、これによらない場合は、設計図書によるものとする。 

①共通ベース １台分 
②水分離器 １台分 
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③安全弁 １台分 
④潤滑油油面計 １台分 
⑤圧⼒計 １台分 
⑥軸継手又はＶベルト及び安全カバー １台分 
⑦潤滑油(規定量)  １台分 
⑧基礎ボルト・ナット １台分 

３．空気槽 
（１）空気槽１本の容量は、連続操作で３回以上始動可能なものとする。 
（２）空気槽の仕様は、設計図書による。 

６－８－６ 給油(潤滑油)系統設備 
１．一般事項 
（１）原動機及び動⼒伝達装置等に潤滑油を強制給油する場合は、十分な容量を有する潤滑油 

系統設備を設置するものとする。 
（２）潤滑油系統設備は、潤滑油ポンプ、初期潤滑油ポンプ、潤滑油濾過器及び潤滑油冷却器 

より構成する。 
２．潤滑油ポンプ 
（１）潤滑油ポンプの容量は、設計図書による。 
（２）潤滑油ポンプの仕様は、設計図書による。 
３．潤滑油濾過器及び潤滑油冷却器 
（１）潤滑油濾過器及び潤滑油冷却器の仕様は、設計図書による。 

６－８－７ 小 配 管 
１．一般事項 
（１）必要な箇所にドレン配管を設置するものとする。 
（２）消防法の適用を受ける燃料系統は、壁貫通部処理、可とう伸縮継手設置等について十分 

に配慮するものとする。 
なお、口径 40mm 以上の油配管の接続は、ねじ継手を避けフランジ継手又は溶接継手を用 

い、パッキン並びにシール材は、耐油性のものを使用するものとする。 
（３）小配管は、設備の運用や維持管理において用途や内部流体の種別の把握が容易なように、 

系統別に色分けを⾏う。 
また、流体の移動方向を矢印にて表示する。 

２．小配管の材質 
小配管の材質は、次によるものとし、詳細については設計図書によるものとする。 

（１）水系統及び満水系統は配管用ステンレス鋼鋼管で、管厚はスケジュール 20 とする。 
（２）空気系統は銅管(Cut)とし、管厚は外径８mm で 1.0mm 以上、10mm から 20mm で 1.2mm 以 

上とする。 
なお、口径 20mm 以上については、配管用ステンレス鋼鋼管・スケジュール 40 とする。 

（３）使用最高圧⼒１MPa を超える作動油及び潤滑油系統には、圧⼒配管用炭素鋼鋼管(STPG) 
を使用するものとする。 

口径 350mm〜700mm の排気管系統の配管には、管厚６mm の配管用ア-ク溶接炭素鋼鋼管 
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(STPY)とする。 
 

 

第９節 監視操作制御設備及び電源設備 
 

 

６－９－１ 一般事項 
第 12 章第１節通則、第２節構造一般、第３節高圧設備、第４節低圧設備による。 

６－９－２ 監視操作制御方式 
１．一般事項 
（１）監視操作方式の各操作の定義は次によるものとする。 

機側操作：機器の側からの操作 
遠 隔：同一機場内に設けられた操作室からの操作 
遠 方：機場から離れた中央管理所からの操作 

（２）主ポンプ、系統機器等の監視操作場所は、機側操作及び遠隔によるものとする。 
また、遠方操作は、遠隔操作と同様にポンプ設備周辺の安全を確認出来るよう配慮した 

ものとし、特に、機場の簡素化、合理化を図り、運転操作を簡略化し、信頼性の高い監視 
操作機能を有したものとし、その詳細は設計図書によるものとする。 

（３）操作は、機側操作を優先としインターロックを⾏うものとする。 
（４）ポンプ設備の操作方式は、運転員の熟練、維持管理の容易さ、信頼性の向上等を目的と 

するために、同一形式は、同一操作方式とする。 
（５）排水ポンプ設備の操作は、始動時に多くの操作を必要としない連動運転操作とし、機側 

での単独運転操作も可能なものとする。 
（６）用水ポンプ設備の操作方法は、設計図書に明示する場合を除き連動運転操作とし、機側 

での単独運転操作も可能なものとする。 
（７）請負者は、遠方操作盤等を設置する場合、遠隔又は遠方で操作を⾏う場合の CCTV 装置、 

音声警報装置、進入防止センサ等の機能を有効に発揮出来る場所に設置するものとする。 
また、機器故障に際し予備機に自動切替を⾏うなどのシステム構成及び始動・停止時の信 
頼性向上の検討も十分に⾏うものとする。 

（８）請負者は、定常的な状態保持を⾏う燃料移送ポンプ、空気圧縮機、屋内排水ポンプ及び 
取水ポンプ等は、液面スイッチや圧⼒スイッチ等により自動運転が可能なものとする。 

（９）設計図書に明示がない限り主ポンプ及び自家発電設備は、運転中一時停止した時には、 
再び始動操作を⾏わなければ始動しない回路を構成するものとする。 

ただし、設計図書で自動開始方式が明示されている場合は、ポンプ設備及び送水システ 
ムに支障がないことを確認する回路を構成し、安全な運転を続⾏出来る方式とするものと 
する。 

（10）直流電源設備及び自動運転を⾏う系統機器は、停電後、電源回復とともに機能出来る状 
態に自動復帰するものとする。 

（11）｢遠方、遠隔｣と｢機側｣の切換操作は機側のみ可能とする。 
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また、系統機器の｢常用｣と｢予備｣の切換操作、自動運転する系統機器の｢自動｣と｢単独｣ 
の切換は機側のみで可能とする。 

なお、遠方からの強制切換又は操作がある場合は設計図書によるものとする。 
２．運転条件及び始動条件 

遠隔作及び機側操作を⾏う用排水ポンプ設備の主ポンプ運転操作方式及び始動条件は、設 
計図書で明示する以外は、適用する技術基準等により決定し、監督員の承諾を得るものと 
する。 

３．監視操作制御機器 
（１）監視操作制御用機器の設置場所は、機器の機能が正しく発揮される場所で、かつ取扱の 

容易なところとするものとする。 
（２）周囲の環境条件は、JEM 1425、JEM  1265 等によるものとし、これ以外の場合は設計図書 

で明示するものとする。 
（３）運転操作や故障保護用に用いるセンサ類の仕様は、設計図書による。 
（４）運転操作用のセンサ電源は、AC100V 又は AC200V、故障保護用のセンサ電源は、DC100V 

又は DC24V とする。 
（５）精度及び設定値は、監督員の承諾を受けるものとする。 

なお、設定値は、現地で変更が可能なものとする。 
４．故障保護 

主ポンプ設備及び自家発電設備等は、故障保護を講ずるものとし、重故障に対しては、非 
常停止、ベル警報及び重故障表示を、軽故障に対しては、ブザー警報及び軽故障表示を⾏う 
ものとし、ベル警報又はブザー警報は警報時間の設定を調節出来るものとする。 

なお、故障項目は、設計図書で明示する以外は、適用する技術基準等により決定し、監督 
職員の承諾を得るものとする。 

６－９－３ 監視操作制御設備 
１．一般事項 
（１）監視操作制御設備は、次の機能等を持つ設備により構成し、用途、規模、主原動機の種 

類、運転操作方式等を考慮し必要機能を有するもので、構成、仕様等については、設計図 
書による。 
①監視操作機能 
②制御機能 
③運転支援機能 
④動⼒供給機能 
⑤計測機能 
⑥安全確認機能 
⑦遠方監視操作機能 

（２）請負者は、監視操作制御設備の雷対策、耐震対策、耐水又は浸水対策について、適切な 
対策について配慮を⾏うものとする。 

２．監視操作機能 
（１）遠隔機能は、設計図書で明示する以外は次によるものとする。 
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①監視機能は、施設全体の状態を監視し易いように、機器の状態・故障表示や各種計測値 
表示及びシステム系統などを表す機能を装備したもので、詳細は、設計図書によるもの 
とする。 

②始動、停止、操作方法の切換等を⾏う操作機能は、設計図書で明示する以外は、誤動作 
を防止する為に｢選択｣と｢実⾏｣の２挙動操作とし、操作手順に合わせた操作スイッチの 
配置など操作性を配慮したものとする。 

（２）機側操作機能は、設計図書で明示する以外は次によるものとする。 
①主ポンプの機側操作機能は、各機器の状態を目視確認しながらポンプ１台毎に分散させ 

るものとし、直属機器、吐出弁等の単独操作が可能なものとする。 
②系統機器の機側での操作機能は、系統別機器毎に分散させるものとする。 
③遠隔での監視操作が機能しない場合でも、機側で単独運転が可能なものとする。 
④機側操作盤の盤形式は、設計図書で明示した場合を除き、閉鎖自⽴形又はスタンド形で、 

構造は前面扉、後面扉、固定又はビス止め引掛け式構造とする。 
（３）設備の構成 

①遠隔による監視操作機能の構成は、監視機能と操作機能を一体化した構成にするものと 
し、装置の種類については設計図書によるものとする。 
また、施設規模に応じて大型スクリーン等の大画面監視装置が設計図書で明示されてい 
る場合は、視認しやすい機器を選定するものとする。 

②機側は、監視機能と操作機能を一体化した構成とする。 
（４）監視操作項目 

主ポンプと自家発電装置における状態表示、計測、操作等の名称及び適用は、設計図書 
で明示する以外の項目については、適用する技術基準等により決定し、監督員の承諾を 
得るものとする。 

３．制御機能 
（１）保護・インターロック回路、表示回路等の機能を有し、操作指令を受けて各機器の単 

独・半連動・連動・自動等の運転制御を⾏う制御機能の選定は、設計図書に示す運転制御 
方法に基づき、水位変化、管路抵抗の経年変化、並列・直列運転等の運転台数、管路の合 
流・分岐等の条件がポンプ運転の特性上の制約に干渉しないものとする。 

（２）請負者は、設計図書で遠方操作機能、運転支援機能等他の機能と連携したシステム構成 
のために、PLC 等により制御回路を構成することを明示した場合は、それぞれの機器毎に独 
⽴した制御機能に分割し、万一の不具合時に影響が拡大しないように配慮するものとする。 

ただし、機側単独制御機能及び保護回路は、バックアップを考慮しハードリレーによる 
制御回路とするものとする。 

４．運転支援機能 
（１）運転支援装置は、運転支援機能、故障対応支援、記録・情報管理を⾏うことによって、 

確実な施設の運転、異常時の速やかな対応、合理的な維持管理を可能にするために設置さ 
れるものであり、必要な機能は設計図書によるものとする。 

（２）運転支援機能に係る設備の構成は、次によるものとし、それぞれの設備構成は設計図書 
によるものとする。 
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①データ処理機能・グラフィック処理機能 
②ディスプレイ機能 
③入⼒機能 
④補助記憶機能 
⑤印字出⼒機能 
⑥無停電電源機能 
⑦インターフェース機能 

５．動⼒供給機能 
（１）動⼒供給に係る設備構成については、設計図書に明示した場合を除き次によるものとす 

る。 
①主機が電動機の場合等には、電動機制御盤(ポンプ制御盤)を採用するものとする。 
②系統機器盤は、制御が単純で電動機負荷も小さい場合は、一般閉鎖型とし系統機器が多 

くなる場合は、コントロールセンタ形を採用するものとする。 
③盤内に収納する配線用遮断器、電磁接触器等は、主ポンプ直属あるいは共通系統機器毎 

に系列化して配置するものとする。 
（２）電動機の過負荷は、設計図書で明示のない場合は次によるものとする。 

①低圧電動機の場合は、過負荷継電器(サーマルリレー)とする。 
なお、水中モータポンプ等の始動時間が短く、過負荷耐量の小さい電動機には、２Ｅ又 
は３Ｅリレーを使用する。 

②高圧電動機の場合は、過電流継電器又は２Ｅ、３Ｅ継電器を使用する。 
③各継電器は、電動機の始動電流で誤動作せず、電動機定格の 120％〜130％負荷で確実に 

動作するものを選定するものとする。 
（３）回転速度制御のために一次周波数制御(インバータ制御、VVVF 制御)を⾏う場合は、適切 

な高調波対策を⾏うものとする。 
また、高調波は、電源供給元にも影響を及ぼすので関連規制に準じた対策を施すものと 

する。 
（４）請負者は、電動機の回路に⼒率を 90％以上になるように、⼒率改善コンデンサを設置す 

るものとする。 
（５）始動制御用機器は、次の構造としその選定は設計図書によるものとする。 

①かご形電動機は、Ｙ－△始動、リアクトル始動、コンドルファ始動とし、インバータ制 
御を⾏う場合は、インバータ始動とする。 
また、自家発電装置による水中モータポンプの場合は、コンドルファ 65％タップを採用 
するものとし、その時の電圧降下は 20％以下とする。 
なお、始動用のリアクトルや変圧器は、電動機制御盤内に収納するものとする。 

②巻線形電動機は二次抵抗器始動とし、⾦属抵抗器又は液体抵抗器とする。 
６．計測機能 
（１）計測機能について設計図書に明示する以外は、次の項目を満足するものとする。 

①排水ポンプ設備では、内外水位、圧⼒、温度、運転時間、運転回数、燃料消費量、燃料 
貯油量、吐出弁開度の測定が出来るものとする。 
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②用水ポンプ設備は、吸・吐出槽水位、揚水量、圧⼒、温度、運転時間、運転回数、電圧、 
電流、電⼒、⼒率、周波数、吐出弁開度の測定が出来るものとする。 

（２）請負者は、地形条件、施設の構造及び環境条件に配慮して計装装置を設置するものとす 
る。 

計装装置の機器・材料は、検出部の特性劣化、防錆を考慮したものを選定し監督員の 
承諾を得るものとする。 

なお、設計図書で特に耐雷保護用の保安器の設置、耐雷性に優れた光ファイバーケーブ 
ルの採用について明示がある場合は、適切な機器を選択するものとする。 
①水位測定装置は、設計図書及び次に示す場合を除き、第３章水門設備 3-10-10 による。 

ア．水位計盤は、水位を中央監視盤等にデジタル表示出来る構造のものとする。 
イ．水位計用の電源を独⽴して設ける場合は、盤内に組み込むものとし、自動充電装置 

で蓄電池は、鉛蓄電池又はアルカリ蓄電池とし、選定は、設計図書によるものとする。 
ウ．水位計盤に吐出量演算装置を設ける場合は、誤動作等の生じにくい信頼性の高いも 

のを使用する。 
エ．水位計盤の構造は、閉鎖自⽴形の前面扉、後面扉又は固定又はビス止め引掛式構造 

とし、内部ののぞき窓を前面扉に取付けたものとする。 
②流量計については、設計図書に明示する場合を除き、第３章水門設備 3-10-11 による。 

７．安全確認機能 
（１）請負者は、設計図書に明示する安全確認装置について、設置条件を考慮の上、設置個所 

等を選定し、監督員の承諾を得るものとする。 
（２）画像監視機能は、設計図書で明示する以外は、CCTV を用い、監視対象・監視目的に応じ 

てハウジング構造や旋回・ズーム等の機能の付加や感度、照明による道路交通への影響・ 
周辺住⺠への支障等について十分に配慮しなければならない。 

（３）画像伝送は、設計図書による。 
なお、設計図書に示す以外は、光ファイバーネットワークとする。 

８．遠方監視操作機能 
（１）揚（用）排水機場の運転中は、定期的な巡回点検を⾏うことを前提として設計を⾏うも 

のとする。 
（２）請負者は、遠方管理所と機場間の監視情報と操作情報を相互に確実に伝送する方式を選 

定するものとし、必要に応じて機場側の画像情報を遠方側へ送信出来る機能を検討するも 
のとする。 

（３）請負者は、遠方監視操作機能について設計図書に示す以外は、次を基本として監督員 
の承諾を得て詳細設計するものとする。 
①遠方化システムにおける各施設の制御回路は、機場側で設置することする。 
②施設－遠方の操作切換スイッチは、施設側に設け、操作は施設側機側を最優先するもの 

とする。 
③遠方からの設備操作は、水門、樋門、主ポンプ、自家発電装置、除塵設備のみとし、こ 

れらの機器と連動運転する補機や自動運転する補機の単独操作は⾏わないものとする。 
④遠方操作は、二挙動方式あるいは CRT 上における対話方式等を採用するものとする。 
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⑤遠方操作において、始動条件が満足しない場合の対応策として、始動インターロック項 
目の一部を解除する｢強制｣モードを設けても良いものとする。 
ただし、状況確認に必要な監視・計測情報が得られる場合とする。 

⑥遠方よりの運転制御、自動運転を⾏う場合は、遠方側にも緊急停止機能を持たせるもの 
とする。 

（４）遠方監視操機能を設置する場合は、運用管理体制に配慮して、状況を的確に把握するた 
めのセンサの配置計画を⾏うものとし、次の事項に留意するものとする。 
①センサで検知できないトラブル 
②発生したトラブルの、遠方での修復の可能性と修復ができない場合の手段 
③遠方監視操作装置運用後のトラブルシューティングのあり方 
④万一故障が発生した場合の温度、圧⼒、流量、水位等のデータ記録 

６－９－４ 系統機器盤 
１．系統機器盤は、商用又は自家発電設備からの低圧電源を、各系統機器に分岐するとともに、 

補助継電器盤等からの制御信号により各補助動⼒回路の開閉等を⾏うものとする。 
２．主ポンプ直属系統機器と共通系統機器用動⼒制御回路は、盤内において区分整理して配置 

するものとする。 
３．系統機器盤は、操作対象の電動機毎に配線用しゃ断器及び電磁接触器等を設けるものとし、 

配線用しゃ断器は、過負荷、短絡の保護が確実に⾏えるものとする。 
なお、漏電保護は電気技術基準に基づいて⾏うものとする。 

４．電動機は、個々に進相コンデンサを設け改善後の⼒率を 90％以上にするものとする。 
５．電動機容量が 3.7kW を超える回路には、始動電流を抑制する始動器クローズドトランジェ 

ントタイプスターデルタ始動器を設けるものとするが、ON－OFF 頻度が激しい場合はこの限り 
ではない。 

ただし、開放形スターデルタ又は直入始動とした場合でも、自家発電設備等の容量が増加 
しない場合はこの限りでない。 

６．負荷容量が 11kW 以上のものについては、電流計を設けるものとする。 
７．系統機器盤には、必要な保護装置、継電器類を設けるものとする。 
８．系統機器盤は、JEM  1265(低圧閉鎖配電盤)又は  JEM 1195(コントロールセンタ)によるもの 

とし、選定は設計図書によるものとする。 
なお、盤の構造は、低圧閉鎖配電盤は閉鎖自⽴形の前面扉、後面扉又は固定又はビス止め 

引掛構造とし、コントロールセンタは多段積閉鎖自⽴形前面引出し式とする。 
６－９－５ 予備品 

請負者は、監視操作制御設備等には、次に示す部品のうち当該設備に使用した部品を予備品 
として納入しなければならない。 
１．ランプ、制御回路ヒューズ 現用の 10％(最低１個) 
２．ＬＥＤランプ 現用各種毎に１個 
３．補助継電器類 現用各種毎に１個 
４．電⼒ヒューズ(設置している場合)  各種毎に１組(三相分) 
５．予備品箱 １式 
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第 10 節 角落し 
 

 

６－10－１ 一般事項 
１．角落しの構造 

角落しは、設計図書に示される水位等の荷重条件に対して強度、剛性を有するものとし、 
運搬及び保管等を考慮し、適宜分割した構造のものとする。 

２．角落しの形式 
角落しの形式は、スライド式とし、水密方式は設計図書による。 

３．角落しの材料 
角落しに使用する材料は、使用条件、水質等を考慮したものとする。 

４．スキンプレート 
スキンプレ-トの方向は、設計図書に明示した場合を除き水圧側とする。 

５．角落しの仕様 
角落しの仕様は、設計図書及び第４章水門設備による。 

６－10－２ 構造計算 
１．構造計算 

構造計算は設計図書による。 
６－10－３ 吊込装置 

１．吊込装置 
（１）角落しに設ける吊込装置は、自動着脱可能で操作の容易なものとする。 
（２）吊込装置は、角落しの１ブロック重量に適合した容量のものとする。 

 

 

第 11 節 天井クレーン 
 

 

６－11－１ 一般事項 
１．天井クレーンの構造 
（１）天井クレーンは、｢クレーン等安全規則｣、｢クレーン構造規格｣、JIS 等に準拠したものと 

し、安全でかつ正確な運転が出来るとともに、耐久性が高く、維持管理の容易な構造とす 
る。 

製作は、労働基準監督署の製造認可を受けた工場で⾏うものとし、詳細設計に当たって 
は、設置箇所の状況を調査検討の上⾏うものとする。 

（２）主桁は、設計図書によるものとする。なお、手動式の場合はプレートガーダ構造とし、 
電動式の場合は箱桁構造、プレートガーダ構造又はトラス桁構造とする。 

なお、撓みは、定格荷重を中央で吊った時にスパンの 1/800 以下とするものとする。 
２．⾛⾏レール 
（１）⾛⾏レールは、JIS に規定のレールを使用するものとし、全負荷運転に対しても安全なも 

のとする。 
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（２）⾛⾏レールは、レールガーダ上に水平、平⾏に芯出し調整し、フックボルト等により安 
全かつ堅固に取付けるものとする。 

３．横⾏レール 
横⾏レールは、角鋼又は JIS のレールを使用するものとし、全荷重に対しても安全なもの 

で主桁上に水平、平⾏に芯出し調整し、溶接又はクリップボルト等により安全かつ堅固に取 
付けるものとする。 

４．各装置の配置 
各装置の配置は、全荷重を吊った時、⾞輪にかかる荷重が出来るだけ均一になるようにす 

るものとする。 
６－11－２ 手動式天井クレ-ン 

１．手動式天井クレーンの構造 
手動式天井クレーン(トロリ形、チェーンブロック付形等)は、⾛⾏、横⾏、巻上下の操作 

がすべて手動で⾏えるものとする。 
２．巻上装置 

巻上装置は、設計図書によるものとする。なお、主桁に上載又は懸垂する形式とする。 
３．操作チェーン 

操作チェーンは、⾛⾏、横⾏、巻上下とも各々独⽴したもので、チェーン下端と操作床面 
との間隔は 30 ㎝程度とし、チェーン操作時に、はずれのない構造とする。 

４．軸受 
軸受は、ころがり軸受を使用するものとし、無給油で１年間の操作が可能なものとする。 
なお、給油が必要な場合、各軸受は給油が容易に⾏える構造とする。 

５．安全装置 
（１）⾛⾏レール、横⾏レールに、⾞輪止めを設けるものとする。 
（２）巻上装置には、自然落下防止の機構を設けるものとする。 
６．手動式天井クレーンの材料 

手動式天井クレ-ンに使用する材料は、設計図書で特に明示がない場合は、次によるが、監 
督職員の承諾を得るものとする。 

 

 

表６－11－１ 手動式天井クレ-ンの主要材料 

使用箇所 材料名 材料記号 

主桁、サドル、フレ-ム 一般構造用圧延鋼材 SS400 

⻭⾞ 機械構造用炭素鋼材 S45C 

軸 機械構造用炭素鋼材 S45C 

ドラム 一般構造用圧延鋼材 SS400 
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７．付属品 
手動式天井クレーンには、次のうち設計図書に示されたものを具備するものとする。 

（１）給油器具(トロリ形のみ)  １基分 
（２）グリース(18Ｌ入・トロリ形のみ) １ 缶 
（３）玉掛用ワイヤ １基分 
（４）標準付属工具、工具箱(トロリ形のみ)  １基分 
（５）⾛⾏レール及び取付具 １基分 

６－11－３ 電動式天井クレーン 
１．電動式天井クレーンの構造 
（１）電動式天井クレーン(トロリ形、ダブルレールホイスト形等)は、⾛⾏、横⾏、巻上下が 

すべて電動機で駆動出来るものとする。 
操作は、ポンプ場内の床面にてクレーンクラブ又はホイストから吊り下げた押釦スイッ 

チ又は無線装置により操作が⾏えるものとする。 
（２）クラブフレーム又はホイストフレームは、溶接枠組構造とし、横桁に巻上装置を堅固に 

取付けるものとする。 
２．巻上装置 

巻上装置は、電動機より制動用ブレーキ、減速装置を経てドラムを駆動する構造とする。 
なお、ブレーキは荷重の保持に適合した容量とし、速度制御用のブレーキを設ける場合は、 

設計図書によるものとする。 
３．ロープ溝 

ドラムのロープ溝は、機械切削としドラムの直径はロープ径の 20 倍以上とする。 
なお余⻑は、３巻以上をとるものとする。 

４．電動機 
電動式天井クレーンに使用する電動機は、設計図書に明示した場合を除き次によるものと 

する。 
（１）巻上下用 

巻線形三相誘導電動機(抵抗器付)・・・・トロリ形 
かご形又は特殊かご形三相誘導電動機・・ダブルレールホイスト型 

（２）横⾏、⾛⾏用 
かご形又は特殊かご形三相誘導電動機・・ブレーキ内蔵形 

５．制御盤 
電動式天井クレーンには、制御盤を設けるものとし、制御盤は第２章機器及び材料に準拠 

したものとする。 
盤には、しゃ断器、電磁接触器、継電器類等を設け操作が確実に⾏えるものとする。 

６．集電方式 
集電方式は、トロリ形の場合トロリホイル式又はシュー方式とし、機械の動揺などにも脱 

線の恐れがなく、一定の接触圧⼒をもって安全に電流を伝えるものとする。 
また、ダブルレールホイスト形の場合は、カーテンレール式、トロリホイル式、ケーブル 

キャリア式等とし、設計図書で明示するものとする。 



第６章  揚（用）排水ポンプ設備 

― 166― 

 

 

 

 

７．トロリ線 
トロリ線は、絶縁トロリとする。 

８．安全装置 
（１）⾛⾏レール、横⾏レールには⾞輪止めを設けるものとする。 
（２）過巻防止装置、通電確認ランプ等を設けるものとする。 
９．電動式天井クレーンの材料 

電動式天井クレーンに使用する材料は、設計図書で特に明示がない場合は、次によるが、 
監督員の承諾を得るものとする。 

 

 

表６－11－２ 電動式天井クレーンの主要材料 
 

使用箇所 材料名 材料記号 
 

主桁、サドル、フレーム等 
 

一般構造用圧延鋼材 
 

SS400 

 

ドラム 一般構造用圧延鋼材又は 
炭素鋼鋳鋼品 

SS400 又は 
SC450 

 

シーブ 
 

ねずみ鋳鉄品 
 

FC250 

 

⻭⾞ 
機械構造用炭素鋼材 

又は 
炭素鋼鋳鋼品 

 

S45C 又は 
SC450 

 

⾞輪 
 

炭素鋼鋳鋼品 SC450 又は 
SCMn 

 

 

10．付属品 
電動式天井クレーンには、次のうち設計図書に示されたものを具備するものとする。 

（１）⾛⾏レール及び取付具 １基分 
（２）クレーン電源箱(２次側ケーブル含む)  １基分 
（３）集電装置 １基分 
（４）桁下灯 １基分 
（５）給油装置 １基分 
（６）グリース(18Ｌ入り) １缶 
（７）玉掛用ワイヤ １基分 
（８）移動指示板(東⻄南北)  １基分 
（９）標準付属工具、工具箱 １基分 
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第 12 節 据 付 
 

 

６－12－１ 据付準備 
１．事前確認及び調査等 
（１）据付に当たっては、機器、部品等の有無を確認するとともに、輸送による破損箇所、不 

具合等の有無を点検するものとする。 
（２）請負者は、据付基礎、壁、床の貫通穴等の形状、寸法、箱抜及び差し筋の位置について、 

据付に支障がないよう事前に調査を⾏うものとする。 
６－12－２ 据付作業 

１．据付高さ等の確認 
据付に当たっては、据付基準点、副基準点、基準線等を基に、図面寸法により主ポンプそ 

の他各機器類の軸芯を通る中心線、据付高さ等の確認を⾏うものとする。 
また、主ポンプを複数台据え付ける場合は、ポンプ相互の関連についても確認するものと 

する。 
２．副基準点の保護 

副基準点を設定した場合は、据付完了後、移動又は変形しないよう強固な保護等を施すも 
のとする。 

３．施工 
施工に当たっては、据付機材の能⼒、据付場所による制約条件を考慮し、安全で経済的な 

工法を選定すること。特にクレーン等による吊上げ、吊り下げは慎重に⾏い、ワイヤサイズ 
の選定、ワイヤ掛けの位置、保護の方法にも注意し、機器に損傷を与えないように施工する 
ものとする。 

４．運搬 
運搬は据付の精度確保上、輸送可能な限り大型ブロックに組⽴てた製品を現地へ運搬し、 

据付するものとする。 
５．据付用ライナ 

主ポンプその他各機器類に据付用ライナを使用する場合は、次によるものとする。 
（１）仮設ライナは、基礎ボルト用箱抜き穴へコンクリートを流し込む前に、本ライナを設置 

することが困難な場合に設けるものとする。 
（２）レベリングパットを設置する場合には、基礎コンクリート面のチッピングを⾏った後、 

十分に清掃し、はく離又は⻲裂が生じないように適切な処置を講ずるものとする。 
（３）ライナは、基礎ボルトの両側に設置し、基礎ボルトの間が 500mm 以上の場合は、中間に 

も設置するものとする。 
（４）ライナは、各ベースの大きさに適合するものを使用し、使用するライナの枚数は勾配ラ 

イナ２枚、平⾏ライナ１枚及び補助ライナ１枚以内とする。 
（５）ライナの勾配は、1/20〜1/50 とし、芯出し終了後のライナ重なり代は 70％以上とする。 
（６）ライナは、芯出し後点溶接又はタップ溶接により接合するものとする。 
６．据付用基礎ボルト 
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主ポンプその他各機器類の据付用基礎ボルトの施工は、次によるものとする。 
（１）箱抜穴の清掃を入念に⾏うものとする。 
（２）基礎ボルトは、ナット面からねじ山が３〜５山出るよう固定据付を⾏うものとする。 
（３）基礎ボルトは、箱抜穴へのコンクリートの充填作業中に傾かないよう処置し、基礎ベー 

スのボルト孔の中心に位置するよう施工するものとする。 
（４）基礎ボルトの選定及び据付に当たっては、地震⼒を十分に考慮するものとする。 
７．芯出し 

主ポンプその他の各機器類の据付に当たっては、各部の水平及び鉛直の芯出しを⾏い、そ 
の結果について監督員の確認を受けるものとする。 

８．維持管理性の配慮 
主ポンプその他各機器類の据付に当たっては、水抜き、油脂交換、排水、点検、保守が容 

易に⾏えるよう考慮するものとする。 
９．気象条件 

据付に伴う溶接、塗装及びコンクリート打設に当たっては、気象条件に留意して施工を⾏ 
うものとする。 

10．構造物及び建屋等のはつり 
据付に伴いコンクリート構造物、建屋等をはつる場合は、監督員の承諾を得るものとす 

る。 
11．天井クレーンの据付 

天井クレーンを据付ける場合、機器据付架台の修正をモルタル仕上げのみにより⾏っては 
ならない。機器据付の芯出しの高さ修正が必要な場合はライナにより⾏うものとする。 

12．デフレクション測定 
主原動機用ディーゼル機関及び自家発電設備(ディーゼル機関)のエンジンデフレクション 

測定は、施設機械工事等施工管理基準に沿って⾏うものとする。 
13．弁類の据付 

弁類の据付に当たっては、次の事項に留意するものとする。 
（１）流水方向の確認を⾏うものとする。 
（２）弁内部の異物混入の有無の確認を⾏うものとする。 
（３）ボルトは、片締めしないよう反対側と交互に均一に締付けるものとする。 
14．吸吐出管の据付 

吸吐出管の据付に当たっては、次の事項に留意するものとする。 
（１）主ポンプを基準として、流れ方向に管接続を⾏うものとする。 

なお、遊動フランジ短管は、規定の遊動量を確保するものとする。 
（２）吸吐出管を据え付ける場合には、配管自重を主ポンプ、弁類等に負担させないものとす 

る。 
（３）フランジ面は良く清掃し、フランジ面で偏心が生じないようにパッキンを取付けるもの 

とする。 
（４）ボルトは一方向から片締めせず、反対側と交互に均一に締付けるものとする。 



第７章  除塵設備 

― 169― 

 

 

 

 

第７章 除塵設備 
 

 

 

 

第１節 通 則 
 

 

７－１－１ 適用 この章は、除塵設備とその付帯設備（搬送・貯留設備）に適用する。 なお、対
象となる除塵設備の形式は、レーキ形定置式、レーキ形移動式及びネット形とする。 

７－１－２ 一般事項 
１．除塵設備の構造及び性能 

構造及び性能は、設計図書に示す設計条件、仕様に対して十分な機能を有し、耐久性、安全性、操作 
性及び保守管理を考慮するとともに⾼頻度、⻑時間運転における⾼い信頼性を確保したものでなければ 
ならない。 

２．技術基準等 
除塵設備の施工に当たっては、設計図書によるほか、次の基準等に準拠するものとする。 

（１）⼟地改良事業計画設計基準・設計「ポンプ場」 （農林⽔産省） 
（２）施設機械工事等施工管理基準 （農林⽔産省） 
（３）⾼Ｎｓ・⾼流速ポンプ設備計画設計技術指針 （農林⽔産省） 
（４）鋼構造物計画設計技術指針（⽔門扉編） （農林⽔産省） 
（５）鋼構造物計画設計技術指針（除塵設備編） （農林⽔産省） 
（６）電気設備計画設計技術指針（⾼低圧編） （農林⽔産省） 
（７）⽔管理制御方式技術指針（計画設計編） （農林⽔産省） 
（８）⽔門鉄管技術基準 （⽔門鉄管協会） 
（９）除塵設備設計指針 （⽔門鉄管協会） 
（10）電気技術規程（JEAC）  （日本電気協会） 
（11）電気技術指針（JEAG）  （日本電気協会） 
（12）⾼圧受電設備規程 （日本電気協会） 
（13）内線規程  （日本電気協会） 
（14）電気学会電気規格調査会標準規格(JEC) （電気学会） 
（15）日本電機工業会規格(JEM)  （日本電機工業会） 
（16）電子情報技術産業協会規格（JEITA) （電子情報技術産業協会） 
（17）電池工業会規格（SBA） （電池工業会） 
（18）日本電線工業会規格（JCS）  （日本電線工業会） 
（19）コンクリート標準示方書 （⼟木学会） 

７－１－３ 使用材料 
１．一般事項 

除塵設備に使用する主要部材の最小板厚は、設計図書によるものとする。 
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２．鋼板の板厚・余裕厚 
除塵設備に使用する主要部材の材質に対する鋼板の板厚使用範囲及び余裕厚は、設計図書によるもの 

とする。 
３．防食対策 

据付後に塗装が不可能な除塵設備、その他保守管理の困難な部材については、設計図書に示す防食対 
策を施すものとする。 

７－１－４ 構造計算及び容量計算 
除塵設備及び付属設備の構造計算及び容量計算は、設計図書によるものとする。 

７－１－５ 銘板 
１．一般事項 

除塵設備には形式、開閉方式、⽔路幅、⽔路⾼、製造年⽉、設置会社名等を示した銘板を設けなけれ 
ばならない。 

２．銘板 
銘板は、JIS Z 8304（銘板の設計基準）に準ずるものとし、仕様は下表を標準とする。 

 

 

表７－１－１ 銘 板 （単位：㎜） 
 

種 類 エッチング銘板（凸式銘板）又は、機械彫刻銘板 

寸 法 200×315(mm)、250×400(mm)、315×500(mm) 
400×630(mm) 

材 質 ⻩銅板又は、⻘銅鋳物、ステンレス鋼板のいずれか 
 

 

７－１－６ 操作要領説明板 
１．一般事項 

除塵設備の操作室又は、操作盤には、操作の手順等を記入した操作要領説明板を⾒易い位置に設置す 
るものとし、仕様は次の表を標準とする。 

 

 

表７－１－２ 操作要領説明板の仕様 
 

仕様 機械彫刻式銘板 

寸法 900mm×1200mm 

材質 アクリル板（白） 
 

 

７－１－７ 付属工具 
１．一般事項 

除塵設備の保守管理に必要な付属工具を納品するものとする。 
なお、付属工具の種類、数量及び格納方法は設計図書によるものとし、付属工具数量表を工具納品時に 

添付するものとする。 
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第２節 除 塵 機 
 

 

７－２－１ 除塵機 
１．一般事項 
（１）除塵機の基本仕様は、設計図書によるものとする。 
（２）輸送限界、経済性、施工性等を十分に検討のうえ詳細設計を⾏うものとする。 
（３）除塵機は流入する塵芥を確実に除去でき、堅牢で安全確実な操作ができるものとしなければならな 

い。塵芥の種類及び塵芥処理量は設計図書によるものとする。 
（４）除塵機の回転部等の危険箇所には、接触防止のために安全カバー等を設けるものとし、取外し可能 

な構造で必要に応じて点検窓を設けるものとする。 
（５）除塵機の各部の強度は、安全率を考慮し、腐食、摩耗のおそれがある部材については、余裕厚を考 

慮するものとする。 
（６）掻き揚げ装置は⽔中に浮遊する塵芥の掻き揚げ及び搬送設備への投入が確実にできる構造とする。 
（７）除塵機上流に設置される網場、防塵柵、一次スクリーンは設計図書によるものとする。 
（８）点検用マンホールや除塵機用の⽔位検出装置用の孔は設計図書によるものとする。 
（９）電気防食については設計図書による。 

７－２－２ バースクリーン 
１．一般事項 
（１）揚⽔機場でのポンプ保護と防護柵を兼ねたスクリーンは、設計図書によるものとする。設計図書で 

特に示されていない場合は、手掻き除塵方式を採用するものとする。 
（２）バースクリーンは浮遊物の衝突、⽔位差による⽔圧等に耐えられる構造にするものとする。 
（３）バースクリーンの傾斜角度は設計図書によるものとする。設計図書で特に示されていない場合、傾 

斜角度（θ）は定置式除塵機で 75゜、手掻き式で 45゜〜60゜を基本とし、監督員の承諾を受けるも 
のとする。 

（４）バースクリーン目幅は設計図書によるものとする。設計図書で特に示されていない場合は 20 ㎜から 
150 ㎜の範囲で選定し、監督員の承諾を受けるものとする。 

（５）バースクリーン設計⽔位差は設計図書によるものとする。 
ただし、保守用スクリーンはこの限りではない。 

（６）バースクリーンは歪みを取り除いたスクリーンバーを等間隔に配置し、堅固にフレームへ固定する 
ものとする。 

なお、設計図書で特に示されていない限り、スクリーンバーの板厚は９㎜以上とするものとする。 
７－２－３ レーキ形定置式除塵機 

１．一般事項 
（１）レーキ形定置式除塵機は、⽔路毎に独⽴した掻き揚げ装置を有し、逆転可能な構造のものとする。 

レーキ形往復式除塵機は所定のストロークに対し開閉が確実であり、いかなる位置においても開閉が 
可能でなければならない。 

（２）レーキ形定置式除塵機は、駆動装置、ガイド、レーキ、レーキチェーン、軸、スプロケット、バー 
スクリーン等から構成され、塵芥をレーキにて連続的に掻き揚げ、コンベヤ上に排出する構造のもの 
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とする。 
２．駆動装置 

駆動装置は、次によるものとする。 
（１）駆動装置には、電動機、減速機等を使用し、駆動軸への伝達はローラチェーン等の確実な方法によ 

り⾏うものとする。 
また、ローラチェーンは、張り調整のできる構造とする。 

（２）スプロケットホイールの⻭は、機械切削とし耐摩耗性にすぐれたものとする。 
３．ガイド、補助スクリーン 

ガイド、補助スクリーンは、次によるものとする。 
（１）ガイドは、形鋼､ 鋼板製とし、溶接又は、ボルトで組⽴て、歪み、曲がり等のないものとする。 
（２）回動式のガイドレールは、掻き揚げ側及び戻り側に設けレーキガイドに堅固に固定するものとする。 
（３）ガイド上端部には、レーキチェーンの張り調整が容易に⾏える機構を設けるものとする。 
（４）ガイド部は、塵芥が付着しにくいよう考慮した構造とする。 
（５）本体スクリーンの前面下部には、補助スクリーンを設け、除塵機本体下部の塵芥を掻き揚げやすい 

構造のものとする。 
４．エプロン 
（１）エプロンは、裏面に適切な補強を⾏い、歪みのないものでガイド及び桁材に強固に取付けるものと 

する。 
５．レーキ及びレーキチェーン（レーキ形定置式） 

レーキ形定置式におけるレーキ及びレーキチェーンは、次によるものとする。 
（１）レーキは、レーキチェーンに堅固に取付、等間隔に配置するものとする。 
（２）レーキには、バースクリーンのピッチに合った爪を設け、能率良く塵芥を掻き揚げることができる 

ものとする｡ 
なお、レーキのかみ込み寸法は、微調整ができるものとする。 

（３）レーキは両壁に設けたガイドレールに沿って、円滑に移動できる構造とする。 
（４）レーキチェーンは、ローラ及びリンクプレート等から構成され、ガイドレール及びスプロケットか 

ら脱輪することのないようにすると共に、十分な強度を有するものとする。 
６．レーキ及び開閉装置（レーキ形往復式） 

レーキ形往復式除塵機におけるレーキ及び開閉装置は、次によるものとする。 
（１）ワイヤロープ式のレーキ開閉装置はレーキ昇降、レーキ開閉とも兼用のドラム軸にて駆動し、所定 

の位置で開閉用のロープだけを電動シリンダで伸縮させる構造とする。 
（２）レーキアーム開閉装置は電動シリンダ又は、油圧シリンダを用い、レーキアームをスクリーン面に 

対し、所定の角度に保持できる構造とする。 
レーキ下降時、⽔面付近におけるレーキ爪先とバースクリーン面との間隔はレーキ奥⾏きと同等以 

上とする。 
７．バースクリーン 

バースクリーンの構造は第7 章7-2-2 による。 
８．主要軸受部の給油 

主要軸受部の給油は、設計図書で特に示されていない限り集中給油とする。 
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９．安全装置 
安全装置として駆動装置に、トルクリミッタ等の過負荷防止装置を設けると共に、必要な保護継電器 

を設けるものとする。 
10．電動機 

除塵機に使用する電動機の仕様は、設計図書によるものとする。 
11．主要材料 

レーキ形定置式除塵機に使用する主要材料は、設計図書によるものとするほか適用する技術基準に準 
拠するものとする。 

７－２－４ レーキ形移動式除塵機 
１．一般事項 
（１）レーキ形移動式除塵機は、各⽔路を移動し、除塵作業を自動運転により⾏うことができるものとす 

る。 
（２）レーキ形移動式除塵機は、⾞体及び駆動装置、ケーブル巻取装置、レーキ、搬送装置、⾛⾏レール、 

ガイドレール付スクリーン等で構成し、塵芥をレーキで掻き揚げ、⾞体内のホッパに貯え、塵芥を搬 
出する作業が順次⾏える構造とする。 

２．⾞体及び駆動装置 
⾞体及び駆動装置は、次によるものとする。 

（１）⾞体は、形鋼及び鋼板製のものとし、溶接又は、ボルトで組⽴て、塵芥の掻き揚げ及び移送に耐え 
うるものとする。 

（２）⾞体には、設計図書で示す量の塵芥を貯留するホッパを内蔵し、ホッパはレーキからの塵芥をエプ 
ロンに落下することなく受け入れることの出来る構造とする。 

（３）ホッパ底部に取付ける排出用のベルトコンベヤは、引継ぎに適した速度で塵芥を搬出することがで 
きるものとする。 

（４）⾞体の前部には作業に適した運転室を設け、操作員による操作が出来るものとする。 
（５）駆動装置には、電動機、サイクロ減速機等を使用し、駆動輪への伝達は、ローラチェーン等の確実 

な方法により⾏うものとする。 
また、ローラチェーンは、張り調整のできる構造とする。 
なお、⾛⾏速度の制御方式については、設計図書によるものとする。 

（６）⾞体には、転倒防止装置を設けるものとする。 
（７）⾞体には、移動に伴いレール面が清掃されるようスクレーパを設けるものとする。 
３．ケーブル巻取装置 

ケーブル巻取装置は、⾞体の⾛⾏に合わせてケーブルに無理な張⼒を与えないで、繰出し及び巻取り 
ができるものとする。 

４．レーキ 
レーキは、⾞体停止位置で正確にガイドレール及びバースクリーンに合わせるものとし、掻き揚げ時 

に、ガイドレールから脱落しない構造とする。 
また、ガイドレールは、⾞体にも設け、エプロンに沿ってレーキを誘導するものとする。 

５．搬送装置 
搬送装置は、貯留塵芥をホッパから⾞体外へ搬出するものとし、その構造等は、第 7 章 7-3 及び 7-4 に
準 
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ずるものとする。 
６．駆動装置 

駆動装置には安全装置として、トルクリミッタ等の過負荷防止装置及び保護継電器を設けるものとす 
る。 

７．電動機 
除塵機に使用する電動機の仕様は、設計図書によるものとする。 

８．主要材料 
レーキ形移動式除塵機に使用する主要材料は、設計図書によるものとするほか適用する技術基準に準 

拠するものとする。 
７－２－５ ネット形除塵機 

１．一般事項 
（１）ネット形除塵機は、⽔路毎に独⽴して設け、チェーンに取付けられたスクリーンフレーム等を回転 

させ、上部で噴射⽔により逆洗する構造とする。 
（２）ネット形除塵機は、ハウジングフレーム、駆動装置、チェーン、スプロケット、スクリーンフレー 

ム、ガイドレール、洗浄ポンプ等で構成し、塵芥をスクリーンにより連続的に引上げ、逆洗して洗浄 
⽔と共に床溝等から外部に搬出するものとする。 

２．ハウジング 
ハウジングは、フレーム上部、上部スプロケット等を固定密閉して、洗浄⽔及び逆洗された塵芥を床 

溝等に導く構造とし、左右にのぞき窓を設けるものとする。 
３．駆動装置 

駆動装置は、ハウジングの上部に設け、電動機、サイクロ減速機等を使用し、駆動軸への伝達は、ロ 
ーラチェーンによるものとする。 
また、ローラチェーンは、張り調整のできる構造とする。 

４．ガイドフレーム 
ガイドフレームは、スプロケットとチェーンガイドを支持し、スクリーンフレームからの⽔圧を受け 

止めると共に、⽔路下部でスクリーンフレームと⽔路底の隙間をカバーする構造とする。 
また、チェーンガイドの上部には、チェーンの張り調整が⾏える機構を設けるものとする。 

５．チェーン 
チェーンは、ローラ及びリンクプレートで構成し、耐摩耗性と強度を有するものとする。 

６．スプロケットホイール及びチェーン 
スプロケットホイール及びチェーンの⻭は、滑らかな動作伝達を⾏い耐摩耗性に優れたものとする。 
また、スプロケットホイール軸は、ねじれに対して所要の強度を有すると共に、異常負荷に対する保 

護装置としてシャーピン等を設けるものとする。 
７．スクリーン及びスクリーンフレーム 

スクリーン及びスクリーンフレームはチェーンに固定し、スプロケットホイールにより支障なく回転 
できるものとし、塵芥の掻き揚げ、逆洗に適合した構造とする。 

８．洗浄ポンプ 
洗浄ポンプは、⽔中モータポンプをネット形除塵機の下流側に設置し、逆洗ノズルにより全幅を洗浄 

し得る揚程及び容量を有するものとする。 
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９．駆動装置 
駆動装置には、安全装置としてトルクリミッタ等の過負荷防止装置及び保護継電器を設けるものとす 

る。 
10.電動機 

除塵機に使用する電動機の仕様は、設計図書によるものとする。 
11.主要材料 

ネット形除塵機に使用する主要材料は、設計図書によるものとするほか適用する技術基準に準拠する 
ものとする。 

12.洗浄ポンプの仕様 
洗浄ポンプの仕様は、第 6 章 6-8-3 に準ずるものとする。 

 

 

第３節 搬送設備 
 

 

７－３－１ 一般事項 
１．一般事項 
（１）搬送設備の基本仕様は、設計図書によるものとする。 
（２）輸送限界、経済性、施工性等を十分に検討のうえ詳細設計を⾏うものとする。 
（３）搬送設備は除塵機により掻き揚げ、投入された塵芥を確実に貯留設備等まで搬送し、堅牢で安全確 

実な操作ができるものとしなければならない。 
（４）搬送設備の回転部等の危険箇所には、接触防止のために安全カバー等を設けるものとし、取外し可 

能な構造で必要に応じて点検窓を設けるものとする。 
また、コンベヤ側部には、非常時、直ちにコンベヤを停止できる引綱式非常停止スイッチを備える 

ものとする。 
（５）各部の強度は、安全率を考慮し、腐食、摩耗のおそれがある部材については、余裕厚を考慮するも 

のとする。 
（６）搬送設備に設けるキャリアローラ、リターンローラ及びサイドローラは転がり軸受を使用し、円滑 

な転動をするもので強固なものとすること。 
なお、各ローラ間隔は、適切な間隔に配置すること。 

（７）歩廊、手摺、階段、踊場等は各部の点検、保守の容易な構造にしなければならない。 
（８）ベルトコンベヤ以外の搬送装置の形式及び仕様は、設計図書によるものとする。 

７－３－２ ベルトコンベヤ 
１．一般事項 

⽔平ベルトコンベヤ及び傾斜ベルトコンベヤは、コンベヤフレーム、駆動プーリ、テールプーリ、テ 
ークアップ、コンベヤベルト、スカート、キャリアローラ、リターンローラ等から構成し、点検、保守 
の容易なものとする。 

２．搬送設備 
搬送設備の仕様は次によるものを標準とする。 
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（１）⽔平ベルトコンベヤの仕様は、次によるものとする。 
①形式 20° トラフ形 
②ベルト速度 設計図書によるものとする。 
③電動機 三相誘導電動機 
④駆動方法 設計図書によるものとする。 

（２）傾斜ベルトコンベヤの仕様は、次によるものとする。 
①形式 ヒレ付ベルトコンベヤ 

旋回装置付は設計図書によるものとする。 
②ベルト速度 設計図書によるものとする。 
③傾斜角 30°以内 
④電動機 三相誘導電動機 
⑤駆動方法 設計図書によるものとする。 

３．ベルトコンベヤ各部の構造 
ベルトコンベヤ各部の構造は、次によるものとする。 

（１）駆動プーリは、ゴムラッキングを施しスリップが少なく、動⼒伝達効率の良いものとする。 
（２）キャリアローラ、リターンローラ及びサイドローラは、転がり軸受を使用した円滑な転動をするも 

ので強固なものとする。 
なお、キャリアローラ、リターンローラ及び自動調芯ローラの間隔は設計図書によるものとする。 

（３）ゴムベルトは、３プライ相当以上としエンドレス加工を施したものとする。 
なお、テールプーリには、テークアップ機構を設けるものとする。 

（４）駆動プーリの下側には、スクレーパを取付けるものとする。 
また、ベルトの両側面には塵芥落下防止用の当板と、調節可能なようにボルト止めしたゴム板を全 

⻑にわたって取付けるものとする。 
（５）コンベヤフレームは、形鋼、鋼板製とし溶接又は、ボルトで結合し、据付面に取付全荷重に対して 

耐えられる構造のものとする。 
また、風圧等の外⼒に対しても考慮するものとする。 

（６）スカートは、除塵設備からの塵芥排出時、円滑に搬出コンベヤ上に導かれる構造とし、塵芥落下に 
よる衝撃、腐食、摩耗等に耐えられるものとする。 

４．主要材料 
ベルトコンベヤに使用する主要材料は設計図書によるものとするほか適用する技術基準に準拠するも 

のとする。 
５．予備品 

ベルトコンベヤには、次のうち設計図書に示されたものを具備するものとする。 
（１）スカート及びシュート １基分 
（２）特殊工具 １基分 
（３）非常停止用引綱スイッチ １基分 
（４）基礎ボルト・ナット １基分 
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第４節 貯留設備 
 

 

７－４－１ 一般事項 
１．一般事項 
（１）貯留設備の基本仕様は、設計図書によるものとする。 
（２）輸送限界、経済性、施工性等を十分に検討のうえ詳細設計を⾏うものとする。 
（３）貯留設備は搬送設備により搬出された塵芥を確実に貯留し、堅牢で安全確実な操作ができるものと 

しなければならない。 
（４）各部の強度は、安全率を考慮し、腐食、摩耗のおそれがある部材については余裕厚を考慮するもの 

とする。 
（５）歩廊、手摺、階段、踊場等は各部の点検、保守の容易な構造にしなければならない。 

７－４－２ ホ ッ パ 
１．一般事項 
（１）ホッパは、コンベヤから搬送された塵芥を貯留し、下部より排出する装置を有するもので、ホッパ 

本体、支柱、横桁、点検歩廊、階段、ホッパゲート及び開閉装置等から構成され、点検、保守の容易 
なものとする。 

（２）ホッパ本体は、アーチング現象防止のための角錐角度を 60°以上とする。 
（３）ホッパ本体、支柱、横桁、歩廊、階段及びホッパゲートは、鋼製溶接構造とし、支柱は、コンクリ 

ート基礎上に基礎ボルトで強固に取付けるものとする。 
（４）ホッパには、点検、保守に便利な位置に、必要な場合、階段及び踊場を設けるものとする。 
（５）ホッパ下部には排⽔口を設けるものとし、排⽔管又は、排⽔ホースを取付けるものとする。 
（６）ホッパの排出ゲート開閉装置は設計図書によるものとする。設計図書で特に示されていない場合は 

屋外形の電動形パワーシリンダを標準とする。 
２．主要材料 

ホッパに使用する主要材料は設計図書によるものとする。 
３．予備品 

ホッパには、次のうち設計図書に示されたものを具備するものとする。 
（１）基礎ボルト・ナット １基分 
（２）ホッパゲート操作箱 １基分 
（３）⽔切とい １基分 

 

 

第５節 据 付 
 

 

７－５－１ 据付準備 
１．一般事項 
（１）請負者は、据付に当たり機器、部品等の有無を確認するとともに、輸送による破損箇所、不具合等 

の有無を点検するものとする。 
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（２）請負者は、据付基礎、壁、床の貫通穴等の形状、寸法、箱抜及び差し筋の位置について、据付に支 
障がないよう事前に調査を⾏うものとする。 

７－５－２ 据付作業 
１．一般事項 
（１）請負者は、据付に当たり据付基準点、副基準点、基準線等を基に、図面寸法により除塵機その他各 

機器類の軸心を通る中心線、据付⾼さ等の確認を⾏うものとする。 
（２）請負者は据付機材の能⼒、据付場所による制約条件を考慮し、安全で経済的な工法を選定すること。 

特にクレーン等による吊り上げ、吊り下げは注意深く⾏い、ワイヤサイズの選定、ワイヤ掛けの位置、 
保護の方法にも注意し、機器に損傷を与えないように施工するものとする。 

（３）請負者は据付の精度確保上、輸送可能な限り大型ブロックに組み⽴てた製品を現地へ運搬し、据付 
すること。 

（４）基礎部の施工は次によるものとする。 
①あと施工アンカー工法は⼟木構造物に機器を取付、アンカーボルト箇所の芯出しを⾏い、ハンマド 

リルなどで所定の径、深さに孔あけし、孔内の切粉をきれいに排出・清掃した後に、アンカーボル 
トを打ち込み機器を固定すること。 

②あと施工アンカー工法における基礎ボルト種類により、適切な孔径の選定を⾏うこと。 
③あと施工アンカー工法におけるアンカーボルトの必要強度を確保するため、適切なへりあき寸法と 

アンカー間隔を選定すること。 
④箱抜き工法は差し筋とアンカーボルトを強固に溶接固定するものとする。 
⑤はつり工法における基礎ボルトの施工は、引張等の荷重に十分耐えるよう躯体鉄筋にアンカーボル 

トを溶接するものとする。 
⑥アンカパット工法は⼟木構造物施工時に埋設されたアンカーパットにライナー等で調整後、正確に 

ボルトで固定するものとする。 
⑦請負者は、基礎ボルト据付について地震を十分に考慮したものにするものとする。 

（５）請負者は、据付に伴う溶接、塗装及びコンクリート打設の際は、気象条件に留意して施工を⾏うも 
のとする。 

（６）請負者は、据付に伴いコンクリート構造物、建屋等をはつる場合は、監督員の承諾を受けるもの 
とする。 

（７）機器据付架台の修正をモルタル仕上げのみにより⾏ってはならない。機器据付の芯出しの⾼さ修正 
が必要な場合はライナーにより⾏うものとする。 
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第１節 通 則 
 

 

８－１－１ 適 用 
この章は、ダム管理設備として設置する昇降設備、係船設備、堤内排⽔設備、流⽊止  

設 備 、 ⽔質保 全設 備（以 下「 管理設 備」 という 。） に適用 する 。 
８－１－２ 一般事項  

１． 構 造 
管理設備は 、設計図書 に示された 条件に対し て確実な性 能を発揮す るとともに ､耐 久 

性 に 富 み、保 守管 理が容 易で 安全な 構造 でなけ れば ならな い ｡ 
２ ． 技 術基準 等 

請負者は、 設計図書に おいて特に 定めのない 事項につい ては、下記 の基準類に よ る 。 
これ によ り が た い 場 合 は 、監督員の 承諾 を 得 な け れ ば な ら ない 。なお 、基準 類と 設 計 
図 書 に 相違が ある 場合は 、原 則とし て設 計図書 の規 定に従 うも のとし 、疑義がある る 場 合 
は 監督員と 協議 しなけ れば ならな い。  

（ １ ） 土地改 良事 業計画 設計 基準・ 設計 「ダム 」 （農 林⽔産 省）  
（ ２ ） 鋼構造 物計 画設計 技術 指針（ ⽔門 設備編 ） （農 林⽔産 省）  
（ ３ ） ⽔門鉄管技術基準 （⽔ 門鉄管 協会 ） 
（ ４ ） 電気設 備計 画設計 技術 指針（ 高低 圧編） （農 林⽔産 省）  
（ ５ ） 電気設 備計 画設計 技術 指針（ 特別 高圧編 ） （農 林⽔産 省）  
（ ６ ） 電気設 備に 関する 技術 基準を 定め る省令 （経 済産業 省）  
（ ７ ） 電気設 備の 技術基 準の 解釈 （経 済産業 省）  
（ ８ ） 電 気 技 術 規 程 （ JEAC）  （ 日 本 電 気 協 会 ） 
（ ９ ） 電 気 技 術 指 針 （ JEAG）  （ 日 本 電 気 協 会 ） 
（ 10） 内 線 規 程 （ 日 本 電 気 協 会 ） 
（ 11） 日 本 工 業 規 格 （ JIS） （ 日 本 規 格 協 会 ） 
（ 12） 電気学 会電 気規格 調査 会標準 規格 （ JEC） （電 気学 会）  
（13） 電 池 工 業 会 規 格 （ SBA） （ 電池 工業 会）  
（ 14） 日本電 機工 業会規 格（ JEM） （ 日 本 電 機 工 業会）  
（ 15） 日本電 線工 業会規 格（ JCS） （ 日本電 線工 業会）  
（ 16） 公共建 築工 事標準 仕様 書 機 械 設 備工事 編 （ 国 土交通 省）  
（ 17） 昇降機 技術 基準の 解説 （ 国 土交通 省）  

８－１－３ 使用材料  
１ ． 主 要部材  

管 理 設 備に使 用す る主要 部材 の材質 に対 する鋼 板の 板厚使 用範 囲及び 余裕 厚は 、設 計 
図 書 に よるも のと する。  
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２ ． 防 食対策  
据 付 後 に塗装 が不 可能な 場合 、そ の 他 保 守管理 の困 難な部 材に ついて は 、設計 図 書 に 

示 す 防 食対策 を施 すもの とす る。  
８－１－４ 構造計算及び容量計算  

管 理 設 備の構 造計 算およ び容 量計算 は、 設計図 書に よるも のと する。  
８－１－５ 銘 板 

１ ． 一 般事項  
管理 設備に名称 、規格、設 置年⽉、製 作会社名等 を明示した 銘板を設け なければ な 

らな い。  
２． 銘 板 

銘 板 は 、 JIS  Z  8304(銘 板 の 設 計 基 準 )に 準 ず る も の と し 、 仕 様 は 下 表 を 標 準 と す る 。 
 

 

表 ８ － １－１ 銘 板の標 準規 格 
 

仕様  エッチ ング(凸式)銘板又は機 械彫刻式銘 板 

寸 法 200×315(㎜ )､250×400(㎜ )､315×500(㎜ )､400×630(㎜ ) 

材質  ⻩銅板 、⻘銅鋳物 、ステンレ ス鋼板のい ずれか  
 

 

８－１－６ 操作要領説明板  
１ ． 一 般事項  

機側操作 盤 の操作場 所 に操作の 手 順等を記 入 した操作 要 領説明板 を ⾒易い位 置 に 設 
け な け ればな らな い。な お、 操作要 領説 明板の 仕様 は下表 を標 準とす る。  

 

 

表 ８ － １－２ 操 作要領 説明 板の標 準規 格 
 

仕様  機械彫 刻式銘板  

材質  アクリ ル板(白)  
 

 

８－１－７ 付属工具  
１ ． 一 般事項  

管 理 設 備の保 守管 理に必 要な 付属工 具を 納入す るも のとす る。  
２ ． 付 属工具 の種 類及び 数量  

付 属 工 具の種 類 、数量及 び格 納方法 は設 計図書 によ るもの とし 、付 属 工 具 数 量 表 を 工 
具 納 品 時に添 付す るもの とす る。  
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第２節 昇降設備  
 

 

８－２－１ 一般事項  
昇 降設備は、 設置環境を 考慮し、昇 降が安全、 確実である とともに運 転操作、 保 守 

管 理 が 容易な もの でなけ れば ならな い。  
８－２－２ エレベーター  

１． 構 造 
（１）エレ ベーターは 、ロープ式 (機械室レス式含む)で、駆動装 置、かご、 乗場、昇 降 

路 内 機 器及び 操作 制御設 備等 により 構成 する｡  
（ ２ ） 駆動装 置を 上部据 置形 とする 場合 は、機 械室 を設け るも のとす る ｡ 
（ ３ ） 昇降速 度、 積載質 量、 定員等 は、 設計図 書に よる｡  
（ ４ ） 耐震措 置に ついて 、設 計用⽔ 平震 度等は 設計 図書に よる ｡ 
２ ． 駆 動装置  

駆動 装置 は 、電 動 機 、ブレ ーキ 、減 速 機 ､駆 動綱 ⾞(シ ーブ)、そ らせ ⾞等 に よ り 構 成 
す る も のとす る。  

（ １ ） 電動機  
電 動 機 は、エ レベ ーター 用と し、頻 繁な 始動停 止に 耐えら れる ものと する ｡ 

（ ２ ） ブレー キ 
ブ レ ー キは、 動⼒ が断た れた とき又 は電 気的安 全装 置が作 動し たとき に確 実に作  

動 す る ものと する ｡制 動 ⼒ は 、かご に積 載質量 の 125％ま での 荷重を 乗せ て下降 し て 
い る 場 合でも 、か ごを減 速、 停止さ せ、 その状 態を 保持す る能 ⼒を有 する こと。  

（ ３ ） 減速機  
減 速 機 に使用 する ⻭⾞は 、設 計図書 に示 す動⼒ 容量 の伝達 に対 してエ レベ ーター  

構 造 規 格を満 足す る強度 、硬 度及び 耐摩 耗性を 有し 、油槽 中に 収める もの とする ｡ 
（４ ）駆 動 綱⾞(シー ブ)  

駆 動 綱 ⾞ (シ ー ブ )は 、主ロ ープに 適応 した特 殊溝 形を精 密に 機械加 工し たもの で 、 
そ の 径 は主ロ ープ の直径 の 40  倍 以 上 と し、地 震 ､か ご 揺 れ に より主 ロー プがシ ー ブ 
よ り 外 れない 構造 とする ｡ま た 、耐 震 ク ラスに 応じ て、ロ ー プ ガイド を設 けるも の と 
する｡  

（ ５ ） そらせ ⾞ 
そ ら せ ⾞は、主ロ ープに 適応 した特 殊溝 形を精 密に 機械加 工し たもの で、地 震 ､か 

ご 揺 れ により 主ロ ープが そら せ⾞よ り外 れない 構造 とする 。 
（ ６ ） 主ロー プ 

主 ロ ー プ は 、 JISG3525（ ワ イ ヤ ロ ー プ ） 又 は JISG3546（ 異 形 線 ロ ー プ ） に 定 め る 
も の と する。  

（ ７ ） 張⼒平 衡用 ばね  
主ロープの 端末引き止 め部には、 張⼒平衡用 ばねを設け 、各主ロー プの張 ⼒ が 均 

一 に な る構造 とす る。  
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（ ８ ） ロープ 質量 の補償 装置  
エ レ ベ ーター には 、巻上 げロ ープの 質量 を補償 する 装置を 設け るもの とす る。  

３． か ご 
かごは 、か ご枠、 かご 床、側 板、 ⼾、天 井、 幅⽊、 前柱 、敷居 、か ご内機 器等 によ  

り構 成され、か ご構造につ いては、エ レベーター シャフト内 の⽔滴、結 露等による 腐 
蝕 、 及 びかご 内へ の⽔分 の侵 入を防 ぐ構 造とす る ｡ 

（ １ ） かご枠  
か ご 枠 は、上 梁、 下枠、 縦枠 及び床 枠か ら構成 され 、堅固 な構 造とす る ｡ 

（ ２ ） かご床  
床 は 質 量に対 して 均一な 強度 面を有 する ものと し、 不燃材 を張 るもの とす る。  

（ ３ ） かご内 機器 等 
① 室 内 板は 、鋼板 製とし 裏面 に補強 を施 したも ので 、ひ ず み を 除去し たも のとす る 。 
② 天 井 に非常 救出 口を設 ける 場合は 、設 計図書 によ る ｡ 
③ か ご 上 に は 保 守 点 検 用 と し て 、 か ご 上 操 作 盤 、 手 摺 及 び コ ン セ ン ト 、 保守運転用  

押 し ボ タンス イッ チ及び 運転 停止用 安全 スイッ チを 取付け るも のとす る ｡ 
④ か ご 室 内 に は 、 か ご 内 操 作 盤 、 照 明 器 具 、 換 気 扇 、 乗 過 ぎ 警 報 装 置 、 インターホ  

ン、停電灯 、かご内位 置表示器、 用途・積載 質量及び最 大定員を明 示した 標 識 、 
保 護 マ ットを 備え るもの とす る ｡ 

⑤ か ご 内ボタ ンは 、押し ボタ ン点灯 式で 防滴形 とす る ｡ 
⑥ か ご 内照明 は、常時に は AC100V を 電 源とす る 蛍 光灯と し、停電時 には 蓄電 池 に よ 

り 点 灯 する非 常灯 を設け るも のとす る ｡ 
⑦ ⼾ 、側板 、天井 、幅 ⽊ 、前 柱等は 、ス テンレ ス鋼 板をヘ アラ イン仕 上げ とす る が 、 

こ れ に よらな い場 合は設 計図 書によ る ｡ 
⑧ 通 常 運転に 使用 しない スイ ッチ類 は 、かご内 操作 盤のス イッ チボッ クス に収納 し 、 

カ バ ー による 鍵付 とする ｡ 
⑨ そ の 他、監 視カ メラ等 を設 ける場 合は 、設計 図書 による ｡ 

（ ４ ） かごの ⼾ 
か ご の ⼾は、 電動 自動開 閉式 で静粛 、か つ、円 滑 に 開閉す るこ と ｡ま た ⼾ に は 、 セ 

フ テ ィ シ ュ ー を 取 付 け 、 ⼾ が 閉 ま る 際 に セ フ テ ィ シ ュ ー に 物 体 が 触 れ た ときは直ち  
に 反 転 して開 くも のとす る ｡ 

４． 乗 場 
乗 場 は 、 三方 枠、 乗場の ⼾、 敷居、 乗場 ボタン 、 乗 場位置 表示 器等に より 構成す る ｡ 

（ １ ） 三方枠 は、 裏面に 補強 を施し た鋼 板製と し、 ひずみ を除 去した もの とする 。 
（ ２ ） 乗場の ⼾は 、電動 開閉 でかご の⼾ と連動 する こと｡  
（３）⼾及び三方枠の防塵、防滴及び防錆には⼗分考慮するものとし、敷居は摩耗に 耐 

える もの と する｡  
（４）乗場ボタンは、押しボタン点灯式で防滴形とし、カバープレートはステンレス 鋼 

板に ヘアライン 仕上げ等を 施したもの とするが、 これによら ない場合は 設計図書 に 
よる｡  
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（５）乗 場位置表示 器は点灯式 とし、かご の位置及び 進⾏方向を 示すもので、各階出入  
口 の ⾒ 易い位 置に 取付け るも のとす る ｡ 

位置表 示器 は防滴 形と し、カ バー プレー トは ステン レス 鋼板に ヘア ライン 仕上 げ 
等 を 施 したも のと するが ､こ れ に よ ら な い場合 は設 計図書 によ る ｡ 

５ ． 昇 降路内 機器  
昇降 路内機器は 、レール、 レールブラ ケット、ガ イドシュー ､主 索 ､釣合 おもり等 に 

より 構成 す る ｡ 
（１）レールは、エレベーター用Ｔ形レールを使用し、レールブラケットに取付ける も 

のと する｡  
（ ２ ） レール の継 目は、 ほぞ 継ぎと し、 継目板 で接 続しな けれ ばなら ない ｡ 
（３）レールブラケットは、アンカーボルトでコンクリート構造物に強固に取付ける も 

のと する 。 
（４ ）レー ルガ イド は 、ス ラ イ デ ィ ン グ ガイド シュ ー又は ガイ ドロー ラに よるも のと し 、 

レ ー ル 面への 接触 圧を調 整出 来るも のと する｡な お 、強制 潤滑 を⾏う 場合 は 、設 計 図 
書に よる 。 

（５）自動着床装置は、積載質量の範囲内で正確に着床出来るもので、その精度は設 計 
図 書 に よるも のと する｡  

（６）カウンタウエイトは、鋳鉄製又は鋼製で自重を容易に加減出来る構造とし、鋼 製 
の 枠 又 は通し ボル ト等に より 強固に 組⽴ てるも のと する｡  

６ ． 身 体障害 者用 付加仕 様 
身 体 障 害者用 付加 仕様に つい ては、 設計 図書に よる ｡ 

７ ． 操 作制御 設備  
エ レ ベ ーター の運 転方式 は 、乗合全 自動 方式と し以 下の機 器等 を備え るも のとす る 。 

（ １ ）制御盤 は 、屋内閉 鎖自 ⽴形と し 、エレベ ータ ーの安 全な 運転に 必要 な電磁 接触 器 、 
継 電 器 、進相 コン デンサ 、ス ペース ヒー タ、コ ンセ ント等 を具 備する もの とする ｡ 

（ ２ ） 電気機 器に は、防 湿及 び防滴 対策 を施す もの とする ｡ 
（ ３ ） 電気配 線の 施工範 囲は 、設計 図書 による ｡ 
（ ４ ）電源、進⾏ 方向、運⾏ 位置、故障 を監視 出来 る監視 盤を 設ける 場合 は ､設 計 図 書 に 

よる｡  
８ ． 安 全装置 及び 保護装 置 

エ レ ベ ーター には 、次の 安全 装置等 を備 えるも のと する｡  
（ １ ） 上下限 リミ ットス イッ チ 
（ ２ ） ファイ ナル リミッ トス イッチ  
（ ３ ） 過速度 安全 スイッ チ 
（ ４ ） 非常止 め装 置 
（ ５ ） 緩衡装 置 
（ ６ ） ⼾開走 ⾏保 護装置  
（ ７ ） 地震時 等管 制運転 装置  
（８）その他火災時管制運転、停電時救出運転、故障自動通話装置等を設ける場合は 、 
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設 計 図 書によ るも のとす る ｡ 
９． 予備 品 

予 備 品 につい ては 、第 8 章 8-7-3 に よる。  
10． 使 用材料  

エ レ ベ ーター の主 要材料 は、 設計図 書に よる｡  
11． 保 護対策  
（１）昇降路は、湿度が極めて高く、絶えず結露を⽣じ、⽔滴が落下することがあるの  

で 、 ⾦ 属の腐 食対 策、電 気機 器の防 ⽔、 防湿対 策を 施すも のと する｡  
（２）ドアインタロックスイッチ、リミットスイッチ、電話機箱、かご上部のスイッ チ 

等 の 器 具類は 、パ ッキン 入り とする ｡ 
８－２－３ モノレール  

１． 構 造 
（１）モノレールは、ラック・ピニオン方式で、レール、駆動装置、搬器及び操作制 御 

設 備 等 により 構成 され、 これ 以外の 場合 は設計 図書 による 。 
（ ２ ） 走⾏速 度は 、設計 図書 による 。 
（ ３ ） 用途、 積載 質量、 定員 等は、 設計 図書に よる 。 
２． レー ル 
（１ ）レー ルは 、ベ ー ス 板 及 びレー ルブ ラケッ トに 溶接又 はボ ルト接 合す る構造 とす る 。 
（２）レールは、ラックギヤを配した構造で、搬器の走⾏に対して安全な強度を有す る 

も の と する。  
（ ３ ） ラック ギヤ は、騒 音、 振動を 低減 し、維 持管 理の容 易な ものと する 。 
（４）レールブラケットは、アンカーボルトでコンクリート構造物に強固に取付ける も 

のと する 。 
３ ． 駆 動装置  
（１）駆動装置は、搬器と一体となって駆動する構造で、電動機、減速機及び制動機 を 

設 け る ものと する 。 
（２）駆動装置には、２系列以上の制動機を備え、停止状態を保持する能⼒を有するも  

のと する 。 
（ ３ ） 駆動台 ⾞、 連結ア ーム などの ⾦属 部分は 、耐 食性に 優れ たもの とす る。  
（４）電動機は、電磁ブレーキ内蔵の電動機とし、頻繁な始動停止に耐えられるもの と 

す る。  
４． 搬 器 
（ １ ） 搬器枠  

枠骨は、形 鋼、鋼板に より構成し 、積載質量 、内外衝撃 に対して剛 性を有す ると  
と も に 耐久性 を考 慮した 安全 構造と する 。 

（ ２ ） 搬器室  
① 搬 器 には、 走⾏ 路の断 面勾 配の変 化に 対応す る⽔ 平保持 機構 を具備 する ものと す 

る。  
② 搬 器 床は、 積載 質量に 対し て均一 な強 度面を 有す るとと もに 滑り防 止対 策を施 す 
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も の と する。  
③ 搬 器 内には 、操 作盤、 照明 器具、 座席 、安全 ベル ト、用 途・ 積載質 量及 び最大 定 

員 を 明 示した 標識 、その 他設 計図書 で明 示した もの を設け るも のとす る。  
④ 搬 器 には、 前照 灯及び 回転 灯を設 ける ものと する 。 
⑤ 搬 器 には、 始動 時及び 走⾏ 中に警 報を 発する こと の出来 るホ ーン又 はブ ザーを 設 

け る も のとす る。  
⑥ 昇 降 口は、 手動 式で開 閉方 法は、 設計 図書に よる 。 
⑦ 室 内 照明は 常 時 AC100V を 電源 と する 蛍光灯 等を 設ける もの とする 。 

５ ． 操 作制御 設備  
（ １ ） 操作盤  

① 操 作 盤は、 搬器 室内と 通廊 内のス テー ション に設 置する もの とする ｡ 
② 操 作 盤には 、運 転 操 作 に 必 要な 、表 示 器 、操 作 ス イッチ 類を 取付け るも のとす る 。 

（ ２ ） 制御盤  
① 制 御 盤には 、操 作に必 要な 器具の 他、 スペー スヒ ータ、 コン セント 等を 取付け る 

も の と する。  
② 速 度 制御は 、交 流イン バー タ制御 とす る。  

（ ３ ） 監視盤  
監 視 盤 を設け る場 合は、 設計 図書に よる 。 

６ ． 安 全装置 及び 保護装 置 
（ １ ） 減速位 置検 出装置 及び 指定位 置検 出装置  

搬 器 を 自動停 止さ せる停 止位 置直前 部及 び停止 位置 には、 リミ ットス イッ チ又は  
セ ン サ を設け 、搬 器が確 実に 指定位 置で 自動停 止す るもの とす る。  

（ ２ ） 過走防 止装 置及び 緩衝 装置  
走 ⾏ レ ール端 末部 には、 リミ ットス イッ チ、フ ァイ ナルリ ミッ トスイ ッチ 並びに  

衝 突 時 の緩衝 装置 を設け 、搬 器を確 実に 停止さ せる ものと する  
（ ３ ） 非常停 止装 置 

異 常 が ⽣ じ た と き は 、 搬 器 内 外 の 非 常 停 止 ス イ ッ チ を 操 作 す る こ と に よ り、確実  
に 動 ⼒ を遮断 し搬 器を停 止さ せるも のと する。  

（ ４ ） 過速度 安全 装置  
過 速 度 安全装 置は 、設計 図書 で定め られ た速度 で調 速機が 作動 し動⼒ を遮 断し、  

搬 器 を 確実に 停止 させる もの とする 。 
（ ５ ） 非常時 停止 装置  

常 用 停 止装置 、非 常停止 装置 のほか に、 機械的 に搬 器を停 止さ せるこ との 出来る  
非 常 時 停止装 置を 設ける もの とする 。 

（ ６ ） 搬器接 触防 止装置  
搬 器 前 後には 、タ ッチセ ンサ を取付 け、 走⾏中 障害 物に接 触し た場合 には 自動的  

に 停 止 する装 置を 設ける もの とする 。 
（ ７ ） 各種イ ンタ －ロッ ク 

搬 器 内 操作と 呼出 し操作 の間 には、 各種 インタ －ロ ックを 設け るもの とし 、その  
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内 容 は 、設計 図書 による 。 
（ ８ ） 出入口 ドア スイッ チ 

出入口の扉 が閉じてい ない場合に は、運転が できないイ ンターロッ クを設ける も 
のと する 。 

（ ９ ） その他 必要 な安全 装置 等は、 設計 図書に よる 。 
７． 予備 品 

予 備 品 につい ては 、第 8 章 8-7-3 に よる。  
８ ． 使 用材料  

モ ノ レ ールの 主要 材料は 、設 計図書 によ る。  
９ ． 保 護対策  
（１）昇降路は、湿度が極めて高く、絶えず結露を⽣じ、⽔滴が落下することがある の 

で 、 各 機器に は、 ⾦属の 腐食 、電気 機器 の防滴 、防 湿対策 を施 すもの とす る。  
（ ２ ）ドアイ ンタ ロック スイ ッチ 、リミ ットス イッ チ 、キ ャ ビ ン内の スイ ッチ及 び 給 電 用 

設 備 等 の器具 類に は、防 湿、 防滴対 策を 施すも のと する。  
８－２－４ インクライン  

１． 構 造 
（ １ ）インク ライ ンは 、走⾏ レール 、巻 上装置 、搬 器及び 操作 制御機 器等 により 構成 し 、 

こ れ 以 外の場 合は 、設計 図書 による 。 
（ ２ ） 走⾏速 度は 、設計 図書 による 。 
（ ３ ） 用途、 積載 質量、 定員 等は、 設計 図書に よる 。 
２ ． 走 ⾏レー ル 
（１ ）走⾏ レー ルは 、ベ ー ス 板及び レー ルブラ ケッ トに溶 接又 はボル ト接 合する 構造 で 、 

使 用 す る材料 は、 設計図 書に よる。  
（２）レールブラケットは、アンカーボルトでコンクリート構造物に強固に取付ける も 

のと する 。 
３ ． 巻 上装置  
（１）巻上装置は、ワイヤロープにて搬器と連結しドラム、⻭⾞、減速機、電動機、 ブ 

レ ー キ 、フレ ーム 等によ り構 成する 。 
（２）巻上装置は、設計図書に示された条件を満足する強度及び能⼒を有するものと す 

る。  
（ ３ ） ドラム は、 溝付と する 。 
（ ４ ） ブレー キは 、二系 列と する。  
（ ５ ） 停電時 には 、安全 に停 止し、 復電 後は停 止状 態を保 持す ること 。 
４ ． 搬 器（ 台⾞ ） 
（ １ ） 搬器枠  

枠 骨 は 、形鋼 、鋼 板によ り構 成し荷 重、 内外衝 撃に 対して ⼗分 な剛性 を有 すると  
と も に 耐久性 を考 慮した 安全 構造と する 。 

（ ２ ） 搬器室  
① 搬 器 床は、 積載 荷重に 対し て均一 な強 度面を 有す るとと もに 滑り防 止対 策を施 す 
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も の と する。  
② 室 内 は運⾏ 操作 盤、照 明器 具、座 席、 安全ベ ルト 、用途 ・積 載質重 及び 最大定 員 

を 明 示 した標 識、 その他 設計 図書に 明示 したも のを 設ける もの とする 。 
③ 搬 器 には、 前照 灯、回 転灯 を設け 、走 ⾏中の 安全 を図る もの とする 。 
④ 搬 器 には、 始動 時及び 走⾏ 中に警 報を 発する こと の出来 るホ ーン又 はブ ザーを 設 

け る も のとす る。  
⑤ 室 内 照明は 常 時 AC100V を 電源 と する 蛍光灯 等を 設ける もの とする 。 

５ ． 操 作制御 設備  
（ １ ） 操作盤  

① 操 作 盤は、 搬器 室内と 通廊 内のス テー ション に設 置する もの とする 。 
② 操 作 盤には 、運 転操作 に必 要な表 示器 、操作 スイ ッチ類 を取 付ける もの とする 。 

（ ２ ） 制御盤  
①制御盤 に は、制御 に 必要な器 具 の他、盤 内 灯、スペ ー スヒータ 、 コンセン ト等 を 

取 付 け るもの とす る。  
② 速 度 制御は 交流 インバ ータ 制御と し、 その設 定は 設計図 書に よる。  

（ ３ ） 監視盤  
監 視 盤 を設け る場 合は、 設計 図書に よる 。 

６ ． 安 全装置 及び 保護装 置 
（ １ ） 減速位 置検 出装置 及び 指定位 置検 出装置  

搬 器 を 自動停 止さ せる停 止位 置直前 部及 び停止 位置 には、 リミ ットス イッ チ又は  
セ ン サ を設け 、搬 器が確 実に 定位置 で自 動停止 する ものと する 。 

（ ２ ） 過走防 止装 置及び 緩衝 装置  
走 ⾏ レ ール末 端部 には、 リミ ットス イッ チ、フ ァイ ナルリ ミッ トスイ ッチ 並びに  

衝 突 時 の緩衝 装置 を設け 、搬 器を確 実に 停止さ せる ものと する 。 
（ ３ ） 非常停 止装 置 

異 常が⽣ じた ときは 搬器 内外に 非常 手動停 止ス イッチ を設 け、確 実に 動⼒が 遮断  
さ れ 停 止する もの とする 。 

（ ４ ） 非常時 停止 装置  
ワ イヤロ ープ 切断等 の非 常時に は、 機械的 に搬 器を停 止さ せるこ との 出来る 非常  

時 停 止 装置を 設け るもの とす る。  
（ ５ ） 搬器接 触防 止装置  

搬器前 後に は、タ ッチ センサ を取 付け、 走⾏ 中障害 物に 接触し た場 合に自 動的 に 
停 止 す る装置 を設 けるも のと する。  

（ ６ ） 各種イ ンタ ーロッ ク 
搬 器 内 操作と 呼出 し操作 の間 には、 各種 インタ ーロ ックを 設け るもの とし 、その  

内 容 は 設計図 書に よる。  
（ ７ ） 出入口 ドア スイッ チ 

出入口の扉 が綴じてい ない場合に は、運転が できないイ ンターロッ クを設け るも  
のと する 。 
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（ ８ ） その他 必要 な安全 装置 等は、 設計 図書に よる 。 
７． 予備 品 

予 備 品 につい ては 、第 8 章 8-7-3 予 備品の 規定 による もの とする 。 
８ ． 使 用材料  

イ ン ク ライン に使 用する 材料 は、設 計図 書によ る。  
９ ． 保 護対策  
（１）昇降路は、湿度が極めて高く、たえず結露を⽣じ、⽔滴が落下することがあるの  

で 、 各 機器に は、 ⾦属の 腐食 、電気 機器 の防滴 、防 湿対策 を施 すもの とす る。  
（２）ドアインタロックスイッチ、リミットスイッチ、搬器内のスイッチ等の器具類 に 

は 、 防 湿、防 滴対 策を施 すも のとす る。  
８－２－５ 据 付 

１． 据付 準 備 
（１） 据付 に当た って は、機 器、 部品の 有無 を確認 する ととも に、 輸送に よる 破損箇 所、  

不 具 合 の有無 を点 検する もの とする 。 
（ ２ ）請負者 は、据付に 先⽴ ち、据 付 基 礎 、壁 床の 貫通孔 の形 状及び 寸法 並びに 箱抜 き 差 

し 筋 の 位置に つい て据付 に支 障のな いよ う事前 に調 査しな けれ ばなら ない 。 
２ ． 据 付作業  
（１）請負者は、据付に当たり据付基準点、副基準点、基準線を基に、図面寸法によ り 

主たる設備その他各機器類の軸⼼を通る中⼼線、据付高さ等の確認を⾏うものとす  
る。  

（２）副基準点を設定した場合は、据付完了後、移動又は変形しないよう強固な保護 等 
を 施 す ものと する 。 

（３）請負者は、主たる設備その他の各機器類の据付に際して、各部の⽔平及び鉛直 の 
芯 出 し 調整を ⾏い 、その 結果 につい て、 監督員の 確認を 受け るもの とす る。  

（４）据付に伴う溶接、塗装、コンクリート打設は、気象条件に留意して施工するも の 
とす る。  

（５）据付に伴いコンクリート構造物及び建屋等をはつる場合は、監督員の承諾を 得 
る も の とする 。 

 

 

第３節 係船設備  
 

 

８－３－１ 全般構造  
係船設備は、インクライン方式の船舶昇降専用設備及び⽔位追従方式の浮桟橋係留設  

備で ある 。 
１ ． イ ンクラ イン 方式  

イ ンクラ イン 方式は ワイ ヤロー プ式 で、昇 降台 ⾞、走 ⾏レ ール、 巻上 装置、格納ク  
レ ー ン 、浮桟 橋等 により 構成 する。  
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２ ． ⽔ 位追従 方式  
⽔ 位 追 従方式 は、 浮桟橋 、ガ イドレ ール 等によ り構 成する 。 

８－３－２ インクライン方式  
１ ． 巻 上装置  
（１）巻上装置は、ワイヤロープにて台⾞と連結し、ドラム、⻭⾞、減速機、電動機 、 

ブ レ ー キ、フ レー ム等に より 構成す る。  
（２）巻上装置は、設計図書に示された条件を満足する強度及び能⼒を有するものと す 

る。  
（ ３ ） ドラム は、 溝付と する 。 
（ ４ ） ブレー キは 、二系 列と する。  
（５）巻上装置には、過巻上げ、過巻下げを防止するため、リミットスイッチを設け る 

も の と する。  
（ ６ ） 巻上装 置に は、休 止装 置（休 止フ ック） を設 けるも のと する。  
（ ７ ） 停電時 には 、安全 に停 止し、 復電 後は停 止状 態を保 持す ること 。 
２ ． 昇 降台⾞  
（１）台⾞は、設計図書に示す荷重を積載出来る構造で、⾞輪、フレーム船台により構  

成 し 、 適用す る技 術基準 等に 示す強 度と 剛性を 有す る構造 とす る。  
（２）⾞輪は、設計図書に示す荷重に対して適用する技術基準等に示す支持⼒を有し 、 

⽔中 においても 円滑に走⾏ 出来るよう に考慮し、 排障器及び 脱輪防止装 置を取付 け 
る も の とし、 軸受 は給油 可能 な構造 とす る。  

（３）非常用制動機構は、ワイヤロープの切損に対応して自動的に昇降台⾞が停止す る 
とと もに、操作 機構のトラ ブルによる 停止不能の 場合にも手 動で停止出 来る機構 を 
設 け る ものと する 。 

（ ４ ） フレー ムは 、形鋼 及び 鋼板を 主材 とした 溶接 構造と する 。 
（５）船台は、船底の形状に合わせて、確実に船底を支持出来るものとする。なお、 船 

舶 と 接 触する 恐れ のある 箇所 には、 緩衝 材を取 付け るもの とす る 
（６）台⾞上部には、手摺付踊場を設けるものとし、床板に滑り防止対策を施すもの と 

す る。  
３ ． 走 ⾏レー ル 
（１）走⾏レールは、普通軌条又は形鋼形成とし、うねり（上下、左右）、軸間寸法 に 

注 意 し てアン カー ボルト でコ ンクリ ート 構造物 に強 固に取 付け るもの とす る。  
（ ２ ） 走⾏レ ール の継目 は、 継目板 をあ て、ボ ルト で堅固 に接 続する もの とする 。 
（ ３ ） 走⾏レ ール の下限 には 、⾞輪 止め を設け るも のとす る。  
４ ． ワ イヤロ ープ  

ワ イ ヤ ロ ー プ は 、 設 計 図 書 に 示 さ れ た 条 件 に 対 し て 、 ⼗ 分 な 強 度 を 有 す るものとす  
る。  

５ ． ロ ープ受 ロー ラ 
（１）走⾏路には、台⾞の移動に際して、ワイヤロープが直接、基礎コンクリートに接  

触 し な いよう ロー プ受ロ ーラ を設け るも のとす る。  
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（ ２ ） ローラ 及び 軸受は 、耐 ⽔性を 考慮 するも のと し、材 料は 設計図 書に よる。  
（３）湖面が結氷した状態で⽔位が低下するダム湖に設置するロープ受けローラは、 結 

氷 の 引 張⼒を 考慮 した固 定方 法とす る。  
６ ． 保 管船台  

保管船 台は 、巡視 船又 は作業 船を 格納出 来る 強度を 有し 、船舶 との 接触部 には 緩衝  
材 を 取 付け、 船体 を安定 させ るもの とす る。  

７ ． 格 納クレ ーン  
（１）クレーンは、安全で確実な運転が出来るとともに、耐久性に優れ保守管理が容易  

な 構 造 とする 。 
（ ２ ） クレー ンの 仕様に つい ては、 設計 図書に よる 。 
８． 浮桟 橋 
（ １ ）浮 桟 橋 は 、設 計 図 書 に 示す荷 重条 件に対 して ⼗分な 強度 を有す るも のとし 、ま た 、 

偏 荷 重 時にお いて も、機 能上 支障の ない ⽔平度 を保 持する もの とする 。 
（ ２ ） 浮桟橋 は、 ⽔位の 変動 に追従 して 可動す るも のとす る。  
（３）浮桟橋には、船舶を係留するために必要なクリート又は、ビット及び船舶を保 護 

す る た めの緩 衝材 並びに 転落 防止用 手摺 を設け るも のとす る。  
（４）浮桟橋は、渇⽔等による急激な⽔位低下に対して容易に取り外し出来る構造と す 

る。  
（ ５ ） 浮桟橋 の床 板は、 滑ら ないよ うに スリッ プ止 めを施 すも のとす る。  
９ ． 安 全装置 及び 保護装 置 

安 全 装 置及び 保護 装置に つい ては、 設計 図書に よる 。 
８－３－３ ⽔位追従方式  

１． 浮桟 橋 
（１）浮桟橋は、常時、巡視船及び作業船等を係留した状態でガイドレールに沿って ⽔ 

位 追 従 出来る 構造 とする 。 
（ ２ ） 浮桟橋 とガ イドレ ール との脱 着操 作が、 容易 な構造 とす る。  
（ ３ ） 浮桟橋 は、 渇⽔時 には 自⽴出 来る 構造と する 。 
２ ． ガ イドレ ール  
（ １ ） ガイド レー ルの取 付方 法は設 計図 書によ る。  
（ ２ ） ガイド レー ルの構 造は 、設計 図書 による 。 

８－３－４ 使用材料  
係 船 設 備の主 要材 料は、 設計 図書に よる 。 

８－３－５ 操作方式  
操 作 方 式は、 設計 図書に よる 。 

８－３－６ 操作回路  
操作回路には、誤操作による事故等を防止するため、必要なインターロックを設ける  

も の と する。  
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第４節 堤内排⽔設備  
 

 

８－４－１ 一般事項  
１ ． ポ ンプ設 備 

ポ ンプ設備は 、ポンプ、 吸吐出管、 集⽔井、操 作制御設備 等で構成さ れ、振動 、 騒 
音が 少なく円滑 に運転出来 るとともに 、設計図書 に示された 条件に対し て、キャビ テ 
ー シ ョ ンを発 ⽣さ せない こと 。 

２ ． ポ ンプ設 備の 耐久要 件 
ポ ンプ設備は 、その用途 に適し、⻑ 期間の断続 運転に耐え うるもので 、空気の 流 入 

が な い ものと する 。また 、保 守管理 が容 易なも のと する。  
３ ． 吸 吐出管  

吸 吐 出 管は管 路損 失が少 なく 、耐摩 耗性 および 耐食 性に優 れて いるこ と。  
４． 工 具 

ポ ン プ 設備に は、 保守管 理に 必要な 工具 を具備 する ものと する 。 
５ ． ポ ンプ台 数 

ポ ン プ 台数は 、１ 集⽔井 当た り２台 以上 とする 。 
６ ． 機 側操作 盤の 設置位 置 

機 側 操 作盤の 設置 位置は 、設 計図書 によ る。  
８－４－２ ポンプ形式  

ポ ン プ 形式は ⽔中 モータ ポン プとし 、こ れ以外 の場 合は設 計図 書によ る。  
１ ． ⽔ 中モー タポ ンプ構 造 
（ １ ） 電動機 は、 ⽔封式 又は 乾式⽔ 中形 とし、 ポン プと一 体組 込みと する 。 
（ ２ ） ポンプ 1 台 に対し て、 次の付 属品 を具備 する ものと する 。 

① 相 フ ラ ン ジ 1 台 分 
② 連 成 計及び コッ ク付道 管 1 台 分 
③ ポ ン プ取付 床 1 台 分 

２ ． ポ ンプ仕 様 
ポ ン プ 仕様は 、設 計図書 によ る。  

８－４－３ 吸吐出管  
１ ． 使 用材料  

吸 吐 出 管に使 用す る材料 は、 設計図 書に よる。  
２ ． 管 支持⾦ 物 

管支持⾦ 物は管の伸 縮、横振れ などに適応 するもので 、管からの 荷重に耐えうる構  
造 と し 、その 材質 は設計 図書 による 。 

３． 給気 口 
⻑ い吐出管の 場合は、適 切な箇所に 給気口を設 けるものと する。また 、必要に 応 じ 

て 、 ⽔ 撃作用 対策 を考慮 する こと。  
４． 吐出 管 
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吐 出 管 は、内 部清 掃、補 修等 が容易 な配 管とす る。  
８－４－４ 集⽔井  

⽔中モータポンプの集⽔井には、ポンプ整備のためにポンプ引上装置を設けるものと  
す る。  

８－４－５ ⽔位検出装置  
集 ⽔ 井 には電 極式 又はフ ロー ト式の ⽔位 検出装 置を 設ける もの とする 。 

８－４－６ 表 示 
ポンプの運転、故障、及び集⽔井の⽔位異常の場合には、機側操作盤に表示するとと  

も に 、 管理所 に表 示及び 警報 出来る 外部 出⼒端 子を 設ける もの とする 。 
８－４－７ 配 線 

配 線 の 範囲は 、設 計図書 によ る。  
８－４－８ 操作方式  

操作方式は、集⽔井⽔位による自動交互運転、並列運転及び機側単独運転とする。な  
お 、 自 動運転 で先 ⾏ポン プが 不作動 の場 合は、 後続 ポンプ が始 動する こと 。 

８－４－９ 据 付 
据 付 は 、 第 6 章 6-13-1 揚 （用） 排⽔ ポンプ 設備 の規定 によ るもの とす る。  

 

 

第５節 流⽊止設備  
 

 

８－５－１ 構 造 
流 ⽊ 止 設備は 網場 、通船 ゲー トから 構成 される もの とする 。 

８－５－２ 網 場 
１ ． 主 ロープ  
（１）ロープは、ポリエチレン被覆めっきワイヤロープ又は合成繊維製ロープとし、 ⻑ 

期に わたる波浪 、流⽊によ る曲げに対 し、疲労伸 びの少ない ものを使用 し、表面 に 
は 紫 外 線、凍 結に よる劣 化防 止のた めの 被覆を 施し たもの とす る。  

（ ２ ） 主ロー プの 本数は 、設 計図書 によ る。  
（３）各端末は、係留が容易であるよう考慮するとともに、⾦具類は耐食性に優れた も 

のと する 。 
（ ４ ） 主ロー プの ⻑さは 、設 計図書 に示 す貯⽔ 位変 動に対 応出 来る⻑ さの ものと する 。 
２ ． フ ロート  
（ １ ） フロー トは 、設計 図書 に示す 設計 条件を 満足 する構 造、 形状と する 。 
（２）材質はポリエチレン製で、強度、耐候性、耐食性に優れたものを使用し、内部に  

発 泡 ス チロー ルを 充填し たも のとす る。  
（３ ）フ ロ ー ト の 間隔は 主ロ ープの たる み 、フ ロ ー トの転 倒を 考慮し 適正 なもの とす る 。 
３． ネッ ト 
（ １ ）ネット は合 成繊維 製と し 、上 網 と 下網か ら構 成され たも ので 、目開 き寸法 、材 質 、 

ロ ー プ 径等は 設計 図書に よる 。 
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（２ ）上 網 は フ ロ ート間 に設 置する もの で 、外 周 は ロープ にて 縁取り をす るもの とす る 。 
（３）下網は上網同様に縁取りを⾏い、縁取材と同等以上のロープで上下方向に補強 す 

る も の とする 。 
４ ． 結 束ロー プ 

各部材の 結束ロープ は、合成繊 維製とし、 結束部の滑 り防止対策 を施し、端末は溶  
着 処 理 を施し 、ね じり戻 りの ないよ うに するも のと する。  

５ ． バ ランス ウエ イト  
バ ラ ン スウエ イト は、耐 食性 に優れ 、取 外しの 容易 なもの とす る。  

６． アン カ 
左右岸に 設置するア ンカは、網 場の張⼒に 対して耐⼒ を有するも のとし貯⽔による  

崩 壊 、 洗掘の 恐れ のない もの とする 。 
８－５－３ 通船ゲート  

１ ． ゲ ート主 枠 
ゲート主 枠は、網場 の張⼒に耐 えるものと し、かつ、 耐食性に優 れたものとする。  

ま た 、 設計図 書に 示す船 舶の 幅員及 び吃 ⽔に対 し余 裕のあ る寸 法とす る。  
２． ゲー ト 

ゲートは 箱形で必要 に応じて内 部に発砲ス チロール板 を施し、流 芥物に対し強度と  
剛性 を有するも のとする。 また、ゲー トをネット で製作する 場合は、網 場と同一材 料 
とす る。  

３ ． 開 閉装置  
開 閉 装 置の構 造及 び操作 方式 につい ては 、設計 図書 による 。 

４． 操作 台 
（１）操作台は、形鋼を主材とし、周囲には手摺を設け、床版は、けい砂塗装又はエ キ 

スパ ンドメタル 等の滑り防 止対策を施 すものとす る。また点 検が容易な スペース を 
確 保 す るもの とす る。  

（２）船舶と接触する恐れのある箇所には、緩衝材を取付けるものとする。なお、操 作 
台 に 使 用する 材料 は、設 計図 書によ る。  

８－５－４ 据 付 
据 付 に 当たっ ては 、機 器 、部 品の有 無を 確認す ると 共に、輸送 による 破損 箇所 、 不 具 

合 の 有 無を確 認す るもの とす る。  
また、地上 据付 作業 に 当 た っ て は 、墜落 、滑 落、⽔ 上 作 業 に 当 た っ ては、船上 から の 

転 落 に 対する 対策 を施さ なけ ればな らな い。  
 

 

第６節 ⽔質保全設備  
 

 

８－６－１ 構 造 
⽔質保全設備は、曝気・循環設備（浅層曝気、深層曝気、全層曝気）と噴⽔設備とす  

る。  
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１ ． 曝 気・循 環設 備 
曝気 ・循環設備 は、係留施 設、給気設 備、散気管 、送気管及 び操作制御 設備等に よ 

り 構 成 する。  
２ ． 噴 ⽔設備  

噴⽔ 設備は、噴 ⽔ポンプ、 噴⽔台船、 係留施設、 及び操作制 御設備等に より構成 す 
る。  

８－６－２ 曝気・循環設備  
１ ． 係 留施設  
（ １ ） 係留方 式に ついて は、 設計図 書に よる。  
（２）ワイヤロープは、設計図書に示す条件に対して所要の強度を有するものとする。  

な お、ワイヤ ロープは、 設備が⽔位 の変動に追 従出来るよ う、係留⻑ さを調節出 来 
る も の とする 。 

（３）係留チェーンは、設計図書に示す条件に対して所要の強度を有するものとする 。 
なお 、係留チェ ーンは、設 備が⽔位の 変動に追従 できるよう 、係留⻑さ を調節出 来 
る も の とする 。 

２ ． 給 気装置  
（１）空気圧縮機の型式、吐出圧⼒、吐出量及び潤滑油方式等については、設計図書 に 

よ る。  
（ ２ ） 冷却方 式に ついて は、 空冷と する 。 
（ ３ ） 空気圧 縮機 には、 自動 排気弁 を設 けるも のと する。  
（ ４ ） 散気管 の設 置⽔深 を⼗ 分考慮 し、 常に供 給空 気量を 維持 するも のと する。  
（ ５ ） 供給空 気量 につい ては 、設計 図書 による 。 
３． 散気 管 

散 気 管 の支持 方式 につい ては 、設計 図書 による 。 
４． 送気 管 
（ １ ） 給気装 置室 内の送 気管 の仕様 及び 構造は 、設 計図書 によ る。  
（２）給気装置室外の送気管は、耐熱ホース等を用いて配管を⾏い、適切な保護を施 す 

も の と し、施 工範 囲は設 計図 書によ る。  
（ ３ ） 送気方 式に ついて は、 設計図 書に よる。  
（ ４ ） 送気管 の径 は、圧 ⼒損 失を⼗ 分考 慮し決 定す るもの とす る。  
５ ． 操 作方式  

操 作 方 式は、 設計 図書に よる 。 
６ ． 操 作回路  

操作 回路には、 誤操作によ る事故等を 防止するた め、必要な インターロ ックを設 け 
る も の とする 。 

７． 配 線 
配 線 に 使用す る材 料は、 設計 図書に よる 。 

 

 

８ ． 使 用材料  
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曝 気 ・ 循環設 備に 使用す る材 料は、 設計 図書に よる 。 
８－６－３ 噴⽔設備  

１ ． 循 環ポン プ 
（ １ ） 循環ポ ンプ の吐出 量及 び揚程 等に ついて は、 設計図 書に よる。  
（２）ポンプ類は、連続運転に耐える堅牢な構造とし、運転時の振動、騒音が少ない も 

のと する 。 
（ ３ ） ポンプ 類の 駆動用 電動 機は、 防⽔ 構造の もの とする 。 
２ ． 噴 ⽔台船  

噴⽔台船 は、船舶の 係留が容易 な構造とし 、設計図書 に示す荷重 条件に対して⼗分  
な強 度を有する ものとし、 また、偏荷 重時におい ても、機能 上支障のな い⽔平度を 保 
持 す る こと。  

３ ． 係 留施設  
（ １ ） ワイヤ ロー プは、 設計 図書に 示す 条件に 対し て所要 の強 度を有 する ものと する 。 
（２）係留ワイヤロープは、設備が⽔位の変動に追従出来るよう、係留⻑さを調節出 来 

る も の とする 。 
（３）係留チェーンは、設計図書に示す条件に対して所要の強度を有するものとする 。 

な お 、係留チ ェー ンは、設備 が⽔位 の変 動に追 従で きるよ う、係留⻑ さを 調節 出 来 
る も の とする 。 

４ ． 浮 体式配 線・ 配管管 保持 設備  
（１）浮体式配線・配管保持設備は、設備本体及び配管配線に対する⼗分な浮⼒を有 す 

る も の とする 。 
（２）浮体式配線・配管保持設備は、風・波浪及び結氷等の影響で転倒しない構造の も 

のと する 。 
（３）浮体式配線・配管保持設備は、設計図書に示す荷重条件に対して⼗分な強度を 有 

す る も のとす る。  
５ ． 操 作方式  

操 作 方 式は、 設計 図書に よる 。 
６ ． 操 作回路  

操 作 回 路には 、誤 操作に よる 事故等 を防 止する ため 、必要 なイ ンター ロッ クを設 け 
る も の とする 。 

７． 配 線 
操作 制御室内及 び操作制御 室から噴⽔ ポンプに使 用する配線 材料は、設 計図書に よ 

る。  
８ ． 使 用材料  

噴 ⽔ 設 備に使 用す る材料 は、 設計図 書に よる。  
８－６－４ 据 付 

据 付 は 、 第 8 章 8-5-1 流 ⽊止設 備の 規定に よる ものと する 。 
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第７節 操作制御設備  
 

 

８－７－１ 適 用 
この節は、係船設備、堤内排⽔設備及び⽔質保全設備に適用する。他の管理設備に関  

し て は 、各節 によ るほか 、設 計図書 によ る。  
８－７－２ 一般事項  

第 12 章 12-1-2「 監 視 操 作 制 御 設 備 」 に よる。  
８－７－３ 予備品  

ダ ム 管 理設備 の予 備品は 、設 計図書 によ るもの とす る。  
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第９章 鋼製付属設備 
 

 

 

 

第１節 通 則 
 

 

９－１－１ 適 用 
この章は鋼製付属設備に適用する。鋼製付属設備とは、本共通仕様書に示す各種設備  

（主体となる）に付属して設置される鋼材を主要構成部材とした小規模でかつ簡単な 鋼 
構 造 物 をいう 。 

９－１－２ 一般事項  
１． 構造  

鋼製 付属設備は 、設計図書 に示される 荷重条件に 対して必要 な強度、剛 性を有し 、 
耐 久 性 に富み 、安 全な構 造で なけれ ばな らない 。 

２ ． 技 術基準 等 
鋼製 付属設備の 施工に当た っては、設 計図書によ るほか、主 体となる設 備の技術 基 

準 等 に 準拠す る。  
９－１－３ 使用材料  

１ ． 主 要部材  
鋼 製 付 属設備 に使 用する 主要 部材の 材質 及び板 厚に ついて は、 技術指 針等 による 。 

２ ． 防 食対策  
据付 後の塗装が 不可能な部 分、その他 保守管理の 困難な部材 については 、設計図 書 

に 示 す 防食対 策を 施すも のと する。  
９－１－４ 構造計算  

鋼 製 付 属設備 の構 造計算 は、 技術指 針等 による 。 
 

 

第２節 鋼製付属設備  
 

 

９－２－１ 一般事項  
鋼 製 付 属設備 の形 状及び 寸法 は、設 計図 書によ る。  

９－２－２ 操作管理橋（⼈道橋）  
１ ． 溜 水対策  

操作 管理橋（⼈ 道橋）には 、溜水が生 じないよう 排水孔や水 抜孔等を設 けるもの と 
す る。  

２． 出入 口 
操作 管理橋（⼈ 道橋）の出 入口には、 施錠可能な 扉を設置す るとともに 、必要に 応 

じ て 、 ⽴入禁 止等 の表示 板を 設ける もの とする 。 
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９－２－３ 手摺、階段、防護柵、梯子  
手摺、階段、防護柵、梯子の基本寸法は、本体設備の操作及び保守管理を⾏う者の安  

全 を 考 慮して 決定 するも のと する。  
９－２－４ ピット蓋  

１ ． 寸 法・重 量 
ピ ッ ト 蓋単体 の寸 法・重 量は 設置・ 撤去 を考慮 した ものと する 。 

２ ． す べり止 め対 策等  
ピ ッ ト 蓋には 必要 に応じ て、 すべり 止め 対策及 び防 音対策 等を 設ける もの とする 。 

９－２－５ その他の鋼製付属設備  
本節に示す以外の鋼製付属設備については、本共通仕様書における各章の記載による  

ほ か 、 設計図 書に よる。  
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第 10 章 鋼橋上部工 
 

 

 

 

 

第１節 通 則 
 

 

10－ １ － １ 適 用 

こ の 章 は、鋼 橋本 体と鋼 橋付 属物工 に適 用する 。 

10－ １－２ 一般事項  
１．鋼 橋上部工の 構造と機能  

構造及 び 機能は、 設 計図書に 示 す設計条 件 、仕様に 対 して十分 な 機能を有 し 、 耐 久 

性、安 全性、及び 保守管理を 考慮した構 造とするも のとする。  

２．技 術基準等  

請負者 は 、設計図 書において 特に定めの ない事項に ついては 、以 下の基準 類による。 

これに より難い場 合は、監督員の承諾 を得なけれ ばならない 。 

なお 、基準類と 設計図書に 相違がある 場合は、原 則として設 計図書の規 定に従うも 

のとし 、疑義があ る場合は監督員と協 議しなけれ ばならない 。 

（ １ ） 土地改 良事 業計画 設計 基準・ 設計 「農道 」基 準書・ 技術 書 （ 農 林 水産省 ） 

（ ２ ） 道 路 橋 示 方 書 ・ 同 解 説 （ Ⅰ 共 通 編 ） （ 日 本 道 路 協 会 ） 

（ ３ ） 道 路 橋 示 方 書 ・ 同 解 説 （ Ⅱ 鋼 橋 編 ） （ 日 本 道 路 協 会 ） 

（ ４ ） 道路橋 示方 書・同 解説 （Ⅴ耐 震設 計編） （ 日本 道路協 会）  

（ ５ ） 鋼道路 橋施 工便覧 （ 日 本 道 路 協 会 ） 

（ ６ ） 鋼道路 橋設 計便覧 （ 日 本 道 路 協 会 ） 

（ ７ ） 道 路 橋 支 承 便 覧 （ 日 本 道 路 協 会 ） 

（ ８ ） 鋼道路 橋防 ⾷便覧 （ 日本 道路協 会）  

（ ９ ） 道 路 照 明 施 設 設 置 基 準 ・ 同 解 説 （ 日 本 道 路 協 会 ） 

（ 10） 防 護 柵 の 設 置 基 準 ・ 同 解 説 （ 日 本 道 路 協 会 ） 

（ 11） ⽴ 体 横 断 施 設 技 術 基 準 ・ 同 解 説 （ 日 本 道 路 協 会 ） 

（ 12） 鋼 道 路 橋 の 細 部 構 造 に 関 す る 資 料 集 （ 日 本 道 路 協 会 ） 

（ 13） 道 路 橋 床 版 防 水 便 覧 （ 日 本 道 路 協 会 ） 

（ 14） 鋼 道 路 橋 の 疲 労 設 計 指 針 （ 日 本 道 路 協 会 ） 
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10－ １－３ 銘板  
１ ． 請負者は 、次 の内容 を記 録した 橋歴 板を製 作し なけれ ばな らない ｡ 

（１ ）橋 名 
（２ ）完 成 年⽉(製作 年⽉)  
（ ３ ） 事業名 等 
（ ４ ） 適用示 方書  
（ ５ ） 活荷重  
（ ６ ） 使用鋼 材 
（ ７ ） 設計会 社 
（ ８ ） 製作会 社 
（ ９ ） 施工会 社 

２．橋 歴板  
請負者 は、 橋歴板 は起 点左側 、 橋 梁端部 に取 付ける もの とし、 取付 け位置 につ いては 、 監督員 
の指示 によ らなけ れば ならな い。  

３．橋 歴板記載事 項 
請負者 は、橋 歴板 に記載 する 年⽉は 、橋 梁の製 作年 ⽉を記 入し なけれ ばな らない 。 

10－ １－４ 塗装記録  
１ ．請負者は 、最 終塗装 の完 了後、橋体 起点側（左）又は 終点 側（ 右 ）の 外桁腹 板に 、 
ペ イ ン ト ま た は 耐 候 性 に 優 れ た フ ィ ル ム 状 の 粘 着 シ ー ト に よ り 図 10-1-1 の と お り 記 
録 し な ければ なら ない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10－ １ － １ 装記 録表の 仕様  
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第２節 鋼橋製作  
 

 

10－ ２－１ 一般事項  

１ ． 工 場製作 工と して、 桁製 作工、 その 他これ らに 類する 工種 につい て定 める。  
２．この章において主要部材とは、主構造と床組、二次部材とは、主要部材以外の二 次 

的 な 機 能を持 つ部 材をい うも のとす る。  

10－ ２－２ 材 料 
１ ． 材 料確認  

請負者 は、 鋼材に JIS マーク 表示のない もの（JIS マーク表示 認証を受け ていない

も の、JIS マーク表示品であってもマーク表示の確認ができないものも含む）につい

て 以下の とおり確認 しなければ ならない。  

（１ ） 鋼材に製造 ロット番号 等が記され 、 か つ 、 これに対応す るミルシー ト等が添付 さ 

れてい るものにつ いては、 ミルシート等 による品質 確認及び現 物による員 数、 形状 

寸法確 認によるも のとする。  

な お 、 ミルシ ート 等とは 、鋼 材の購 入条 件によ りミ ルシー トの 原本が 得ら れない 

場 合 の ミルシ ート の写し も含 むもの とす るが、 この 場合そ の写 しが当 該鋼 材と整 合 

してい ることを保 証するもの の氏名、捺 印及び日付 がついてい るものに限 る。  

（２ ）鋼 材の製造 ロット番号 等が不明で 、ミルシー ト等との照 合が不可能 なもののう ち、 

主要構 造部材とし て使用する 材料につい ては、機 械試験による 品質確認及 び現物に 

よる員 数、形状寸 法確認によ る材料確認 を⾏うもの とする。  

な お 、 機械試 験の 対象と する 材料の 選定 につい ては 監督員と 協議す るも のとす る。  

（３） 上記以外の 材料につい ては、現物 による員数 、形状寸法 確認を⾏う ものとする 。 

２．ミ ルシートの 提出  

請負者 は 、鋼材の 材料のうち 、主要構造 部材に使用 される鋼材 の品質が記 されたミ 

ルシー トについて 、工事完成 時に提出す るものとす る。  
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３．溶 接材料  
請負者 は、溶接材 料の使用区 分を表 10-2-1 に従って 設定しなけ ればならな い。  

 

 

表 10－２－ １ 溶接材 料区 分 
 

使 用 区 分 使 用 す る 溶 接 材 料 

強 度 の 同 じ 鋼 材 を 溶 接 
する 場合  

⺟材の規 格値と同 等または それ以上 の機械 
的 性 質 を有す る溶 接材料  

強 度 の 異 な る 鋼 材 を 溶 
接す る場 合 

低強度側 の⺟材の 規格値と 同等また はそれ 
以 上 の 機械的 性質 を有す る溶 接材料  

じ ん 性 の 同 じ 鋼 材 を 溶 
接す る場 合 

⺟材の要 求値と同 等または それ以上 のじん 
性 を 有 する溶 接材 料 

じ ん 性 の 異 な る 鋼 材 を 
溶 接 す る場合  

低じん性 側の⺟材 の要求値 と同等ま たはそ 
れ 以 上 のじん 性を 有する 溶接 材料  

耐 候 性 鋼 と 普 通 鋼 を 溶 
接す る場 合 

普通鋼の ⺟材と同 等または それ以上 の機械 
的 性 質 、じん 性を 有する 溶接 材料  

耐 候 性 鋼 と 耐 候 性 鋼 を 
溶 接 す る場合  

⺟ 材 と 同等ま たは それ以 上の 機械的 性質 、じ 
ん 性 及 び耐候 性鋼 を有す る溶 接材料  

 

 

請負者 は 、耐候性 鋼材を溶接 する場合は 、耐候性鋼 材用の溶接 材料を用い なければ  
ならな い。  

なお 、被 覆アーク 溶接で施工 する場合で 以下の項目 に該当する 場合は 、低水 素系溶 

接棒を 使用するも のとする。  

（１） 耐候性鋼材 を溶接する 場合  

（２） SM490 以上の鋼材を溶 接する場合  
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溶 接 棒 の種類  溶 接 棒 の状態  乾 燥 温 度 乾 燥時 間 
 

 

軟鋼 用被 覆 

ア ー ク 溶接棒  

乾 燥 （開 封） 後 12 時 間
以 上 経 過 した とき もし
く は 溶 接 棒が 吸湿 した
お そ れ がある とき  

 

 

 

100〜 150℃ 

 

 

 

１ 時 間 以 上 

 

 

低 水 素 系被覆 
ア ー ク 溶接棒  

乾 燥 （ 開 封） 後４ 時間
以 上 経 過 した とき もし
く は 溶 接 棒が 吸湿 した
お そ れ がある とき  

 

 

 

300〜 400℃ 

 

 

 

１ 時 間 以 上 

 

 

 

４．被 覆アーク溶 接棒  
請負者 は、被覆ア ーク溶接棒 を表 10-2-2 に従って乾 燥させなけ ればならな い。 

表 10－２－ ２ 溶接棒 乾燥 の温度 と時 間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．サ ブマージア ーク溶接に 用いるフラ ックス  

請負者 は 、サブマ ージアーク 溶接に用い るフラック スを表 10-2-3 に従って 乾燥させ  
なけれ ばならない 。 

 

 

表 10－２－ ３ フラッ クス の乾燥 の温 度と時 間 
 

フ ラ ッ ク ス の 種 類  乾 燥 温 度  乾 燥 時 間  

溶  触  フ  ラ  ッ  ク  ス 1 5 0 〜 2 0 0 ℃ １ 時 間 以 上 

ボ ン ド フ ラ ッ ク ス  2 0 0 〜 2 5 0 ℃ １ 時 間 以 上 

 

 

６． CO2 ガスシー ルドアーク 溶接に用い る CO2 ガス  
CO2 ガスシールド アーク溶接 に用いる CO2 ガスは、 JIS K 1106（液化二酸 化炭素（液  

化炭酸 ガス ））に規定された 第 3 種を使 用するもの とする。  

７．工 場塗装工の 材料  
工場塗 装工の材料 については 、以下の規 定によるも のとする。  

（１ ）請負者は 、 JIS に適合 した塗料を 使用しなけ ればならな い 。また請負者は 、設計 

図書に 特に明示さ れていない 場合は 、施工前に色⾒ 本により監督員の承 諾を得な け

れば ならない。  

（２ ）請負者は 、塗料を直射 日光を受け ない場所に 保管し 、その取扱につ いて 、関係諸  



第 10 章  鋼橋上部工 

― 204― 

 

 

 

 

法令及 び諸法規を 遵守しなけ ればならな い。  
（３ ）請負者は 、多液型塗料 を使用する 場合 、混合の際の混合 割合 、混合法 、混合塗 料 

の状態 、使用時間 等について 使用塗料の 仕様を遵守 しなければ ならない。  

（４） 請負者は、 塗料の可使 時間は、表 10-2-4 の基 準を遵守し なければな らない。  
 

 

表 10－２－ ４ 多液形 塗料 の可使 時間  
 

塗 料 名 可使 時間 （ 時間）  

⻑ ば く 形エッ チン グプラ イマ ー 20℃ 、 8 以内  

無 機 ジ ンクリ ッチ プライ マー  
無 機 ジ ンクリ ッチ ペイン ト 

有 機 ジ ンクリ ッチ ペイン ト 

 

 

20℃ 、 5 以 内 

エ ポ キ シ樹脂 塗料 下塗  
変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料下 塗 

亜 鉛 め っき用 エポ キシ樹 脂塗 料下塗 

弱 溶 剤 形変性 エポ キシ樹 脂塗 料下塗  

10℃ 、 8 以 内 

20℃ 、 5 以 内 
 

30℃ 、 3 以 内 

 

変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料内 面用  
20℃ 、 5 以 内 

30℃ 、 3 以 内 

超 厚 膜 形エポ キシ 樹脂塗 料 20℃ 、 3 以内  

エ ポ キ シ樹脂 塗料 下塗（ 低温 用）  
変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料下 塗（ 低温用 ） 

変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料内 面用 （低温 用）  

5℃、5 以 内 
 

10℃ 、 3 以 内 

無 溶 剤 形変性 エポ キシ樹 脂塗 料 20℃ 、 1 以内  

無 溶 剤 形変性 エポ キシ樹 脂塗 料（低 温用 ） 10℃ 、 1 以内  

コ ン ク リート 塗装 用エポ キシ 樹脂プ ライ マー  20℃ 、 5 以内  

ふ っ 素 樹脂塗 料用 中塗  
ふ っ 素 樹脂塗 料上 塗 

弱 溶 剤 形ふっ 素樹 脂塗料 用中 塗 

弱 溶 剤 形ふっ 素樹 脂塗料 上塗  

コ ン ク リート 塗装 用エポ キシ 樹脂塗 料中 塗 

コ ン ク リート 塗装 用柔軟 形エ ポキシ 樹脂 塗料中 塗 

コ ン ク リート 塗装 用ふっ 素樹 脂塗料 上塗  

コ ン ク リート 塗装 用柔軟 形ふ っ素樹 脂塗 料上塗  

 

 

20℃ 、 5 以 内 

 

 

 

 

30℃ 、 3 以 内 

 

 

（ ５ ） 請負者 は、 塗料の 有効 期限を 、ジ ンクリ ッチ ペイン トの 亜鉛粉 末製 造後 6 ヶ ⽉ 
以 
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内 、その 他の塗料 は製造後 12 ヶ⽉とし 、有 効期限を 経過した塗 料は使用し てはなら  
ない。  

10－ ２－３ 原 寸 
１ ． 一 般事項  

請負者は、工作 に着手する 前に原寸図 を作成し、 図面の不備 や製作上に 支障がな い 
かど うかを確認 しなければ ならない。 また、原寸 図の一部ま たは全部を 省略する場 合 
は 、 設 計図書 に関 して監督員の承 諾を 得なけ れば ならな い。  

10－ ２－４ 工 作 
１． 板取 り 

請負者は、主要 部材の板取 りに当たっ ては、主た る応⼒の方 向と圧延方 向とが一 致 
す る こ とを確 認し なけれ ばな らない 。 

た だ し 、 圧 延 直 角 方 向 で JIS G  3106（ 溶 接 構 造 用 圧 延 鋼 材 ） の 機 械 的 性 質 を 満 足 す 
る場 合や、連結 板などの溶 接されない 部材につい て板取りす る場合は、 この限りで は 
な い。  

ま た 、 連結板 など の溶接 され ない部 材に ついて も除 くもの とす る。  
なお 、板取りに 関する資料 を保管し、 工事完成時 に提出しな ければなら ない。た だ 

し、 それ以外で 監督員ま たは検査職 員からの請 求があった 場合は、速 やかに提示 し 
な け れ ばなら ない 。 

２． けが き 
請負者は、けが きに当たっ て、完成後 も残るよう な場所には タガネ・ポ ンチ傷を つ 

け て は ならな い。  
３． 切断  

請負者は、主要 部材の切断 を自動ガス 切断法、プ ラズマアー ク切断法ま たはレー ザ 
ー切 断法により ⾏わなけれ ばならない 。また、フ ィラー・タ イプレート 、形鋼、板 厚 
10mm 以 下 の ガ セ ッ ト ・ プ レ ー ト 及 び 補 剛 材 は 、 せ ん 断 に よ り 切 断 し て よ い が 、 切 断 線  
に肩 落ち、かえ り、不揃い 等のある場 合は縁削り またはグラ インダー仕 上げを⾏っ て 
平 滑 に 仕上げ るも のとす る。  

４． 面取 り 
請負者は、塗装 される主要 部材におい て組⽴てた 後に自由縁 となる切断 面の角は 面 

取 り を ⾏うも のと し、半 径２ mm 以 上 の 曲面仕 上げ を⾏う もの とする 。 
５ ． 表 面の粗 さ 

請負者 は、鋼 材の 切断面 の表 面の粗 さを 、 50μ m 以 下にし なけ ればな らな い。  
６． 孔あ け 

請負者は、孔あ けに当たっ て、設計図 書に示す径 にドリルま たはドリル とリーマ 通 

し の 併 用 に よ り ⾏ わ な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 二 次 部 材 （ 道 示 に よ る ） で 板 厚 16mm 

以 下 の 材片は 、押 抜きに より ⾏うこ とが できる 。 

ま た 、 仮組⽴ 時以 前に主 要部 材に設 計図 書に示 す径 を孔あ けす る場合 は、 NC 穿 孔 機 

ま た は 型板を 使用 するも のと する。  
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な お 、 孔あけ によ って孔 の周 辺に生 じた まくれ は削 り取る もの とする 。 
７ ． 曲 げ加工  

請負者 は 、主 要部 材にお いて 冷間曲 げ加 工を⾏ う場 合 、内 側 半 径は板 厚 の 15 倍 以 上 

に し な ければ なら ない。  

な お 、 JIS  Z  2242（ ⾦属 材料の シャ ルピー 衝撃 試験方 法） に規定 する シャル ピー衝 

撃 試 験 の結果 が 表 10-2-5 に 示す条 件を 満たし 、か つ 化 学 成 分 中 の 窒 素 が 0.006  ％ を 超 

えな い材料につ いては、内 側半径を板 厚の７倍以 上または５ 倍以上とす ることがで き 

る。  
 

 

表 10－２－ ５ シャル ピー 吸収エ ネル ギーに 対す る冷間 曲げ 加工半 径の 許容値  
 

シ ャ ル ピ ー 吸 収 エ ネ  
ル ギ ー （ Ｊ ）  

冷 間 曲 げ 加 工 の  
内 側 半 径  

付 記 記 号 
注  ）   

1 5 0 以 上  板 厚 の ７ 倍 以 上  － 7 L , － 7 C 

2 0 0 以 上  板 厚 の ５ 倍 以 上  － 5 L , － 5 C 

［ 注 1］ 1 番 目の 数字： 最小 曲げ半 径の 板厚の 倍率  
［ 注 2］ 2 番 目の 記号：曲 げ加 工方 向（ L： 最 終 圧 延方向 と同 一方向 C：最 終 

圧 延 方 向と直 角方 向）  

８ ． 熱 間加工  

請負者 は 、 調 質 鋼 （ Q） 及 び 熱 加 工 制 御 鋼 （ TMC） の 熱 間 加 工 を ⾏ っ て は な ら な い 。 

10－ ２－５ 溶接施工  
１ ． 施 工計画  

請負者は、溶接 施工につい て各継手に 要求される 溶接品質を 確保するよ う、以下 の 

事 項 を 施工計 画書 へ記載 しな ければ なら ない。  

（ １ ） 鋼材の 種類 及び特 性 

（ ２ ） 溶接材 料の 種類及 び特 性 

（ ３ ） 溶接作 業者 の保有 資格  

（ ４ ） 継手の 形状 及び精 度 

（ ５ ） 溶接環 境及 び使用 設備  

（ ６ ） 溶接施 工条 件及び 留意 事項  

（ ７ ） 溶接部 の検 査方法  

（ ８ ） 不適合 品の 取り扱 い 

２ ． 作 業者資 格 

請負者 は 、 JIS Z  3801（ 手 溶 接 技 術 検 定 に お け る 試 験 方 法 及 び 判 定 基 準 ） に 定 め ら 
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れた 試験の種類 のうち、そ の作業に該 当する試験 または、こ れと同等以 上の検定試 験 
に 合 格 した溶 接作 業者を 従事 させな けれ ばなら ない 。 

た だし、 半自 動溶接 を⾏ う場合 は、 JIS  Z  3841（半自 動溶 接技術 検定 におけ る試験 

方 法 及 び判定 基準 ）に定 めら れた試 験の 種類の うち 、その 作業 に該当 する 試験ま た は 、 

こ れ と 同等以 上の 検定試 験に 合格し た溶 接作業 者を 従事さ せる ものと する 。 

ま た 、 サ ブ マ ー ジ ア ー ク 溶 接 を ⾏ う 場 合 は 、 A-2F ま た は 、 こ れ と 同 等 以 上 の 検 定 試 験 に 

合 格した 溶接 作業者 を従 事させ るも のとす る。  

なお 、工場溶接 に従事する 溶接作業者 は、６ヶ⽉ 以上溶接工 事に従事し 、かつ工 事 

前 ２ ケ ⽉以上 引き 続きそ の工 場にお いて 、溶 接 工 事 に従事 した 者でな けれ ばなら な い 。 

また 、現場溶接 に従事する 溶接作業者 は、６ヶ⽉ 以上溶接工 事に従事し 、かつ適用 す 

る 溶 接 施工方 法の 経験が ある 者また は十 分な訓 練を 受けた 者で なけれ ばな らない 。 

３ ． 施 工試験  

請負者は、以下 の事項のい ずれかに該 当する場合 は、溶接施 工試験を⾏ わなけれ ば 

なら ない 。 

た だ し 、二次 部材 につい ては 、除く もの とする 。 

なお 、すでに過 去に同等ま たはそれ以 上の条件で 溶接施工試 験を⾏い、 かつ施工 経 

験を もつ工場で は、その溶 接施工試験 報告書につ いて、監督員の承諾 を得た上で 溶 接 

施 工 試験を 省略 するこ とが できる 。 

（ １ ）SM570、SMA570W、SM520 及 び SMA490W に お い て 、１ パ ス の 入 熱 量 が 7,000J/mm を 超 える 場合  

（ ２ ） SM490、 SM490Y に お い て 、 １ パ ス の 入 熱 量 が 10,000J/mm を 超 え る 場合。  

（３ ）被覆 アー ク溶 接 法（手 溶接 のみ ）、ガ スシ ール ド ア ー ク 溶 接 法（CO2 ガス また は Ar 

と CO2 の混合 ガス ）、サ ブマ ージア ーク 溶接法 以外 の溶接 を⾏ う場合  

（ ４ ） 鋼橋製 作の 実績が ない 場合  

（ ５ ） 使用実 績の ないと ころ から材 料供 給を受 ける 場合  

（ ６ ） 採用す る溶 接方法 の施 工実績 がな い場合  

４ ． 試 験項目  

請負者は、溶接 施工試験に 当たって、 施工管理基 準に規定さ れた溶接施 工試験項 目 

か ら 該 当する 項目 を選ん で⾏ わなけ れば ならな い。  

な お 、 供試鋼 板の 選定、 溶接 条件の 選定 その他 は、 以下に よる ものと する 。 

（１）供試鋼板には、同様な溶接条件で取扱う鋼板のうち、最も条件の悪いものを用 い 

る も の とする 。 

（２）溶接は、実際の施工で用いる溶接条件で⾏うものとし、溶接姿勢は実際に⾏う 姿 

勢 の う ち、最 も不 利なも ので ⾏うも のと する。  
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（３）異種の鋼材の開先溶接試験は、実際の施工と同等の組合わせの鋼材で⾏うもの と 
す る。  

な お 、 同 鋼 種 で 板 厚 の 異 な る 継 手 に つ い て は 板 厚 の 薄 い 方 の 鋼 材 で ⾏ う ことがで 

き る。  

（ ４ ） 再試験 は、 当初試 験時 の個数 の２ 倍とす る。  

５．組 ⽴て  

請負者 は、 部材の 組⽴てに当 たって、補助治具を有 効に利用し、無理のな い姿勢 で 

組⽴溶 接できるよ うに考慮し なければな らない。また支材やス トロングバ ック等の異 

材を⺟ 材に溶接す ることは避 けるものと する。 や むを得ず溶接 を⾏って⺟ 材を傷つけ 

た場合 は、本項 12．欠陥部の 補修により 補修するも のとする。  

６．材 片の組合わ せ精度  

請負者 は、材片の 組合わせ精 度を、継手部 の応⼒伝 達が円滑で、 かつ、継手 性能が 

確保さ れるものに しなければ ならない 。 材片の組合 わせ精度は 以下の値と するものと 

する。  

ただし、施工試験 によって誤 差の許容量 が確認され た場合は、設計図書に 関して監

督員 の承諾を得 たうえで下 記の値以上 とすること ができる。  

（ １ ） 開先溶 接 

ル ー ト 間隔の 誤差 ：規定 値±1.0mm 以 下 

板 厚 方 向の材 片の 偏心： t≦ 50 薄 い 方 の板厚 の 10％ 以 下 

50＜ t ５ mm 以 下 

t： 薄い 方の 板厚  

裏 当 ⾦ を用い る場 合の密 着度 ： 0.5mm 以 下 

開 先 角 度：規 定値 ±10゜ 

（ ２ ） すみ肉 溶接  

材 片 の 密 着 度 ： 1.0mm 以 下 

７．組 ⽴溶接  

請負者 は、 本溶接 の一部とな る組⽴溶接 に当たって、本溶接を ⾏う溶接作 業者と同 

等の技 術をもつ者 を従事させ、使用溶接 棒は、本溶接の場合と 同様に管理 しなければ 

ならな い。  

組⽴溶 接のすみ肉 脚⻑（すみ肉溶接以外 の溶接にあ ってはすみ 肉換算の脚 ⻑） は４ 

mm 以上とし､⻑さは 80mm 以上とするものとする。ただし、厚い方の板厚が 12mm 以下の 

場合 、 または以下 の式により 計算した鋼 材の溶接わ れ感受性組 成 PCM が 0.22%以下の

場 合は、 50mm 以上と することが できる ｡ 
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鋼 種  
 

溶 接 方 法 
予 熱 温 度 ( ℃ ) 
板 厚 区 分 ( m m ) 

2 5 以 下 2 5 を こ え  
4 0 以 下 

4 0 を こ え  
5 0 以 下 

5 0 を こ え  
1 0 0 以 下 

 

 

 

 

 

S M 4 0 0 

低 水 素 系 以 外 の 溶 接

棒 に よ る 被 覆 ア ー ク

溶 接  

 

予 熱 な し  
 

5 0 
 

－ 
 

－ 

低 水 素 系 の 溶 接 棒 に

よ る 被 覆 ア ー ク 溶 接  

 

予 熱 な し  
 

予 熱 な し  
 

5 0 
 

5 0 

サ ブ マ ー ジ ア ー ク 溶

接  

ガ ス シ ー ル ド ア ー ク

 

予 熱 な し  
 

予 熱 な し  
 

予 熱 な し  
 

予 熱 な し  

 

 

 

S M A 4 0 0 W 

低 水 素 系 の 溶 接 棒 に

よ る 被 覆 ア ー ク 溶 接  

 

予 熱 な し  
 

予 熱 な し  
 

5 0 
 

5 0 

サ ブ マ ー ジ ア ー ク 溶

接  

ガ ス シ ー ル ド ア ー ク

 

予 熱 な し  
 

予 熱 な し  
 

予 熱 な し  
 

予 熱 な し  

 

 

S M 4 9 0 

S M 4 9 0 Y  

低 水 素 系 の 溶 接 棒 に

よ る 被 覆 ア ー ク 溶 接  

 

予 熱 な し  
 

5 0 
 

8 0 
 

8 0 

サ ブ マ ー ジ ア ー ク 溶

接  

ガ ス シ ー ル ド ア ー ク

 

予 熱 な し  
 

予 熱 な し  
 

5 0 
 

5 0 

 

 

S M 5 2 0 

S M 5 7 0 

低 水 素 系 の 溶 接 棒 に

よ る 被 覆 ア ー ク 溶 接  

 

予 熱 な し  
 

8 0 
 

8 0 
 

1 0 0 

サ ブ マ ー ジ ア ー ク 溶

接  

ガ ス シ ー ル ド ア ー ク

 

予 熱 な し  
 

5 0 
 

5 0 
 

8 0 

 

 

S M A 4 9 0 W S M A 

5 7 0 W 

低 水 素 系 の 溶 接 棒 に

よ る 被 覆 ア ー ク 溶 接  

 

予 熱 な し  
 

8 0 
 

8 0 
 

1 0 0 

サ ブ マ ー ジ ア ー ク 溶

接  

ガ ス シ ー ル ド ア ー ク

 

予 熱 な し  
 

5 0 
 

5 0 
 

8 0 

 

 

 

PCM = C + 
 M n  

+ 
 S 

i 

+ 
 N i 
+ 

 C r 
+ 

 M o  
+ 

 V   
+ 
 C u 

 

+ 5B ( % )  

20 30 60  20  15  10  20 
 

８．予 熱 
請負者 は、 鋼種及 び溶接方法 に応じて、溶接線の両 側 100mm 及びアークの 前方 100mm 

範囲の ⺟材を表 10-2-6 により 予熱するこ とを標準と する。 

表 10－ ２－６ 予 熱温度の標 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［注］ 「 予熱 なし 」につ いて は 、気 温（ 室 内 の 場 合 は 室温 ）が５ ℃以 下の 場 合は、  

20℃ 程 度に加 熱す る。  
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９．溶 接施工上の 注意  
（１）請負者は、溶接を⾏おうとする部分の、ブローホールやわれを発生させるおそ れ 

の あ る ⿊⽪、 さび 、塗料 、油 等を除 去し なけれ ばな らない 。 
ま た 請負者は 、溶 接を⾏ う場 合、溶 接線 周辺を 十分 乾燥さ せな ければ なら ない。  

（２ ）請負者は 、開 先 溶 接 及 び主桁 のフ ランジ と腹 板のす み肉 溶接等 の施 工に当 たっ て 、 
原則として部材と同等な開先を有するエンドタブを取付け、溶接の始端及び終端が  
溶 接 す る部材 上に 入らな いよ うにし なけ ればな らな い。  

エ ン ド タ ブ は 、 部 材 の 溶 接 端 部 に お い て 所 定 の 溶 接 品 質 を 確 保 で き る 寸 法形状の  
材 片 を 使用す るも のとす る。  

な お 、 エ ン ド タ ブ は 、 溶 接 終 了 後 ガ ス 切 断 法 に よ っ て 除 去 し 、 グ ラ イ ン ダー仕上  
げ す る ものと する 。 

（３）請負者は、完全溶込み開先溶接の施工においては、原則として裏はつりを⾏わ な 
け れ ば ならな い。  

（４）請負者は、部分溶込み開先溶接の施工において、連続した溶接線を２種の溶接 法 
で施工する場合は、前のビードの端部をはつり、欠陥のないことを確認してから次  
の溶接を⾏わなければならない。ただし、手溶接または半自動溶接で、クレータの  
処 理 を ⾏う場 合は ⾏わな くて もよい もの とする 。 

（５）請負者は、完全溶込み開先溶接からすみ肉溶接に変化する場合など、溶接線内 で 
開 先 形 状が変 化す る場合 には 、開先 形状 の遷移 区間 を設け なけ ればな らな い。  

（６）請負者は、材片の隅角部で終わるすみ肉溶接を⾏う場合、隅角部をまわして連 続 
的 に 施 工しな けれ ばなら ない 。 

（７）請負者は、サブマージアーク溶接法またはその他の自動溶接法を使用する場合 、 
継 手 の 途中で アー クを切 らな いよう にし なけれ ばな らない 。 

た だ し 、やむ を得 ず途中 でア ークが 切れ た場合 は 、前のビ ード の終端 部を はつ り 、 
欠 陥 の ないこ とを 確認し てか ら次の 溶接 を⾏う もの とする 。 

10．開 先溶接の余 盛と仕上げ  
請負者 は、 設計図 書で、特に仕上げの指 定のない開 先溶接にお いては、品質管理 基 

準の規 定値に従う ものとし、余盛高が規 格値を超え る場合には、ビード形 状、 特に 止 

端部を 滑らかに仕 上げなけれ ばならない 。 

11．溶 接の検査  

（１）請負者は、工場で⾏う突合せ溶接継手のうち主要部材の突合わせ継手を、放射 線 

透 過 試 験 、超 音 波 探 傷 試 験 で 、表 10-2-7 に 示 す １ グ ル ー プ ご と に １ 継 手 の 抜 取 り 検 査 を 

⾏ わなけ れば ならな い。  

た だ し 、監督員 の指示 があ る場合 には 、それ によ るもの とす る。  
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表 10－２－ ７ 主要部 材の 完全溶 込み の突合 せ継 手の非 破壊 試験検 査率  
 

 

 

 

部 材 

１ 検 査 ロ ッ ト  
を グ ル ー プ 分  
け す る 場 合 の  
１ グ ル ー プ の  
最大 継手 数 

 

放 射 線 透 過 試 験  
超 音 波 探 

傷 試 験  
 

撮 影 枚 数  
 

検 査 ⻑ さ 

引 張 部 材 1 １ 枚 （ 端部を 含む ）  

 

 

 

 

 

 

継 手 全 ⻑ を 
原則 とす る 

圧 縮 部 材 5 １ 枚 （ 端部を 含む ） 
 

 

 

 

 

曲 げ 部 材  

引 張 フ ラ ン ジ  1 １ 枚 （ 端部を 含む ） 

圧 縮 フ ラ ン ジ  5 １ 枚 （ 端部を 含む ） 
 

腹 

板 

応⼒に直角 な方  
向の 継手  

1 
 

１ 枚 （ 引張側 ） 

応⼒に平⾏ な方  
向の 継手  

1 
 

１ 枚 （ 端部を 含む ） 

鋼 床 版 1 １ 枚 （ 端部を 含む ） 
 

 

（２）請負者は、現場溶接を⾏う完全溶込みの突合せ溶接継手のうち、主桁のフラン ジ 
及 び 腹 板 、鋼 床版 のデッ キプ レート の溶 接部に つい ては 、表 10-2-8 に 示 す非破 壊 試 

験 に 従 い⾏わ なけ ればな らな い。  

ま た 、 そ の 他 の 部 材 の 完 全 溶 込 み の 突 合 せ 溶 接 継 手 に お い て 、 許 容 応 ⼒ 度を工場 

溶 接 の 同種の 継手 と同じ 値に するこ とを 設計図 書に 明示さ れた 場合に は、 継手全 ⻑ 

に わ た って非 破壊 試験を ⾏う ものと する 。 
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表 10－２－ ８ 現場溶 接を ⾏う完 全溶 込みの 突合 せ溶接 継手 の非破 壊試 験検査 率 
 

 

部 材 放 射 線 透過試 験 超 音 波 探傷試 験 
撮 影 箇 所  検 査 ⻑ さ 

 

主桁の フラ ンジ（ 鋼床 版を除 
く ） 及 び腹板  

 

 

継 手 全 ⻑を原 則と する  

 

 

 

 

 

鋼 床 版 のデッ キプ レート  

継 手 の 始 終 端 で 連  
続 し て  各 50cm（ ２ 
枚 ）、中 間部 で１ ｍ 
に つ き １ 箇 所 （ １  
枚 ）及び ワイ ヤ継 ぎ 
部 で １ 箇所（ １枚 ） 
を 原 則 とする 。 

 

 

 

 

継 手 全 ⻑ を 原 則 
と する  

た だ し 、 請負者は 、 設 計 図 書 に関し て監督員 の承 諾を得 て放 射線透 過試 験 に 
代 え て 超音波 探傷 試験を ⾏う ことが でき る。  

 

 

（３ ）請負者は 、放 射 線 透 過 試験に よる 場合で 板厚 が 25mm 以 下の 試験 の結 果につ いて は、 

次 の 規 定を満 足す る場合 に合 格とす る。  

引 張 応 ⼒ を 受 け る 溶 接 部 JIS Z  3104（ 鋼 溶 接 継 手 の 放 射 線 透 過 試 験 方 法 ） 付 属 書 

４ 「 透 過写真 によ るきず の像 の分類 方法 」に示 され た２類 以上  

圧 縮 応 ⼒ を 受 け る 溶 接 部 JIS Z  3104（ 鋼 溶 接 継 手 の 放 射 線 透 過 試 験 方 法 ） 付 属 書 

４ 「 透 過写真 によ るきず の像 の分類 方法 」に示 され た 3 類 以上  

な お 、 上 記 規 定 を 満 足 し な い 場 合 で 、 検 査 ロ ッ ト の グ ル ー プ が １ つ の 継 手からな 

る 場 合 には、 試験 を⾏っ たそ の継手 を不 合格と する 。また 、検 査ロッ トの グルー プ 

が ２ つ 以上の 継手 からな る場 合は、 その グルー プの 残りの 各継 手に対 し、 非破壊 試 

験 を ⾏ い合否 を判 定する もの とする 。 

請負者 は 、 不 合 格 と な っ た 継 手 を そ の 継 手 全 体 を 非 破 壊 試 験 に よ っ て 検 査し、欠 

陥 の 範 囲を確 認の うえ、 本項 12． 欠 陥 部の補 修の 規定に 従い 補修し なけ ればな ら な 

い 。 ま た、補 修部 分は上 記の 規定を 満足 するも のと する。  

請負者 は 、 現 場 溶 接 を ⾏ う 完 全 溶 込 み 突 合 せ 溶 接 継 手 の 非 破 壊 試 験 結 果 が上記の 

規 定 を 満足し ない 場合は 、次 の処置 をと らなけ れば ならな い。  

継 手 全 ⻑を検 査し た場合 は、 規定を 満足 しない 撮影 箇所を 不合 格とし 、本 項 12． 

欠 陥 部 の補修 の規 定に基 づい て補修 する ものと する 。 

ま た 、 補修部 分は 上記の 規定 を満足 する ものと する 。 

抜 取 り 検 査 を し た 場 合 は 、 規 定 を 満 足 し な い 箇 所 の 両 側 各 １ ｍ の 範 囲 に ついて検  
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査 を ⾏ うもの とし 、それ らの 箇所に おい ても上 記規 定を満 足し ない場 合に は、そ の 
１ 継 手 の残り の部 分のす べて を検査 する ものと する 。不合 格と なった 箇所 は、欠 陥 

の 範 囲 を確認 し、 本項 12．の欠 陥部 の補修 の規 定に基 づい て補修 する ものと する 。 

ま た 、 補修部 分は 上記の 規定 を満足 する ものと する 。 

な お 、 こ こ で い う 継 手 と は 、 継 手 の 端 部 か ら 交 差 部 ま た は 交 差 部 か ら 交 差部まで 

を 示 す ものと する 。 

（４）請負者は、溶接ビード及びその周辺にいかなる場合も割れを発生させてはなら な 

い。割れの検査は肉眼で⾏うものとするが、疑わしい場合には、磁粉探傷試験また 

は 浸 透 探傷試 験に より検 査す るもの とす る。  

（５）請負者は、主要部材の突合わせ継手及び断面を構成するＴ継手、かど継手に関 し 

て は 、 ビード 表面 にピッ トを 発生さ せて はなら ない 。 

そ の 他 の す み 肉 溶 接 ま た は 部 分 溶 込 み 開 先 溶 接 に 関 し て は 、 １ 継 手 に つ き３個、 

ま た は 継手⻑ さ１ ｍにつ き３ 個まで 許容 するも のと する。  

た だ し 、ピッ トの 大きさ が１ mm  以 下 の 場 合 に は 、 ３ 個 を １ 個 と し て 計 算 す る も の とす る。  

① 請負者は、 ビー ド表面 の凹 凸に、 ビー ド⻑さ 25mm  の範 囲に おける 高低 差で表 し 、 

３ mm を超え る凹 凸を発 生さ せては なら ない。  

② 請負者 は 、 ア ン ダ ー カ ッ ト の 深 さ を 0.5mm  以 下 と し 、 オ ー バ ー ラ ッ プ を 生 じ さ せ 

て は な らない 。 

（６）外部きずの検査について、磁粉探傷試験または浸透探傷試験を⾏う者は、それ ぞ 

れ の 試 験 の 種 類 に 応 じ た JISZ2305（ 非 破 壊 試 験 -技 術 者 の 資 格 及 び 認 証 ）に 規 定 す る 

レ ベ ル ２以上 の資 格を有 して いなけ れば ならな い。  

内 部 き ず の 検 査 に つ い て 、 放 射 線 透 過 試 験 又 は 超 音 波 探 傷 試 験 を ⾏ う 者 は、それ 

ぞ れ の 試験の 種類 に応じ て JISZ2305（ 非破壊 試験 -技 術 者 の 資格及 び認 証 ）に 基 づ く 

次 の ① 〜③に 示す 資格を 有し ていな けれ ばなら ない 。 

①放射線透 過試験を⾏ う場合は、 放射線透過 試験におけ るレベル２ 以上の資格 と 

す る。  

②超音波自 動探傷試験 を⾏う場合 は、超音波 探傷試験に おけるレベ ル３の資格 と 

す る。  

③手探傷に よる超音波 探傷試験を ⾏う場合は 、超音波探 傷試験にお けるレベル ２ 

以 上 の 資格と する 。 

12．欠 陥部の補修  

請負者 は、 欠陥部 の補修を⾏ わなければ ならない。この場合、補修によっ て⺟材 に 

与える 影響を検討 し、注意深 く⾏うもの とする。  
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補修方 法は、表 10-2-9 に示す とおり⾏な うものとす る。 これ以 外の場合は、設計 図 
書に関 して監督員の承諾を 得なければ ならない。  

なお、補修溶接の ビードの⻑ さは 40mm 以 上とし、補修に当たっ ては予熱等 の配慮を 

⾏うも のとする。  
 

 

表 10－２－ ９ 欠陥の 補修 方法  
 

 欠 陥 の 種 類 補 修 方 法 
 

 

 

1 

 

 

 

ア ー ク ス ト ラ イ ク  

⺟ 材 表 面 に 凹 み を 生 じ た 部 分 は  
溶 接 肉 盛 り の 後 グ ラ イ ン ダ ー 仕  
上 げ す る 。わ ず か な 痕 跡 の あ る 程  
度 の も の は グ ラ イ ン ダ ー 仕 上 げ  
の み で よ い 

 

2 
 

組 ⽴ 溶 接 の 欠 陥  
欠 陥 部 を ア ー ク エ ア ガ ウ ジ ン グ  
等 で 除 去 し 、必 要 で あ れ ば 再 度 組  
⽴ 溶 接 を ⾏ う 。  

 

3 
 

溶 接 わ れ  
わ れ 部 分 を 完 全 に 除 去 し 、発 生 原  
因 を 究 明 し て 、そ れ に 応 じ た 再 溶  
接 を ⾏ う 。 

 

4 溶 接 ビ ー ド 表 面 の  
ピ ッ ト  

ア ー ク エ ア ガ ウ ジ ン グ で そ の 部  
分 を 除 去 し 、 再 溶 接 す る 。  

5 オ ー バ ー ラ ッ プ  グ ラ イ ン ダ ー で 削 り を 整 形 す る 。  
 

6 溶 接 ビ ー ド 表 面 の  
凸 凹  

 

グ ラ イ ン ダ ー 仕 上 げ す る 。  

 

7 
 

ア ン ダ ー カ ッ ト  
程 度 に 応 じ て 、グ ラ イ ン ダ ー 仕 上  
げ の み 、 ま た は 溶 接 後 、 グ ラ イ ン  
ダ ー 仕 上 げ す る 。  

 

 

13．ひ ずみとり  
請負者 は、 溶接に よって部材 の変形が生 じた場合、プレス、ガス炎加熱法 等によ っ 

て矯正 しなければ ならない 。 ガス炎加熱 法によって 矯正する場 合の鋼材表 面温度及び 

冷却法 は、表 10-2-10 による ものとする 。 
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表 10－２－ 10 ガス炎 加熱 法によ る線 状加熱 時の 鋼材表 面温 度及び 冷却 法 
 

 

鋼 種 
鋼 材 表 面  

温 度  

 

冷 却 法 

 

調 質 鋼 （ Ｑ ）  
 

7 5 0 ℃ 以 下  
空 冷 ま た は 空 冷 後  6 0 0 ℃ 以 
下 で 水 冷  

熱 加 工

制 御 鋼

( T M C )

 

C eq  ＞ 0 . 3 8 
 

9 00℃ 以 下 
空 冷 ま た は 空 冷 後  5 0 0 ℃ 以 
下 で 水 冷  

C e q   ≦ 0 . 3 8 9 0 0 ℃ 以 下  加 熱 直 後 水 冷 ま た は 空 冷  

 

そ の 他 の 鋼 材  
 

9 0 0 ℃ 以 下  
赤 熱 状 態 か ら の 水 冷 を さ 
け る  

 

 

 

Ceq = C + 
 Mn 

6 

 Si 
+ 
24 

 Ni  Cr 
+ + 
40 5 

 Mo 
+ 

4 

 V  

+ + 
14 

 Cu 

13 

 

(%) 

た だ し 、［ ］の 項は Cu≧ 0.5（ ％） の場合 に加 えるも のと する。  
 

 

10－ ２ － ６ 仮 組 ⽴ 

１．一 般事項  
（１） 請負者が、 仮 組⽴てを ⾏う場合は、 実際に部 材を組み⽴ てて⾏うこ と （以下 「実 

仮 組 ⽴ 」とい う 。）を 基本と する 。ただ し、 他の方 法に よって 実仮 組⽴て と同 等の 

精度の 検査が⾏え る場合は、 監督員の 承諾を得て 実施できる 。 

（２）請負者は、実仮組⽴てを⾏う場合、各部材が無応⼒状態になるような支持を設 け 

なければならない。ただし、架設条件によりこれにより難い場合は、設計図書に関 

し て 監督員 と協 議しな けれ ばなら ない 。 

（３）請負者は、実仮組⽴てにおける主要部分の現場添接部または連結部を、ボルト 及 

び ド リ フトピ ンを 使用し 、堅 固に締 付け なけれ ばな らない 。 

（４ ）請負者は 、⺟ 材 間 の ⾷ い違い によ り締付 け後 も⺟材 と連 結板に 隙間 が生じ た場 合 、 

設 計 図 書に関 して 監督員の 承諾を 得た 上で補 修し なけれ ばな らない 。 

10－ ２－７ ボルト接合  
１．ボ ルトの孔の 径 

ボルト 孔の径は、 表 10-2-11 に示すとお りとする。  
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表 10－２－ 11 ボルト 孔の 径 
 

 

 

ボ ル ト の 呼 び  

ボ ル ト の 孔 の 径 ( m m ) 

摩 擦 接 合  
引 張 接 合  

 

支 圧 接 合  

Ｍ 2 0 2 2 . 5 2 1 . 5 

Ｍ 2 2 2 4 . 5 2 3 . 5 

Ｍ 2 4 2 6 . 5 2 5 . 5 
 

 

た だ し 、摩擦 接合 で以下 のよ うな場 合の うち、 施工 上やむ を得 ない場 合は 、呼び  
径＋ 4.5mm  までの 拡大孔をあ けてよいも のとする。  

な お 、 この場 合は 、設計 の断 面控除 （拡 大孔の 径  ＋0.5mm） と して改 めて 継手の  
安全性 を照査する ものとする 。 

（ １ ） 仮組⽴ て時 リーミ ング が難し い場 合 
① 箱 型 断面部 材の 縦リブ 継手  

② 鋼 床 版橋の 縦リ ブ継手  

（ ２ ） 仮組⽴ ての 形状と 架設 時の形 状が 異なる 場合 

鋼 床 版 橋の主 桁と 鋼床版 を取 付ける 縦継 手 

２．許 容差  

ボルト 孔の径の許 容差は、表 10-2-12 に示すとおり とする。  

た だ し 、摩擦 接合 の場合 は１ ボルト 群の 20％ に 対 しては ＋ 1.0mm  ま で良 いもの と す 

る。  
 

 

表 10－２－ 12 ボルト 孔の 径の許 容差  
 

 

 

 

ボ ル ト の 呼 び  

ボ ル ト 孔 の 径 の 許 容 差  
( m m )  

摩 擦 接 合  
引 張 接 合  

 

支 圧 接 合  

Ｍ 2 0 ＋ 0 . 5  ±0 .3  

Ｍ 2 2 ＋ 0 . 5  ±0 .3  

Ｍ 2 4 ＋ 0 . 5  ±0 .3  
 

 

３．仮 組⽴て時の ボルト孔の 精度  
（ １ ） 請負者 は 摩 擦 接 合 を ⾏ う 材 片 を 組 み 合 わ せ た 場 合 、 孔 の ず れ は 1.0mm 以 下 と し な 
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け れ ば ならな い。  
（ ２ ） 請負者 は 、 支 圧 接 合 を ⾏ う 材 片 を 組 合 わ せ た 場 合 、 孔 の ず れ は 0.5mm 以 下 に し な け 

れ ば ならな い。  

（３）請負者は、ボルト孔において貫通ゲージの貫通率及び停止ゲージの停止率を、 表 

10-2-13 の と お り に し な け れ ば な ら な い 。 
 

 

表 10－２－ 13 ボルト 孔の 貫通率 及び 停止率  
 

  

ねじの呼び  
貫通ゲージ  
の径(m m) 

貫  通  率 
（％）  

停止ゲージ  
の径(m m) 

停  止  率 
（％）  

 

摩擦接合 

引張接合  

Ｍ 20 21.0 100 23.0 80 以 上 

Ｍ 22 23.0 100 25.0 80 以 上 

Ｍ 24 25.0 100 27.0 80 以 上 
 

 

支圧接合  

Ｍ 20 20.7 100 21.8 100 

Ｍ 22 22.7 100 23.8 100 

Ｍ 24 24.7 100 25.8 100 
 

 

10－ ２－８ 工場塗装工  
１．一 般事項  

請負者 は、 同種塗 装工事に従 事した経験 を有する塗 装作業者を 工事に従事 させなけ  
ればな らない。  

２．前 処理  
請負者 は、 前処理 として被塗 物表面の塗 装に先⽴ち、さび落と し清掃を⾏ うものと  

し、素地調整は設 計図書に示 す素地調整 種別に応じ て、 以下の 仕様を適用 しなければ  
ならな い。  

なお、 新橋の素地 調整に当た っては、素 地調整程度 1 種を⾏わ なければな らない。  
素地調 整程度 1 種 

塗膜、⿊⽪ 、さび、そ の他の付着 品を完全に 除去（素地 調整のグレ ードは、除 せ 
い （ 錆 ）程度 の ISO 規格 で Sa2  1／ 2）し 、鋼 肌を 露出さ せた もの。  

３．塗 装禁止条件  
請負者 は、気温、 湿度の条件 が表 10-2-14 の塗装禁 止条件を満 足しない場 合、塗装  

を⾏っ てはならな い。ただし、 塗装作業 所が屋内で、 温度、湿度 が調節さ れていると  
きは、屋外の気象 条件に関係 なく塗装し てもよい。これ以外の 場合は、監督員と 協 
議しな ければなら ない。  



第 10 章  鋼橋上部工 

― 218― 

 

 

 

 

表 10－２－ 14 塗装禁 止条 件 
 

塗料 の種 類 気温 （℃ ） 湿度 （RH％ ） 

⻑ ば く 形エッ チン グプラ イマ ー 5 以 下 85 以 上 

無 機 ジ ンクリ ッチ プライ マー  
無 機 ジ ンクリ ッチ ペイン ト 

 

0 以 下 
 

50 以 下 

有 機 ジ ンクリ ッチ ペイン ト 5 以 下 85 以 上 

エ ポ キ シ樹脂 塗料 下塗  
変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料下 塗 

変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料内 面用  

 

 

10 以 下 

 

 

85 以 上 

亜 鉛 め っき用 エポ キシ樹 脂塗 料下塗  
弱 溶 剤 形変性 エポ キシ樹 脂塗 料下塗  

 

5 以 下 
 

85 以 上 

超 厚 膜 形エポ キシ 樹脂塗 料 5 以 下 85 以 上 

エ ポ キ シ樹脂 塗料 下塗（ 低温 用）  
変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料下 塗（ 低温用 ） 

変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料内 面用 （低温 用）  

 

 

5 以 下 、20 以 上 

 

 

85 以 上 

無 溶 剤 形変性 エポ キシ樹 脂塗 料 10 以下 、30 以 上 85 以 上 

無 溶 剤 形変性 エポ キシ樹 脂塗 料（低 温用 ） 5 以 下 、20 以 上 85 以 上 

コ ン ク リート 塗装 用エポ キシ 樹脂プ ライ マー  5 以 下 85 以 上 

ふ っ 素 樹脂塗 料用 中塗  
弱 溶 剤 形ふっ 素樹 脂塗料 用中 塗 

コ ン ク リート 塗装 用エポ キシ 樹脂塗 料中 塗 

コ ン ク リート 塗装 用柔軟 形エ ポキシ 樹脂 塗料中 塗 

 

 

 

5 以 下 

 

 

 

85 以 上 

ふ っ 素 樹脂塗 料上 塗 
弱 溶 剤 形ふっ 素樹 脂塗料 上塗  

コ ン ク リート 塗装 用ふっ 素樹 脂塗料 上塗  

コ ン ク リート 塗装 用柔軟 形ふ っ素樹 脂塗 料上塗  

 

 

 

0 以 下 

 

 

 

85 以 上 

鉛 ・ ク ロムフ リー さび止 めペ イント  
⻑ 油 性 フタル 酸樹 脂塗料 中塗 

⻑ 油 性 フタル 酸樹 脂塗料 上塗  

 

 

5 以 下 

 

 

85 以 上 

 

 

 

 

 

 

４．有 害薬品の使 用禁止  
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請負者 は、施工に 際し有害な 薬品を用い てはならな い。  
５．塗 装面の処理  

請負者 は、 鋼材表 面及び被塗 装面の汚れ、油類等を 除去し、乾燥状態の時 に塗装 し 
なけれ ばならない 。 

６．施 工 
（１ ） 請負者は 、 塗り残し 、 ながれ 、 しわ等の欠陥 が生じない ように塗装 しなければ な 

らない 。 
（２ ） 請負者は 、 溶接部 、 ボルトの接合 部分、 その他構造の複 雑な部分の 必要膜厚を 確 

保する ように施工 しなければ ならない  
７．攪 拌 

請負者 は、 塗料を 使用前に攪 拌し、容器の塗料を均 一な状態に してから使 用しなけ  
ればな らない。  

８．下 塗 
（１ ） 請負者は 、 ボルト締め 後または溶 接施工のた め塗装困難 となる部分 は、 あらか じ 

め塗装 を完了させ ておくこと ができる。  
（２） 請負者は、 支承等の機 械仕上げ面 に、防錆油 等を塗布し なければな らない。  
（３） 請負者は、 溶接や余熱 による熱影 響で塗膜劣 化する可能 性がある現 場溶接部近 傍 

に塗装 を⾏っては ならない。 未塗装範囲 は熱影響部 のほか、 自動溶接機の 取付けや 

超音波 探傷の施工 などを考慮 して決定す る。 ただし、 さびの生 ずるおそれ がある場 

合には 防錆剤を塗 布すること ができるが 、溶接及び 塗膜に影響 を及ぼすお それのあ 

るもの については 溶接及び塗 装前に除去 しなければ ならない。  

（４ ） 請負者は 、 塗装作業に エアレスス プレー 、 ハケまたはロ ーラーブラ シを用いな け 

ればな らない。  

また、 塗布作業に 際しては各 塗布方法の 特徴を理解 して⾏わな ければな ら な い 。 

（ ５ ） 請負者 は、 素地調 整程 度 1 種 を ⾏ ったと きは 、４時 間以 内に塗 装を 施さな け れ ば 

ならな い。  

９．中 塗り・上塗 り 
（１ ） 請負者は 、 中塗り及び 上塗りにあ たっては 、 被塗装面 、 塗膜の乾燥 及び清掃状 態 

を確認 したうえで ⾏わなけれ ばならない 。 

（２ ） 請負者は 、 海岸地域 、 大気汚染の 著しい地域 などの特殊 環境におけ る鋼橋の塗 装 

については、素地調整終了から上塗完了までを速やかに塗装し なければな らない 。 

10．検 査 
（１ ） 請負者は 、 工場塗装終 了後、 塗膜厚検査を⾏ い、 塗膜厚 測定記録を 作成及び保 管 

し、監督員また は検査職員 の請求があ った場合は 速やかに提 示しなけれ ばならな い 。

（２） 請負者 は、 塗膜の 乾燥 状態が 硬化 乾燥状 態以 上に経 過し た後塗 膜厚 測定 を

しな ければなら ない。  
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（３ ）請負者は 、同一工事 、同一塗装系 及び同一塗 装方法によ り塗装され た 500m2 単位毎  
25 点（ １点当たり ５回測定） 以上塗膜厚 の測定をし なければな らない。  

ただし 、１ロット の面積が 200 ㎡に満た ない場合は 10 ㎡ごとに １点とする 。 

（４） 請負者は、 塗 膜厚の測 定を、 塗装系 別、 塗装方 法別、 部材 の種類別 または作業姿 

勢別に 測定位置を 定め、平均 して測定で きるように 配慮しなけ ればならな い。  

（５） 請負者は、 膜厚測定器 として電磁 膜厚計を使 用しなけれ ばならない 。 

（６） 請負者は、 以下に示す 要領により 塗膜厚の判 定をしなけ ればならな い。  

① 塗 膜 厚測定 値（ ５回平 均） の平均 値が 、目標 塗膜 厚（合 計値 ）の 90％以上 で な け 

れ ば な らない 。 

② 塗 膜 厚測定 値（ ５回平 均） の最小 値が 、目標 塗膜 厚（合 計値 ）の 70％以上 で な け 

れ ば な らない 。 

③ 塗 膜 厚測定 値（ ５回平 均） の分布 の標 準偏差 は、 目標塗 膜厚 （合計 値） の 20％ を 

越えて はな らない 。た だし、 平均 値が標 準塗 膜厚（ 合計 値）以 上の 場合は 合格 と 

す る。  

④ 平 均 値 、 最 小 値 、 標 準 偏 差 の そ れ ぞ れ ３ 条 件 の う ち １ つ で も 不 合 格 の 場合はさら 

に同数 の測 定を⾏ い基 準値を 満足 すれば 合格 とし、 不合 格の場 合は 、塗増 し再 検 

査 し な ければ なら ない。  

（７）請負者は、塗料の缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないままで現場に搬入し 、 

塗料の品質、製造年⽉日、ロット番号、色彩及び数量を監督員に提示しなければ な

らない。また、請負者は、塗布作業の開始前に出荷証明書及び塗料成績表（製造 年

⽉日、ロット番号、色採、数量を明記）を確認し、記録、保管し、監督員また は 検 

査 職員の 請求 があっ た場 合は速 やか に提示 しな ければ なら ない。  
 

 

第３節 鋼橋付属物製作  
 

 

10－ ３－１ 一般事項  

工場製作工として、検査路製作工、鋼製伸縮継手製作工、落橋防止装置製作工、橋 梁 
用 防 護 柵製作 工、 鋼製排 水管 製作工 その 他これ らに 類する 工種 につい て定 める。  

10－ ３－２ 検査路製作工  
１．製 作加工  
（１ ） 請負者は 、 検査路 ・ 昇降梯子 ・ 手摺等は原則 として溶融 亜鉛めっき 処理を⾏わ な 

ければ ならない。  

（２ ） 請負者は 、 亜鉛めっき のため油抜 き等の処理 を⾏い 、 めっき後は十 分なひずみ 取 
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りを⾏ わなければ ならない。  
（ ３ ） 請負者 は、 検査路 と桁 本体と の取 付けピ ース は工場 内で 溶接を ⾏う ものと す る 。 

やむを 得ず現場で 取付ける場 合は、設 計図書に関し て監督員 の承諾を得 て十分な 施

工管 理を⾏わな ければなら ない。  

（４ ） 請負者は 、 桁本体に仮 組⽴て時点 で取付け 、 取合いの確 認を⾏わな ければなら な 

い。  

（５ ） 請負者は 、 検査路と桁 本体の取付 けは取付け ピースを介 して、 ボルト取合いと し 

なけれ ばならない 。ただし 、取 合いは製 作誤差を吸 収できる構 造とするものとする。  

２ ． ボ ルト・ ナッ ト 

ボ ル ト ・ ナ ッ ト の 施 工 に つ い て は 、 第 10 章 10-2-7 の 規 定 に よ る も の と する。  

10－ ３－３ 鋼製伸縮継手製作工  
１．製 作加工  
（１） 請負者は、 切断や溶接 等で生じた ひずみは仮 組⽴て前に 完全に除去 しなければ な 

らない 。 

な お 、 仮止め 治具 等で無 理に 拘束す ると 、据付 け時 に不具 合が 生じる ので 注意す 

るもの とする。  

（２ ）請負者は 、フェースプ レートのフ ィンガーは 、せり合い 等間隔不良 を避けるた め、 

一度切 りとしなけ ればならな い。二度切 りの場合に は間隔を 10mm 程度あけ るものと 

する。  

（３ ） 請負者は 、 アンカーバ ーの溶接に は十分注意 し、 リブの 孔に通す鉄 筋は工場で リ 

ブに溶 接しておか なければな らない。  

（４ ） 請負者は 、 製作完了か ら据付け開 始までの間 、 遊間の保 持や変形 ・ 損傷を防ぐ た 

め、仮 止め装置で 仮固定しな ければなら ない。  

２ ． ボ ルト・ ナッ ト 

ボ ル ト ・ ナ ッ ト の 施 工 に つ い て は 、 第 10 章 10-2-7 の 規 定 に よ る も の と する。  

10－ ３－４ 落橋防止装置製作工  
１．製 作加工  

PC 鋼材 等による落 橋防止装置 の製作加工 については 、以下の規 定によるものとする。  
（１ ） 請負者は 、 PC 鋼材定着 部分及び取 付ブラケッ トの防⾷に ついては 、 設計図書に よ 

らなけ ればならな い。  

２ ． ボ ルト・ ナッ ト 

ボ ル ト ・ ナ ッ ト の 施 工 に つ い て は 、 第 10 章 10-2-7 の 規 定 に よ る も の と する。  

10－ ３－５ 鋼製排水管製作工  
１．製 作加工  
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（１ ） 請負者は 、 排水管及び 取付⾦具の 防⾷ついて は、 設計図 書によらな ければなら な 
い。  

（ ２ ） 請負者 は、 取付⾦ 具と 桁本体 との 取付け ピー スは工 場内 で溶接 を⾏ うもの と し 、 

工場溶 接と同等以 上の条件下 で⾏わなけ ればならな い。やむを 得ず現場で 取付ける 

場合は 十分な施工 管理を⾏わ なければな らない。  

（３ ） 請負者は 、 桁本体に仮 組⽴て時点 で取付け 、 取合いの確 認を⾏わな ければなら な 

い。  

２ ． ボ ルト・ ナッ ト 

ボ ル ト ・ ナ ッ ト の 施 工 に つ い て は 、 第 10 章 10-2-7 の 規 定 に よ る も の と する。  

10－ ３－６ 橋梁用防護柵製作工  
１．製 作加工  
（１） 亜鉛めっき 後に塗装仕 上げをする 場合  

① 請負者 は 、 ビ ー ム 、 パ イ プ 、 ブ ラ ケ ッ ト 、 パ ド ル 及 び 支 柱 に 溶 融 亜 鉛 めっきを施  
し、そ の上 に工場 で仕 上げ塗 装を ⾏わな けれ ばなら ない 。この 場合 、請負者は 、 
め っ き 面に燐 酸塩 処理な どの 下地処 理を ⾏わな けれ ばなら ない 。 

②請負者 は 、亜鉛 の付 着量を JIS G 3302（溶融 亜鉛 めっき 鋼板 及び鋼 帯 ）Z27 の 275g/m2
 

（両面 付着 量）以 上と しなけ れば ならな い。 その場 合請負者は 、亜 鉛の付 着量 が 
前 述 以 上であ るこ とを確 認し なけれ ばな らない 。 

③ 請負者は 、熱 化 性 ア ク リ ル 樹脂塗 料を 用いて 、20μ m 以 上 の 塗 膜 厚 で 仕 上 げ 塗 装 を 
し な け ればな らな い。  

（２） 亜鉛めっき 地肌のまま の場合  
① 請負者 は 、 ビ ー ム 、 パ イ プ 、 ブ ラ ケ ッ ト 、 パ ド ル 、 支 柱 及 び そ の 他 の 部材（ケー  

ブ ル は 除く） に、 成形加 工後 溶融亜 鉛め っきを 施さ なけれ ばな らない 。 
② 請負者は、亜鉛 の付着 量を ビーム 、パ イプ、ブラ ケット 、パ ドル、支柱 の場合 JIS 

H 8641（ 溶 融 亜 鉛 め っ き ）２ 種 の（ HDZ55）の 550g/m2（ 片 面 の付着 量）以上と し 、 
その他の部 材（ケーブ ルは除く） の場合は、 同じく２種 （ HDZ35） の  350g/m2 （片  
面 の 付 着量） 以上 としな けれ ばなら ない 。 

③ 請負者 は 、 歩 ⾏ 者 、 自 転 ⾞ 用 防 護 柵 が 、 成 形 加 工 後 溶 融 亜 鉛 め っ き が 可能な形状  
と 判 断 できる 場合 は、② のそ の他の 部材 の場合 を適 用しな けれ ばなら ない 。 

２．ボ ルト・ナッ ト 
（ １ ） ボルト ・ナ ットの 塗装 仕上げ をす る場合 は、 本条 1 項 の 製 作 加 工 （ １）塗 装 仕 上 

げをす る場合の規 定によるも のとする 。 ただし 、 ステンレス性 のボルト ・ ナットの 

場合は 、無処理と するものと する。  

（２） ボ ル ト ・ ナ ッ トが亜鉛 めっき地肌 のままの場 合は、 本条１ 項の製作 加工 （２） 亜 

鉛めっ き地肌のま まの場合の 規定による ものとする 。 

３．ア ンカーボル ト 
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アンカ ーボルトに ついては、 本条２項ボ ルト・ナッ トの規定に よる。  
 

 

10－ ３－７ 橋梁用高欄製作工  

橋梁用 高欄製作工 については 、第 10 章 10-3-6 の規定 によるも のとする。  

10－ ３－８ 工場塗装工  
鋼橋付 属物の工場 塗装工につ いては、 第 10 章 10-2-8 の規定 によるもの とする。  

 

 

 

 

第４節 工場製品輸送工  
 

 

10－４－１ 一般事項  
１．一 般事項  

この節 は、 工場製 品輸送工と して、輸送工その他こ れらに類す る工種につ いて定め  
る。  

２．部 材発送前の 準備  
請負者 は、 部材の 発送に先⽴ ち、 塗装等 で組⽴て記 号を記入し ておかなけ ればなら  

ない。  
３．輸 送中の部材 の損傷防止  

請負者 は、 輸送中 の部材の損 傷を防止す るために、発送前に堅 固に荷造り しなけれ  
ばなら ない。  

なお、請負者は、部材に損傷 を与えた場 合は直ちに 監督員に 連絡し、取り替え ま 
たは補 修等の処置 を講じなけ ればならな い。  

 

 

 

 

第５節 鋼橋架設工  
 

 

10－ ５－１ 一般事項  
１ ． こ の節は 鋼橋 架設工 とし て地組 工、 架設工 （ク レーン 架設 ）、支 承工 、現場 継 手 工 

その他 これらに類 する工種に ついて定め る。  
２ ． 請負者は 、 架設準備とし て下部工の 橋座高及び 支承間距離 の検測を⾏ い、 その結 果 

を監督員に提示 しなければ ならない。  
なお、測量結果が 設計図書に 示されてい る数値と差 異を生じた 場合は、監督員に  

測量結 果を速やか に提出し指 示を受けな ければなら ない。  

３ ． 請負者は 、 架設にあたっ ては、 架設時の部材の 応⼒と変形 等を十分検 討し、 上部工 
に対す る悪影響が 無いことを 確認してお かなければ ならない。  
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４ ． 請負者は 、 架設に用いる 仮設備及び 架設用機材 については 、 工事目的 物の品質 ・ 性 
能が確 保できる規 模と強度を 有すること を確認しな ければなら ない。  

10－ ５－２ 材 料 
１．材 料確認  

請負者 は、 設計図 書に定めた 仮設構造物 の材料の選 定にあたっ ては、以下の各項目  
につい て調査し、 材料の品質 ・性能を確 認しなけれ ばならない 。 

（１） 仮設物の設 置条件（設 置期間、荷 重頻度等）  
（２） 関係法令  
（３） 部材の腐⾷ 、変形等の 有無に対す る条件（既 往の使用状 態等）  
２．点 検調整  

請負者 は、 仮設構 造物の変位 が上部構造 から決まる 許容変位量 を超えない ように点  
検し、 調整しなけ ればならな い。  

10－ ５ － ３ 地 組 工 
１．仮 置き  

地組部 材の仮置き については 、以下の規 定によるも のとする。  
（１） 仮置き中に 仮置き台か らの転倒、 他部材との 接触による 損傷がない ように防護 し 

なけれ ばならない 。 
（２） 部材を仮置 き中の重ね 置きのため に損傷を受 けないよう にしなけれ ばならない 。 
（３ ）仮置き中に 部材につい て汚損及び 腐⾷を生じ ないように 対策を講じ なければな ら 

ない。  
（４ ） 仮置き中に 部材に 、 損傷、 汚損及 び腐⾷が生 じた場合は 、 速やかに 監督員に 連 

絡し、 取り替えま たは補修等 の処置を講 じなければ ならない。  
２．地 組⽴  

地組⽴ については 、以下の規 定によるも のとする。  
（１） 組⽴て中の 部材を損傷 のないよう に注意して 取扱わなけ ればならな い。  
（２ ） 組⽴て中に 損傷があっ た場合 、 速やかに監督員に連絡 し、 取り替 え、 または 補 

修等の 処置を講じ なければな らない。  
（３） 請負者は本 締めに先⽴ って、 橋の形状が設計 に適合する ことを確認 しなければ な 

らない 。 
10－ ５－４ 架設工（クレーン架設）  

１．地 耐⼒の確認  
請負者 は、 ベント 設備・ベント基礎につ いては、架設前にベン ト設置位置 の地耐 ⼒ 

を確認 しておかな ければなら ない。  
２．桁 架設  

桁架設 については 、以下の規 定によるも のとする。  
（１） 架設した主 桁に、横倒 れ防止の処 置を⾏わな ければなら ない。  
（２） Ｉ桁等フラ ンジ幅の狭 い主桁を２ ブロック以 上に地組し たものを、 単体で吊り 上 

げたり 、仮付けす る場合は 、部 材に悪影 響を及ぼさ ないように しなければならない。  
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（ ３ ） ベント 上に 架設し た橋 体ブロ ック の一方 は、 橋軸方 向の 水平⼒ をと り得る 橋 脚 、 
もしく はベントに 必ず固定し なければな らない。  

また 、橋軸直角方 向の横⼒は 各ベントの 柱数でとる よう検討し なければならない。  
（４ ） 大きな反⼒ を受けるベ ント上の主 桁は、 その支点反⼒ ・ 応⼒、 断面チェックを ⾏ 

い、必 要に応じて 事前に補強 しなければ ならない。  

10－ ５－５ 現場継手工  
１．一 般事項  

請負者 は、 高⼒ボ ルト継手の 接合を摩擦 接合としな ければなら ない。また、接合さ  
れる材 片の接触面 を表 10-5-1 に示すすべ り係数が得 られるよう に、 以下に 示す処置を  
施すも のとする。  

（１ ） 接触面を塗 装しない場 合、 接触面 は⿊⽪を除 去して粗面 とするもの とする 。 受 注 
者は 、 材片の締付 けにあたっ ては、 接触面の浮きさ び、 油 、 泥等を清掃し て取り除 

かなけ ればならな い。  

（２ ） 接触面を塗 装する場合 は、 表 10-5-2 に示す条 件に基づき 、 無機ジン クリッチペ イ 

ントを 使用するも のとする。  
 

 

表 10－５－ １ すべり 係数  
 

項 目 す べ り 係 数 
 

a ） 接 触 面 を 塗 装 し な い 場 合 
 

0.40 以 上 

b ） 接 触 面 に 無 機 ジ ン ク リ ッ チ ペ イ  
ン ト を 塗 装 す る 場 合 

 

0 .45 以 上 

 

 

表 10－５－ ２ 無機ジ ンク リッチ ペイ ントを 塗装 する場 合の 条件  
 

項 目 条 件 

接 触 面 片 面 あ た り の 最 小 乾 燥 
塗 膜 厚  

 

5 0 μ m 以 上  

接 触 面 の 合 計 乾 燥 塗 膜 厚  1 0 0 〜 2 0 0 μ m 

乾 燥 塗 膜 中 の 亜 鉛 含 有 量  8 0 ％ 以 上  

亜 鉛 末 の 粒 径 （ 5 0 ％ 平 均 粒 径 ） 1 0 μ m 程 度 以 上  

 

 

（３） 接 触面に （１ ）、（２） 以外の処理 を施す場合 は、 設計図 書に関して 監督員と 協 
議しな ければなら ない。  
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（４ ）請負者は 、部材と連結 板を 、締付けにより密 着させるよ うにしなけ ればならな い。  
２．ボ ルトの締付 け 

ボルト の締付けに ついては、 以下の規定 によるもの とする。  
（１） ボルト軸⼒ の導入をナ ットをまわ して⾏わな ければなら ない。 やむを得ず頭ま わ 

しを⾏ う場合は、 トルク係数 値の変化を 確認しなけ ればならな い。  
（２） ボルトの締 付けをトル ク法によっ て⾏う場合、 締付けボ ルト軸⼒が 各ボルトに 均 

一に導 入されるよ う締付けボ ルトを調整 しなければ ならない。  
（３） トルシア形 高⼒ボルト を使用する 場合、 本締付けには専 用締付け機 を使用しな け 

ればな らない。  
（４） ボルトの締 付けを回転 法によって ⾏う場合、 接触面の肌 すきがなく なる程度に ト 

ルクレ ンチで締め た状態、 または組⽴て 用スパナで ⼒いっぱい 締めた状態 から、 以 
下に示 す回転角を 与えなけれ ばならない 。 ただし 、 回転法は F8T、 B8T の み に用いる  
ものと する。  
① ボ ル ト⻑が 径の ５倍以 下の 場合： 1/3 回転（ 120 度）±30 度 
② ボ ル ト⻑が 径の ５倍を 越え る場合 ：施 工条件 に一 致した 予備 試験に よっ て目 標 回 

転 数 を 決定す る。  
（５） ボルトの締 付けを耐⼒ 点法によっ て⾏う場合 は、JIS  B  1186（摩擦 接合用高⼒ 六 

角ボル ト ・ 六角ナ ット ・ 平座⾦ のセット） に規定さ れた第 2 種の呼び M20、 M22、 M24 
を標準 とし、 耐遅れ破壊特性 の良好な高 ⼒ボルトを 用い、 専用の締付け機 を使用し  
て本締 付けを⾏わ なければな らない。  

（６ ）ボ ルトの締 付け機 、測量 器具など の検定を現 地施工に先 ⽴ち現地搬 入直前に１ 回、  
搬入後 はトルクレ ンチは１ヶ ⽉毎にその 他の機器は ３ヶ⽉毎に 点検を⾏い 、精度を  
確認し なければな らない。  

３．締 付けボルト 軸⼒  
締付け ボルト軸⼒ については 、以下の規 定によるも のとする。  

（１） セットのト ルク係数値 は、0.11〜 0.16 に適合 するものと する。  
（２） 摩擦接合ボ ルトを、 表 10-5-3 に 示 す設計ボル ト軸⼒が得 られるよう に締付けな け 

ればな らない。  
 

 

表 10－５－ ３ 設計ボ ルト 軸⼒（ kN） 
 

セ ット  ね じ の 呼び  設 計 ボ ルト軸 ⼒ 
 

F8T 

B8T 

M20 133 

M22 165 

M24 192 

F10T 
S10T 

B10T 

M20 165 

M22 205 

M24 238 
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（３） トルク法に よって締付 ける場合の 締付けボル ト軸⼒は、 設計ボルト 軸⼒の 10％ 増 
を標準 とするもの とする。  

（４） トルシア形 高⼒ボルト の締付けボ ルト軸⼒試 験は、 締付け以前に一 つの製造ロ ッ 

トから ５組の供試 セットを無 作為に抽出 し、 ⾏うも のとする 。 試験の結果 、 平均値 

は表 10-5-4 及び表 10-5-5 に示 すボルト軸 ⼒の範囲に 入るものと する。  
 

 

表 10－５－ ４ 常温時 （ 10〜 30℃ ）の 締付け ボル ト軸⼒ の平 均値  
 

 

セッ ト 
 

ねじ の呼 び 
１ 製 造 ロット のセ ットの 締付 け 
ボ ル ト 軸⼒の 平均 値（kN） 

 

 

S10T 
M20 
M22 

M24 

172〜 202 
212〜 249 

247〜 290 
 

 

表 10－５－ ５ 常温時 以外 （ 0〜 10℃ 、 30〜 60℃ ）の締 付け ボルト 軸⼒ の平均 値 
 

 

セッ ト 
 

ねじ の呼 び 
１ 製 造 ロット のセ ットの 締付 け 
ボ ル ト 軸⼒の 平均 値（kN） 

 

 

S10T 
M20 
M22 

M24 

167〜 211 
207〜 261 

241〜 304 
 

 

（５） 耐⼒点法に よって締付 ける場合の 締付けボル ト軸⼒は、 使用する締 付け機に対 し 
て 一 つ の 製 造 ロ ッ ト か ら ５ 組 の 供 試 セ ッ ト を 無 作 為 に 抽 出 し て 試 験 を ⾏ った場合 

の平均 値が、表 10-5-6 に示す ボルトの軸 ⼒の範囲に 入るものと する。  
 

 

表 10－５－ ６  耐 ⼒ 点 法 に よる締 付け ボルト の軸 ⼒の平 均値  
 

 

セ ット  
 

ね じ の 呼び  
１ 製 造 ロット のセ ットの 締付 け 
ボ ル ト 軸⼒の 平均 値（kN） 

 

 

F 1 0 T  
M20 
M22 

M24 

0.196σ y〜 0.221σ y 
0.242σ y〜 0.273σ y 

0.282σ y〜 0.318σ y 

［注 ］σy：ボ ルト 試 験 片 の 耐 ⼒ （ N/mm2 ）（ JIS  Z2241 の ４ 号試験 片に よる）  
 

 

４．ボ ルトの締付 け順序  
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（１ ） 請負者は 、 ボルトの締 付けを 、 連結板の中央 のボルトか ら順次端部 ボルトに向 か 
って⾏ い、２度締 めを⾏わな ければなら ない。順序 は、図 10-5-1 のと お り と す る 。 

な お 、 予備締 め後 には締 め忘 れや共 まわ りを容 易に 確認で きる ように ボル トナッ  
ト及び 座⾦にマー キングを⾏ わなければ ならない。  

（２ ） 請負者は 、 溶接と高⼒ ボルト摩擦 接合とを併 用する場合 は、 溶接の 完了後に高 ⼒ 

ボルト を締付けな ければなら ない。  
 

 

 

 
 

図 10－５－ １ ボルト 締付 け順序  
 

 

 

５．包 装と現場保 管 

請負者 は 、ボルト のセットを 、工事出荷 時の品質が 現場施工時 まで保たれ るように 、 
その包 装と現場保 管に注意し なければな らない。また、包装は、施工直前 に解くもの  
とする 。 

６．締 付け確認  
締付け 確認につい ては、以下 の規定によ るものとす る。  

（１ ） 締付け確認 をボルト締 付け後速や かに⾏い 、 その記録を 整備及び保 管し、 監督職  
員また は検査職員 から請求が あった場合 は速やかに 提示しなけ ればならな い。  

（２） ボルトの締 付け確認に ついては、 以下の規定 によるもの とする。  

① ト ル ク法に よる 場合は 、各 ボルト 群の 10％ の ボ ルト本 数を 標準と して 、ト ル ク レ 

ン チ に よって 締付 け確認 を⾏ わなけ れば ならな い。  

② ト ル シア形 高⼒ ボルト の場 合は、 全数 につき ピン テール の切 断の確 認と マー キ ン 

グ に よ る外観 確認 を⾏わ なけ ればな らな い。  

（３） 回転法及び 耐⼒点法に よる場合は、 全般につ いてマーキ ングによる 外観確認を ⾏ 

わなけ ればならな い。  

７．現 場溶接  
（１） 請負者は、 溶 接 ・ 溶接材 料の清掃 ・乾燥状態 に注意し、 そ れらを良 好な状態に保  

つのに 必要な諸設 備を現場に 備えなけれ ばならない 。 

（２ ） 請負者は 、 現場溶接に 先⽴ち 、 開先の状態 、 材片の拘束 状態等につ いて注意を は 

らわな ければなら ない。  

（３ ） 請負者は 、 溶接材料 、 溶接検査等 に関する溶 接施工上の 注意点につ いては 、 工 場 
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溶接に 準じて考慮 しなければ ならない。  
（４） 請負者は、 溶接のアー クが風によ る影響を受 けないよう に防風設備 を設置しな け 

ればな らない。  

（５ ） 請負者は 、 溶接現場の 気象条件が 以下に該当 する時は 、 溶接欠陥の 発生を防止 す 

るため 、防風設備 及び予熱等 により溶接 作業条件を 整えられる 場合を除き 溶接作業 

を⾏っ てはならな い。  

①雨天 または作業 中に雨天と なるおそれ のある場合  

②雨上 がり直後  

③風が 強いとき  

④気温 が５℃以下 の場合  

⑤その 他監督員 が不適当と 認めた場合  

（６ ） 請負者は 、 現場継手工 の施工につ いては 、 圧接作業にお いて常に安 定した姿勢 で 
施工が できるよう に、作業場 には安全な 足場を設け なければな らない。  

 

 

第６節 鋼橋現場塗装工  
 

 

10－ ６－１ 一般事項  
１． この節は、 橋梁現場塗装 工として現 場塗装工そ の他これら に類する工 種について 定 

める。  
２ ． 請負者は 、 作業中に鉄道 ・ 道 路 ・ 河川等に塗料 等が落下し ないように しなければ な 

らない 。 
10－ ６－２ 材 料 

現場塗 装の材料に ついては、 第 10 章 10-2-2 材料の規 定による。  

10－ ６－３ 現場塗装工  
１．一 般事項  
（１ ） 請負者は 、 鋼橋の現場 塗装は 、 床版工終了後 に⾏うもの とし、 これにより難い 場 

合は、 設計図書に よらなけれ ばならない 。 
（２ ） 請負者は 、 鋼橋の架設 後に前回ま での塗膜を 損傷した場 合、 補修塗 装を⾏って か 

ら現場 塗装を⾏わ なければな らない。  
（３ ） 請負者は 、 現場塗装に 先⽴ち 、 下塗り塗膜の 状態を調査 し、 塗料を 塗り重ねる と 

悪い影 響を与える おそれがあ る、 たれ 、 はじき 、 あ わ 、 ふくれ 、 わ れ 、 はがれ、 浮 
きさび 及び塗膜に 有害な付着 物がある場 合は、必 要な処置を講 じなければならない。  

（４ ） 請負者は 、 塗装作業に エアレスス プレー 、 ハケまたはロ ーラーブラ シを用いな け 
ればな らない。 また、 塗布作 業に際して は各塗布方 法の特徴を 理解して⾏ わなけれ  
ばなら ない。  
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２．付 着油脂類等 の除去  
請負者 は、 現場塗 装の前にジ ンクリッチ ペイントの 白さび及び 付着した油 脂類は除  

去しな ければなら ない。  
３．施 工 
（１ ） 請負者は 、 溶接部 、 ボルトの接合 部分、 形鋼の隅角部そ の他の構造 の複雑な部 分 

につい て、必要塗 膜厚を確保 するように 施工しなけ ればならな い。  
（２ ） 請負者は 、 鋼材表面及 び被塗装面 の汚れ 、 油類等を除去 し、 乾燥状 態のときに 塗 

装しな ければなら ない。  
（３ ） 請負者は 、 塗り残し 、 ながれ 、 しわ等の欠陥 が生じない ように塗装 しなければ な 

らない 。 
（４ ） 請負者は 、 コンクリー トとの接触 面の塗装を ⾏ってはな らない 。 ただしプライ マ 

ーは除 くものとす る。 また 、 箱桁上フラ ンジなどの コンクリー ト接触部は 、 さび汁  
による 汚れを考慮 し無機ジン クリッチペ イントを 30μm 塗布す るものとす る。  

４．有 害薬品の使 用禁止  
請負者 は、施工に 際し有害な 薬品を用い てはならな い。  

 

 

５．付 着塩分の水 洗い  

請負者 は、 海岸地 域に架設ま たは保管さ れていた場 合、 海上輸 送を⾏った 場合、そ  
の他臨 海地域を⻑ 距離輸送し た場合など 部材に塩分 の付着が懸 念された場 合には、塩  
分付着 量の測定を ⾏い NaCl が 50mg/m2 以上の時は水 洗いしなけ ればならな い。  

６．塗 装禁止条件  
請負者 は、 以下の 場合塗装を ⾏ってはな らない。これ以外の場 合は、設計図書に 関 

して監督員と協 議しなけれ ばならない 。 
塗装禁 止条件は、 表 10-6-1 に 示すとおり である。  

 

 

表 10－６－ １ 塗装禁 止条 件 
 

塗料 の種 類 気温 （℃ ） 湿度 （RH％ ） 

⻑ ば く 形エッ チン グプラ イマ ー 5 以 下 85 以 上 

無 機 ジ ンクリ ッチ プライ マー  
無 機 ジ ンクリ ッチ ペイン ト 

 

0 以 下 
 

50 以 下 

有 機 ジ ンクリ ッチ ペイン ト 5 以 下 85 以 上 

エ ポ キ シ樹脂 塗料 下塗  
変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料下 塗 

変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料内 面用  

 

 

10 以 下 

 

 

85 以 上 

亜 鉛 め っき用 エポ キシ樹 脂塗 料下塗  
弱 溶 剤 形変性 エポ キシ樹 脂塗 料下塗  

 

5 以 下 
 

85 以 上 
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超 厚 膜 形エポ キシ 樹脂塗 料 5 以 下 85 以 上 

エ ポ キ シ樹脂 塗料 下塗（ 低温 用）  
変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料下 塗（ 低温用 ） 

変 性 エ ポキシ 樹脂 塗料内 面用 （低温 用）  

 

 

5 以下、 20 以上  

 

 

85 以 上 

無 溶 剤 形変性 エポ キシ樹 脂塗 料 10 以 下 、30 以 上 85 以 上 

無 溶 剤 形変性 エポ キシ樹 脂塗 料（低 温用 ） 5 以 下 、 20 以 上 85 以 上 

コ ン ク リート 塗装 用エポ キシ 樹脂プ ライ マー  5 以 下 85 以 上 

ふ っ 素 樹脂塗 料用 中塗  
弱 溶 剤 形ふっ 素樹 脂塗料 用中 塗 

コ ン ク リート 塗装 用エポ キシ 樹脂塗 料中 塗 

コ ン ク リート 塗装 用柔軟 形エ ポキシ 樹脂 塗料中 塗 

 

 

 

5 以 下 

 

 

 

85 以 上 

ふ っ 素 樹脂塗 料上 塗 
弱 溶 剤 形ふっ 素樹 脂塗料 上塗  

コ ン ク リート 塗装 用ふっ 素樹 脂塗料 上塗  

コ ン ク リート 塗装 用柔軟 形ふ っ素樹 脂塗 料上塗  

 

 

 

0 以 下 

 

 

 

85 以 上 

鉛 ・ ク ロムフ リー さび止 めペ イント  
⻑ 油 性 フタル 酸樹 脂塗料 中塗 

⻑ 油 性 フタル 酸樹 脂塗料 上塗  

 

 

5 以 下 

 

 

85 以 上 

 

 

 

 

（１） 降雨等で表 面が濡れて いるとき。  
（２） 風が強いと き及び塵埃 が多いとき 。 

（３） 塗料の乾燥 前に降雨、 雪、霜のお それがある とき。  

（４） 炎天で鋼材 表面の温度 が高く塗膜 にアワを生 ずるおそれ のあるとき 。 

（５） その他監督員が不適 当と認めた とき。  

７．攪 拌 
請負者 は、 塗料を 使用前に撹 拌し、容器の塗料を均 一な状態に してから使 用しなけ  

ればな らない。  
８．下 塗り  

（１）請負者は、被塗 装面の素地 調整状態を 確認したう えで下塗り を施工しな ければな  
らない。 天災その 他の理由に よりやむを 得ず下塗り が遅れ、 そのためさび が生じた 

ときは 再び素地調 整を⾏い、 塗装しなけ ればならな い。  

（ ２ ）請負者 は 、塗料の 塗り 重ねに 当た って 、塗料 ごとに 定め られた 塗装 間隔を 守っ て 塗 
装 し な ければ なら ない｡  
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（ ３ ）請負者 は 、ボ ル ト 締 め 後また は溶 接施工 のた め塗装 が困 難とな る部 分で設 計図 書 に 
示されている場合または、監督員の指示がある場合にはあらかじめ塗装を完了 さ 
せ な け ればな らな い。  

（ ４ ） 請負者 は、 支承等 の機 械仕上 げ面 に、防 錆油 等を塗 布し なけれ ばな らない 。 
（ ５ ）請負者 は 、溶 接 や 余 熱 による 熱影 響で塗 膜劣 化する 可能 性があ る現 場溶接 部近 傍 に 

塗装を⾏っ てはならな い。未塗装 範囲は熱影 響部のほか 、自動溶接 機の取付け や超  
音 波 探 傷の施 工な どを考 慮し て決定 する 。 

な お 、 請負者 は 、 防 錆 剤 の 使 用 に つ い て は 、 設 計 図 書 に 関 し て 監督員 の承諾を  
得 な け ればな らな い。  

９．中 塗り、上塗 り 
（１） 請負者は、 中塗 り及び 上塗 りにあ たって 、 被塗装 面、塗 膜の 乾燥及 び清 掃状態 を 

確 認 し たうえ で⾏ わなけ れば ならな い。  
（２）請負者は、海岸地域、大気汚染の著しい地域などの特殊環境における鋼橋の塗 装 

に つ い ては、 素地 調整終 了か ら上塗 完了 までを 速や かに⾏ わな ければ なら ない。  
10．検 査 
（１）請負者は、現場塗装終了後、塗膜厚検査を⾏い、塗膜厚測定記録を作成及び保 管 

し、監督員または検査職員から請求があった場合は速やかに提示するとともに、  
工 事 完 成時に 監督員へ 提出 しなけ れば ならな い。  

（２）請負者は、塗膜の乾燥状態が硬化乾燥状態以上に経過した後塗膜厚測定をしな け 
れ ば な らない 。 

（ ３ ）請負者 は 、同一工 事 、同一塗 装系 、同 一 塗 装 方法に より 塗装さ れ た 500m2 単位 毎 に 
25 点 （１点 当た り５回 測定 ）以上 塗膜 厚の測 定を しなけ れば ならな い。 ただ し 、 １ 
ロ ッ ト の面積 が 200 ㎡に 満た ない場 合 は 10 ㎡ ご と に１点 とす る。  

（４）請負者は、塗膜厚の測定を、塗装系別、塗装方法別、部材の種類別または作業 姿 
勢 別 に 測定位 置を 定め平 均し て測定 する よう配 慮し なけれ ばな らない 。 

（ ５ ） 請負者 は、 膜厚測 定器 として 電磁 膜厚計 を使 用しな けれ ばなら ない 。 
（ ６ ） 請負者 は、 以下に 示す 要領に より 塗膜厚 の判 定をし なけ ればな らな い。  

① 塗 膜 厚測定 値（ ５回平 均） の平均 値は 、目標 塗膜 厚（合 計値 ）の 90％ 以 上 と す る 
も の と する。  

② 塗 膜 厚測定 値（ ５回平 均） の最小 値は 、目標 塗膜 厚（合 計値 ）の 70％ 以 上 と す る 
も の と する。  

③ 塗 膜 厚測定 値（ ５回平 均） の分布 の標 準偏差 は、 目標塗 膜厚 （合計 ）の 20％ を 越 
え な い も の と す る 。 た だ し 、 平 均 値 が 標 準 塗 膜 厚 以 上 の 場 合 は 合 格 と す るものと  
す る。  

④ 平 均 値、最 小値 、標準 偏差 のうち １つ でも不 合格 の場合 はさ らに同 数の 測定 を ⾏ 
い 、 当 初 の 測 定 値 と 合 わ せ て 計 算 し た 結 果 が 基 準 値 を 満 足 す れ ば 合 格 と し、不合  
格 の 場 合は塗 増し 、再検 査し なけれ ばな らない 。 

（７）請負者は、塗料の缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないままで現場に搬入し 、 
使 用 し なけれ ばな らない 。 
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ま た 、 請負者 は 、 塗 布 作 業 の 開 始 前 に 出 荷 証 明 書 、 塗 料 成 績 表 （ 製 造 年 ⽉日、ロ  
ッ ト 番 号、色 採、 数量を 明記 ）の確 認を 監督員に 受けな けれ ばなら ない 。 

 

 

第７節 床 版 工 
 

 

10－ ７－１ 一般事項  

この節 は、床版工 として床版 工その他こ れらに類す る工種につ いて定める 。 

10－ ７ － ２ 床 版 工 
１．鉄 筋コンクリ ート床版  

鉄 筋 コ ンクリ ート 床版に つい ては、 以下 の規定 によ るもの とす る。  
（１）床版は、直接活荷重を受ける部材であり、この重要性を十分理解して入念な計 画 

及 び 施 工を⾏ うも のとす る。  
（２）請負者は、施工に先⽴ち、あらかじめ桁上面の高さ、幅、配置等を測量し、桁 の 

出来形を確認しなければならない。出来形に誤差のある場合、その処置について設  
計 図 書 に関し て監督員 と協 議しな けれ ばなら ない 。 

（３）請負者は、コンクリート打込み中、鉄筋の位置のずれが生じないよう十分配慮 し 
な け れ ばなら ない 。 

（４）請負者は、スペーサーについては、コンクリート製もしくはモルタル製を使用 す 
るのを原則とし、本体コンクリートと同等の品質を有するものとしなければならな  
い。  

な お 、 そ れ 以 外 の ス ペ ー サ ー を 使 用 す る 場 合 は あ ら か じ め 設 計 図 書 に 関 して監督  
職 員 と 協議し なけ ればな らな い 。ス ペ ー サーは 、１ m2 当た り４ 個を配 置の 目安と し 、 
組 ⽴ 及 びコン クリ ートの 打込 中、そ の形 状を保 つも のとす る。  

（５）請負者は、床版には、排水桝及び吊⾦具等が埋設されるので、設計図書を確認 し 
てこれらを設置し、コンクリート打込み中移動しないよう堅固に固定しなければな  
らな い。  

（６）請負者は、コンクリート打込み作業にあたり、コンクリートポンプを使用する 場 
合 は 以 下によ らな ければ なら ない。  
① ポ ン プ施工 を理 由にコ ンク リート の品 質を低 下さ せては なら ない。  
② 吐 出 口にお ける コンク リー トの品 質が 安定す るま で打設 を⾏ っては なら ない。  
③ 配 管 打設す る場 合は、 鉄筋 に直接 パイ プ等の 荷重 がかか らな いよう に足 場等 の 対 

策 を ⾏ うもの とす る。  
（７）請負者は、コンクリート打込み作業に当たり、橋軸方向に平⾏な打継目は作っ て 

は な ら ない。  
（８）請負者は、コンクリート打込み作業に当たり、橋軸直角方向は、一直線状にな る 

よ う 打 込まな けれ ばなら ない 。 
（９）請負者は、コンクリート打込みに当たっては、型枠支保工の設置状態を常に監 視 
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する とと も に 、所定 の床 版厚 さ及び 鉄筋 配置の 確保 に努め なけ ればな らな い 。また 、 
コ ン ク リート 打ち 込み後 の養 生につ いて は 、第 １ 編 3-7-11  養 生 に 基 づ き 施 工 し な け 
れ ば な らない 。 

（10）請負者は、鋼製伸縮継手フェースプレート下部に空隙が生じないように箱抜き を 
⾏ い 、 無収縮 モル タルに より 充填し なけ ればな らな い。  

（11）請負者は、工事 完成時にお ける足場及 び支保工の 解体に 当たっ て は、 鋼 桁部材に  
損 傷 を 与えな いた めの措 置を 講ずる とと もに 、鋼 桁 部 材 や 下 部 工にコ ンク リート 片 、 
木 片 等 の残材 を残 さない よう 後片付 けを ⾏なわ なけ ればな らな い。  

（12）請負者は、床版コンクリート打設前及び完了後、キャンバーを測定し、その記 録 
を整備及び保管し、監督員または検査職員の請求があった場合は速やかに提示し  
な け れ ばなら ない 。 

２． 鋼床 版 
鋼 床 版 につい ては 、以下 の規 定によ るも のとす る。  

（１）床版は、溶接によるひずみが少ない構造とするものとする。縦リブと横リブの 連 
結部は、縦リブからのせん断⼒を確実に横リブに伝えることのできる構造とするも  
のと する 。 

なお 、特別 な場 合を 除 き 、縦リ ブは 横リ ブの腹 板を 通して 連続 させる もの とする 。 
 

 

第８節 支 承 工 
 

 

10－ ８－１ 一般事項  

こ の 節 は、支 承工 その他 これ らに関 する 工種に つい て定め る。  

10－ ８ － ２ 支 承 工 
請負者 は 、支承工 の施工につ いては 、「道 路橋支承 便覧 第５ 章 支承部 の施工 」（日  

本道路 協会 ）による 。これに より難い場 合は 、監督員の承諾 を得なけれ ばならない 。 
 

 

第９節 鋼橋付属物架設工  
 

 

10－ ９－１ 一般事項  

この 節は 、鋼橋 付属 物 工 と し て 伸 縮 装 置工 、落橋 防止 装 置工 、排水 装置 工 、地 覆 工 、 
橋梁 用防護柵工 、橋梁用高 欄工、検査 路工、銘板 工その他こ れらに類す る工種につ い 

て定 める 。 

10－ ９－２ 伸縮装置工  
１．請負者は、伸縮装置の据付けについては、施工時の気温を考慮し、設計時の標準 温 

度で、橋と支承の相対位置が標準位置となるよう温度補正を⾏って据付け位置を決定  



第 10 章  鋼橋上部工 

― 235― 

 

 

 

 

しなければならない。また、監督員または検査職員から請求があった場合は速やか  
に 提 示 しなけ れば ならな い。  

２．請負者は、伸縮装置工の漏水防止の方法について、設計図書によらなければなら な 
い。  

 

 

10－ ９－３ 落橋防止装置工  
請負者 は、設 計図 書に基 づい て落橋 防止 装置を 施工 しなけ れば ならな い。  

10－ ９－４ 排水装置工  
請負者は、排水桝の設置にあ たっ て は、路面 （高さ、勾配）及び排水桝水抜き孔と  

床版 上面との通 水性並びに 排水管との 接合に支障 のないよう 、所定の位 置、高さ、 水 
平 、 鉛 直性を 確保 して据 付け なけれ ばな らない 。 

10－ ９ － ５ 地 覆 工 
請負者 は、地 覆に ついて は、 橋の幅 員方 向最端 部に 設置し なけ ればな らな い。  

10－ ９－６ 橋梁用防護柵工  
請負者は 、橋 梁 用 防 護 柵 工 の 施工に つい ては 、設計 図書に 従い 、正 し い 位 置・勾 配・  

平 面 形 線形に 設置 しなけ れば ならな い。  
10－ ９－７ 橋梁用高欄工  

請負者は 、鋼製 高欄 の 施 工 に つ い ては 、設計 図書 に従 い 、正し い位 置・勾 配・平 面 形 
線 形 に 設置し なけ ればな らな い。  

ま た 、原 則 と し て 、橋梁 上部 工の支 間の 支保工 を緩 めた後 でな ければ 施工 を⾏っ て は 
なら ない 。 

10－ ９－８ 検査路工  
請負者は 、検査 路工 の 施 工 に つ い ては 、設計 図書 に従 い 、正し い位 置に 設置 し な けれ  

ば な ら ない。  
10－ ９－９ 現場塗装  

鋼橋付 属物の現場 塗装につい ては、第 10 章第６節鋼 橋現場塗装 工の規定に よる｡  
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第 11 章 水管橋上部工 
 

 

 

 

 

第１節 通 則 
 

 

11－ １－１ 適 用 
こ の 章 は、水 管橋 、水管 橋歩 廊等と 水管 橋付属 物工 に適用 する 。 

11－ １－２ 一般事項  
１ ． 水 管橋上 部工 の構造 及び 機能  

水管 橋は、設計 図書に示さ れる荷重条 件に対して 必要な強度 、剛性を有 し、耐久 性 
に 富 み 、安全 な構 造とす るも のとす る。  

２． 技術 基 準 等 
設計 図書におい て特に定め のない事項 については 、下記の基 準類による 。これに よ 

りが たい場合は 、監督員 の承諾を得 なければな らない。な お、基準類 と設計図書 に 
相違 がある場合 は、原則と して設計図 書の規定に 従うものと し、疑義が ある場合は 、 
監督員と協 議し なけれ ばな らない 。 

（ １ ） 土地改 良事 業計画 設計 基準・ 設計 「水路 工」 基準書 ・技 術書 （農 林水 産 省 ） 
（ ２ ） 水 管 橋 設 計 基 準 （ 日 本 水 道 鋼 管 協会）  
（ ３ ） 水管橋 設計 基準（ 耐震 設計編 ） （ 日 本 水 道 鋼 管 協会）  
（ ４ ） 水管橋 工場 仮組⽴ 及び 現場架 設基 準 （ 日 本 水 道 鋼 管 協会）  
（ ５ ） 水 管 橋 外 面 防 食 基 準 （ 日 本 水 道 鋼 管 協会）  
（ ６ ） 農業用 プラ スチッ ク被 覆鋼管 （日 本水 道鋼 管協 会 ） 
（ ７ ） 水門鉄 管技 術基準 （水 門鉄 管協 会 ） 
（ ８ ） 道路橋 示方 書・同 解説 （Ⅰ共 通編 ） （日 本道 路協 会 ） 
（ ９ ） 道路橋 示方 書・同 解説 （Ⅱ鋼 橋編 ） （日 本道 路協 会 ） 
（ 10） 道路橋 示方 書・同 解説 （Ⅴ耐 震設 計編） （ 日 本 道 路 協会）  
（ 11） 道路橋 支承 便覧 （日 本道 路協 会 ） 

11－ １－３ 使用材料  
１ ． 一 般事項  

水 管 橋 上部工 に使 用する 最小 板厚は 、技 術基準 等に よるも のと する。  
２ ． 鋼 材の厚 さ 

水管 橋上部工に 使用する主 要部材の材 質に対する 板厚使用範 囲等は、技 術基準等 に 
よ る も のとす る。  

３ ． 防 食対策  
水 管 橋 上部工 にお ける防 食対 策は技 術基 準等に よる ものと する 。 

11－ １－４ 構造計算及び容量計算  
水 管 橋 及び付 属設 備の構 造計 算及び 容量 計算は 、技 術基準 等に よるも のと する。  

11－ １－５ 銘 板 
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１ ． 一 般事項  
水管 橋上部工に は、必要に 応じて次の 内容を記録 した橋歴板 を製作しな ければな ら 

な い ｡な お 、 橋 歴 板の取 付位 置につ いて は監督員 と協議 する ものと する 。 
① 橋名  
②完 成年 月 (製作 年月 ) 
③事 業名 等 
④計 画流 量 
⑤ 口 径 ・形式  
⑥ 使 用 鋼材・ 質量  
⑦施 工会 社 

11－ １－６ 塗装記録  
１ ．請負者は 、ペ イント また は耐候 性に 優れた フィ ルム状 の粘 着シー トに より 次 の 内 

容 を 記 録しな けれ ばなら ない 。 
①塗 装年 月 
②塗 装会 社 
③ 塗 装 材質（ 名称 、規格 ） 
④ 塗 料 製造会 社 

 

 

第２節 水管橋製作  
 

 

11－ ２－１ 水管橋製作  
１ ． 一 般事項  

こ の 節 では、 水管 橋製作 につ いて規 定す る。  
２． 材料  

材 料 は 、第２ 章 2-1-3 に よ る ほか、 次の 規定に よる 。 
（ １ ） 水 管 橋 本 管 の 原 管 の 材 料 は 、 WSP A-101「 農 業 用 プ ラ ス チ ッ ク 被 覆 鋼 管 」 に よ る も 

のと する 。 
鋼管：ＳＴ Ｗ２９０、 ＳＴＷ３７ ０、ＳＴＷ ４００、Ｓ ＴＷ４９０ 、ＳＧＰ、 Ｓ 

Ｔ Ｐ Ｇ ３７０ 、Ｓ ＴＰＹ ４０ ０ 
鋼 板 ： ＳＳ４ ００ 、ＳＭ ４０ ０、Ｓ Ｍ４ ９０Ａ  
ただ し、 Ｓ Ｔ Ｗ ４ ９ ０ の 原 管 の 溶 接 部 の 引 張 強 さ は、JIS  G  3106「 溶 接 構造用圧  
延 鋼 材 」表７ に示 すＳＭ ４９ ０Ａの 引張 強さの 下限 値以上 とす る。  

（ ２ ） ⽴会に よる 材料確 認結 果を監督員に提 出し 、確認 を受 けるも のと する。  
（ ３ ）工 場 塗 装 工 の材料 は 、JIS に 適合 した塗 料を 使用し なけ ればな らな い 。ま た 、設 計 

図 書 に 特に明 示さ れてい ない 場合は 、監督員 の承 諾を得 なけ ればな らな い。  
なお、内面 塗装につい ては、JIS  G  3443-4「 水輸送用塗 覆装鋼管－ 第４部：内 面 

エ ポ キ シ樹脂 塗装 」によ るも のとす る。  
（４）塗料は、直接日光を受けない場所に保管し、その取扱いは、関係諸法令、諸法 規 



第 11 章  水管橋上部工 

― 239― 

 

 

 

 

を 遵 守 して⾏ わな ければ なら ない。  
ま た 、 使用期 限の 過ぎた もの は使用 でき ない。  
塗 装 前 に ロ ッ ト 番 号 を 確 認 し 、 ロ ッ ト 毎 に １ 缶 以 上 を 開 封 し 、 異 常 が あ った場合  

は 使 用 しては なら ない。  
な お 、 開缶後 は、 十分に 攪拌 したう え、 速やか に使 用する もの とする 。 

（５）塗料 の可使時間 （ポットラ イフ）は、 塗料メーカ ーの規定に よるものと し、規 定 
を 超 え た場合 は、 塗装を ⾏っ てはな らな い。  

３． 原寸  
原 寸 は 、第３ 章 3-2-1 の 規 定 による 。 
なお 、請負者は 、原寸図の 一部又は全 部を省略す る場合は、 監督員の 承諾を得 な 

け れ ば ならな い。  
４． 工作  

工 作 は 、第３ 章 3-2-2 に よ る ほか、 次の 規定に よる 。 
（１）工作は、溶接によるひずみ及び残留応⼒が最小限になるように⾏わなければな ら 

な い。  
（ ２ ）形鋼、板 厚 10mm 以 下 の補剛 材等 は、せ ん 断 により 切断 してよ いが 、切 断 線 に 肩 落 

ち、かえり、不揃い等のある場合は縁削り又はグラインダー仕上げを⾏って平滑に  
仕 上 げ るもの とす る。  

（３）塗装される主要部材において組⽴てた後に⾃由縁となる切断面の角には面取り を 
⾏ う も のとし 、半 径２mm 以 上の曲 面仕 上げを ⾏わ なけれ ばな らない 。 

（４）鋼管を鋼板より製作する場合は、ローラその他の機械により一様に、かつ、丁 寧 
に 曲 げ なけれ ばな らない 。 

な お 、 端曲げ には ハンマ を使 用して はな らない 。 
11－ ２－２ 工場溶接工  

１ ． 一般事 項 
（ １ ） 工場溶 接工 につい ては 、次の 規定 による もの とする 。 

こ の 項 では工 場溶 接工に つい て定め る。  
た だ し 、 溶 接 構 造 用 高 張 ⼒ 鋼 材 、 ス テ ン レ ス 鋼 及 び ス テ ン レ ス ク ラ ッ ド 鋼の溶接  

に つ い ては水 門鉄 管技術 基準 （溶接 ・接 合編） 第１ 章溶接 第６ 節及び 第７ 節の規 定 
に よ る ものと する 。 

（ ２ ） 溶接士  
① 水 管 橋の溶 接は 、技量 の確 認され た溶 接士に よっ て施工 しな ければ なら ない。  
② JIS Z 3801「 手 溶接技 術検 定にお ける 試験方 法及 び判定 基準 」 及 び JIS Z 3841「 半 

⾃動溶 接技 術検定 にお ける試 験方 法及び 判定 基準」 に定 められ た種 類のう ち、 そ 
の作業 に該 当する 試験 （又は これ と同等 以上 の試験 ）に 合格し たも のは上 記① を 
満 足 す るもの とみ なして よい 。 

（ ３ ） 溶接材 料 
第 ３ 章 3-3-2 溶 接材料 の規 定によ る。  

２ ． 溶 接継手  
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（ １ ） 溶接継 手 
① 継 手 形式は 、応 ⼒を適 切に 伝達す るも のでな けれ ばなら ない 。 
② 応 ⼒ を伝え る重 要な溶 接継 手とし て、 完全溶 込み 突合せ 溶接 、部分 溶込 み突合 せ 

溶 接 及 び連続 すみ 肉溶接 から 適切に 選定 した場 合に は、上 記① を満足 する ものと  
み な し てよい 。 

（ ２ ） 溶接継 手の 配置  
① 溶 接 継手は 、構 造物の 安全 性を損 なわ ないよ う適 切に配 置す るもの とす る。  
② 以 下 の溶接 継手 配置の 場合 には上 記① を満足 する ものと みな してよ い。  

ア ． 水 圧鉄管 の縦 継手で は、 溶接継 手を 板厚の ５倍 以上、 他の 継手の 配置 は 100 
㎜ 以 上 離す。  

（ ３ ） 突合せ 継手  
① 突 合 せ継手 は、 ⺟材の 応⼒ を確実 に伝 達する もの とする 。 
② 以 下 の方法 によ り完全 溶込 みを確 保す る突合 せ継 手は、 上記 ①を満 足す るもの と 

み な し てよい 。 
ア ． 裏 はつり 後裏 溶接を ⾏う 両面溶 接 
イ ． 裏 当て⾦ を用 いる片 面溶 接 
ウ ． 裏 波溶接 によ る片面 溶接 （裏当 て材 を用い る場 合を含 む）  

（ ４ ） すみ肉 溶接 継手  
① す み 肉溶接 継手 は、せ ん断 ⼒を確 実に 伝達す ると ともに 、継 手部に 過大 な局部 的 

応 ⼒ の 発生が ない 形状寸 法と しなけ れば ならな い。 なお、 以下 に示す ②〜 ⑦の場  
合 に は この項 を満 足する もの とみな して よい。  

② 主 要 部材は 、著 しく厚 さの 異なる 材片 をすみ 肉溶 接で接 合し てはな らな い。  
③ Ｔ 継 手に用 いる すみ肉 溶接 は原則 とし て継手 の両 側に配 置し なけれ ばな らない 。 
④ 主 要 部材の 応⼒ の伝達 を⾏ う場合 、 交 角 60 度 以 下 、 ま たは 、 120 度 以 上のＴ 継 手 

に は 、 すみ肉 溶接 を用い ては ならな い。  
⑤ す み 肉 継 手 の 最 小 サ イ ズ は 表 11-2-1 の と お り と す る 。た だ し 、Ｔ 形 継 手 で 板 厚 ６ 

mm 未 満の場 合は 薄い方 の⺟ 材の厚 さと 同じサ イ ズ（４mm を 超える 必要 はない ）と 
す る。  

 

 

表 11－２－ １ すみ肉 継手 の最小 サイ ズ 
 

板 厚 連 続 す み 肉 断 続す み肉  
９ mm 以 上 ５ mm ６ mm 

９ mm 未満６ mm 以上  ４ mm ５ mm 
 

 

⑥ 主 要 部材の すみ 肉溶接 の有 効⻑は サイ ズの 10 倍以上 かつ 最小⻑ さ は 40 ㎜ と す る 。 
側 面 す み肉の 有効 ⻑さは 、サ イ ズ の 30 倍 まで とし それを 越え る場合 は許 容応⼒ の 

低 減 を ⾏う。 なお 、すみ 肉溶 接の始 終端 は有効 ⻑に 含めな いも のとす る。 断続す  
み 肉 溶 接の有 効⻑ さはサ イズ の６倍 、最 小 40mm 以 上とす る。  

⑦ す み 肉溶接 を使 用する 場合 、溶接 され る⺟材 間の すき間 は２ ㎜以下 とす る 。なお 、 
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す き 間 が ２ ㎜ を 越 え ４ ㎜ 以 下 の 場 合 に は す き 間 の 寸 法 を す み 肉 の サ イ ズ に加える。  
（ ５ ） 溶接部 のせ ん孔  

溶 接 部 にせん 孔す る場合 は、 せん孔 前後 に非破 壊検 査によ り有 害な傷 のな いこと  
を 確 か めなけ れば ならな い。  

 

 

（ ６ ） 厚さの 異な る鋼板 の突 合せ溶 接 

① 厚 さ の異な る鋼 板の突 合せ 溶接部 は、 板厚の 差に よる応 ⼒集 中が生 じな いよ う 配 
慮す る。  

② 板 厚 の３mm 以 上異な る突 合せ溶 接を ⾏う場 合、 厚い板に 1/4 以 下 の 勾 配 を つ け て 
薄 い 板 の厚さ まで 削り溶 接を ⾏う場 合に は上記 ①を 満足す るも のとみ なし てよい 。 
こ の 場 合 、 こ う 配 を 片 面 ま た は 両 面 に つ け る か は 構 造 物 の 種 類 に よ っ て 決定する  
も の と する。  

 

 

４ 

１ 
 

 

 こ う 配 の つ け 方 
 

 

図 11－２－ １ 勾配の つけ 方 
 

 

（ ７ ） 重ねす み肉 溶接  

① 重 ね 継手に すみ 肉溶接 を用 いる場 合に は、２ 本以 上のす み肉 溶接を 用い 、重ね 継 
手 の 各 板に働 く荷 重の偏 心に より発 生す る応⼒ が緩 和する よう な適切 な重 ねしろ  
を と ら なけれ ばな らない 。な お、以 下に 示す② ③の 場合は 本項 を満足 する ものと  
み な し てよい 。 

② 前 面 すみ肉 溶接 の継手 にお ける重 ねし ろは、図 11-2-2 に 示 す（ｂ ）の ように 薄 い 
方 の 板 厚の４ 倍以 上とす る。  

③ 側 面 すみ肉 溶接 のみを 用い て軸方 向⼒ を受け る継 手にお ける 重ねし ろは 、図  
11-2-3 に 示 す （ ｂ ’） の よう に溶 接線 の間隔 （ ｌ ） よ り大 きく し 、 間隔 （ ｌ ）は 薄 
い 方 の 板厚の 16 倍 以 下 と す る 。こ れ を 超える とき は板の 浮き 上がり を防 止しな け 
れ ば な らない 。 
た だ し 、引張 ⼒の みを受 ける ときは 、上 記の値 を 20 倍 と す る 。 
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ｂ’＞ｌ 
ｌ≦16ｔ（又は 20ｔ） 
ｔ：うすい方の板厚 

 

図 11－ 2－ 2 前 面 すみ肉 溶接 の重ね 代 (b) 図 11－ 2－ 3 側 面すみ 肉溶 接の重 ね代 (b’) 
 

 

（ ８ ） 溶接の 継手 効率  

水 管 橋 の 溶 接 部 の 継 手 効 率 は WSP  007「 水 管 橋 設 計 基 準 」 の 第 ４ 章 許 容 応 ⼒ 度 ４ ． 
３ 溶 接 部の規 定に よるも のと する。  

３ ． 溶 接工法  
溶 接 工 法は、 第３ 章第３ 節溶 接に規 定す るほか 、次 によら なけ ればな らな い。  

（ １ ） 溶接機 器 
① 溶 接 機器は 、溶 接対象 の材 料、構 造、 要求品 質、 能率及 び作 業環境 から 決まる 溶 

接 施 工 法に応 じた 適切な もの を選択 しな ければ なら ない。  
② 溶 接 機器は 所定 の性能 が維 持でき るよ う整備 され ていな けれ ばなら ない 。 
③ 溶 接 電源か ら作 業現場 まで の溶接 用ケ ーブル は、 使用環 境、 電圧降 下及 び使用 電 

流 を 考 慮した 適切 な線種 、線 径及び ⻑さ としな けれ ばなら ない 。 
④ JIS C  3404(2000)「 溶 接 用 ケ ー ブ ル 」 に 規 定 さ れ て い る 溶 接 用 ケ ー ブ ル を 用 い 、 

こ れ を 適切に 使用 した場 合は 、上記 ③を 満足す るも のとみ なし てよい 。 
（ ２ ） 溶接用 ケー ブル・ 溶接 ホルダ ・保 護具等 は安 全上適 切な ものを 使用 しなけ れば な 

らな い。  
（ ３ ） 突合わ せ溶 接部開 先 

① 突 合 わせ溶 接継 手は、 健全 な溶接 部が 得られ るよ うに、 溶接 の種類 、板 厚、溶 接 
姿勢等に応じ適切な開先を準備し 、必 要に応じ開先面を仕上げなければならない 。 

② 突 合 わせ溶 接部 の開先 は、 以下に 示す 値を満 たし た場合 、上 記①を 満足 するも の 
と み な してよ い。  
ア ． 開 先角度  

設定 値±10° 
イ ． ル ート間 隔 

(a)手 溶 接 及 び ガ ス シ ー ル ド 溶 接 
・ Ｉ 形 グルー ブ継 手 ３㎜以 下 
・ そ の 他のグ ルー ブ継手 ５㎜以 下 

(b)サ ブ マ ー ジ ア ー ク 溶 接 １ ㎜ 以 下 
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（ ４ ） ジグ及 び仮 付溶接  
① 組 ⽴ 等に使 用す るため 本体 に直接 取付 けるジ グ等 の溶接 は、 必要最 小限 にしな け 

れ ば な らない 。 
② 仮 付 溶接は 、部 材の形 状保 持、溶 接変 形の防 止等 に適切 なも ので、 かつ 割れ等 の 

傷 が 発 生しな いも のでな けれ ばなら ない 。 
（ ５ ） 溶接順 序 

溶 接 順 序は、 残留 応⼒及 び変 形が少 なく なるよ うに 選定し なけ ればな らな い。  
（６ ）予 熱 

① 材 料 の種類 及び 板厚に より 適切な 予熱 を⾏わ なけ ればな らな い。  
② 一 般 的に、 400N/㎟ 級 の 鋼 種で板 厚 25 ㎜ 未 満 で は予熱 は不 要であ るが 、気温 が低  

い 場 合 には予 熱を ⾏わな けれ ばなら ない 。 
③詳 細は 水 門 鉄 管 技 術 基準(溶接 ･接 合 編 )第 １章 溶接 23 条 の 規 定 によ る も の と す る 。 

（ ７ ） 本溶接  
溶 接 施 工は健 全な 溶接部 が得 られる よう 溶接雰 囲気 、溶 接 す る 鋼材の 鋼種 、板 厚 、 

開 先 の 形状、 溶接 方法、 溶接 材料及 び溶 接姿勢 に応 じて、 予熱 、溶接 入熱 、溶接 条 
件 等 適 切な溶 接施 工条件 によ り⾏わ なけ ればな らな い。  

（ ８ ） ピーニ ング  
ピ ー ニ ングは 変形 及び残 留応 ⼒の軽 減の ため⾏ うが 、実施 に当 っては 、材 質等に  

応 じ て 適切に 施工 しなけ れば ならな い。  
（ ９ ） 工場溶 接継 手の余 盛高 さ、段 違い 及び折 れ曲 がりの 許容 値 

工 場 溶 接継手 の余 盛高さ 、段 違い及 び折 れ曲が りの 許容値 は、 水門鉄 管技 術基準  
(溶 接･接合編 )第 １ 章 溶 接 28 条の 規定 による もの とする 。 

11－ ２ － ３ 仮 組 ⽴ 
１ ． 一 般事項  
（ １ ） 添架水 管橋 を除く 水管 橋形式 にお いては 、仮 組⽴を ⾏わ なけれ ばな らない 。 

な お 、 仮 組 ⽴ の 範 囲 は 、 架 設 ス パ ン 部 分 の 主 部 材 と 補 剛 部 材 に つ い て ⾏ うことを  
原 則 と する。  

（２）仮組⽴を⾏う場合は、各部材が無応⼒状態になるよう、各単位管の端末に１箇 所 
以 上 支 持台を 設け ること を原 則とし 、キ ャンバ ーの 調整が 可能 なもの とす る。  

（３）仮組⽴を⾏う場合、現場溶接継手部については、仮付ピース等を用いて、間接 的 
に ⾏ う ことを 原則 とする 。 

（４）仮組⽴検査を完了した主部材と補剛部材は、損傷を与えぬよう十分注意して解 体 
を ⾏ い 、仮組 ⽴に より損 傷し た箇所 は入 念に補 修し なけれ ばな らない 。 

11－ ２－４ 工場塗装工  
１ ． 一 般事項  
（ １ ） 工場塗 装は 、第３ 章第 ５節塗 装に 規定す るほ か、次 によ らなけ れば ならな い。  
（ ２ ） 原則と して 次に示 す施 工環境 の場 合に塗 装を ⾏って はな らない 。 

① 気 温 が５℃ 以下 のとき 。 
② 湿 度 85％ 以上 のとき 。 
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③ 被 塗 装面が 結露 する恐 れが あると き。  
④ 塗 料 の乾燥 前に 降⾬、 降雪 、降霜 もし くは霧 また はその 恐れ がある 屋外 作業。  
⑤ 強 風 などで 塵埃 が多く 、か つ防塵 施設 を設け てな い場合 。 
⑥ 炎 天 下で直 射日 光に曝 され ている とき 。 
⑦ 塗 装 面が湿 気を おびて いる とき。  
⑧ 無 機 ジンク リッ チプラ イマ 及び無 機ジ ンクリ ッチ ペイン トで 、湿度 50％以下 のと  

き。  
た だ し 、塗料 の種 類によ って は上記 （１ ）の規 定が 適用出 来な いこと があ る。  

こ の 場 合は、 塗料 メーカ ーの 規定に よる ものと する 。 
２ ． 素 地調整  

工 場 で の 素 地 調 整 は １ 種 ケ レ ン（ ISO Sa2 1/2  相 当 以 上 ）を ⾏ う こ と を 原 則 と する。  
３． 塗装  
（ １ ） 素地調 整後 速やか に塗 装を⾏ わな ければ なら ない。  

ま た 、 塗装工 程に ついて は塗 装間隔 を適 切に保 たな ければ なら ない。  
（ ２ ） 塗装後 の塗 膜に、 ちり 、ほこ り、 水分な どの 付着及 び擦 過損傷 を与 えない よう に 

適 切 な 処置を ⾏い 、硬化 まで 保護し なけ ればな らな い。  
４． 検査  

次 に 示 す塗膜 の品 質及び 検査 を⾏わ なけ ればな らな い。  
（ １ ） 外観 塗膜 が硬化 乾燥 後、目 視で 検査し 、か すれ、 たれ 、割れ 、剥 離など の欠 陥 

が な い こと。  
（ ２ ） 乾燥状 態 塗膜の 乾燥 状態は 指触 で検査 し、 硬化状 態で あるこ と。  
（ ３ ） 塗膜厚 さ 塗膜が 硬化 乾燥後 、電 磁膜厚 計な どで計 測し 所定の 厚さ を満足 する こ 

と。  
（ ４ ） ピンホ ール 塗 膜 が 硬 化乾燥 後、 ピンホ ール 探知器 によ って所 定の 電圧で 全数 、 

全 面 検 査を⾏ い、 ピンホ ール がない こと 。 
た だ し 、適用 は内 面塗装 及び プラス チッ ク被覆 （外 面防食 ）と する。  

５ ． 塗 装完了 後の 取扱  
（ １ ） 工場塗 装完 了後の 塗装 製品は 、塗 膜に損 傷が 生じな いよ うに保 管し なけれ ばな ら 

な い。  
（ ２ ） 工場塗 装完 了後の 塗装 製品の 輸送 に当た り、 塗膜に 損傷 が生じ ない ように しな け 

れ ば な らない 。 
６ .その 他 

そ の 他 の事項 につ いては 、 WSP  009「 水 管 橋 外 面 防 食基準 」に よるも のと する。  
な お 、 送 水 管 内 面 の 塗 装 に つ い て は 、 JWWA  K  135「 水 道 用 エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 塗 装 方 

法 （ 日 本 水 道 協 会 ） 」 も し く は JWWA  K  157「 水 道 用 無 溶 剤 形 エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 塗 装 方 
法 （ 日 本水道 協会 ）」を 参照 するも のと する。  
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第３節 水管橋架設  
 

 

11－ ３－１ 水管橋架設  
１ ． 一 般事項  
（１）この節では、水管橋架設工として、地組工、架設工（クレーン工法）、現場溶 接 

工 そ の 他これ らに 類する 工種 につい て定 める。  
（２）請負者は、架設準備として下部工の橋座高及び支承間距離の検測を⾏い、その 結 

果 を 監督員 に提 示しな けれ ばなら ない 。 
（３）請負者は、架設に当たっては、架設時の部材の応⼒と変形等を十分検討し、上 部 

工 に 対 する悪 影響 が無い こと を確認 しな ければ なら ない。  
（４）請負者は、架設に用いる仮設備及び架設用機材は、工事目的物の品質・性能が 確 

保 で き る規模 と強 度を有 する ことを 確認 しなけ れば ならな い。  
11－ ３－２ 仮設構造物  

１ ． 材 料の選 定 
請負者は、設計 図書に定め た仮設構造 物の材料の 選定に当た っては、以 下の各項 目 

に つ い て調査 し、 材料の 品質 ・性能 を確 認しな けれ ばなら ない 。 
（ １ ） 仮設物 の設 置条件 （設 置期間 、荷 重頻度 等）  
（ ２ ） 関係法 令 
（ ３ ） 部材の 腐食 、変形 等の 有無に 対す る条件 （既 往の使 用状 態等）  
２ ． 仮 設構造 物の 点検、 調整  

請負者は、仮設 構造物の変 位が上部構 造から決ま る許容変位 量を超えな いように 点 
検 し 、 調整し なけ ればな らな い。  

11－ ３ － ３ 地 組 工 
１ ． 一 般事項  
（ １ ） 地 組 部 材 の 仮 置 き に つ い て は 、 第 ３ 章 3-7-4 の 規 定 に よる。  
（２ ）地 組 

地 組 に ついて は、 次の規 定に よる。  
① 地 組 を⾏う 場合 は、各 部材 が無応 ⼒状 態にな るよ う、各 単位 管の端 末に １箇 所 以 

上 支 持 台を設 ける ことを 原則 とし、 キャ ンバー の調 整が可 能な ものと する 。 
② 組 ⽴ 中に損 傷が あった 場合 は、速 やか に監督員 に報告 し、 取り替 え又 は補 修 等 

の 処 置 を講じ るも のとす る。  
③ 水 管 橋の形 状が 設計に 適合 してい るこ とを確 認し 、その 結果 を監督員 に提 出 す 

る も の とする 。 
11－ ３－４ 架設工（クレーン工法）  

１ ． 一 般事項  
請負者は、ベン ト設備・ベ ント基礎に ついては、 架設前にベ ント設置位 置の地耐 ⼒ 

の 安 全 性を確 認し ておか なけ ればな らな い。  
２． 架設 工 
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架 設 工 につい ては 、以下 の規 定によ る。  
（１）架設作業を⾏うに当たり、クレーン架設に必要な架設地点の地耐⼒等安全性に つ 

い て 検 討する もの とする 。 
（２）ベント上に架設した水管橋本体ブロックの一方は、橋軸方向の水平⼒をとり得 る 

橋 脚 、 若しく はベ ントに 必ず 固定す るも のとす る。  
ま た 、 橋軸直 角方 向の横 ⼒は 各ベン トの 柱数で とる よう検 討す るもの とす る。  

（ ３ ） 大きな 反⼒ を受け るベ ント上 の本 管等は 、そ の支点 反⼒ ・応⼒ に耐 える構 造で あ 
る か 断 面チェ ック を⾏い 、必 要に応 じて 事前に 補強 してお くも のとす る。  

（ ４ ） 架設ク レー ンの規 格に ついて は、 水管橋 本体 のブロ ック 質量、 現場 継手位 置、 現 
場 の ベ ント設 置可 能位置 、架 設順序 、輸 送等を 考慮 して、 決定 するも のと する。  

11－ ３－５ 現場溶接工  
１ ． 一 般事項  

現 場 溶 接 工 の 注 意 点 に つ い て は 第 11 章 11-2-2 の 規 定 に よ る ほ か 以 下 に 示 す 。 
（ １ ） 溶接に 悪影 響を及 ぼす 可能性 のあ る強風 下、 ⾬雪下 また は低温 下で 溶接作 業を ⾏ 

う 場 合 は、適 切な 防護又 は防 寒設備 を設 けなけ れば ならな い。  
（ ２ ） 現場⾃ 動溶 接は、 据付 現場で の溶 接施工 とな るため 、そ の施工 場所 に応じ 健全 な 

溶 接 部 が得ら れる よう適 用性 を事前 に確 認した 施工 方法に より ⾏わな けれ ばなら な 
い。  

 

 

第４節 水管橋現場塗装  
 

 

11－ ４－１ 水管橋用現場塗装  
１ ． 一 般事項  

現 場 塗 装 は 第 ３ 章 3-5-4 及 び 第 11 章 11-2-4 の 規 定 に よ る 。 
なお 、作業中に 鉄道・道路 ・河川等に 塗料等が落 下しないよ うにしなけ ればなら な 

い。  
11－ ４－２ 材 料 

１ ． 一 般事項  
材 料 は 、 第 11 章 11-1-3 の 規 定 に よ る ほ か 、 次 の 規 定 に よ る 。 

（１）塗料は、缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないまま現場に搬入し、使用しな け 
れ ば な らない 。 

（２）塗布作業に当たっては、作業開始前に出荷証明書・塗料成績書（製造年月日・ ロ 
ッ ト 番 号・色 彩・ 数量を 明記 ）の確 認を 監督員に 受けな けれ ばなら ない 。 

11－ ４－３ 現場塗装工  
１ ． 一 般事項  
（ １ ） 塗装は 、工 場塗装 を基 本とし 、原 則とし て現 場塗装 は現 場溶接 部の みとす る。  

な お 、 工場塗 装の 損傷部 は補 修塗装 を⾏ なわな けれ ばなら ない 。 
（ ２ ） 施 工 環 境 は 第 11 章 11-2-4 の 規 定 に よ る 。 そ の 他 の 事 項 に つ い て は 、 WSP 009「 水 

管 橋 外 面防食 基準 」によ るも のとす る。  
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（３）現場溶接部において、溶接部被覆（フィルム併用ポリウレタン被膜工法、ポリ ウ 
レタン注入被膜工法及びジョイントコート工法）を使用する場合は、監督員の承  
諾 を 得 なけれ ばな らない 。 

（４）送水管内面の塗装については、 JWWA  K  135「水道用エポキシ樹脂塗料塗装方法」  
も し く は JWWA K 157「 水 道 用 無 溶 剤 形 エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 塗 装 方 法 」を 参 照 さ れ た い 。 

２ ． 塗 装器具 等 
（ １ ） 塗装作 業に は、ロ ーラ ーブラ シ又 はハケ を用 いるも のと する。  

な お 、 エ ア レ ス ス プ レ ー を 使 用 す る 場 合 は 、 防 塵 防 護 に つ い て 監督員 と協議し  
な け れ ばなら ない 。 

３ ． 素 地調整  
（１）被塗物の表面を塗装に先⽴ち、溶接ビート表面を滑らかにし、スパッタ、スラ グ 

な ど の 除去、 さび 落とし 清掃 を⾏わ なけ ればな らな い。  
（２）工場塗膜の端部は、付着性を良くするため面粗しを⾏い、テーパをつけなけれ ば 

なら ない 。 
（ ３ ） 工場無 塗装 部の素 地調 整は、 パワ ーツー ルな どによ り３ 種ケレ ン（ ISO St3 相 当 

以 上 ） と す る が 、 ロ ー タ リ ー 式 下 地 処 理 工 具 に よ り 、 SSPC-SP11（ Sa2 相 当 ） の 等 級 
に 仕 上 げるこ とが 望まし い。  

４． 塗装  
（ １ ） 塗 装 方 法 は 第 11 章 11-2-4 工 場 塗 装 ２ 、 ３ の 規 定 に よ る 。 
（ ２ ） 塗 膜 の 品 質 は 、 第 11 章 11-2-4 工 場 塗 装 ４ の 規 定 に よ る 。 
（３ ）工 場 塗 装 の 塗膜が 損傷 した場 合に は 、損傷 部の 補 修 塗 装 を ⾏ わ な け れ ば な ら ない。  
５． 検査  

検 査 は 、 第 11 章 11-2-4 工 場 塗 装 ４ の 規 定 に よ る ほ か 、 次 の 規 定 に よ る 。 
（１）現場塗装終了後、塗膜厚検査を⾏い塗膜厚測定記録を作成・保管し、監督員 の 

請 求 が あった 場合 は遅滞 なく 提示す ると 共に、 検査 時に提 出し なけれ ばな らない 。 
（ ２ ） 内面塗 装部 につい ては 、ピン ホー ル検査 を⾏ わなけ れば ならな い。  

 

 

第５節 水管橋用歩廊等  
 

 

11－ ５－１ 水管橋用歩廊等  
１ ． 一 般事項  

こ の 節 では、 水管 橋歩廊 等（ 歩廊、 防護 柵工） につ いて規 定す る。  
２ ． 水 管橋用 歩廊 等の機 能及 び構造  
（１ ）水管 橋用 歩廊 等 に か か る 形 状 、寸 法 、材質 及び 防 食 に つ い て は 、設 計図 書に よる 。 
（２）水管橋用歩廊等は、設計図書に示される荷重条件に対して強度、剛性を有し、 耐 

久 性 に 富み、 安全 な構造 でな ければ なら ない。  
（３）歩廊、防護柵等の基本寸法については、操作員及び保守管理要員の安全を考慮 し 

て 決 定 するも のと する。  
（４）歩廊の出入口には、施錠可能な扉を設置するとともに、必要に応じて、⽴入禁 止 

等 の 表 示板を 設け るもの とす る。  



第 11 章  水管橋上部工 

― 248― 

 

 

 

 

（５）据付後の塗装が不可能な部分、その他保守管理の困難な部材については、設計 図 
書 に 示 す防食 対策 を施す もの とする 。 

３． 施工  
（１）歩廊・防護柵工の施工については、設計図書に従い、正しい位置に設置しなけ れ 

ば な ら ない。  
（２）現場溶接により歩廊・防護柵工を施工する場合は、溶接部付近の塗装等の養生 を 

⾏ う ほ か、溶 接に より損 傷し た部分 の補 修を⾏ うも のとす る。  
 

第６節 水管橋付属物工  
 

11－ ６－１ 水管橋付属物工  
１ ． 一 般事項  

この 節では、水 管橋付属物 （伸縮可撓 管、支承、 空気弁、落 橋防止装置 等）につ い 
て 規 定 する。  

２ ． 伸 縮可撓 管工  
（１）伸縮可撓管の据付については、施工時の気温を考慮し、設計時の標準温度で、 橋 

と支承の相対位置が標準位置となるよう温度補正を⾏って据付位置を決定し、監督  
職 員 に 報告し なけ ればな らな い。  

（２ ）伸縮継 手の 選定及 び 、変 位 量 の 算 定 は WSP024「 水 道 用 鋼 管 路 に お け る 伸 縮 可撓管」  
及 び WSP064「 水管 橋設 計基 準 (耐 震 設 計編)」 に よ る も の と する。  

３． 支承 工 
支承 の施工につ いては、道 路橋支承便 覧（日本道 路協会）第 ５章支承部 の施工に よ 

ら な け ればな らな い。  
４ ． 空 気弁工  
（ １ ） 空気弁 の設 置に当 たっ ては、 空気 弁を傾 けな いよう に設 置しな けれ ばなら ない 。 
（２）ボルトの締付は、片締めしないように対角線上を交互に仮締付け後、同様な手 順 

で 所 定 のトル ク値 まで締 付け なけれ ばな らない 。 
５ ． 落 橋防止 装置 工 

落 橋 防 止装置 の設 置に当 たっ ては、 設計 図書に 基づ いて施 工し なけれ ばな らない 。 
６ ． ⽴ 上管工  
（１）水管橋と⽴上管は密接な関係にあるため、取付管との接合に支障のないよう、 所 

定 の 位 置・高 さ・ 水平・ 鉛直 性を確 保し て据付 けな ければ なら ない。  
（ ２ ） ⽴上管 は、 コンク リー ト打設 によ る浮上 ・変 形に注 意し なけれ ばな らない 。 
（３）メ タ ルタッチ 防 止のため 、 工事中に 鉄 筋等と管 が 接触しな い ようにし な け れ ば な 

らな い。  
（ ４ ） 埋設部 塗覆 装はコ ンク リート 内に 100 ㎜ 〜300 ㎜ 程 度 入って いる ことを 確認 す る 

ほ か 、 埋め戻 し前 のピン ホー ル検査 を⾏ わなけ れば ならな い。  
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第１節 通 則 
 

 

12－ １ － １ 適 用 
こ の 章 は 、ダ ム、頭首工 、用 排水機 場、用排水 路等 に設置 され る施設 機械 設備に 付 帯 

す る 電 気設備 に適 用する 。 
な お 、対象と なる 電気設 備は 受変電 設備 及び発 電設 備（ 以 下 、本章に おい て「 監 視 操 

作 制 御 設備等 」と いう。 ）と する。  
12－ １ － ２ 一 般 事 項 

１．技術基 準等  
請負者 は 、設 計 図 書 に お い て 特 に 定 め の な い 事 項 に つ い て は 、第 １ 章 1-1-46 諸 法 令 

の 遵 守 の規定 によ るほか 、次 の基準 等に 準拠す るも のとす る。  
（ １ ） 電気設 備計 画設計 技術 指針（ 高低 圧編） （ 農林 水産省 ） 
（ ２ ） 電気設 備計 画設計 技術 指針（ 特別 高圧編 ） （ 農林 水産省 ） 
（ ３ ） バルブ 設備 計画設 計技 術指針 （ 農 林 水 産 省 ） 
（ ４ ） 電 気 設 備 標 準 機 器 仕 様 書 （ 農 林 水 産 省 ） 
（ ５ ） 施設機 械工 事等施 工管 理基準 （ 農 林 水 産 省 ） 
（ ６ ） 電気設 備に 関する 技術 基準を 定め る省令 （ 経済 産業省 ） 
（ ７ ） 電 気 設 備 の 技 術 基 準 の 解 釈 （ 経 済 産 業 省 ） 
（ ８ ） 電 気 技 術 規 程 （ JEAC）  （ 日 本 電 気 協 会 ） 
（ ９ ） 電 気 技 術 指 針 （ JEAG）  （ 日 本 電 気 協 会 ） 
（ 10） 内 線 規 程 （ 日 本 電 気 協 会 ） 
（ 11） 日 本 工 業 規 格 （ JIS） （ 日 本 規 格 協 会 ） 
（ 12） 電気学 会電 気規格 調査 会標準 規格 （ JEC） （ 電気 学会）  
（ 13） 日 本 電 機 工 業 会 規 格 （ JEM） （ 日 本 電 機 工 業 会 ） 
（ 14） 電 池 工 業 会 規 格 （ SBA）  （ 電 池 工 業 会 ） 
（ 15） 日 本 電 線 工 業 会 規 格 （ JCS） （ 日 本 電 線 工 業 会 ） 
（ 16） 陸 用 内 燃 機 関 協 会 規 格 （ LES）  （ 日 本 陸 用 内 燃 機 関 協 会 ） 
（ 17） 電 気 供 給 約 款 （ 各 電 ⼒ 会 社 ） 
２ ． 監 視操作 制御 設備  

監視 操作 制 御 設 備 等 に つ い ては､整然 と配 置 し 、運 転､操作､点検 整備 等に 必 要 な 空 間 
や 通 路 の幅を 確保 しなけ れば ならな い。  

ま た、積雪地 域に設置す る操作盤に ついては、 積雪時にお いても点検 出来るよ う 考 
慮 す る ものと する 。 

３ ． 監 視操作 制御 設備等 の構 造 
監 視操作制御 設備等の構 造について は、地震及 び振動に対 して容易に 転倒せず 、 機 
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器の 脱落等が生 じない構造 にするとと もに、屋外 に設置する ものについ ては、風雨 等 
に 対 し ても安 全な ものと しな ければ なら ない。  

４ ． 監 視操作 制御 設備等 に使 用する 機器  
監 視操作制御 設備等に使 用する機器 については 、良質なも ので、互換 性、信頼 性 、 

耐 久 性 が高く 、点 検保守 の容 易な構 造と しなけ れば ならな い。  
５ ． 電 源容量  

監 視 操 作制御 設備 等の電 源容 量につ いて は、設 計図 書によ る。  
６． 接地 等 

監 視 操 作制御 設備 等につ いて は 、電 気 設 備技術 基準 により 、接 地を確 実に ⾏い 、盤 、 
機器 は、必要な 絶縁抵抗、 絶縁耐⼒を 有し、かつ 適切な容量 のものにし なければな ら 
な い 。 これに より 難い場 合は 、監督員 の承諾 を得 なけれ ばな らない 。 

７ ． 高 圧受電 部等 の危険 部分  
監 視操作制御 設備等の高 圧受電部等 の危険部分 について、 操作及び点 検・補修 に 対 

し て 安 全な構 造と しなけ れば ならな い。  
８ ． 保 護装置  

監 視操作制御 設備等の各 保護装置に ついては、 保護協調を ⾏い、確実 な保護形 成 を 
採 用 し なけれ ばな らない 。 

９． 絶 縁 
監 視操作制御 設備等の絶 縁について は、絶縁協 調を⾏い確 実な保護を ⾏なわな け れ 

ば な ら ない。  
10． 各 盤の配 線及 び構造  

監 視 操 作 制 御 設 備 等 の 各 盤 の 配 線 及 び 構 造 等 に つ い て は 、 JEM 1425(⾦ 属 閉 鎖 形 ス イ 
ッ チギヤ 及び コント ロー ルギヤ )、 JEM  1265(低圧 ⾦属閉 鎖形ス イッ チギヤ 及び コント  
ロ ー ル ギヤ)、 JEM 1459(配 電 盤、制 御盤 の構造 及び 寸法)等 の 該 当 す る 規 格によ る。 こ 
れ に よ り難い 場合 は、監督員の承 諾を 得なけ れば ならな い。  

11． 商 用周波 耐電 圧 
監 視 操 作制御 設備 等の商 用周 波耐電 圧は 、次の とお りとす る。  

（ １ ） 6kV 回 路 対 地 間 16,000V(6 号 B) 
（ ２ ） 6kV 回 路 対 地 間 22,000V(6 号 A) 
（ ３ ） 400V 回 路 対地間 2,000V 
（ ４ ） 200/100 回 路 対 地 間 1,500V 
（ ５ ） 制 御 回 路 (半 導 体 回 路 を 除 く )対 地 間 1,500V  (60V 以 下 の 場 合 は 1,000V) 
12． 配 線方式  

監 視 操 作制御 設備 等の配 線方 式は、 次の とおり とす る。  
（ １ ）電 線 の 種 類 及 び 電 線 被 覆 の 色 別 は 、JEM 1425、JEM 1265 等 の 該 当 す る 規 格 に よ る 。 

こ れ に より難 い場 合は、 監督員の 承諾 を得な けれ ばなら ない 。 
（２）主回路に特殊な絶縁電線を使用する場合及びシールド電線を使用する場合は、電  

線 被 覆 の色別 はこ の限り でな い。  
（ ３ ） 電子回 路や 継電器 等の 器具の 内部 配線に 対し ては、 本項 を適用 しな い。  
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13． 盤 名称板  
監 視 操 作 制 御 設 備 等 の 盤 名 称 板 は 、 JEM  1425 に よ る も の の ほ か 、 次 に よ る も の と す 

る 。 こ れによ り難 い場合 は、 監督員の 承諾を 得な ければ なら ない。  
（ １ ） 名称板 の大 きさ ： 63×315(㎜ )程度  
（２ ）材 質 ： プ ラ ス チ ック(非照 光)  
（ ３ ） 文字書 体 ： 丸ゴ シック 体 
（ ４ ） 記入文 字 ： 監督員の 指示 による 。 
14． PLC 機 能 

監 視 操 作制御 設備 等の PLC 機能は 、次 のとお りと する。  
（ １ ） プログ ラム 演算を 実⾏ する機 能を 持つも のと する。  
（２ ）PLC 外 部 に ある各 種入 ⼒機器 と電 気的に 接続 するイ ンタ ーフェ ース 機能を 持 つ も の 

とす る。  
（ ３ ） 他 の PLC や装 置と 通信を 介し てデー タの 授受を ⾏う ネット ワー ク機能 を持 つ も の 

とす る。  
（ ４ ） PLC を 含 む 制御シ ステ ムの統 合的 な稼働 率を 高める 機能 を持つ もの とする 。 
（５）プログラムの作成、保管、ドキュメント作成、制御状態等のモニタリング機能を  

持 つ も のとす る。  
15． 電 圧降下  

監 視 操 作制御 設備 等に PLC 等を 導入 する場 合に は、制 御電 源の瞬 間的 な電圧 低 下 等 
に 考 慮 し設計 する こと。  

16． 付 属 品 
監視 操作制御設 備等の盤に は、次のう ち設計図書 に示したも のを具備し なければ な 

らな い。  
ただ し、低圧盤 の場合、絶 縁ゴムマッ トは高圧盤 と列盤とな る場合に具 備するも の 

とす る。  
（ １ ） チャン ネル ベース  
（ ２ ） 基礎ボ ルト  
（ ３ ） 絶縁ゴ ムマ ット（ 厚さ ６ mm 以 上 ） 

 

 

第２節 構造一般  
 

 

12－ ２－１ 盤構造及び形式  
１ ． 一 般事項  

盤 は 、強度的 に丈 夫な形 鋼 ､鋼 板 を 使 用 するも のと し、盤 外 箱 の板厚 につ いては 次 の 
表 の と おりと する 。 

な お 、 屋外用 盤に は必要 に応 じてし ゃ熱 板等を 設け るもの とす る。  



第 12 章   電気設備

― 252 ― 

 

 

 

 

表 12－２－ １ 高圧配 電盤 、低圧 配電 盤、高 圧電 動機盤 の板 厚 (㎜)  
 

構  成  部 鋼 板 の 厚さ  備 考 
側  面  板 2.3(2.0)  

底 板 1.6(1.5)  

屋  根  板 2.3(2.0)  

天  井  板 1.6(1.5) た だ し 、 屋 外 盤 は 2.3(2.0) 
仕  切  板 1.6(1.5)  

扉 3.2(3.0)  

(注 )(  )内は ステ ンレス 鋼を 使用し た場 合 
 

 

表 12－２－ ２ コント ロー ルセン タの 板厚 (㎜ ) 
 

構  成  部 備 考 
側  面  板 2.3(2.0) 
底 板 1.6(1.5) 
天  井  板 1.6(1.5) 
仕  切  板 1.6(1.5) 

扉 1.6(1.5) 
(注 )(  )内は ステ ンレス 鋼を 使用し た場 合 

 

 

表 12－ ２ － ３ 機 側 操 作 盤 の 板 厚 (㎜ ) 
 

 

構 成部  
鋼板 の厚 さ  

備 考 
屋外  屋 内 

側  面  板 2.3(2.0) 2.3(2.0)  

底 板 1.6(1.5) 1.6(1.5) 必 要 に 応 じ て 補 強 

扉 2.3(2.0) 2.3(2.0) 自 ⽴ 形 は 3.2(2.0) 

屋  根  板 2.3(2.0) 2.3(2.0)  

内部 パネ ル 2.3 －  

支 柱 3.2(3.0) 3.2(3.0) 鋼 管 使 用 の 場 合 

支 柱 基 礎 ベ ー ス 6.0(5.0) 6.0(5.0) ス タ ン ド 形 の 場 合 

(注 )(  )内は ステ ンレス 鋼を 使用し た場 合 
 

 

２ ． 盤 内の配 置 

盤は、 組⽴ てた状 態に おいて ⾦属 部相互 が電 気的に 連結 してい るも のとし 、盤 内は  
機 器 の 配置、 配線 の処理 等を 考慮し たも のとす る。  
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３ ． 銘 板・表 示装 置 
盤に は非照光式 名称銘板を 設けるとと もに、設計 図書に定め られた表示 装置を設 け 

る も の とする 。 
４ ． 閉 鎖自⽴ 形の 盤 

閉鎖自⽴形の盤(コントロールセンタ形等を除く)には、盤内照明灯を設けるとと も 
に、 屋外盤及び 設計図書に 示される盤 には、スペ ースヒータ を設けるも のとする。 ま 
た 、 電 子機器 を有 する場 合に は、適 切な 熱対策 を施 すもの とす る。  

５． 盤構 造 
高圧受電 設備、高圧 変電設備等 の各盤は、 断路器、し ゃ断器、変 圧器等の容量に応  

じ た 、 段積、 列盤 等の構 造と する。  
６． 台⾞ 等 

盤 内 の 各機器 が単 体で相 当質 量を有 する 機器で 、か つ 点 検 保 守 を必要 とす るもの は 、 
台⾞ 等を設け引 出し又は押 し込みが容 易に⾏える とともに、 常時は移動 しないよう な 
構 造 と する。  

７． 施 錠 
盤 類 は 、施錠 付と し前面 扉を 閉めた 状態 で、各 種表 示が確 認出 来るも のと する。  

８． 盤下 面 
盤下面は､ 鋼板構造 とし､ 電線 等の貫通 部はパテ 等により 密閉処理 を⾏うも のとす  

る｡  
た だ し ､フリ ーア クセス フロ アに設 ける 場合は この 限りで はな い ｡ 

９． 塗 装 
盤 の 塗 装につ いて は、次 によ るもの とす る。  

（ １ ） 塗 料 メ ラミ ン樹脂 塗料 又はポ リウ レタン 樹脂 塗料  
（ ２）塗  装  色 監督員から の指 示によ る。  

12－ ２－２ 盤内機器構造  
１． 規 格 

盤内機器 については 、該当する 規格に準ず る他、設計 図書に明示 した場合を除き次  
に よ る 。これ によ り難い 場合 は、監督員の承 諾を 得なけ れば ならな い。  

（ １ ）計器用 変圧 器 、変 流 器 の確度 階級 は 、1.0 級 又 は 1P 級 (JIS C 1102(指示電 気計 器 )) 
以 上 と する。  

（２）指示計器は、角形、丸胴、埋込形、広角度目盛とし、誤差階級は、電圧計、電 流 
計 、 電 ⼒計に つい ては 1.5 級、 周波 数計は 1.0 級、 ⼒率 計は位 相角 におい て±４ ° 
(JIS  C  1102(指 示 電 気 計 器 ))と す る 。 

（ ３ ） 高圧交 流し ゃ断器 の定 格しゃ 断時 間は、 ５サ イクル 以下 とし定 格耐 電圧は 、 JIS C 
4603(交 流 遮 断 器 )に よ る 。 

（ ４ ） 高圧断 路器 の絶縁 階級 は、６ 号Ａ 又は３ 号Ａ とする 。 
（５）高圧用交流電磁接触器及び交流電磁開閉器は、絶縁階級を６号Ｂ又は３号Ｂ、 開 

閉 頻 度 の号列 を５ 号、寿 命の 種別を ３種 とする 。 
（ ６ ） 高圧用 変圧 器の選 定は 設計図 書に よる。  
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（ ７ ） モ ー ル ド 変 圧 器 と 乾 式 変 圧 器 の 場 合 に は 、 100kVA 以 上 、 油 入 変 圧 器 の 場 合 に は 、 
500kVA 以 上 の も の に ダ イ ヤ ル 式 温 度 計 を 付 属 さ せ る も の と す る 。 

（８ ）高 圧 進 相 コ ン デ ンサ(直列 リア クト ル 付 )は 、放 電装 置付 と す る 。 
（ ９ ） 避雷器 は、 保守の ため 引外し 可能 な構造 とす る。  
（ 10） 零相変 流器 は、貫 通形 又はリ ード 線付形 とす る。  
（11）計器用変成器は、高圧用については、エポキシ又は合成ゴムモールド形、低圧 用 

に つ い ては、 上記 のほか ポリ エステ ルモ ールド 形又 は同等 以上 のもの とす る。  
２ ． 操 作開閉 器 

設 計図書に明 示した場合 を除き、各 盤に設ける 操作開閉器 の形式は次 による。 こ れ 
に よ り 難い場 合は 、監督員 の承諾 を得 なけれ ばな らない 。 

（ １ ） 動作形 式 
① 操 作 開閉器 …… スプリ ング リター ン形  
② 切 換 開閉器 …… 手動復 帰形  

 

 

（ ２ ） ハンド ル形 状 

ハ ン ド ル及び スイ ッチ形 状は 、次に よる ものと する 。 
 

表 12－２－ ４ ハンド ル及 びスイ ッチ 形状  
 

用 途 ハ ンド ル及び スイ ッチ形 状 
主機(始動 、停 止)  ピ ス ト ル 又 は 釦 

系 統 機 器 (始 動 、 停止)  菊 形、 ステッ キ形 又は釦  
断路 器、 接 触器(入、 切)  卵 形 又 は 釦 

電 流 計 ・電圧 計切 換スイ ッチ  菊 形 
バ ル ブ (開、 閉、 停止)  卵 形又 は釦  
ゲ ー ト (開、 閉、 停止)  卵 形、 菊形又 は釦  

切換 開閉 器 卵形 又は 釦 
非常 停止  釦 
警報 停止  釦 

表 示 消 灯又は 表示 復帰  釦 
ラ ン プ 表示  釦 

 

 

 

第３節 高圧設備  
 

 

12－ ３－１ 高圧受電設備  
１ ． 一 般事項  

高圧受 電設 備は、 商用 の高圧 電線 路から 電源 を引込 受電 し、安 全、 確実に 二次 側へ  
引 渡 し が出来 る構 造とし なけ ればな らな い。  

２． 避雷 器 
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高 圧 受 電設備 には 、避雷 器を 設ける もの とする 。 
３ ． 避 雷器の 接地  

避 雷 器 の接地 は、 単独接 地と し、他 の接 地極か ら２ ｍ以上 離す ものと する 。 
４ ． 地 絡保護  

高圧受電 設備は、地 絡継電器及 び零相変流 器を設け、 地絡に対し て、保護する構造  
と し な ければ なら ない。  

な お 、 地絡方 向継 電器を 設け る場合 は、 設計図 書に よる。  
５ ． 電 路・機 器の 保護  

高 圧 受 電 設 備 は 、 過 電 流 継 電 器 を 設 け 、 電 路 及 び 機 器 を 保 護 す る 構 造 と しなければ  
なら ない 。 

６ ． 取 引用積 算電 ⼒量計 及び 変成器  
高 圧受電設備 は、電⼒会 社支給の取 引用積算電 ⼒量計及び 変成器を取 付けられ る 構 

造 に し なけれ ばな らない 。 
 

 

７ ． 断 路器・ しゃ 断器  

高 圧 受 電設備 の引 込主回 路に は、断 路器 及びし ゃ断 器を設 けな ければ なら ない。  
なお、設 計図書に明 示した場合 を除き、断 路器は遠方 手動操作方 式とし、しゃ断器  

は 電 磁 又は電 動操 作方式 真空 しゃ断 器と する。  
８ ． 計 測機器 等 

高 圧受電設備 には、電圧 計、電流計 、電⼒計、 ⼒率計を設 けるととも に監視又 は 制 
御 に 必 要な変 成器 、継電 器を 設けな けれ ばなら ない 。 

９． 盤構 造 
高 圧受電設備 に使用する 盤は、閉鎖 自⽴形とし 、前面は、 扉、後面は 、扉、固 定 又 

は ビ ス 止め引 掛式 としな けれ ばなら ない 。 
12－ ３－２ 高圧変電設備  

１ ． 一 般事項  
高圧 変電 設 備は 、高 圧 受 電 設 備又は 高圧 自家発 電設 備から の高 圧電源 を設 計図書 に 示 

す 電 圧 に降圧 する ととも に保 護を⾏ い 、分 岐 し な け ればな らな い 。た だ し 、分岐 は設 計 
図 書 に よる。  

２ ． 変 圧器の 容量  
変圧 器の容量は 、設計図書 に示す負荷 に対して余 裕を持った ものとしな ければな ら 

な い。  
なお 、変圧器形 式は、油入 自冷式、乾 式自冷式又 はモールド 式とし選定 は設計図 書 

によ る。  
３ ． 油 入自冷 式変 圧器  

油 入 自 冷式変 圧器 を使用 する 場合は 、油面計及 び排 油栓等 を設 けなけ れば ならな い 。 
な お 、 油劣化 防止 装置を 設け る場合 は設 計図書 によ る。  

４ ． 回 路の分 岐 
主電 動機用回路 、系統機器 動⼒用回路 、照明用回 路への分岐 は、それぞ れ独⽴し た 
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構 造 と する。  
なお、分岐した主回路に設ける変圧器の一次側には、しゃ断器又はヒューズ付交 流 

負 荷 開 閉器を 設け るもの とし 、その 選定 は設計 図書 による 。 
５． 盤構 造 

高 圧変電設備 に使用する 盤は、閉鎖 自⽴形とし 、前面は、 扉、後面は 、扉、固 定 又 
は ビ ス 止め引 掛式 構造と しな ければ なら ない。  

12－ ３－３ 高圧切換設備  
１ ． 一 般事項  

高 圧切換設備 は、高圧受 電設備と高 圧自家発電 設備からの 電源を確実 に切換え を ⾏ 
い 、 二 次側へ 引渡 しが出 来る 構造と しな ければ なら ない。  

２ ． 電 路の切 換 
電路の切 換は、電源 の種類に応 じてしゃ断 器等の適切 な機器によ り⾏い、確実に相  

互 イ ン ターロ ック を⾏わ なけ ればな らな い。  
 

 

３． 継電 器 

高 圧 切 換設備 は、 監視、 制御 、保護 に必 要な継 電器 等を設 けな ければ なら ない。  
４． 盤構 造 

高圧切換設 備は、閉鎖 自⽴形とし 、前面は、 扉、後面は 、扉、固定 又はビス止 め 引 
掛 式 構 造とし なけ ればな らな い。  

12－ ３－４ 高圧電動機盤  
１ ． 一 般事項  

高圧 電動 機 盤は 、高 圧 受 電 設 備等か らの 高圧電 源を 開閉し 、駆動 用主 電動 機を安 全 、 
確 実 に 操作出 来る ものと する 。 

２ ． し ゃ断器 等 
高圧電 動機 盤は、 電動 機毎に 区分 した回 路と し、そ れぞ れに、 しゃ 断器又 はそ れに  

代わ るものを設 けるととも に、電磁接 触器及び必 要な保護装 置を設けて おくものと す 
る。  

３ ． 電 動機用 進相 コンデ ンサ  
高 圧 電 動機盤 は 、電動機 用進 相コン デン サを設 け 、改善後 の⼒ 率を 90%以上に する も 

のと する 。 
な お 、コ ン デ ン サ には 、残 留 電 荷 放 電 の ために 放電 抵抗等 の適 切な装 置を 設ける と と 

も に 、 必要に 応じ て直列 リア クトル を設 けて高 周波 対策を ⾏う ものと する 。 
４ ． 始 動装置 ・速 度制御 装置  

高 圧 電 動機盤 に設 ける始 動装 置、速 度制 御装置 は、 設計図 書に よる。  
５ ． 変 成器・ 継電 器 

高 圧 電 動機盤 は、 監視又 は制 御に必 要な 変成器 、継 電器等 を設 けるも のと する。  
６． 規 格 

高圧電動機盤は、 JEM  1225(高圧コンビネーションスタータ )によるものとし、選 定 
は 設 計 図書に よる 。 
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７． 盤構 造 
高 圧 電 動機盤 は、 閉鎖自 ⽴形 とし、 前面 は、前 面扉 、後面 は、 固定又 はビ ス止め 引 

掛 式 構 造とし なけ ればな らな い。  
 

 

第４節 低圧設備  
 

 

12－ ４－１ 低圧受電設備  
１ ． 一 般事項  

低圧受 電設 備には 、商 用の低 圧電 線路か ら引 込受電 し、 安全、 確実 に二次 側へ 引渡  
し が 出 来る構 造と しなけ れば ならな い。  

２． 受 電 
動 ⼒ 用 と照明 用の 受電に つい ては、 各々 で独⽴ させ なけれ ばな らない 。 

 

 

３ ． 配 線用し ゃ断 器 

動 ⼒用引込主 回路、照明 用引込主回 路には、各 々 に配線用 しゃ断器を 設けなけ れ ば 
なら ない 。 

４ ． 分 岐回路  
低圧受 電設備に負 荷系統毎の 分岐回路を 設ける場合 は、系統毎 に配線用し ゃ断器 を 

設け なければな らない。な お、低圧受 電設備から 直接機器に 電源を供給 する動⼒用 回 
路 及 び 照明用 回路 には、 配線 用しゃ 断器 又は漏 電し ゃ断器 を設 けなけ れば ならな い。  

５ ． 電 源の切 換え  
商用 と発電機設 備からの電 源を切換え る場合は、 確実に切換 えを⾏い、 二次側へ 引 

渡 し が 出来る 構造 としな けれ ばなら ない 。 
６． 変圧 器 

発電機 から の低圧 電源 を変圧 する 変圧器 につ いては 、設 計図書 に明 示した 場合 を除  
き 、 乾 式自冷 式と し、耐 湿性 の高い 構造 とする 。 

７ ． 変 成器・ 継電 器 
低圧 受電設備に ついては、 監視、制御 及び保護用 変成器、継 電器等を設 けなけれ ば 

なら ない 。 
８． 盤構 造 

低圧受 電設 備に使 用す る盤は 、閉 鎖自⽴ 形又 は壁掛 形と し、前 面を 扉、後 面を 、自  
⽴形 の場合は、 扉、固定又 はビス止め 引掛式構造 とし、壁掛 け型の場合 は、固定と し 
な け れ ばなら ない 。 

 

 

第５節 発電設備  
 

 

12－ ５ － １ 発 電 機 
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１ ． 一 般事項  
発電機は、設計図書に明示した場合を除き次による。これにより難い場合は、監督  

職 員 の 承諾を 得な ければ なら ない。  
（ １ ） 過 電 流 耐 ⼒ は 、 定 格 出 ⼒ に 対 応 し た 定 格 電 流 の 150%を 15 秒 間 、 定 格 電 流 の 110% 

を 30 分 間通 じて も実用 上故 障のな いも のとす る 
（ ２ ） 過 速 度 耐 ⼒ は 、 無 負 荷 定 格 回 転 数 の 120%で ２ 分 間 運 転 し て も 機 械 的 に 耐 え る も の 

とす る。  
（３）総合電圧変動率は、定格⼒率の状態で、無負荷及び全負荷から負荷を漸次変動 さ 

せた場 合の 電圧変 動率 が最大 値で 定格電 圧の ±3.5%以 内 となる よう 設計し なけ れば  
なら ない 。 

（４）最大電圧降下率は、発電機が定格周波数で、無負荷運転中、定格電圧で定格電 流 
の 100%(⼒ 率 0.4 以 下 )に 相 当 す る 負 荷 (100%イ ン ピ ー ダ ン ス )を 突 然 加 え た 場 合 の 電 
圧 変 動 率の最 大値 とし 、投入 したと き定 格電圧 の 30%以下 に収 まり 、２秒 以内に 最 終 
の 定 常 電圧の －３ %以 内 に 復 帰する もの とする 。 

ただし 、こ の場合 、原 動機の 速度 変動率 を考 慮し励 磁装 置の特 性を 含むも のと す 
る。  

（５）耐電圧は定格周波数において電機子各巻線と大地間には発電機定格電圧の２倍 に 
1,000V を 加 え た も の (最 低 1,500V)を 、 界 磁 巻 線 と 大 地 間 に は 励 磁 定 格 電 圧 の 10 倍 
(最 低 1,500V)を そ れ ぞ れ １ 分 間 印 加 し て も 異 常 の な い も の と する。  

（ ６ ） 発電機 の仕 様は次 によ るもの とす る。  
① 形 式 (ｷｭｰﾋﾞｸﾙ外 ) 交 流 同 期 開 放 防 滴 保護形  

(ｷｭｰﾋﾞｸﾙ内 )  交 流 同 期 開 放 保 護 形 
② 方式 三 相 ３ 線式  
③ 冷 却 方法 自 己通 風 
④ 絶 縁 種類 Ｅ 種以 上 
⑤ 励 磁 方法 ブ ラシ レス又 は静 止励磁  

２． 付属 品 
請負者は 、発電機１ 台に対して 次のものを 具備するも のとする。 ただし、構造上、  

明ら かに不必要 な物につい てはこの限 りではない 。なお、こ れによらな い場合は、 設 
計 図 書 による 。 

（ １ ） 軸受温 度検 出装置 及び 温度計   １ 台分  
（ ２ ） 固定子 温度 検出装 置 １ 台分  
（ ３ ） 共通ベ ース １ 台分  
（ ４ ） 基礎ボ ルト ・ナッ ト １ 台分  
３ ． 燃 料貯油 槽 

自 家 発 電設備 の燃 料貯油 槽に ついて は、 第６章 6-8-4 燃 料系 統設備 の規 定に よ る も 
のと する 。 

12－ ５－２ 自家発電機用ディーゼル機関  
１ ． 一 般事項  
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自 家 発 電 機 用 の デ ィ ー ゼ ル エ ン ジ ン 駆 動 陸 用 交 流 発 電 機 (JEM 1435)は 、 次 に よ る 。 
こ れ に より難 い場 合は、 監督員の 承諾 を得な けれ ばなら ない 。 

（ １ ） 過速度 耐⼒ は、発 電機 を直結 した 状態に おい て、無 負荷 にて定 格速 度の 110%で １ 
分 間 運 転して も異 常のな いも のとす る。  

（２ ）過 負 荷 耐 ⼒ は 、発電 機を 直 結 し た 状 態 で 、定 格 出 ⼒ の 110%で 30 分間 運転 しても異  
常 の な いもの とす る。  

（３）定 格負荷をし ゃ断した場 合、負荷し ゃ断時の速 度変動率は 、回転速度 が  900min-1 
 

超 過 の とき８ 秒以 内に、 900min-1 以 下 の と き 15 秒 以内 で復 帰する もの とする 。 
（ ４ ） 発電機 用内 燃機関 の詳 細仕様 、具 備する もの につい ては 、第６ 章 6-5-2 デ ィ ー ゼ 

ル 機 関 の規定 によ るもの とす る。  
２ ． 発 電機用 ディ ーゼル 機関 の構造  

発 電 機 用ディ ーゼ ル機関 の構 造は、 次に よるも のと する。  
（１ ）シリ ンダ ブロ ッ クは 、良質 な鋳 鉄製 と し 乾 式 ラ イ ナ を 挿 入 す る 構 造で 、ライ ナは、  

耐 摩 耗 性の特 殊鋳 鉄品と し内 面は精 密ホ ーニン グ仕 上げと する 。 
（２）シリンダヘッドは、良質な鋳鉄製で強度を有し、冷却水の循環が良好で加熱部 分 

を 生 じ ない構 造と する。  
（ ３ ） ピスト ンは 、高温 、高 圧に対 し強 度、耐 久性 及び耐 摩耗 性を有 すも のとす る。  
（ ４ ） 軸系捻 り振 動を吸 収す るため 、高 弾性継 手付 とする 。 
（５）内蔵潤滑油ポンプは、⻭⾞形又はトロコイド形とし、圧⼒調整弁を設けるもの と 

す る。  
（ ６ ） 過給機 を設 ける場 合は 、排気 ター ビン形 遠心 式とす る。  
（７）計器類は、可能な限り１箇所にまとめるものとし、正常域は緑色で表示するも の 

とす る。  
12－ ５－３ 自家発電機用ガスタービン機関  

１ ． 一 般事項  
自 家発電機用 のガスター ビン駆動同 期発電機 (JEC 2131)は 、設計図書 に明示した 場 
合 を 除 き次に よる 。これ によ り難い 場合 は、監督員の承 諾を 得なけ れば ならな い。  
な お 、 主 原 動 機 の 仕 様 詳 細 、 構 造 に つ い て は 、 第 ６ 章 6-5-3 ガ ス タ ー ビ ン 」 の 規 定 
に よ る ものと する 。 

（ １ ） 過速度 耐⼒ は発電 機を 直結し た場 合で、 無負 荷にて 定格 回転数 の 105%で １ 分 間 運 
転 し て も異常 のな いもの とす る。  

（ ２ ） 大気温 度 37℃ 、 920hPa に て 定 格負荷 運転 が出来 るも のとす る。  
（ ３ ） 定格負 荷し ゃ断し た場 合 1.5 秒 以内で 復帰 するも のと する。  
（ ４ ） 発電機 用ガ スター ビン 機関の 具備 するも のに ついて は、 第６章 6-5-3 ガ ス タ ー ビ 

ン の 規 定によ るも のとす る。  
12－ ５－４ 発電機盤  

１ ． 一 般事項  
発 電 機 盤は 、設計図 書に 明示 した場 合を 除き発 電機 毎に独 ⽴し た構造 のも のとす る 。 

２． 機器 類 
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発電機盤 には、操作 場所切換開 閉器、運転 方式切換開 閉器、操作 開閉器、非常停止  
開 閉 器 、電圧 計、 電流計 、周 波数計 を設 けるも のと する。  

３ ． 保 護継電 器類  
発電機盤 については 、保護継電 器類を設け るとともに 、監視又は 制御に必要な変成  

器 、 継 電器を 設け るもの とす る。  
４． 表示 器 

発電機盤については、状態表示器、故障表示器(一 括形重故障及び軽故障 )を設け る 
も の と する。  

５． 盤構 造 
発電 機盤 は 、閉鎖 自⽴ 形 、ス タ ン ド形 、壁掛 形又 は搭 載 形 と し 、前 面は 扉 、後 面 は 、 

扉 、 固 定又は ビス 引掛式 とす る。  
12－ ５－５ 直流電源設備  

１ ． 一 般事項  
直 流 電 源設備 の容 量は、 負荷 に対し 余裕 のある もの としな けれ ばなら ない 。 

２ ． 充 電方式  
充電方式 は、入⼒電 源が復帰し たとき自動 的に回復充 電を⾏い、 浮動充電に移⾏す  

る も の とし、 手動 操作に より 均等充 電が ⾏える 方式 としな けれ ばなら ない 。 
３ ． 整 流装置  

整流装置 は、自動定 電圧定電流 装置付サイ リスタ整流 装置とし、 整流は全波整流と  
し な け ればな らな い。  

４． 蓄電 池 
蓄電池は、 JIS  C  8704、 SBA  3007｢据置鉛蓄電池｣(HSE)， SBA  3018｢陰極吸収式シー  

ル 形 据 置 鉛 蓄 電 池 ｣(MSE)、SBA 5005｢ベ ン ト 形 ア ル カ リ 蓄 電 池 (AH)(AHH)｣、SBA 5006｢シ 
ー ル 形 置 き ア ル カ リ 電 池 (A)(AHH)｣(AHH-E)に 適 合 す る も の と し 、 陰 極 吸 収 シ ー ル 形 据 
置 鉛 畜 電 池 (MSE)又 は 、 シ ー ル 形 置 き ア ル カ リ 蓄 電 池 (A)(AHH)を 使 用 す る 場 合 を 除 き 、 
減 液 警 報装置 を設 けなけ れば ならな い。  

な お 、 選定は 設計 図書に よる 。 
５． 銘 板 

請負者は 、蓄電池の 形式、容量 、製造者名 、製造年月 日、期限を 記入した銘板を設  
け な け ればな らな い。  

６． 構 造 
直流電源 設備は、蓄 電池の保守 点検を考慮 した盤内ス ペースを確 保しなければなら  

な い。  
た だ し 、補水 、液 面の点 検を ⾏う必 要が ある蓄 電池 を設置 して いる場 合は 、蓄電 池 

を台 ⾞に載せ容 易に引出し 又は押し込 み可能なも のとし、常 時は、固定 した構造と す 
る。  

な お 、 これ以 外の 場合は 設計 図書に よる 。 
７ ． 負 荷電圧 補償 装置・ 継電 器 

直流電源 設備は、負 荷電圧補償 装置を設け るとともに 、電圧計、 電流計及び監視、  



第 12 章   電気設備

― 261 ― 

 

 

 

 

制 御 に 必要な 継電 器等を 設け なけれ ばな らない 。 
８． 回 路 

直流電源 設備の交流 入⼒回路及 び出⼒分岐 回路は、開 閉器等を設 けなければならな  
い。  

９． 盤構 造 
直流電源 設備の盤は 、閉鎖自⽴ 形とし、前 面は扉、後 面は扉、固 定又はビス止引掛  

式 構 造 とする 。 
10． 直 流電源 設備 の具備 品 

シ ール形蓄電 池を使用す る場合を除 き直流電源 設備は、次 のうち設計 図書に明 示 し 
た も の を具備 しな ければ なら ない。  

（ １ ） 温度計 1 個 
（ ２ ） ス ポ イ ト 1 個 
（ ３ ） ロート 1 個 
（ ４ ） 吸 込 比 重 計 1 個 
（ ５ ） 取びん 1 個 
（ ６ ） 付 属 品 収 納 箱 1 個 
（ ７ ） 精製水 (シ ー ル 形 又 は 、触媒 方式 の場合 を除 く )  18Ｌ 

12－ ５－６ 無停電電源装置  
１ ． 一 般事項  

無停電電 源装置の切 替回路は、 設計図書で 指定がない 限り常時イ ンバータ給電、同  
期 切 替 方式と する 。 

２． 整流 器 
整 流 器 は 、10kVA 以 下 の 容 量 の 場 合 に は 、ト ラ ン ジ ス タ 方 式 と し 、10kVA を 超 え る 容 

量 の 場 合には 、ト ランジ スタ 方式又 はサ イリス タ方 式とす る。  
３． 容 量 

無 停 電 電源装 置の 容量は 、設 計図書 で明 示して いな い場合 は、PLC、運 転 支援装 置 の 
消 費 電 ⼒合計 に 20%の余 裕を ⾒込ん だも のとす る。  

な お 、 停 電 時 の 保 持 時 間 は 100%負 荷 時 約 5 分 間 と し 、 自 家 発 電 設 備 が な い 場 合 は 、 
こ れ 以 上の保 持時 間をと るも のとす る。  

４． 盤形 式 
無停電 電源 装置の 盤形 式は、 設計 図書で 指定 がない 限り 、小型 パッ ケージ の汎 用品  

を 使 用 するも のと する。  
 

 

第６節 予備品・工具等  
 

 

12－ ６－１ 予備品  
電 気 設 備の予 備品 は設計 図書 による もの とする 。 

12－ ６－２ 工具等  
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電 気 設 備に付 属す る工具 等は 設計図 書に よるも のと する。  
 

 

第７節 据 付 
 

 

12－ ７－１ 一般事項  
１ ． 請負者は 、設 備の据 付調 整に先 ⽴ち 、監督員 と十分 打合 せを⾏ うも のとす る。  
２ ．請負者は 、設 備 の 据 付 調 整を十 分な 技術と 経験 を有す る技 術者に より ⾏うも のと し 、 

作 業 の 円滑化 に努 めるも のと する。  
３ ． 請負者は 、設 備の据 付調 整の際 、施 工する 設備 はもと より 、既設 機器 や構造 物等 に 

損傷をあたえないよう十分注意するものとする。  万一損傷した場合は、直ちに監督 職 
員 に 報 告する と共 に、請負者 の負担 で速 やかに 復旧 又は修 復す るもの とす る。  

４ ． 請負者は 、設 備の据 付調 整を実 施す るに当 たり 、既設 通信 回線及 び既 設設備 の運 用 
に 支 障 をきた すお それが ある 場合は 、事 前に監督員と協 議す るもの とす る。  

５ ． 機 器をフ リー アクセ ス床 に固定 する 場合は 、次 のいず れか による もの とする 。 
（ １ ）地震時 に 、フリー アク セス床 の床 面が浮 き上 がり又 は 、落下し ない ように 補 強 し 、 

機 器 は 床板を はさ んで、 直接 補助材 又は 、コン クリ ート床 に固 定する もの とする 。 
（ ２ ） 機器部 分の フリー アク セス床 を切 取り、 コン クリー ト床 に鋼製 の専 用架台 を設 置 

し 、 ボ ルト等 で機 器を固 定す るもの とす る。  
６ ． 機 器等の 据付 は、地 震時 の水平 移動 ・転倒 等の 事故を 防止 できる よう 耐震処 理を ⾏ 

うものとする。  なお、耐震処理は、法令・基準等に準拠した計算結果に基づいたも の 
で あ る こと。  

７ ． 各 種設備 等の 包装・ 運搬 は、設 計図 書によ るほ か、次 の事 項によ るも のとす る。  
（ １ ） 包装は 、機 器等を 水・ 湿気・ 衝撃 等から 保護 すると 共に 、運搬 ・保 管に耐 える 構 

造 で あ るもの とす る。  
12－ ７－２ 引込設備  

１． 適 用 
受 変電設 備の 引込方 式は 、架空 引込 又は、 地中 引込方 式が あり、 電気 設備技 術基 準 

の 各 条 項に準 拠し て施工 する 。 
２ ． 架 空方式 によ る引込 設備  
（ １ ） 引 込 柱 に 設 置 す る 機 器 に 接 続 す る 高 圧 引 下 げ 線 は 、 JIS C  3609「 高 圧 引 下 用 絶 縁 

電 線 」 による もの とする 。 
（ ２ ） 引込ケ ーブ ルのシ ール ド層の 接地 は、迷 走電 流によ る誤 動作及 び分 流によ る感 度 

低 下 を 防止す るた め受変 電設 備の１ 端で ⾏うも のと する。  
３ ． 地 中方式 によ る引込 設備  

地中方式に よる引込設 備で施工す る配管・配 線、ハンド ホール設置 、接地工事 等 は 、 
第 ３ 章 3-10 電 気 配線」 の規 定によ るも のとす る。  

12－ ７－３ 機材の取付けなど  
引 込 柱 に高圧 負荷 開閉器 及び 避雷器 など を取付 ける 場合は 、取 付高さ を地 上 4.5ｍ 以 
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上 か つ 人が触 れる おそれ がな いよう にす る。  
12－ ７－４ 受変電設備  

１ ． 設 備の配 置は 、設計 図書 による もの とする 。 
２ ． 機 器の据 付は 、床面 及び コンク リー ト基礎 上に 、水平 、中 心線な ど関 係位置 を正 し 

く出 し 、機 器 を 据 付 け た後 、隣接 した 盤相 互 間 に 隙 間 が で き な い よ うに 、ライ ナー 等 に 
よ り 調 整を⾏ い、 アンカ ーボ ルト及 びボ ルト等 によ り堅固 に固 定する 。 

３ ． 機 器の上 部吊 り⾦具 は、 原則と して 据付後 に取 外して ボル ト穴は 塞ぐ ものと する 。 
な お 、 取外し た吊 り⾦具 は、 必要に 応じ て具備 する ものと する 。 

４ ． 屋 外に設 置す る設備 につ いては 、切 土部や 盛土 部を避 け、 水はけ の良 い地盤 環境 が 
良 好 な 場所に 設置 するも のと し、特 に浸 水等に 注意 するも のと する。  

５ ． 設 備の設 置後 に主回 路⺟ 線、裏 面配 線の接 続等 、各部 の締 付けを 十分 に確認 する も 
のと する 。 

６ ． 設 備の設 置後 は、小 動物 が侵入 しな いよう に防 蛇、防 鼠処 理など の対 策を⾏ うも の 
とす る。  

７ ． ケ ーブル をピ ット内 等に 配線す る場 合は、 ⾏先 、系統 別に 整然と 配列 し、各 ケー ブ 
ル に は ⾏先、 用途 を記し た表 示札を 取付 けるも のと する。  

８ ． 注 意標識 等の 設置は 、条 例に従 って 設置す るも のとす る。  
12－ ７－５ 受変電設備の試験及び調整  

１ ． 設 備の試 験及 び調整 に当 たって は、 試験及 び調 整項目 、方 法等を 記載 した要 領書 を 
監督員に提 出し 、承 諾 を 得 た後に 技術 者によ り十 分に調 整し 、「 施 設 機 械工事 等 施 工 

管理 基準 」 に 定 め る 試 験 項 目 に よ り 、 機 能 が 十 分 得 られる よう に実施 する ものと する 。 
２ ． 設 備の調 整完 了後は 、現 地試験 デー タ及び 調整 結果を 監督員に 報告 し、確 認を 受 

け る も のとす る。  
12－ ７－６ 発電設備  

１ ． 設 備の配 置は 、設計 図書 による もの とする 。 
２． 基  礎 
（ １ ） 機器の 荷重 に対し 十分 な強度 及び 受圧面 を有 するも のと し、支 持⼒ のある 床又 は 

地 盤 面 に設置 する ものと する 。 
（ ２ ） 機器据 付は 、機器 に適 合する 基礎 ボルト 等を 用いて ⾏う ものと する 。 

な お 、 基 礎 ボ ル ト は 、 地 震 や 運 転 時 の 振 動 に 対 し て 、 十 分 な 強 度 を 有 す るものと  
す る。  

３ ． 発 電機及 び原 動機  
（１）コンクリート基礎上に、水平、中心線など関係位置を正しく出し、共通ベース を 

設 置 し て据付 を⾏ うもの とす る。  
（２）発電機、原動機の水平、中心線、入出⼒軸部のたわみについて適時補正を⾏う も 

のと する 。 
（ ３ ） 据付完 了後 、冷却 用放 熱機な どの 各補機 類を 設置し 、軸 心の調 整を ⾏い共 通ベ ー 

ス の 水 平を確 認し てから 基礎 ボルト によ り堅固 に固 定する もの とする 。 
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第１節 通 則 
 

 

13－１－１  適 用 
この 章は、電気 通信設備工 事における 水管理制御 設備に適用 する。 
な お、対象と なる水管理 制御設備は 、情報処理 設備、監視 操作設備、 情報伝送設 備、雨水 

テレ メータ・放 流警報設備 、無線設備 、ＣＣＴＶ 設備、電源 設備及び計 測設備（以 下、この 
章にお いて「水管 理制御シス テム」とい う。）とす る。 

13－１－２  一般事項 
１．機 器構造等 
（１） 一般事項 

①水 管理制御シ ステムの基 本事項は次 によるもの とし、詳細 仕様は設計 図書による もの 
とする 。 

②設備 の基本事項 
ア．設 備は、要求 された機能 を、与えら れた条件の もとで確実 に⾏えるも のとする。 
イ．設 備は、一部 の故障が設 備全体の機 能に影響し ないものと する。 
ウ．設 備は、操作 が簡単で、 使い易いも のとする。 
エ．設 備は、原則 として連続 稼動ができ る機器を使 用するもの とする。 
オ．設 備は、故障 箇所の発⾒ が容易で、 修復が簡単 に⾏えるも のとする。 

③機器 の基本事項 
ア．機 器について は、極⼒標 準化・規格 化を⾏うも のとする。 
イ．機 器の設計は 、要求され た機能に基 づいて⾏う ものとする 。 
ウ．機 器の構造等 は、日常点 検、定期点 検が容易に ⾏えるよう にするもの とする。 
エ． 機器の構成 は、管理業 務（維持・ 運用）に支 障をきたさ ず、機器の 部分更新が 容 

易に⾏ えるものと する。 
オ．機 器は、設置 環境に対し 十分な耐久 性を有する 構造である ものとする 。 
カ．機器 相互間の インタフェ ースは、異機 種間でも 接続できる 規格とするものとする。 

④環境 条件 
機器は 、設計図書 に示す条件 において正 常に動作す るものとす る。 

⑤機器 への供給電 源 
機器へ の供給電源 は、設計図 書に示す条 件によるも のとする。 

（２） 機器構造等 
請負者 は、水管 理制御シス テムの盤内 機器につい ては、 JEC、 JEM、 JIS  等の関係規格 

に準ず るほか、設 計図書に示 した場合を 除き次によ らなければ ならない。 
①設 備の機器構 成に基づき 、各単位機 能毎にでき るだけブロ ック化して 組⽴てるも のと 

し、各 機器は操作 及び点検が 容易な構造 とするもの とする。 
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②機 器の組⽴構 造は、原則 としてユニ ット組⽴と し、適さな いものを除 きプラグイ ン方 
式又は 、これに準 じる接続方 式とするも のとする。 

③各機 器の操作部 は、操作の 種類、順序及 び操作方 法等が容易 な配列構造 とすると共 に、 
操作ス イッチの重 要度に応じ て誤操作が 生じないよ うに配慮す るものとす る。 

④機器 の塗装につ いては次の とおりとす る。 
ア．機 器の塗装仕 様は、原則 として防錆 処理後焼付 塗装（施工 業者標準仕様）とする。 
イ． 塗装色につ いては、標 準塗装色（ 5Y7/1）以 外の場合（ 汎用品を除 く。）は色 ⾒本 

を提出 し、監督員の承諾を 受けるもの とする。 
ウ．汎 用品につい ては、施工 業者の標準 塗装仕様及 び塗装色と する。 

⑤機 器の主要部 分には銘板 、刻印又は 、押印など により表示 を⾏い、主 要部品には 回路 
図等と 照合できる 記号又は、 番号を付け るものとす る。 
また 、取り扱い 上特に注意 を要する箇 所には赤字 で表示する ものとする 。 

２．技 術基準等 
請負者は、設計図 書におい て特に定め のない事項 については、第１ 章 1-1-46 による ほか、 

次の基 準等に準拠 するものと する。 
（１） 電気設備計 画設計技術 指針（高低 圧編） （農林 水産省） 
（２） 電気設備計 画設計技術 指針（特別 高圧編） （農林 水産省） 
（３） 水管理制御 方式技術指 針（畑地か んがい編） （農林 水産省） 
（４） 水管理制御 方式技術指 針（計画設 計編） （農林 水産省） 
（５） バルブ設備 計画設計技 術指針 （農林 水産省） 
（６） 電気設備標 準機器仕様 書 （農林 水産省） 
（７） 施設機械工 事等施工管 理基準 （農林 水産省） 
（８） 電気設備に 関する技術 基準を定め る省令 （経済 産業省） 
（９） 電気設備の 技術基準の 解釈 （経済 産業省） 
（ 10） 電気技術規 程（JEAC） （日本 電気協会） 
（ 11） 電気技術指 針（JEAG） （日本 電気協会） 
（ 12） 内線規程 （日本 電気協会） 
（ 13） テレメータ 装置標準仕 様書（国電 通仕第 21 号） （国土 交通省） 
（ 14） 70MHz 帯無線 装置（テ レメータ・ テレコント ロール用） 標準仕様書 

（国電通仕 第 22 号） （国土 交通省） 
（ 15） 400MHz 帯無線装置（テ レメータ・ テレコント ロール用） 標準仕様書 

（国電通仕 第 23 号） （国土 交通省） 
（ 16） 放流警報装 置標準仕様 書（国電通 仕第 27 号） （国土 交通省） 
（ 17） 日本工業規 格（JIS） （日本 規格協会） 
（ 18） 電気学会電 気規格調査 会標準規格 （JEC） （電気 学会） 
（ 19） 日本電機工 業会規格（ JEM） （日本 電機工業会 ） 
（ 20） 電子情報技 術産業協会 規格（ JEITA） （電子 情報技術産 業協会） 
（ 21） 電池工業会 規格（ SBA）  （電池 工業会） 
（ 22） 日本電線工 業会規格（ JCS） （日本 電線工業会 ） 
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（ 23） 陸用内燃機 関協会規格 （LES）  （日本 陸用内燃機 関協会） 
（ 24） 電気供給約 款 （各電 ⼒会社） 
（ 25） 光ファイバ ケーブル施 工要領・同 解説 （建設 電気技術協 会） 

13－１－３  予備品・工具等 
１．予 備 品 

水管 理制御設備 の予備品は 設計図書に よるものと する。 
２．工 具 等 

水管 理制御設備 に付属する 工具等は設 計図書によ るものとす る。 
 

 

第２節 情報処理設備 
 

 

13－２－１  データ処理装置 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１．水 管理制御設 備において 処理すべき 機能を遅滞 なく、円滑 に処理可能 なものとす る。 
２．本 装置におけ る各プログ ラムの処理 周期は、約 １分程度と する。 
３． OS（オペレ ーティング システム） は、リアル タイム・マ ルチタスク 処理が可能 なものと 

する。 
４． RAS  機能と して、メモ リパリティ エラー検出 機能、停電 検出とデー タ及びプロ グラムの 

退避 処理機能、 ウォッチド ッグタイマ 機能、無効 命令検出機 能、停電復 電時の自動 復帰機 
能等は 、標準的に 装備するも のとする。 

５． データ処理 装置を二重 化構成とし た場合は、 一方の装置 との情報授 受において 、異常を 
検出し た場合及び 一方の装置 の装置異常 を検出した 場合に切替 わるものと する。 

13－２－２  補助記憶装置 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１．デ ータ処理装 置等の主記 憶装置と役 割を分担さ せ、円滑な 処理が可能 なものとす る。 
２．デ ータ処理装 置等に連動 した十分な 転送速度を 有するもの とする。 

13－２－３  ⼊出⼒処理装置Ⅰ 

１．本 機器の一般 事項は次の とおりとす る。 
（１ ）⼊出⼒処 理装置Ⅰは 、データ処 理装置とテ レメータ・ テレコント ロール親局 装置及び 

⼊出⼒ 中継装置を 介して接続 される計測 装置、機側操作盤等の 外部機器と の計測・監視・ 
制御 信号等の⼊ 出⼒のほか 、⼊⼒信号 のフィルタ リング処理 、検定処理 、スケール 変換 
処理 等の一次処 理、ゲート ・バルブ・ ポンプ等の 外部機器に 対する操作 処理等を⾏ うも 
のであ る。 

２．⼊ 出⼒処理装 置Ⅰの機能 は次のとお りとする。 
（１ ）テレメー タ・テレコ ントロール 親局装置⼊ 出⼒処理部 は、外部装 置との⼊出 ⼒処理及 

びデー タ処理装置 、操作卓、 監視盤等と の情報⼊出 ⼒処理の機 能を有する ものとする。 
（２） 計測装置⼊ 出⼒処理部 は、外部情 報の⼊出⼒ 処理の機能 を有するも のとする。 
（３ ）ゲート・ バルブ・ポ ンプ機側装 置⼊出⼒処 理部は、外 部情報の⼊ ⼒処理、ゲ ート・バ 
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ルブ ・ポンプ操 作処理及び データ処理 装置、操作 卓、監視盤 等との情報 ⼊出⼒処理 の機 
能を有 するものと する。 

13－２－４  ⼊出⼒処理装置Ⅱ 

１．本 機器の一般 事項は次の とおりとす る。 
⼊ 出⼒処理装 置Ⅱは、デ ータ処理装 置と接続さ れテレメー タ監視装置 からの計測 信号、 

放流警 報制御監視 装置からの 監視・制御信号の⼊出 ⼒、監視盤 、警報盤等 へのデータ 出⼒、 
時計装 置からの時 刻データの ⼊⼒、外部 との転送デ ータの送受 信等を⾏う ものである 。 

２．本 機器の機能 は次のとお りとする。 
（１ ）共通⼊出 ⼒処理部は 、データ処 理装置と雨 水テレメー タ装置⼊⼒ 処理部、放 流警報装 

置⼊ ⼒処理部、 監視盤出⼒ 処理部、警 報盤出⼒処 理部、時刻 ⼊⼒処理部 、その他⼊ 出⼒ 
処理 部及びデー タ転送⼊出 ⼒部の各処 理部間の⼊ 出⼒データ の統括管理 と⼊出⼒処 理の 
機能を 有するもの とする。 

（２ ）雨水テレ メータ装置 ⼊⼒処理部 は、外部装 置からの情 報⼊⼒処理 、共通⼊出 ⼒処理部 
への情 報出⼒処理 の機能を有 するものと する。 

（３ ）放流警報 装置⼊⼒処 理部は、外 部装置から の情報⼊⼒ 処理、共通 ⼊出⼒処理 部への情 
報出⼒ 処理の機能 を有するも のとする。 

（４ ）監視盤出 ⼒処理部は 、外部装置 への情報出 ⼒処理、共 通⼊出⼒処 理部からの 情報⼊⼒ 
処理の 機能を有す るものとす る。 

（５ ）警報盤出 ⼒処理部は 、外部装置 への警報出 ⼒処理、共 通⼊出⼒処 理部からの 情報⼊⼒ 
処理の 機能を有す るものとす る。 

（６ ）時刻⼊⼒ 処理部は、 外部装置か らの情報（ 時刻）⼊⼒ 処理、共通 ⼊出⼒処理 部への情 
報出⼒ 処理の機能 を有するも のとする。 

13－２－５  表示記録端末装置 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１． 記録端末装 置は、時報 、日報、月 報、年報の 各処理を⾏ い、プリン タに記録（ 印字）可 
能なも のとする。 

２． 表示端末装 置は、デー タ処理装置 が収集処理 したデータ を表、図形 、グラフ等 で表示可 
能なも のとする。 

３．表 示記録端末 装置は、表 示端末及び 記録端末の 両方の機能 を有するも のとする。 
４． OS（オペレ ーティング システム） は、リアル タイム・マ ルチタスク 処理が可能 なものと 

する。 
５． FA パソコンの 場合は、 RAS 機能とし てメモリパ リティエラ ー検出機能 、停電検出 とデー 

タ及 びプログラ ムの退避処 理機能、ウ ォッチドッ グタイマ機 能、無効命 令検出機能 及び停 
電復電 時の自動復 帰機能等を 有するもの とする。 

13－２－６  プリンタ 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１． モノクロペ ージプリン タは、日報 、月報、年 報の記録（ 印字）用と して使用で き、単票 
の白紙 用紙に罫線 、タイトル 等が印字可 能なものと する。 

２． カラーペー ジプリンタ は、日報、 月報、年報 の記録（印 字）用とし て使用でき 、単票の 
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白紙 用紙に罫線 、タイトル 等が印字可 能なものと する。また 、ディスプ レイの表示 画面記 
録にも 使用できる ものとする 。 

３． インクジェ ットプリン タは、アナ ウンスメン ト、時報、 日報、月報 、年報のほ か、ディ 
スプレ イの表示画 面記録にも 使用可能な ものとする 。 

４． シリアルプ リンタは、 アナウンス メント、時 報、日報、 月報、年報 の記録（印 字）に使 
用でき るものとし 、白紙フォ ーム、また は印刷フォ ームに印字 可能なもの とする。 

５． プリンタ切 換器は、２ 台のパソコ ンで１台の プリンタを 共有するも ので、先に ⼊⼒され 
た方 を優先して 自動的に切 り換え、印 刷中断時に 他方の処理 装置が⼊⼒ しても、一 定時間 
内なら 続けて優先 する占有タ イマを搭載 し出⼒デー タの混在が 発生しない ものとする 。 

６． プリンタバ ッファは、 複数台のパ ソコンで１ 台のプリン タを共有す るもので、 バッファ 
機能 を有し、デ ータの転送 が終了した 段階でパソ コンを開放 し効率的な 利用が可能 なもの 
とする 。 

７．LAN インタフ ェースはプ リンタに内 蔵し、LAN に 接続され ている複数 台のパソコ ンが１台 
のプリ ンタを共有 可能なもの とする。 

13－２－７  サーバ装置 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１．水 管理制御設 備において 処理すべき 機能を遅滞 なく、円滑 に処理でき るものとす る。 
２．本 機器におけ る各プログ ラムの処理 周期は、約 １分程度と するものと する。 
３． OS（オペレ ーティング システム） は、リアル タイム・マ ルチタスク 処理が可能 なものと 

する。 
４． RAS  機能と して、メモ リパリティ エラー検出 機能、停電 検出とデー タ及びプロ グラムの 

退避 処理機能、 ウォッチド ッグタイマ 機能、無効 命令検出機 能、停電復 電時の自動 復帰機 
能等を 標準的に装 備するもの とする。 

13－２－８  時計装置 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１．時 計装置は、 システムの 時間管理に 使用でき、 FM 放送波、 ⻑波 JJY 電 波、GPS 衛星から 
の電波 等を受信し 、時刻デー タの出⼒及 び時刻修正 が可能なも のとする。 

13－２－９  ソフトウェア 
１．ソ フトウェア 仕様一般 
（１） ソフトウェ アは、階層 構造とし、 次の条件を 備えたもの とする。 

①ソフ トウェアは 、与えられ た条件のも とで要求さ れる機能を 確実に⾏え るものとす る。 
②ソフ トウェアは 、個々の処 理単位でモ ジュール化 を図るもの とする。 
③各 モジュール 内の処理は 、単純化し 、処理内容 （処理タイ ミング、処 理の⼿順な ど） 

が、容 易に理解可 能なものと する。 
（２） ソフトウェ アの機能及 び動作を確 認するため 、次の試験 が容易に⾏ えるものと する。 

①各機 能モジュー ル単位での 単体試験 
②各処 理機能単位 での組合わ せ試験 
③総合 的な機能確 認及び動作 確認試験 
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（３） アプリケー ションプロ グラムを作 成するとき の使用言語 は、次によ るものとす る。 
①ハー ドウェアに 依存しない 標準的なＣ 言語、BASIC 言語等を 使用しなけ ればならな い。 
②⼊出 ⼒処理装置 等のプログ ラムは、Ｃ言 語、ラダー 言語等を使 用しなけれ ばならない。 

２．ソ フトウェア の機能仕様 
ソ フトウェア の機能仕様 は、「水管 理制御方式 技術指針（ 計画設計編 ）」等によ るものと 

する。 
 

 

第３節 監視操作設備 
 

 

13－３－１  操 作 卓 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１ ．操作卓は 、データ処理装 置、⼊出⼒ 処理装置 、テレメータ・テレコン トロール親 局装置、 
⼊出 ⼒中継装置 を介して、 用排水施設 等の監視（ 数値・ラン プ表示など ）及び操作 が可能 
なもの とする。 

２． 遠方・遠隔 ⼿動操作に 係る操作信 号及び監視 信号は、 LAN  を経由す ることなく 、⼿動操 
作卓と ⼊出⼒装置 との間で直 接受渡しす るものとす る。 

３．施 設の動作中 又は、異常 発生時には 可視・可聴 の警報を⾏ うものとす る。 
13－３－２  監視盤（グラフィックパネル、ミニグラフィックパネル） 

本機 器の機能は 次のとおり とする。 
１． 監視盤は、 データ処理 装置、⼊出 ⼒処理装置 、テレメー タ・テレコ ントロール 親局装置 

を介し て、用排水 施設等の監 視（数値・ ランプ表示 など）が⾏ えるものと する。 
２．施 設の異常発 生時には可 視・可聴の 警報を⾏う ものとする 。 

13－３－３  大型表示装置 
本 機器の機能 は、データ 処理装置又 は、表示端 末装置等で 処理したグ ラフ、地図 及び模式 

図等の 表示が⾏え るものとす る。 
13－３－４  警報表示盤 

本機 器の機能は 次のとおり とする。 
１． 警報表示盤 は、データ 処理装置、 ⼊出⼒処理 装置、テレ メータ・テ レコントロ ール親局 

装置 を介して、 用排水施設 等の主要な 情報及び機 器異常・故 障等の監視 （数値・ラ ンプ表 
示など ）が可能な ものとする 。 

２．施 設の異常発 生時には可 視・可聴の 警報を⾏う ものとする 。 
 

 

第４節 情報伝送設備 
 

 

13－４－１  テレメータ、テレメータ・テレコントロール装置 
１． テレメータ 親局装置、 テレメータ ・テレコン トロール親 局装置の機 能は次のと おりとす 

る。 
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（１） データ収集 
用 排水施設等 に設置され たテレメー タ子局装置 、テレメー タ・テレコ ントロール 子局 

装置 から伝送さ れる水位、 流量、開度 及びゲート ・バルブ・ ポンプ設備 等の動作状 態の 
計測 ・監視信号 （データ） を受信し、 符号誤り検 定処理した データを正 規のデータ とし 
て収集 可能なもの とする。 

（２） 制 御 
用 排水施設等 に設置され たテレメー タ・テレコ ントロール 子局装置へ 制御信号（ デー 

タ） を送信し、 ゲート・バ ルブ・ポン プ設備等に 所定の制御 （操作）が 可能なもの とす 
る。 

なお 、所定の制 御内容は設 計図書に示 すとおりと する。 
（３） データの⼊ 出⼒ 

監 視のために 収集したデ ータの出⼒ 及び制御デ ータの⼊⼒ を監視操作 卓、⼊出⼒ 処理 
装置等 の外部機器 と⾏えるも のとする。 

２． テレメータ 子局装置、 テレメータ ・テレコン トロール子 局装置の機 能は次のと おりとす 
る。 

（１） データ⼊⼒ 
水位、流量、開度及びゲー ト・バルブ・ポンプ設 備の動作状 態等の計測・監視信号（ デ 

ータ） を、⼊出⼒ 中継装置等 を介してデ ータ⼊⼒を ⾏えるもの とする。 
（２） パルス積算 

雨量、流量の⼊ ⼒信号がパ ルス信号の 場合は、⼊⼒ 部で積算 を⾏い積算 信号（データ） 
として 保存するも のとする。 

なお 、停電時間 はパルス積 算せず、保 持時間 は 24 時間とす る。 
（３） データ伝送 

親 局装置から の呼び出し に応じ又は 、サイクリ ックにデー タの伝送（ 送信）を⾏ うも 
のとす る。 

（４） 制 御 
親 局装置から 受信した制 御信号（デ ータ）を、 ⼊出⼒中継 装置等を介 して、ゲー ト・ 

バルブ ・ポンプ設 備等に所定 の制御（操 作）が可能 なものとす る。 
13－４－２  網制御装置 

本機 器の機能は 次のとおり とする。 
１． テレメータ 装置、テレ メータ・テ レコントロ ール装置の モデム（回 線接続部に 実装）を 

NTT 等の 加⼊電話 回線に対し て発信、着 信の制御が 可能なもの とする。 
２ ．AA 形網制御装 置（親局用 ）は、テレメータ装置 、テレメー タ・テレコ ントロール 親局装 

置に実 装し、複数 の子局に対 して自動発 信、自動着 信の機能を 有するもの とする。 
３ ．AA 形網制御装 置（子局用 ）は、テレメータ装置 、テレメー タ・テレコ ントロール 子局装 

置に実 装し、親局 に対して自 動発信、自 動着信の機 能を有する ものとする 。 
４ ．MA 形網制御装 置（子局用 ）は、テレメータ装置 、テレメー タ・テレコ ントロール 子局装 

置に実 装し、親局 に対して⼿ 動発信、自 動着信の機 能を有する ものとする 。 
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13－４－３  データ転送装置 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１． データ転送 装置（CDT・ HDLC  方式 ）は、デー タ処理装置 及びファイ ルサーバ等 のデータ 
を⼊出 ⼒処理装置 等を経由し 、所外の他 のシステム 間でデータ 転送が可能 なものとす る。 

２． データ転送 装置（LAN  方式）は、 データ処理 装置及びフ ァイルサー バ等に蓄積 されたデ 
ータ を LAN で経由 し、所外の 他のシステ ム間でデー タ転送が可 能なものと する。 

13－４－４  ⼊出⼒中継装置 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１． 外部機器（ 計測装置、 機側操作盤 等）とテレ メータ子局 装置、テレ メータ・テ レコント 
ロール 子局装置及 び⼊出⼒処 理装置等と の計測・監 視（状態 ）・制御信号等 の中継（受 渡し） 
が⾏え るものとす る。 

２． 外部機器か らの計測・ 監視・制御 等ケーブル を本機器に 接続するた めの中継端 子台を有 
するも のとする。 

３． 外部接続ケ ーブルから 侵⼊してく る誘導雷サ ージ電圧等 の異常電圧 に対しテレ メータ子 
局装 置、テレメ ータ・テレ コントロー ル子局装置 及び⼊出⼒ 処理装置等 を保護する ための 
サージ 吸収、信号 絶縁が⾏え るものとす る。 

４． テレメータ 子局装置、 テレメータ ・テレコン トロール子 局装置及び ⼊出⼒処理 装置等と 
の信 号の受渡し に当たり、 信号形式・ レベルの変 換等が⾏え る機能の付 加が可能な ものと 
する。 

５．計 測・監視信 号の分配が ⾏える機能 の付加が可 能なものと する。 
13－４－５  機側伝送装置 

１．本 機器の一般 事項は次の とおりとす る。 
機 側操作盤等 と⼊出⼒処 理装置間を 光ケーブル で接続する 場合は、機 側に各種信 号の⼊ 

出⼒ 機能を持た せた機側伝 送装置を設 置し、⼊出 ⼒処理装置 Ⅰとの間で データ伝送 を⾏う 
もので ある。 

２．本 機器の機能 は次のとお りとする。 
（１ ）計測装置 機側伝送処 理部は、外 部情報の⼊ ⼒及び計測 装置⼊⼒処 理部への光 伝送送信 

処理の 機能を有す るものとす る。 
（２ ）ゲート・ バルブ・ポ ンプ機側伝 送処理部は 、外部との 情報⼊⼒、 ゲート・バ ルブ・ポ 

ンプ 等操作出⼒ 及びゲート ・バルブ・ ポンプ機側 装置⼊出⼒ 処理部との 光伝送送受 信処 
理の機 能を有する ものとする 。 

13－４－６  対孫局中継装置 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１． 孫局装置と テレメータ 子局装置、 テレメータ ・テレコン トロール子 局装置及び ⼊出⼒処 
理装置 等との計測 ・監視（状 態）・制御 信号等の中 継（受渡し ）が可能な ものとする 。 

２． 孫局装置か らの監視・ 計測・制御 等ケーブル を本装置に 接続するた めの中継端 子台を有 
するも のとする。 

３． 孫局装置接 続ケーブル から侵⼊し てくる誘導 サージ電圧 等の異常電 圧に対しテ レメータ 
子局 装置、テレ メータ・テ レコントロ ール子局装 置及び⼊出 ⼒処理装置 等を保護す るため 
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のサー ジ吸収、信 号絶縁が⾏ えるものと する。 
４． テレメータ 子局装置、 テレメータ ・テレコン トロール子 局装置及び ⼊出⼒処理 装置等と 

の信号 の受渡しに 当たり、信 号形式・レ ベルの変換 等が⾏える ものとする 。 
５．計 測・監視信 号の分配が ⾏える機能 の付加が可 能なものと する。 

13－４－７  孫局装置 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１． 本装置は、 外部機器（ 計測装置、 機側操作盤 等）と対孫 局中継装置 との計測・ 監視・制 
御信号 等の中継（ 受渡し）が 可能なもの とする。 

２． 外部機器及 び対孫局中 継装置から の計測・監 視・制御等 ケーブルを 本機器に接 続するた 
めの中 継端子台を 有するもの とする。 

３． 外部接続ケ ーブルから 侵⼊してく る誘導サー ジ電圧等の 異常電圧に 対し孫局装 置及び孫 
局中継 装置を保護 するための サージ吸収 、信号絶縁 が⾏えるも のとする。 

４． 孫局中継装 置との信号 の受渡しに 当たり、信 号形式・レ ベルの変換 等が⾏える ものとす 
る。 

５．計 測・監視信 号の分配が ⾏える機能 の付加が可 能なものと する。 
13－４－８  設定値制御装置 

本 機器の機能 は、単一の 開度・流量 の設定値制 御、水位の 水位幅オン ・オフ制御 等のマイ 
ナール ープの比較 的簡単な制 御を⾏うも ので、その制 御機能は、設計図書 によるものとする。 

13－４－９  スイッチングハブ 
１．Ｌ２スイッチ の機能は、データ処理 装置、⼊出⼒処理装置、サーバ装 置など、IP ネット 

ワー ク機器同士 の通信にお いて、デー タリンク層 （OSI  参照 モデルの第 ２層）のデ ータで 
パケッ トの⾏き先 を判断して 転送を⾏う ものとする 。 

２．Ｌ３スイッチ の機能は、データ処理 装置、⼊出⼒処理装置、サーバ装 置など、IP ネット 
ワー ク機器同士 の通信にお いて、ネッ トワーク層 （OSI  参照 モデルの第 ３層）のデ ータで 
パケッ トの⾏き先 を判断して 転送を⾏う ものとする 。 

13－４－10  ルータ 
本機器の機能は、複数のネットワークを接続し相互にデータのやり取りをするもので 、 

Ethernet 用ケーブ ル、ADSL 用ケ ーブル 、光ケーブル など様々な インタフェ ースを変換 するも 
のとす る。 

13－４－11  メディアコンバータ 
本 機器の機能 は、メタル ケーブルで 送られてき た信号を光 ファイバ用 に変換する 。また、 

光ファ イバにて送 られてきた 信号をメタ ルケーブル 用に変換す る。 
 

 

第５節 雨水テレメータ・放流警報設備 
 

 

13－５－１  雨水テレメータ装置 
１．雨 水テレメー タ装置は、 テレメータ 装置標準仕 様書（国電 通仕第 21 号）［国土交 通省］ 

に準拠 するほか、 次によるも のとする。 
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２．本 機器の機能 は次のとお りとする。 
（１ ）監視局は 、観測局を 一括呼出制 御すること により水位 、雨量デー タ等の収集 及び印字 

（記録 ）又は、外 部出⼒が⾏ えるものと する。 
（２ ）観測局は 、センサか らのデータ を監視局か らの一括呼 出制御によ り自動的に 返送する 

ものと する。 
（３ ）伝送路内 に無線回線 の中継局が ある場合は 、観測局の 呼出制御に 先⽴ち中継 局を自動 

的に起 動させ、制 御終了後に これを停止 させるもの とする。 
（４ ）監視局か らの観測局 の呼出制御 は、自動呼 出、⼿動呼 出、再呼出 の３方式と するもの 

とする 。 
（５ ）監視局か ら呼出され た観測局は 、観測値を デジタル信 号に変換し た後、観測 符号を監 

視局に 向けて送出 するものと する。 
（６ ）監視局に おいて印字 機能を付加 した場合は 、１回の観 測動作に対 し月日・時 分、観測 

値及び 監視情報の 印字（記録 ）が可能な ものとする 。 
（７ ）監視装置 ではシステ ムの監視及 び保守点検 のために、 設計図書に 示す操作及 び表示が 

可能な ものとする 。 
（８ ）監視装置 は、単信無 線回線、有 線回線の任 意の組合せ で最大７伝 送路と接続 できるも 

のとす る。ただし 、単信無線 回線の接続 は１回線の み可能なも のとする。 
（９） 監視局と観 測局間の通 話が可能な ものとする 。 
（ 10）上 位装置に データを渡 すためにシ リアル出⼒（ RS-232C）ポ ートを付 加できるも のとす 

る。 
13－５－２  放流警報装置 

１．放 流警報装置 は、放流警 報装置標準 仕様書（国 電通仕第 27  号）［国土交通省］ に準拠す 
るほか 、次による ものとする 。 

２．本 機器の機能 は次のとお りとする。 
（１ ）制御監視 局は、警報 局を呼出制 御すること により警報 動作（サイ レン吹鳴、 疑似音吹 

鳴及 び音声放送 など）を⾏ わせると共 に、呼出制 御を受けた 警報局から の返送信号 によ 
り警報 局の動作状 況の表示及 び印字（記 録）が可能 なものとす る。 

（２ ）警報局は 、制御監視 局からの呼 出制御によ り警報動作 を⾏うと共 に、動作状 況を制御 
監視局 へ返送する ものとする 。 

（３ ）伝送路内 に無線回線 の中継局が ある場合は 、警報局の 制御に先⽴ ち中継局を 自動的に 
起動さ せ、制御終 了後にこれ を停止させ るものとす る。 

（４） 制御項目及 び監視項目 は、設計図 書によるも のとする。 
（５ ）制御監視 局において は、警報局 からの返送 される可聴 音、動作確 認信号及び 警報局状 

態信 号を受信し 、表示（操 作卓）及び 印字（記録 ）により警 報動作の確 認が⾏える もの 
とする 。 

（６ ）制御監視 局において は、１回の 制御動作に 対し月日・ 時分、制御 方式、局名 、制御項 
目、制 御結果及び 監視項目の 印字（記録 ）が可能な ものとする 。 

（７ ）制御監視 装置では、 システムの 動作監視及 び保守点検 のために、 設計図書に 示す操作 
及び表 示が⾏える ものとする 。 
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（８ ）操作卓（ 操作盤）は 、制御監視 装置に接続 して、設計 図書に示す 操作及び表 示が⾏え 
るもの とする。 

（９ ）制御監視 装置は、単 信無線回線 、有線回線 の任意の組 合せで最大 ７伝送路と 接続でき 
るもの とする。た だし、単信 無線回線は １回線とす る。 

（ 10） 監視局と観 測局間の通 話が可能な ものとする 。 
（ 11）上 位装置に データを渡 すためにシ リアル出⼒（ RS-232C）ポ ートを付 加できるも のとす 

る。 
13－５－３  サイレン装置 

本機 器の機能は 次のとおり とする。 
１． サイレン装 置は、制御 監視局から の遠方操作 及び警報局 での機側操 作によって 警報（サ 

イレン 吹鳴）可能 なものとす る。 
２． サイレン制 御盤は、サ イレン電源 の⼊切、サ イレン電源 の異常検出 、サイレン 過電流防 

止、機 側でのサイ レン制御な どの操作及 び保護が⾏ えるものと する。 
13－５－４  拡声装置 

本機 器の機能は 次のとおり とする。 
１． 拡声装置は 、制御監視 局からの遠 方操作及び 警報局での 機側操作に よって疑似 音の放送 

を⾏ うと共に、 制御監視局 及び警報局 からの音声 （録音音声 含む）の放 送が⾏える ものと 
する。 

２． 音声増幅器 は、電源⼊ ・切、出⼒ レベルの調 整、メータ による出⼒ 測定、マイ ク接続機 
能など の操作及び 表示が⾏え るものとす る。 

13－５－５  集音マイク 
本機 器の機能は 、サイレン 吹鳴、疑似 音放送等の 集音が⾏え るものとす る。 

13－５－６  回 転 灯 
本 機器の機能 は、制御監 視局からの 遠方操作及 び警報局で の機側操作 によって点 灯するも 

のとす る。 
 

 

第６節 無線設備 
 

 

13－６－１  無線装置 
テ レメータ装 置、テレメ ータ・テレ コントロー ル装置、放 流警報装置 、雨水テレ メータ装 

置で 使用する無 線装置（伝 送路を無線 回線で構成 する場合） は、70MHz  帯無線装置 （テレメ 
ータ・テレコント ロール用 ）標準仕様書（国電通仕 第 22 号 ）［国⼟交通省 ］及び 400MHz 帯
無線装置 （テレメー タ・テレコ ントロール 用）標準仕 様書（国電 通仕第 23 号）［国⼟交 通省］ 
に準拠 するものと する。 

13－６－２  無線中継装置 
１．無 線中継装置 は、テレメ ータ装置標 準仕様書（ 国電通仕第 21 号 ）［国土交通省 ］及び放 

流警報 装置標準仕 様書（国電 通仕第 27 号）［国土交 通省］に準 拠するほか 、次による もの 
とする 。 
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２．本 機器の機能 は次のとお りとする。 
（１）送 信機の出 ⼒が 1／ 2 以下に低下し た場合、故障 表示する と共に、他方 の送信機 に自動 

的に 切換わるこ と。ただし 、他方の送 信機がすで に故障とな っている場 合には切換 は⾏ 
わない ものとする 。 

また、機 側において 試験釦等に より１号機 、２号機相 互に強制切 換ができる ものとす 
る。 

（２ ）受信機の 故障検出方 法は、２台 の受信機の スケルチ開 信号の有無 を比較検出 すること 
によっ て⾏うもの とする。 

ただし、故 障と判断さ れた受信機 を回路から 切り離さな くてもよい 。 
なお、故障 の復帰は、 以後正常と 判断された 場合に自動 的に⾏うも のとする。 

（３ ）本機器で は、システ ムの監視及 び保守点検 のために、 設計図書に 示す操作及 び表示が 
⾏える ものとする 。 

 

 

第７節 CCTV 設備 
 

 

13－７－１ CCTV 装置 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１． 動画監視は 、現場の映 像をリアル タイムに監 視する方式 で、使用画 像伝送回線 は自営線 
（同軸 ケーブル、 光ケーブル ）又は、専 用デジタル 回線（６ Mbps 以上）等 とする。 

２． 準動画監視 は、現場の 映像を動画 に近い画像 にて監視す る方式で、 画像は使用 する回線 
等によ り数枚 /秒から、ほとん ど動画と変 わらない程 度まで可能 とし、使 用画像伝送回 線は 
NTT 回線 （INS64） 等とする。 

 

 

第８節 電源設備 
 

 

13－８－１  UPS 電源装置（産業用） 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１． 常時は交流 ⼊⼒を整流 器で整流し た直流出⼒ により、蓄 電池を充電 すると共に 、商用と 
同期の とれたイン バータで交 流に変換し 負荷に給電 するものと する。 

２． 停電時（交 流⼊⼒断） には、蓄電 池からの直 流出⼒をイ ンバータで 交流に変換 し、無瞬 
断で負 荷に給電す るものとす る。 

３． 整流器及び インバータ 故障時等に は、無瞬断 で自動的に バイパス回 路に切換で きるもの 
とする 。 

な お、⼿動切 替も同様と する。 
４．本 機器の運転 ・停止及び バイパス切 替等の操作 が⾏えるも のとする。 
５． 本機器の盤 面において 計測表示、 状態表示、 故障表示、 その他（操 作ガイダン スなど） 

等の表 示が⾏える ものとする 。 
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13－８－２  UPS 電源装置（汎用品） 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１． 常時は交流 ⼊⼒を整流 器で整流し た直流出⼒ により、蓄 電池を充電 すると共に 、商用と 
同期の とれたイン バータで交 流に変換し 負荷に給電 するものと する。 

２． 停電時（交 流⼊⼒断） には、蓄電 池からの直 流出⼒をイ ンバータで 交流に変換 し無瞬断 
で負荷 に給電する ものとする 。 

３． 整流器及び インバータ 故障時等に は、無瞬断 で自動的に バイパス回 路に切換で きるもの 
とする 。 

４．本 機器の運転 ・停止等の 操作が⾏え るものとす る。 
５．本 機器は、状 態表示、故 障表示等の 表示が⾏え るものとす る。 

13－８－３  耐雷トランス 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１． 外部引込電 源線から侵 ⼊してくる 誘導雷（外 来サージ） からシステ ムを構成す る各種電 
子機器 の保護を⾏ うものとす る。 

13－８－４  直流電源装置［DC12Ｖ・DC24Ｖ］ 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１．鉛 蓄電池を用 いる場合の 機能は次の とおりとす る。 
（１ ）保護充電 は、浮動充 電中、蓄電 池温度が上 昇した時に 蓄電池保護 のため自動 で⾏うも 

のとす る。 
また、蓄電 池温度が正 常になれば 自動的に浮 動充電に切 替わるもの とする。 

（２ ）浮動又は 、保護充電 中に交流⼊ ⼒が断とな った場合は 、蓄電池か ら負荷電流 を供給す 
るもの とする。 

（３） 停電回復時 は、浮動又 は、保護充 電を継続す るものとす る。 
（４ ）本機器で は、交流⼊ ⼒電源・直 流出⼒・整 流器出⼒の 開閉及び整 流器出⼒電 圧の設定 

の操作 が⾏えるも のとする。 
（５） 本機器の盤 面において 計測表示、 状態表示、 故障表示等 が⾏えるも のとする。 

13－８－５  太陽電池電源装置 
本機 器の機能は 次のとおり とする。 

１ ．太陽電池への 逆流防止ダ イオードを 有し、太陽電池出⼒（電圧、電流）、負荷電流 、蓄電 
池電圧 等の点検測 定が⾏える スイッチ及 びメータ等 を設けるも のとする。 

２．過 充電防止及 び負荷電圧 の調整機能 を有するも のとする。 
 

 

第９節 計測設備 
 

 

13－９－１  計測機器等 
１．計 測機器等は 設置場所や 気象条件に 影響されな い構造で、 信頼性・耐 久性の高い ものと 

しなけ ればならな い。 
２．計 測機器等は 、計測対象 に応じて測 定範囲、測 定精度を考 慮しなけれ ばならない 。 
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３．誘 導雷の被害 が懸念され る場合には 避雷器を設 け、機器の 保護が⾏え るものとし なけれ 
ばなら ない。 

４．計 測機器等は 、維持管理 性を考慮し 、汎用性の 高いものを 選定するこ と。 
 

 

第 10 節 据 付 
 

 

13－10－１ 一般事項 
１．請負者は、設 備の据付調 整に先⽴ち 、監督員 と十分打合 せを⾏うも のとする。 
２． 請負者は、 設備の据付 調整を十分 な技術と経 験を有する 技術者によ り⾏うもの とし、作 

業の円 滑化に努め るものとす る。 
３． 請負者は、 設備の据付 調整の際、 施工する設 備はもとよ り、既設機 器や構造物 等に損傷 

をあた えないよう 十分注意す るものとす る。 
万一損傷し た場合は、 直ちに監督員に報告 すると共に 、請負者の 負担で速や かに復旧 

又は修 復するもの とする。 
４． 請負者は、 設備の据付 調整を実施 するに当た り、既設通 信回線及び 既設設備の 運用に支 

障をき たすおそれ がある場合 は、事前に 監督員と 協議するも のとする。 
５．機 器をフリー アクセス床 に固定する 場合は、次 のいずれか によるもの とする。 
（ １）地 震時 に、フ リー アクセ ス床 の床面 が浮 き上が り又 は、落 下し ないよ うに 補強し、直  

接補助 材又はコン クリート床 に固定する ものとする 。 
（２ ）機器部分 の床を切り 取り、コン クリート床 に取付けボ ルトの締付 け状態が確 認できる 

構造の 専用架台を 設けてボル トで固定す るものとす る。 
６． 機器等の据 付は、地震 時の水平移 動・転倒、 落下等の事 故を防止で きるよう耐 震処置を 

⾏うも のとする。 
な お、耐震処 置は、法令 ・基準等に 準拠した計 算結果に基 づいたもの であること 。 

７．各 種設備等の 荷造・運搬 は、設計図 書によるほ か、次の事 項によるも のとする。 
（１ ）荷造は、 機器等を水 ・湿気・衝 撃等から保 護すると共 に、運搬・ 保管に耐え る構造で 

あるも のとする。 
13－10－２  水管理制御システム 

１．各 種設備等の 据付は、設 計図書によ るほか、次 の事項によ るものとす る。 
（１ ）機器の固 定に当たり 、取付ボル ト、アンカ ーボルトの 選定は、機 器に作用す る水平⼒ 

及び鉛 直⼒に応じ た適切なボ ルトを選定 しなければ ならない。 
（２ ）屋外の取 付けに使用 するボルト は、溶融亜 鉛めっき製 又はステン レス製等の 防食効果 

のある ものを使用 するものと する。 
（３ ）壁掛形機 器等の取付 けは、その 質量及び取 付場所に応 じた方法と し、質量の 大きいも 

の及 び取付方法 が特殊なも のの施工に 当たっては 、落下防止 を考慮し事 前に取付詳 細図 
を提出 するものと する。 

（４ ）卓上機器 等の据付は 、地震時に 機器等が水 平移動、転 倒又は卓上 から落下等 しないよ 
うに 、耐震用品 等で固定す るものとし 、卓の脚は 床面にアン グル等で固 定するもの とす 
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る。 
（５ ）CCTV 装置の カメラの設 置は、太陽光や照明灯 の光がレン ズにあたら ないように 、設置 

位置と 角度に留意 して取付け るものとす る。 
（６ ）水位計の 据付は、流 速の影響を 受けず堆砂 等のない場 所であるこ とを確認し てから⾏ 

うもの とする。 
（７ ）雨量・雨 雪量計の据 付は、建物 等の障害物 の影響を受 けず、上空 に雨滴の落 下の障害 

とな るような樹 木及び架空 電線等がな い場所であ ることを確 認してから ⾏うものとする。 
２． 機器を、他 の機器と絶 縁する必要 がある場合 は、木台又 は絶縁シー トなどによ り絶縁処 

理を⾏ うものとす る。 
３．機 器等の配置 は、設計図 書によるも のとする。 
４．各 種設備等の 調整は、設 計図書によ るほか、次 の事項によ るものとす る。 
（１ ）請負者は 、据付完了 後、各機器 の単体調整 を⾏うと共 に、施工す る設備の機 能を十分 

満足 するよう、 対向調整及 び総合調整 を⾏うもの とし、機能 、性能を十 分満足する まで 
⾏うも のとする。 

（２ ）請負者は 、設計図書 によるほか 、施設機械 工事等施工 管理基準の 各項目に基 づき試験 
及び調 整を⾏うも のとする。 

（３ ）請負者は 、調整完了 後、監督員に試験及 び調整した 結果を試験 成績書に記 載して提 
出し、 確認を受け るものとす る。 
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